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１ 計画の性格  
この計画は、中部圏の都市整備区域、都市開発区域及び保全区域の

整備等に関する法律に基づいて作成したものであって、都市整備区域

の開発整備の基本構想及び施設の整備についての大綱を示したもの

である。  
 

２ 計画の対象区域  
 計画の対象区域は、昭和 43 年 11 月 14 日総理府告示第 43 号をもっ

て告示した都市整備区域であり、関係市町村は次のとおりである｡ 
愛知県の名古屋市、岡崎市、一宮市、瀬戸市、半田市、春日井市、

津島市、碧南市、刈谷市、豊田市、安城市、西尾市、犬山市、常

滑市、江南市、尾西市、小牧市、稲沢市、東海市、大府市、知多

市、知立市、尾張旭市、高浜市、岩倉市、豊明市、日進市、愛知

郡東郷町、長久手町、西春日井郡西枇杷島町、豊山町、師勝町、

西春町、春日町、清洲町、新川町、丹羽郡大口町、扶桑町、葉栗

郡木曽川町、中島郡祖父江町、平和町、海部郡七宝町、美和町、

甚目寺町、大治町、蟹江町、十四山村、飛島村、弥富町、佐屋町、

立田村、八開村、佐織町、知多郡阿久比町、東浦町、南知多町、

美浜町、武豊町、幡豆郡一色町、吉良町、幡豆町、額田郡幸田町、

西加茂郡三好町、並びに三重県の四日市市、桑名市、桑名郡多度

町、長島町、木曽岬町、員弁郡員弁町、東員町、三重郡楠町、朝

日町、川越町の 73 市町村  
 

３ 計画の期間  
この計画の期間は、平成 13 年度から平成 17 年度までの５箇年間と

する。  
なお、計画の実施に当たっては、今後の社会、経済情勢の推移に応

じて弾力的な運用を図るものとする。  
 

４ 整備及び開発の基本構想  
 （現状と課題）  

本区域は、名古屋市を中心としたほぼ半径 40km 圏内の地域で、こ

れまで、産業、経済分野を中心にわが国を代表する大都市圏の一つと

して発展を続けている。区域内には、中枢都市名古屋市と有機的な関

連を持ちつつも比較的独自性を有する周辺都市が多核的に配置され、
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大都市圏としては土地、水などの国土資源にも恵まれていること、国

土の中央に位置していること､既存の交通網に加え､中部国際空港を

始め陸海空にわたる交通体系が一段と整備される見通しにあり、また、

2005 年日本国際博覧会の開催が決定したことなどから、今後は、その

特性を生かして､先端的産業技術の世界的中枢としての役割を果たし

つつ、国土の主軸の一翼を担う地域として、さらに発展していくこと

が期待される地域である。 

こうした中、この地域は輸送機器を始めとする世界第一級の厚い産

業集積があるものの、中部圏の中核を担う地域としては、高次都市機

能の集積において相対的な立ち遅れがみられ、また、生産拠点の海外

流出が懸念される。こうしたことなどから、東京圏、関西圏との連携

のもと、世界都市機能の充実と分担を図るとともに、周辺の岐阜区域、

東三河区域、伊勢区域及び伊賀区域都市開発区域との交流・連携を強

化しながら総合的な整備を推進することが必要である。 

そこで、大都市圏としての機能強化を図る上で基盤となる国際空港、

幹線道路、鉄道等の基幹交通体系の整備を進めるとともに、情報通信、

研究開発、文化、国際性などに関する高次の諸機能を強化し、地域の

魅力を高めていく必要がある｡ 

また、価値観の多様化に伴う自立性・選択性の重視、少子・高齢化

の進行、自然環境に対する意識の高まり等を踏まえ、福祉施設、文化

施設の整備や公園、下水道等の生活環境施設の整備､中心市街地の再

生など、総合的な都市・生活空間の整備を推進する必要がある。 

さらに、環境と調和した地域を創造する観点から、緑地の保全・創

出、水環境・水循環の保全・回復、廃棄物の発生抑制・リサイクル、

環境負荷の少ない交通体系の形成、省エネルギー等を総合的に推進し、

環境共生型の地域づくりを進める必要がある。 

一方、インターネットの急速な普及や電子商取引の発展に代表され

るＩＴ（情報通信技術）の飛躍的な進展は、経済活動や社会構造まで

をも変革しつつあり、ＩＴ革命への対応が大きな課題となっている。 

さらに、平成 12 年９月の集中豪雨による災害の教訓・課題等を踏ま

えながら、地震・風水害などあらゆる災害に対応できるよう防災対策

の確立を積極的に推進する必要がある｡ 
伊勢湾については､環境保全や安全の確保､多面的な利用など多様化､

高度化する要請に対処するため、関係自治体等広域的な連携のもと総

合的な利用と保全に向け諸施策を推進する必要がある。  



3 

 
（基本的な方向）  

以上の現状と課題を踏まえ、本区域においては、国土の主軸の一翼

を担い、先端的産業技術の中枢を形成するため、中部圏の中核とし

て総合的な整備開発を行うこととし、基本的な方向を次のとおり構

想する。  
 

■重点施策の方向  
(1) 中部国際空港の整備とその活用  
   中部国際空港は、24 時間運用可能な、大都市圏における拠点空港

として、伊勢湾東部常滑沖の海上に、滑走路 3,500ｍ・１本、面積

約 470ha の規模で、2005 年（平成 17 年）の開港を目指して整備を

推進する。また、将来的には、滑走路 4,000ｍ・２本、面積約 700ha

の規模を目指す。 

中部国際空港の整備により、グローバルな人・モノ・情報の交流

条件は飛躍的に高まることから、空港アクセスの整備と関連させな

がら、空港整備の波及効果をできる限り広域で受けとめ、産業はも

とより学術研究、文化、観光など様々な分野で拠点性を高める地域

整備を推進し、都市整備区域はもとより、中部圏全体で活用してい

くことが極めて重要である。  
こうした中、空港に近接する知多地域においては、空港の魅力を

高める観点から、空港需要の拡大につながる集客系の産業や航空貨

物を利用する臨空型産業の立地誘導など、生活環境や自然環境にも

十分配慮しつつ、様々な地域整備の展開を図る。  
 特に、新空港のインパクトを大きく受ける空港島及び対岸部にお

いては、空港支援を始め、流通・業務など高次都市機能の計画的な

導入・拡充により、環伊勢湾地域の発展を先導する新たな都市拠点

の形成を図る。  
 中部国際空港を中部圏におけるグローバルゲートとして機能させ

るために必要なアクセス整備のうち、道路アクセスは、広域として

は高規格幹線道路の整備を基本とし、第二東名・名神高速道路、東

海環状自動車道、名古屋環状２号線等の整備を推進する。空港に近

い知多地域では、知多半島道路から空港へ向かう知多横断道路の整

備を推進するとともに、空港対岸部と空港島を結ぶ中部国際空港連

絡道路の整備を図る。さらに、将来の交通需要を勘案しつつ西知多
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道路の整備について検討する。  
鉄道アクセスについては、名鉄常滑線から空港に至る中部国際空

港連絡線を開港時までの開業を目指して推進する。さらに、将来の

空港需要の動向等を勘案しつつ、西名古屋港線を延伸し、空港に至

る鉄道についても検討を進める。  
海上アクセスについては、空港島内に海上アクセス基地を整備し、

需要予測等を勘案しながら検討を進める。  
 

(2) 2005 年日本国際博覧会の開催とその活用 

 2005 年日本国際博覧会は、2005 年（平成 17 年）３月 25 日から９

月 25 日の間、「自然の叡智」をテーマに愛知県瀬戸市、長久手町及

び豊田市内の約 173ha の地域で開催されることとなっており、この

開催に向け、関連整備を含む必要な整備を積極的に推進する。 

 会場整備に当たっては、テーマである｢自然の叡智｣にふさわしい

会場となるよう、限られた造成地を最大限に活用し、自然をなるべ

く保全する。また、会場地の環境を生かし、周囲の自然と調和した

建築とするとともに、省エネルギー・新エネルギーの積極導入によ

り、CO２の排出量を大幅に低減する。可能な限りモノや水の循環を

行うと同時に、ライフスタイルや新技術の情報発信の場となる｢ゼロ

エミッションを実感できる国際博｣とする。 

 博覧会会場へのアクセスのうち、道路については整備推進中の第

二東名高速道路、東海環状自動車道及び名古屋瀬戸道路のほか、猿

投グリーンロード、力石名古屋線の整備等により対応を図る。鉄道

については、愛知環状鉄道線が博覧会会場の直近を通る唯一の既設

路線であることから、整備推進中の複線化や高蔵寺駅でのＪＲ中央

本線との相互直通運転による乗継円滑化のための施設整備等により

対応する。 

 国内外から数多くの人々が来場し、注目を集める国際博の開催を

契機に、この地域が世界の一大交流拠点として発展していくために、

博覧会で使われる環境技術や情報技術等はもとより、観光、文化・

芸術などにおいても地域のレベルアップを図るなど、開催のインパ

クトをあらゆる分野で活用し、情報発信しながら、地域づくりに生

かしていくことが重要である。 

 こうした中、博覧会会場地とその周辺については、「あいち学術研

究開発ゾーン」の中核として、高度な学術・研究開発機能が集積す
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るとともに、国際博の理念や成果を継承・発展させ、環境、情報な

ど様々な分野で先導的社会実験が行われるなどの地区となる「交流

未来都市」づくりを進める。 

 このうち、国際博において、主要施設を収容するゾーンとなる愛

知青少年公園地区については、｢青少年公園｣としての歴史を生かす

とともに、国際博の理念を継承、発展させた 21 世紀にふさわしい都

市公園としての再整備を行う。 

また、里山の自然を活かし、人と自然が交流する場となる海上地

区については、海上集落とその周辺を取り囲む森を含め、自然環境

と調和した新しいライフスタイルを学び、体験できる場づくりや森

と人が共存できるふれあいの場づくりを進め、海上の森全体を｢里山

学びと交流の森｣として整備を図る。 

 

(3) 先端的産業技術の世界的中枢にふさわしい地域の形成 

名古屋市とその周囲に展開する四日市市、豊田市、岡崎市を始め

とする各都市が、工業、商業、研究開発、教育・文化、国際交流な

どの分野で特徴を生かしながら、連携して高次都市機能の充実・強

化を図り、先端的産業技術の世界的中枢にふさわしい地域の形成を

目指す。  
こうした中、中部国際空港の母都市、2005 年日本国際博覧会の表

玄関、さらには中部圏の中核となる名古屋市については、大都市空

間を修復、更新し、有効に活用する｢大都市のリノベーション｣を推

進しながら、名古屋駅周辺から栄を中心とする地区で、高次な商業・

業務、文化機能等の一層の充実を図り、大都市圏の中枢としての魅

力を高めていく。  
一方、産業経済の活力を持続・増大させていくため、産業構造の

高度化・複合化を図り、ファインセラミックス、メカトロニクス、

航空宇宙など先端技術産業の集積を高めるとともに、情報通信、環

境、医療等の新規成長産業分野や燃料電池などの新しい技術の育成

を積極的に推進する。また、これらの発展に欠くことのできない研

究開発機能を一層強化するため、本区域の鈴鹿山麓、名古屋東部丘

陵及び岐阜区域都市開発区域内の東濃の三つの研究学園都市構想を、

東海環状自動車道を始めとする高規格幹線道路の整備にあわせ、有

機的な連携・機能分担のもとに一体的な推進を図ることにより、先

端的産業技術の世界的中枢にふさわしい研究開発拠点づくりを進め
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る。  
さらに、ＩＴ革命に対しては、産・学・行政の連携のもと、積極

的に対応することとし、特に行政レベルでは、「電子地方政府の基盤

の構築」、｢産業育成、情報通信インフラ、ハード・ソフトの整備｣、

「人材の育成」等を積極的に推進する。  
とりわけ、この地域は世界規模の自動車産業拠点であり、交通の

要衝であることから、最先端の情報技術を駆使し、人々の移動や自

動車交通等を高度化させるＩＴＳ（高度道路交通システム）の先駆

的な導入に適した地域であるといえる。  
現在事業中の第二東名・名神高速道路（豊田市～四日市市）にお

いて路車間の通信システム、各種センサーなどＩＴＳ技術を統合し

て組み込んだスマートウェイの実道実験を実施する予定である。ま

た、中部国際空港の整備、2005 年日本国際博覧会の開催に当たって

は、アクセスを始め様々な分野で最新・先駆的なＩＴＳ技術の導入

を積極的に推進する。 

さらに、これらの取組を起爆剤としながら、ＩＴＳを活用した地

域づくりを進めるとともに、名古屋市内で開催される「2004 年ＩＴ

Ｓ世界会議」を契機として、全国・世界におけるＩＴＳの拠点とな

ることを目指す。  
 
(4) 環境共生型の地域づくり  

今日の社会経済活動は、大量の資源やエネルギーの消費に依存して

営まれており、環境に様々な負荷を与えている。今後は、環境に配

慮しながら、資源やエネルギーの有効かつ効率的な利用に努めつつ、

これまでの生産と消費のパターンを見直し、持続的発展が可能な社

会を構築していく努力が求められている。  
一方、本区域は大都市圏の中枢でありながら、東京圏や関西圏に比

べて空間的なゆとりを有しており、緑や水辺などの豊かな自然環境

に恵まれた圏域を形成している。 

そこで、こうした地域特性を十分に生かし、先端的な環境関連技術

や 2005年日本国際博覧会で展開される環境に関する取組などを積極

的に取り入れながら、それぞれの地域の自然的・社会的条件に応じ

た環境共生型の地域づくりを進める。 

このため、従来の社会経済活動やライフスタイルの見直しを図り､

廃棄物の発生抑制（リデュース）、再使用（リユース）、再利用（リ
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サイクル）を積極的に促進するとともに、やむを得ず廃棄される場

合には適正な処分の確保を進めることにより、環境への負荷ができ

る限り低減される循環型社会の形成を目指す。 

また、低公害車や低燃費車などの一層の普及、公共交通機関の利

用とパーク・アンド・ライドの推進、ロードプライシングシステム

の検討など、環境への負荷の少ない交通を実現するための施策を推

進する。 

 
■地区別施策の方向  
(1) 名古屋市及び隣接市町村を含むほぼ 15km 圏内の地域は、都市機

能が集積していることから名古屋圏全体に様々な都市的サービス

を提供するとともに、中部圏の中枢として重要な役割を担っている。 
このため、本地域はその優れた立地条件を生かし、全国的・国際

的な商業・業務、研究開発、教育・文化、医療等の高次都市機能の

更なる強化と、そうした機能強化につながる情報発信、国際交流な

どの世界都市機能の充実強化を図るとともに、多核的都市配置を前

提に、防災・安全対策等に十分配慮した土地利用の適正な誘導、都

市基盤の整備、交通通信体系の整備、産業の振興などを積極的に推

進して、均衡のとれた発展を目指す。  
このうち、名古屋市においては、大都市の魅力を生かし、国際性

に富む業務空間を整備するとともに、国際連合地域開発センターの

機能充実や更なる国際機関及び領事館等の誘致、国際的行催事の継

続的な誘致・開催など、中部圏の中枢都市としてふさわしい国際交

流拠点都市づくりを進める。また、安全・快適な生活環境の確保、

産業の振興、複合的な都市拠点整備等積極的な都市基盤の整備を進

めるとともに、デザインの拠点づくり、学術・文化・研究開発機能

の強化、都市景観の創造に努めるなど生活、環境、文化、産業のす

べての分野にわたって調和のとれた｢誇りと愛着のもてるまち。名

古屋｣の建設を目指し、うるおいと魅力あふれた質の高い都市空間

づくりを進める。  
特に名古屋港については、横浜港、神戸港と並ぶわが国の代表的

な港湾として発展を続けているが、中部国際空港、第二東名高速道

路、第二名神高速道路の整備と相まって陸・海・空の交通の要衝と

なることから、流通・生産機能等多様な機能の集積による拠点形成

を図るとともに、国際交流機能、海洋文化・レクリエーション機能



8 

の充実により親しまれる港づくりを進める。さらに、耐震性の強化

等により、災害に強い港湾の構築を図る。  
名古屋市を取り巻く周辺地域では、名古屋都心部からの人口の流

入などにより、都市化が進行している。このため、公害の防止、自

然環境の保全及び災害の防止に十分留意しつつ、質の高い居住地区

の形成に向けて、土地区画整理事業等により計画的な住宅地の供給

に努め、公園、下水道等生活関連公共施設の積極的整備を進めるな

ど、快適な市街地の形成を図る。また、名古屋市との有機的な連携

を一層強めるため、東部丘陵線など道路、鉄道等の交通網の整備を

図る。さらに、こうした整備のもとに名古屋市の高次都市機能を生

かしつつ、既存の大学や研究機関等の集積を活用し、「あいち学術

研究開発ゾーン」の一翼を担う研究開発機能の強化を図る。  
 

(2) 本区域西部のうち、四日市市、桑名市周辺は、東西幹線交通の要

衝であるとともに、四日市港を核として工業生産機能や商業機能な

ど、産業の集積や都市化が進んだ地域であり、第二名神高速道路や

東海環状自動車道などの高速交通網、国道１号北勢バイパス、四日

市インターアクセス道路等の整備が大きく進展している上、中部国

際空港の開港が見込まれるなど陸海空の交通体系を備えた人・物・

情報・文化などの多様な交流の拠点として、その発展可能性が飛躍

的に高まっている。 

また、世界的な産業技術の中枢圏域を目指す名古屋大都市地域の

重要な一翼を担う地域として、研究開発機能、情報機能、交流機能

等の強化と、それによる産業の一層の高度化が求められている一方

で、自然の保全や活用、多様な機能を持つ緑地空間や親水空間の創

出などによる緑豊かな生活環境の形成とともに、商業、文化、教育

等の高次の都市機能を備えた安全で快適なまちづくりが求められて

いる。 

このため、中部国際空港の開港や、2005 年日本国際博覧会の開催

等によるインパクトを最大限に活用できるよう、他地区・他圏域と

より一層の連携のもと、更なる交通体系や情報通信体系の整備や今

後形成される広域国際交流圏の一角を担うにふさわしい地域づくり

を進めるとともに、産業・技術研究開発拠点の整備や情報・交流機

能などの高次の都市機能の充実・強化を図り、快適でうるおいのあ

るまちづくりを進め、国際性に富み、豊かで快適な産業・都市圏の
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形成を目指す。また、「三重ハイテクプラネット 21 構想」を推進し、

環境保護技術、バイオテクノロジー、新素材等に関する研究開発拠

点の整備、先端技術の研修・交流機能、情報発信機能等の基盤とな

る中核的施設の整備を進め、産業の活発な展開を促進するとともに、

高速交通網の整備にあわせ、東海地域における研究学園都市構想を

一体的に整備し、本区域の研究学園都市の有機的な連携を図る。 

なお、地場産業については、消費者の価値観の多様化、経済のグ

ローバル化、流通構造の変化に対応して、創意工夫ある技術力、企

画・デザイン力、市場開拓力の向上を図る。 

地域の中心都市である四日市市、桑名市では、立体交差事業や市

街地の再開発等の都市計画事業と連携を図りながら、すべての住民

が自由に移動し、安全かつ快適に暮らすことができるよう施設の整

備等を進め、人びとがふれあい、情報交換するコミュニティ空間と

してのバリアフリーのまちづくりを進める。また、にぎわいのある

都市の形成を目指し、中心市街地人口の回復に努めるとともに、中

心市街地活性化法による基本計画に基づき、ＴＭＯ（タウンマネー

ジメント機関）など様々な関係機関により中心市街地の活性化を図

る。 

四日市港は、中部圏における重要な物流拠点の一つとして、中部

地域の港湾相互間のより一層の連携を図りつつ、今後は、貿易構造

の変化、輸送革新の進展に対処するため、霞ヶ浦地区に国際海上コ

ンテナターミナル等の整備を推進し、国際貿易港としての機能を拡

充・強化するとともに、中部国際空港と直結する海上アクセス拠点

としての整備を検討する。また、市民に親しまれる港として、海洋

性レクリエーション空間や親水空間の形成を図るなど総合的な港湾

空間の形成を図る。 

また、産業の集積、都市化、宅地開発の進展による土地需要の増

大に対応し、土地利用の高度化、効率化を図るとともに、計画的な

土地利用を進める。さらに、公害の防止、自然環境の保全にとどま

らず、より良い環境の確保と創造を目的として、「三重県環境基本条

例」、「三重県環境基本計画」及び｢三重県生活環境の保全に関する条

例｣に基づき、広範な分野における環境対策を積極的に推進し、快適

な生活環境の整備に努める。 

特に、「循環型社会」を構築するため、市町村と一体となって、Ｒ

ＤＦ（ごみ固形燃料）化構想や廃棄物処理センター事業を推進する



1 0 

とともに、リサイクル運動、パーク・アンド・ライドなどによる公

共交通機関の利用促進を進める。また、伊勢湾の環境保全を図るた

め、下水道整備を促進する。 

木曽川及び揖斐・長良川の河口地区においては、中部国際空港、

第二名神高速道路等の高速交通基盤整備の進展を生かし、人・物・

情報などの交流拠点の形成を検討する。 

なお、木曽岬干拓地については､当面､現状の地盤高で土地利用を

図りつつ､同時に広大な空間と干拓地の立地条件を生かした、将来の

高度な都市的土地利用に向けた検討を進める。 

海部・津島周辺は、治水面の問題を克服しながら農業地帯を形成

するとともに、金魚養殖や七宝焼など特色のある産業が営まれてい

るが、名古屋市に隣接する地区では、近年、住宅立地が進む一方、

地区の南部では、臨海部に様々な産業集積が図られている。こうし

た中、第二東名高速道路、伊勢湾岸道路、第二名神高速道路等の広

域交通網の整備により、交通の利便性が飛躍的に高まり、名古屋港、

中部国際空港も視野に入れた総合的な交通体系の中で重要な位置

を占めることが見込まれている｡ 
今後は、農業等の既存産業について、生産基盤整備を進めるなど

活性化・高付加価値化等一層の振興を図る一方､恵まれた交通条件

を生かして高次の複合物流拠点を形成するとともに、航空宇宙など

の先端産業の集積拡大を図る。  
また、下水道や農業集落排水処理施設等の整備を推進するなど､

快適な居住環境整備を進めるとともに、高潮・洪水等に対する総合

的な基盤整備を進める。  
さらに、河口地区及び海部・津島周辺においては、国営木曽三川

公園の充実を始めとする親水空間の整備等、水辺を生かした快適空

間の整備とネットワーク化を図る。  
 
(3) 本区域北部のうち、一宮市、尾西市周辺は、名岐道路等の交通網

整備や稲沢駅を始め鉄道駅周辺の再開発などにより、高度な都市拠

点としての整備を進める。  
また、地場産業である繊維産業については、付加価値の高い製品

づくりの拠点を目指して、公的試験研究機関を核に、研究開発・人

材育成機能等の強化やファッション情報のネットワーク整備を進

める。さらに、電気機器等他の工業や都市型産業の育成を図るとと
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もに、都市近郊農業の振興を図り、調和のとれた地域づくりを進め

る。  
また、国営木曽三川公園などの整備を進め、豊かな水と緑を生か

したうるおいあるスポーツ・レクリエーション空間を形成する。 

春日井市、小牧市周辺は、名古屋近郊の住宅地として、良質な住

宅供給や駅周辺の再開発などにより、複合的な都市機能の強化等に

努める。また、高速道路や名古屋空港など広域交通の結節点として、

その優位性を生かして、企業立地の受け皿となる工業・研究開発用

地の整備を推進し、研究開発・研修機能の集積強化や先端的な企業

などの立地誘導を図る。さらに、中部国際空港開港後の名古屋空港

の機能変化に対応し、地域特性・資源を生かした産業・交流拠点の

創出など新たな地域づくりに向けて取組を進める。  
犬山市周辺は、飛騨木曽川国定公園を有し、今後も名古屋市との

連携のもとに、国際観光モデル地区として国際的な観光・コンベン

ション機能の強化に努めるとともに、道路等の整備を進め、広域的

な交流機能の強化を図る。また、自然との調和を図りつつ、教育・

研究の機能を兼ね備えた観光・交流拠点としての機能の充実に努め

る。  
瀬戸市周辺は、窯業を中心に発展してきたが、今後は、製品の高

付加価値化や経営の安定化により地場産業である窯業の振興に努

めるとともに、ファインセラミックスを始めとする技術開発による

先端産業の育成を図る。また、東海環状自動車道、名古屋瀬戸道路

の建設や愛知環状鉄道の一部複線化など交通網の整備、市街地の再

開発による都市機能の強化に努める。  
 
(4) 本区域東部のうち、岡崎市、刈谷市、豊田市、安城市周辺は、交

通網の整備、輸送機器を中心とする内陸工業の拡大に伴い、都市化

の進展、人口の増加が続いている。今後は、産業技術の厚い集積や

国際研究機能等を活用して、人材育成や国際的な協調・分業体制に

おける中枢機能強化を図り、既存産業の高度化・高付加価値化を進

める。また、高規格幹線道路網等の整備による交通拠点性の向上を

生かした新たな生産・流通機能等の導入や豊田市中心部の再開発、

岡崎市シビックコア地区整備、東海道新幹線三河安城駅を始めとす

る交通結節点周辺地域の土地区画整理事業等により、商業・文化施

設の整備や情報通信基盤の整備を一層促進し、高次都市機能の集積
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を図る。  
さらに、地域情報化への先進的な取組と密接に関連させながら､

情報通信産業を始めとする都市型産業の育成を図るとともに、豊田

市ではＴＤＭ（交通需要マネジメント）施策やＩＴＳ（高度道路交

通システム）の導入を進める。  
碧南市、高浜市等衣浦湾に面する沿岸部については、衣浦港の整

備に伴う着実な発展がみられるが、今後は、東西軸、南北軸の整備

により西三河内陸部、名古屋市、知多地域、東三河臨海部との連携

強化に努め、今後の物流需要に対応した衣浦港の港湾施設の高度化

や物流・生産機能の一層の充実強化を図る。  
また、臨海部から内陸部にかけて広がる広大な農業地帯において

は、積極的に高生産性農業の展開を図る。  
三河湾に面する地区については、三河湾地域リゾート整備構想の

推進に向けて、交通網の整備を進めつつ、対岸の知多・渥美半島を

含めた周遊型・大都市近郊型のリゾート・レクリエーション拠点と

して整備を進める。  
 
(5) 本区域南部は、伊勢湾東部常滑沖の海上に 2005 年の開港を目指

す中部国際空港の建設が進められており、全国的・世界的な交流拠

点性の飛躍的な向上が見込まれる地域である。  
今後は、空港アクセス整備を積極的に進め、これらと一体となっ

た交通ネットワークの形成を図る。また、空港島及びその対岸部に

おいて、空港支援機能などの諸機能を計画的に導入・拡充していく

とともに、常滑駅周辺における再整備を促進し、新しい高次都市拠

点の形成を図る。さらに、豊かな自然環境や優良農地の保全に配慮

しながら、知多中央丘陵地区において、居住・産業・研究開発など

の機能を複合的に備えた都市拠点の形成を図るとともに､南部西海

岸における地域整備を進める。また、半島北部の第二東名高速道路

の沿線においては、広域的な交通利便性と空港への近接性を生かし

た高次物流拠点の形成を目指す。  
さらに、愛知用水二期事業を促進し安定的な水の確保に努めると

ともに、公共下水道などの整備促進、土地区画整理事業の推進によ

り居住環境の整備を進めるほか、「あいち健康の森」を核として､そ

の周辺を始めとした適地において健康・福祉関連の産業・研究・レ

クリエーション機能の集積を目指す。  
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農業・水産業については、空港の立地に伴う環境変化に対応した

優良農地の確保や水産資源等への影響緩和を図るとともに、広域営

農団地農道整備事業、漁港整備事業などにより生産基盤の充実を図

る。  
 

(6) 以上の地区別の方向のほか、分野別の重点施策は次のとおりとす

る。  
伊勢湾を取り巻く交通体系の一環として、名古屋市を中心とする

放射状及び環状交通網、中部圏内各地域と連携する幹線交通網の整

備を進める。  
道路については、国土の主軸となる東西軸を多軸化する第二東名

高速道路、第二名神高速道路の整備のほか、東海環状自動車道等の

環状交通体系の整備を進める。  
鉄道については、中央新幹線について、今後の経済･社会の動向、

東海道新幹線の輸送状況及び整備新幹線の整備状況等を踏まえ調

査を進めるほか、超電導磁気浮上式鉄道の実用化に向けた技術開発

を進める。  
港湾及び空港については、国際化の進展、利用圏域の拡大等を考

慮して積極的な整備を図る。  
地域の均衡ある発展を目指した総合的な環境づくりを推進する

ため、国際交流、商業・業務、文化、情報など高次都市機能の強化

を図るとともに、住宅、公園、下水道等の生活関連施設の整備、地

震・風水害等による災害に強い地域整備を推進する。また、水需要

の増加や渇水に対応するため、水資源の確保を図るとともに、本区

域の立地条件を生かした都市近郊農業の展開に寄与する農業基盤

の整備等を進める。  
地震、風水害などあらゆる災害に対しては、防災対策をさらに強

化し､安全で安心して暮らせる地域づくりに一層努める。特に、都

市化の進展に伴う災害に対しては、中小河川の整備や空間の確保の

ほか､情報伝達体制の確立等を進めるなど、ハード・ソフト両面か

らの防災体制の確立を積極的に推進する｡ 
伊勢湾の利用に当たっては、その良好な環境と調和を図ることと

し、｢健全で活力ある伊勢湾を次世代に継承する｣との基本的な考え

方のもと、伊勢湾の総合的な利用と保全を図る。  
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（配慮事項）  
この計画の実施に当たっては、里山・森林など地域内の自然との調

和、環境との共生に十分配慮する必要がある｡ 
また、厳しい財源状況の中で、投資の効率性といった視点にも配慮す

る必要がある。  
具体的には､これまでの基盤整備の蓄積、いわゆる都市のストック

を有効利用するため、交通混雑の緩和に向けてＴＤＭ（交通需要マネ

ジメント）やＩＴＳ（高度道路交通システム）の活用を図るなどソフ

トな施策の導入、費用対効果分析等を導入した客観的評価に基づいた

投資､ＰＦＩ（民間資金等活用事業）の導入など､従来の手法にとらわ

れない様々な方策を検討・活用しながら地域整備を進めることが大切

である｡ 
さらに、行政だけでなく、民間企業、ＮＰＯ（民間非営利組織）な

ど多様な主体が参加し､協力していくことが重要である｡ 
なお、首都機能移転に関する検討の結果が得られ､本区域に重大な影

響を及ぼす等、社会経済情勢の変化があった場合には、この計画の弾

力的な運用又は見直しを行うものとする。  
 
５ 人口の規模及び労働力の需給に関する事項  

(1) 本区域の総人口は、平成 12 年には 6,732 千人となり、今後 5

年間に 117 千人増加し、平成 17 年には、6,849 千人になるものと

見込まれる。 

 

(2) 年齢階層別人口をみると、平成 12 年の年少人口は 1,067 千人、

生産年齢人口は 4,737 千人、老齢人口は 942 千人となり、平成 17

年には、年少人口 1,037 千人（対 12 年比 2.8％減）、生産年齢人

口 4,684 千人（対 12 年比 1.1％減）、老齢人口 1,121 千人（対 12

年比 19.0％増）になるものと見込まれる。 

 

(3) 本区域の世帯数（一般世帯）は、平成 12 年には、2,656 千世帯

となり、今後 5 年間に 436 千世帯増加し、平成 17 年には 3,092

千世帯になるものと見込まれる。 

 
(4) 労働力の需給については、人口の少子・高齢化の進展や女性労

働力の増加等により、労働力の供給構造の変化が進む一方、産業
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の空洞化、産業構造の変化や技術革新の進展等により職種の転換、

能力開発の必要性が高まってきている。  
 このような労働力の需給構造の量的・質的変化に対応して、職

業情報の提供、職業訓練等の雇用安定対策を推進するとともに、

中高齢者、障害者、女性等に対する雇用促進対策を積極的に推進

する。  
 
６ 産業の業種、規模等に関する事項  
本区域は、自然的、社会的な条件に恵まれ、わが国における産業面

で極めて枢要な地位を占めており、今後も日本の産業経済の発展に重

要な役割を担っていくことが期待されている。  
このため、交通体系の結節点としての恵まれた条件をさらに高める

道路、鉄道、空港、港湾等の基盤整備を進める。そして、モノづくり

を中心に引き続き世界をリードする地域として発展していくため、研

究開発機能の強化に努めるとともに、既存産業の高度化・複合化や新

規成長産業の育成・誘導など、新たな分野の拡大を図る。  
また、情報通信技術が飛躍的な進展をみせる中で、産業構造の高度

化を担う重要な戦略分野として情報通信産業の積極的な振興を図る

こととし、既存の技術集積やノウハウと新しい情報通信技術の融合を

促進するとともに、ソフトウエア、コンテンツ産業の技術力、企画・

提案能力の強化等を図る｡ 
とりわけ、中部国際空港と 2005 年日本国際博覧会のインパクトを最

大限に生かして、情報通信や環境関連分野を中心に様々な実験的取組

を行い、既存産業はもとより、情報通信など新規成長分野においても

世界をリードする産業拠点の構築を目指す｡ 
なお、環境問題については、従前の産業公害への対応策は相当程度

進められているが、依然として伊勢湾、油ケ淵等の閉鎖性水域や中小

河川における水質汚濁、産業廃棄物などの問題が生じているため、今

後とも、環境の保全、災害の防止に十分留意しつつ産業の振興に努め

る。  
 

(1) 産業別開発の構想  
 イ 農水産業  
   本区域の農業は、都市化・工業化の進展の中で、農地及び農家

人口の減少と高齢化、農地と宅地の混在化の進行等がみられるが、
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大都市に近い立地条件を生かした野菜生産やより集約的な施設利

用型の園芸・畜産など多彩な営農が展開されている。  
   こうした中で、今後は、食料・農業・農村基本計画による食料

の安定的な確保と農業・農村の発展、国土保全などの公益的な機

能の増進といった面から、本区域の恵まれた条件を生かし、優良

農用地の保全を図るとともに、国際化に対応し、規模が大きく低

コストな水田農業、付加価値の高い施設園芸・露地野菜などの都

市近郊型農業を確立する。このため、農用地の流動化の促進等に

より農家の経営体質を強化するとともに、新濃尾総合農地防災事

業、愛知用水二期事業、新矢作川用水事業等の各種農業農村整備

事業の推進や、流通の合理化のための広域流通施設の整備、バイ

オテクノロジーを活用した新品種の育成やエレクトロニクス等の

先端技術を利用した高度な農業管理システムの確立など、生産

性・品質向上に向けて農業振興策の積極的な展開を図る。  
   漁業については、本区域では漁船漁業とともに養殖業が盛んで

あり、種苗放流等のつくり育てる漁業の充実により水産資源の維

持増大を図るとともに、漁業者による自主的な資源管理型漁業の

推進、沿岸漁場の整備、試験研究機関の充実等を進め、生産性の

高い漁業の育成を図る一方、水質汚濁を防止し、漁場環境の保全

に努める。  
   また、中部国際空港の立地に伴う環境変化に対応した水産資源

等への影響緩和を図るとともに、漁港整備事業などにより生産基

盤の充実を進める。  
   さらに、近年の余暇需要の増大に対応するため、レクリエーシ

ョンとの関連を考慮した農水産業の振興を図る。  
   なお、これらの産業は生産と生活の場が同一であるため、生産

基盤整備とあわせて集落排水施設等農山漁村の生活環境の総合的

な整備を推進する。  
 ロ 工業  
   本区域の工業は、土地、水資源等の自然条件のほか、国土の中

央に位置するという地理的条件にも恵まれ、輸送機器を始めとす

る製造業を中心に厚い集積を擁している。このため今後も、研究

開発機能の充実、工業基盤の整備等を積極的に進めるとともに、

情報通信、医療・福祉、環境関連を始め、今後成長が期待される

工業分野の戦略的な育成・誘致に努める。特に研究開発機能の充
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実・強化のため、岐阜区域及び伊勢区域都市開発区域と相互に連

携・補完を図りながら、研究学園都市の整備を進める。  
(ｲ) 本区域の名古屋市及び隣接市町村を含むほぼ 15km 圏内のう

ち、名古屋市は環境保全に配慮しつつ、既存工業の高度化と適

正配置に努めるとともに、大都市の特性に適合した工業の育

成・振興を図る。  
    また、「あいち学術研究開発ゾーン」の拠点の一つとして志

段味ヒューマンサイエンスパークの整備を進めるなど、研究開

発機能の整備を図り、国際的な研究開発拠点の形成を目指す。  
    本区域南部にまたがる名古屋南部臨海部は、電力、鉄鋼、石

油化学、航空宇宙、自動車産業などが立地しているが、今後は、

環境保全、防災対策に十分配慮しつつ、既存工業の高度化等質

的転換を進め、調和のとれた活力のある工業地帯の整備を図る。 
(ﾛ) 本区域西部のうち、臨海部の四日市市を中心とする地域は、

石油精製、石油化学などの基礎素材産業が主体となったわが国

有数の石油化学コンビナート地区として発展してきており、ま

た、内陸部では、エレクトロニクス関連産業や産業用機械産業

などの集積が進められているが、産業構造の変化、国際化の進

展に対応するため、事業分野の再構築等既存企業の高度化を積

極的に促進するとともに、先端産業型等の付加価値の高い優良

企業の導入を進め、工業の一層の知識集約化・高付加価値化を

図ることが必要となっている。 

このため、振興拠点地域基本構想「三重ハイテクプラネット

21 構想」を推進し、バイオテクノロジー、環境技術、新素材等

に関する研究開発拠点の整備、先端技術産業の導入を進めると

ともに、鈴鹿山麓リサーチパークに整備された国際環境技術移

転研究センター（ＩＣＥＴＴ）、研究学園都市センターや試作開

発型事業促進施設などが有機的連携を図りながら、環境技術や

先端技術の研究開発拠点、情報発信拠点、交流拠点としての機

能の整備・充実を図る。また、あわせて財団法人三重県産業支

援センターにおいて企業の研究開発から事業化に至るまでの各

段階に応じて必要な支援を一元的に提供するなど、企業の研究

開発機能や技術能力を有効に活用し､新産業・新事業の創出と既

存産業の高度化を促進する環境整備を進める。 

    また、名古屋西部臨海部は、名古屋市、名古屋南部臨海部と
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の機能連携を保ちながら、優位な交通条件を生かして、高次の

物流・流通拠点としての整備、さらには航空宇宙などの先端産

業の集積を図る。  
(ﾊ) 本区域北部のうち一宮市、尾西市周辺は、繊維工業を主体と

して発展してきたが、近年は機械工業等の比重も高まっている。

繊維工業については、生産の合理化等による体質改善を図ると

ともに、付加価値の高い製品づくりの拠点を目指して、公的試

験研究機関を核に、研究開発・人材育成機能等の強化やファッ

ション情報のネットワーク整備を進め、技術開発力・デザイン

開発力の強化などを図る。また、大都市周辺及び交通結節点と

いう特性を生かし、適切な工業用地を確保し、電気・電子機器

等高付加価値型産業の一層の立地・育成に努め、産業構造の多

角化・複合化を進める。  
小牧市、春日井市、犬山市周辺は、内陸工業地帯として、機

械・電気機器等の高い集積がみられるが、既存産業の高度化・

高付加価値化を促進するとともに、先端技術型・研究開発型企

業の立地を誘導することが必要である。このため、「あいち学術

研究開発ゾーン」の拠点の一つとして、企業立地の受け皿とな

る工業・研究開発用地の整備を推進し、研究開発・研修機能の

集積強化や先端的な企業などの立地誘導を図る。また、インタ

ーチェンジ周辺などにおいて高度な物流機能の集積を進める。  
    瀬戸市周辺は窯業地区を形成しているが、近年は電気機器の

比重が高まっている。窯業については近代化・合理化等による体

質改善に努めつつ、ファインセラミックスなど新技術の導入を進

めるとともに、高技術・高付加価値型の内陸工業の集積を高める。 
    また、国際博覧会会場とその周辺については、「あいち学術研

究開発ゾーン」の中核として、科学技術交流センター施設建設

に向け、引き続き整備を図るなど研究開発機能を充実し、新規

産業創出の拠点づくりを図る。  
(ﾆ) 本区域東部のうち、豊田市、岡崎市、刈谷市、安城市、西尾

市周辺は、輸送機器産業を軸に一大内陸工業地帯を形成してい

るが、今後は「あいち学術研究開発ゾーン」の拠点地区を含む

区域として、産業・技術の集積を生かす研究開発機能の充実を

図りながら、既成の工業集積の高度化に努めるとともに、新規

成長分野などの新たな工業立地の一層の推進を図る。さらに、
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高規格幹線道路網等の整備による交通拠点性の向上を生かし、

新たな生産・流通機能等の導入を図る。  
(ﾎ) 本区域南部と東部にまたがる衣浦臨海部のうち、半田市を中

心とする西部には電力、鉄鋼、木材、化学等の工業が、碧南市

等東部には電力、輸送機器、食料品等の工業が、それぞれ立地

している。今後も、西三河内陸部の輸送機器との関連を深めな

がら、今後の物流需要に対応した港湾施設の高度化を推進し、

物流・生産機能の一層の充実強化に努める。  
    また、本区域南部の知多地区の内陸部においては、内陸工業

用地の整備を進めるとともに、常滑市周辺の窯業については、

近代化・合理化等の体質改善に努め、一層の振興を図る。  
    さらに、中部国際空港のインパクトを活用した新たな生産・

研究開発機能の導入、国際的な物流・流通拠点の整備等を図る。  
ハ 商業等  

   本区域の商業その他業務機能は、中部圏さらにはわが国におけ

る拠点の一つとして一層の強化を図る必要がある。このため、こ

の地域の厚い工業集積を生かした卸売、運輸を始め、金融、情報

等の多様な第 3 次産業の振興を図る。 

   また、ソフトウエア業、デザイン業等の産業支援サービス業の

強化を図る。  
特に、本区域においては、中部国際空港や高速交通網などの整

備に伴い、国内外との交流が一層拡大していくことが予想される

中､既存の都市機能集積を活用しつつ、国際的な物流・流通機能

や全国的にも魅力ある商業機能の集積強化を進める。また、コン

ベンション産業やアミューズメント（娯楽）産業など集客産業の

集積を図り、世界的な高次都市機能を担う拠点づくりを目指す。 
また、この地域の産業集積を生かした産業観光を推進する。  

   一方、モータリゼーションの進展や規制緩和に伴い、広域的な

集客力を持つ大規模小売店の郊外への進出が進む一方で、中心市

街地の商店街などでは､厳しい状況がみられ、都市の生活基盤の衰

退が懸念されている。そこで、中心市街地の活性化を図るため、

市町村において策定される中心市街地の活性化に関する基本計画

に沿って、商業の活性化を図る機関であるＴＭＯ（タウンマネー

ジメント機関）への支援等を行うなど、地域の特性を生かした街

づくりを進め、地域商業の円滑な発展を促進する。  
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   名古屋市では、都心部での土地の高度利用を目的とする再開発

等を推進しつつ、中部国際空港のインパクトも生かして、商業・

業務、金融などの高次都市機能の集積を図るとともに、情報、環

境、医療・福祉・健康、デザイン、ファッション、コンベンショ

ン関連などの都市型産業の振興を図る。  
   四日市市、桑名市、一宮市、春日井市、岡崎市、豊田市、半田

市等各地区の拠点都市においては、市街地再開発等との総合的か

つ一体的な整備により、商業・サービス機能の強化を図る。また、

地域の実情に応じて、消費者ニーズの個性化・多様化に対応し、

ショッピング機能のほかスポーツ、文化、レジャー等の総合的な

商業サービス集積拠点の整備を促進する。  
 
（2）産業の規模 

産業の規模を就業者数（従業地）によってみると、平成 12 年

には 3,711 千人となり、平成 17 年には 3,770 千人になるものと

見込まれる。産業別には、第 1 次産業及び第２次産業の就業人口

は今後とも減少傾向が続くものと見込まれるのに対して、第 3 次

産業の就業人口は引き続き増加が見込まれ、平成 12 年の第１次

産業 78 千人（2.1％）、第 2 次産業 1,339 千人（36.1％）、第 3 次

産業 2,293 千人（61.8％）が、平成 17 年には第 1 次産業 71 千人

（1.9％）、第 2 次産業 1,252 千人（33.2％）、第 3 次産業 2,447

千人（64.9％）になるものと見込まれる。 

 
７   土地の利用に関する事項  
(1) 土地利用の基本構想  

本区域は、わが国の三大都市地域の一つであり、また、中部圏の

中枢地域でもあることから、今後もわが国の経済、社会、文化を支

える重要な地域として発展が期待されている。  
このため、今後とも一層の都市機能の充実、都市環境の整備を図

っていくものとし、環境の保全、災害の防止に十分配慮しつつ、国

土利用計画及び土地利用基本計画に即し土地利用に関する諸制度

を適切に運用するとともに、国公有地等の有効利用を図ることによ

り、適正かつ合理的な土地利用と地価の安定を図る。  
以上の基本的考えに基づき、本区域の土地利用の大綱は次のとお

りとする。  
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イ 住宅地については、交通の利便性、災害の防止、生活環境の向

上等を考慮しながら、人口の適正配置を進めるため、土地区画整

理事業、都市再開発等による市街地の整備などを推進する。  
ロ 商業地については、中部圏の中核である名古屋市において、商

業・業務、金融、情報等の高次都市機能の強化を図るとともに、

周辺諸都市においては、鉄道駅周辺を中心とした商業地の一層の

高度化に努める。  
特に、本区域においては、中部国際空港、第二東名高速道路、

第二名神高速道路などの整備により陸海空が一体となった高速

交通体系を生かした国際的な物流・流通拠点の形成を目指す。  
ハ 工業地については、環境の保全、災害の防止に配慮しつつ、名

古屋港、四日市港、衣浦港を取り巻く臨海部や内陸部の適地に配

置する。特に内陸部については、適地において計画的な工業用地

の造成を進める。また、緩衝緑地等の緑地の計画的確保に努める。 
ニ 農用地については、愛知用水二期事業、新濃尾総合農地防災事

業、尾張西部排水事業、新矢作川用水事業等、各種農業農村整備

事業を推進し、集団的優良農用地の確保・保全及び利用集積を図

り、都市近郊型農業地帯として整備する。  
 

また、都市周辺部においては、農業的土地利用と都市的土地利

用の計画的な調整を図る。  
 
(2) 土地利用の概要  

イ 名古屋地区における土地利用は、中部圏の中核としてふさわし

い高次都市機能の充実・強化が期待されていること、名古屋都心

部の既成市街地では、依然人口の減少傾向と高齢化が続き、一方、

名古屋市周辺部では、人口の増加、都市化の進展が続いているこ

と等を踏まえ、次のとおり想定する。  
(ｲ) 名古屋市については、市街化の秩序ある進展、活力ある産業

活動の促進、魅力ある都市景観の創出を目指しつつ、住宅、工

業、商業が複合的に配置された活力ある市街地の計画的な形成

に努める。特に、ささしまライブ２４地区を含む名古屋駅周辺、

金山等で、都心の活性化等を目指した拠点開発を推進する。ま

た、外周部については、自然環境などとの調和を図るとともに、

無秩序な市街化の防止に努める。  
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(ﾛ) 住宅地については、土地の高度利用などにより都心居住を促

進し、定住人口の確保に努め、また、老朽木造住宅密集地域な

どでは、地域特性に応じた市街地整備などにより、安全性、利

便性の向上及び居住環境の改善を図る｡さらに、土地区画整理

事業などにより都市基盤の整備がなされた地区では、良好な居

住環境の維持に努める｡ 
(ﾊ) 商業地については、栄、名古屋駅、金山を中心とした都心部

では、商業・業務機能などの一層の集積を図り、また、大曽根

地区等では、交流拠点として、地域の特徴や資源を生かしたま

ちづくりを重点的に進める。  
(ﾆ) 工業地については、「あいち学術研究開発ゾーン」の拠点地

区の一つでもある志段味地区において、国内外の先端的な学

術・研究機関及び先端技術産業の立地を進め、国際的な研究開

発の拠点を目指す。名古屋臨海部では、工業、エネルギー供給、

物流を中心とした土地利用の維持を基本としつつ、臨海部の機

能変化にあわせて円滑な土地利用転換を進める｡また、工場の

他地域への移転による大規模な低・未利用地については、周辺

の土地利用や環境など地域特性を踏まえて、有効活用を促進す

る｡ 
ロ 本区域西部における土地利用は、名古屋港、四日市港を中心と

した臨海部に工業地帯が展開し、幹線道路沿線、鉄道沿線に市街

地が形成されており、名古屋に接続する恵まれた交通条件のもと

に、さらに都市化、工業化が進むことが予想されることなどを踏

まえ、次のとおり想定する。  
(ｲ) 住宅地については、桑名市西部、四日市市内陸部において残

されている優良農用地や緑豊かな丘陵部の貴重な自然環境の

保全を図りつつ、良好な都市機能を備えた住宅団地整備を計画

的に進める。  
(ﾛ) 商業地については、四日市市、桑名市、津島市及び周辺の購

買力等を考慮し、都市的業務機能の充実を図るとともに、既成

業務地の機能を補充するため、周辺に物流・流通拠点の整備を

図る。  
(ﾊ) 工業地については、名古屋港、四日市港を中心とする臨海部

にかなりの工業集積があるので、今後は、既存工業の高度化・

高付加価値化等その体質の強化に努めるとともに、航空宇宙な
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どの先端産業の集積を図る。  
また、新規工業の立地については、後背内陸部の適地に環境負

荷の少ない工業等の計画的な誘導を図る。  
ハ 本区域北部における土地利用は、東名高速道路、名神高速道路、

東海北陸自動車道などの高速自動車国道の結節点として比較的

交通条件に恵まれていること、今後も内陸工業地帯として一層都

市化が進展することが見込まれていること、豊かな自然を有し、

各都市が名古屋市との有機的連携のもとに、それぞれ特色のある

機能を分担しながら発展していることなどを踏まえ、次のとおり

想定する。なお、2005 年日本国際博覧会会場地及びその周辺では、

国際博のインパクトを念頭に置きつつ、「あいち学術研究開発ゾ

ーン」の中核的な役割を担う複合的な地域整備を推進する。  
(ｲ) 住宅地については、本区域が名古屋市のベッドタウンとして

人口の増加が続いていることから、名古屋鉄道小牧線と名古屋

市営地下鉄名城線間の結節点を改善するため、上飯田連絡線な

どの交通体系の整備を図りつつ、生活関連施設の整備を進め、

春日井市、小牧市、尾張旭市、瀬戸市、一宮市等において土地

区画整理事業等により住宅用地を確保する。また、愛岐丘陵地

については、残された自然景観の保全に努めつつ、レクリエー

ション、教育・文化の場として利用の促進を図る。  
(ﾛ) 商業地については、一宮市、春日井市、瀬戸市、小牧市等諸

都市の鉄道駅周辺において再開発を推進し、土地利用の高度化

を図るとともに、新たな住宅地の整備が進んだ地域において商

業地を計画的に配置する。  
工業地については、一宮市、尾西市を中心とする繊維工業、

瀬戸市を中心とする窯業等の地場産業の体質改善を図りつつ、

工業地の高度利用を進める。 

また、「あいち学術研究開発ゾーン」の拠点地区周辺は、交

通の利便性や優れた住環境を生かし、研究開発型産業、試験研

究機関等の誘致を図る。 

ニ 本区域東部における土地利用は、本区域が、豊田市を中心に輸

送機器を主体とする全国屈指の内陸工業地帯であり、また、衣浦

港、東海環状自動車道等の幹線道路及び第二東名高速道路の整備

により、今後一層都市化が進展する地域であることなどを踏まえ、

次のとおり想定する。 
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(ｲ) 住宅地については、岡崎市、刈谷市、豊田市、安城市、三好

町等において、土地区画整理事業等により住宅用地を確保する。 

(ﾛ) 商業地については、岡崎市、刈谷市、豊田市、知立市等の諸

都市の鉄道駅周辺において再開発を推進し、土地利用の高度化

を図る。また、愛知環状鉄道線、名古屋鉄道豊田線等の主要駅

周辺及び新たな住宅地の整備が進んだ地域に商業地を計画的に

配置する。 

(ﾊ) 工業地については、豊田市等の輸送機器を主体とする既存産

業の高度化・高付加価値化等を進めるとともに、「あいち学術

研究開発ゾーン」の拠点地区等において、研究開発型産業や新

規成長分野など新たな産業の立地を推進する。また、岡崎市、

豊田市周辺地区等の内陸部に、新たな工業用地を確保する。 

ホ 本区域南部における土地利用は、中部国際空港や名古屋港、衣

浦港、道路交通網等の整備により、今後、一層の都市化の進展が

予想されること、知多半島南部は優れた自然景観を有し、リゾー

ト・レクリエーション地帯としての発展が期待されることなどを

踏まえ、次のとおり想定する。  
(ｲ) 住宅地については、自然環境との調和を図りつつ、良好な都

市機能を備えた住宅用地整備を計画的に進めるとともに、丘陵

地には都市化の動向とあわせ集団的な住宅地を確保する。中部

国際空港周辺の知多中央丘陵において、空港に関連する公益機

能や居住機能を備えた市街地の整備を推進する。  
(ﾛ) 商業地については、半田市を始めとする諸都市の鉄道駅周辺

において再開発を推進し、土地利用の高度化を図るとともに、

新たな住宅地の整備が進んだ地域に商業地を計画的に配置す

る。また、中部国際空港の交流拠点性を生かし、商業・業務機

能の集積の高度化を目指す。  
(ﾊ) 工業地については、中部国際空港に近接するという地理的優

位性や恵まれた自然環境を生かしながら、臨海部において既存

産業の高度化や新たな産業の導入を図るなど生産拠点の再

編・整備を進めるとともに、内陸部において研究開発機能、先

端技術産業の導入に努める。  
(ﾆ) この地域の農用地については、愛知用水二期事業、広域営農

団地農道整備事業等の農業農村整備事業を実施するとともに、

集団的優良農用地の確保・保全等に努め、レクリエーション活
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動との関連を持たせつつ、都市近郊農業を振興する。  
 
８ 施設の整備に関する事項 

本区域の均衡ある発展を図るため、整備及び開発の基本構想に基づ

いて、自然環境、生活環境、生産環境の調和のとれた魅力ある地域整

備を進めるものとし、その計画の大綱は次のとおりである。 

なお、施設の整備に当たっては、障害者、高齢者等を始めとするす

べての住民が自由に行動し、安全で快適に生活することができるよう

バリアフリー化を図る。 

 

(1) 交通施設及び通信施設 

  本区域の整備及び開発を推進する上で、交通通信体系の整備は

極めて重要である。このため、今後における輸送需要、通信需要

の増大とその質的高度化の要請を踏まえ、環境面や安全面に配慮

しつつ、各種の交通施設及び通信施設の整備を推進する。 

  イ 道路 

    首都圏、近畿圏を始め中部圏各地域との結びつきを強め、ま

た、伊勢湾を取り巻く諸都市及び港湾、空港、鉄道等との連携

を強化しつつ、名古屋市を中心とする一体的な都市圏の形成を

図るため、高規格幹線道路、地域高規格道路、一般国道等の道

路ネットワークの整備を計画的、重点的に進める。 

    また、区域内における交通需要の増大に対処するため、幹線

道路等の整備を進める。 

    整備を推進する主要な道路は、次のとおりである。 

    高規格幹線道路 

     第二東名高速道路、第二名神高速道路、東海環状自動車道

（国道475号）、名古屋環状２号線 

    地域高規格道路 

     名古屋高速道路（名古屋朝日線、名古屋新宝線、１号四谷

高針線、２号線、名古屋小牧線、清洲一宮線）、名豊道路

（国道23号）、衣浦豊田道路（国道419号）、名古屋瀬戸道

路、知多横断道路、四日市インターアクセス道路 

    一 般 国 道 

     １号、19号、22号、23号、41号、153号、155号、164号、247

号、248号、258号、301号、302号、306号、363号、365号、
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366号、419号、421号、477号 

    主要地方道 

     弥富名古屋線、瀬戸設楽線、名古屋碧南線、豊田知立線、

力石名古屋線、豊田安城線、名古屋岡崎線、瀬戸大府東海

線、名古屋津島線、甚目寺佐織線、西尾知多線、半田常滑

線、上海老茂福線、湾岸桑名インター線 

    街   路 

     菱野線、名古屋江南線、一宮春日井線、枇杷島小田井線、

刈谷知立線、萩原多気線、名古屋半田線、衣浦岡崎線、浜

田線、広小路線、江川線、大津町線、南陽大橋（仮称）、

豆田町線、富田山城線、塩浜波木線（六呂見）､堀木日永線

（常磐） 

   このほか、本区域内諸都市及び隣接する岐阜区域、東三河区域

及び伊勢区域などの都市開発区域の相互を連絡する道路網の骨格

として、一宮西港道路、西知多道路、名浜道路等の名古屋圏自動

車専用道路に関する調査を推進する。 

   武豊大府自転車道の建設、市町村道、交通安全施設、自動車及

び自転車駐車場等の整備を推進するとともに、交通安全やバスの

円滑な運行と利便性の増進に資する道路整備を推進する。また、

安全で快適な都市空間の形成のために電線共同溝の整備を推進す

る。 

   さらに、わが国を代表する国際拠点空港となる中部国際空港の

整備にあわせ、空港アクセス道路の整備を推進するとともに、空

港整備のインパクトを最大限に引き出すため、総合的な道路網整

備を推進する。また、東部丘陵線の整備を図る。 

   こうした道路整備を推進するとともに、ＴＤＭ（交通需要マネ

ジメント）施策やＩＴＳ（高度道路交通システム）の導入を進め

る。  
   また、踏切事故の防止、道路交通の円滑化及び都市の均衡ある

発展を図るため、東海旅客鉄道中央本線（新守山～春日井）、同

関西本線（名古屋～蟹江）、名古屋鉄道名古屋本線（本星崎～左

京山）、同（一ツ木～牛田）、同常滑線（新日鉄前～尾張横須賀）、

同河和線（太田川～高横須賀）、同三河線（重原～三河八橋）、

近畿日本鉄道名古屋線（黄金～伏屋）の連続立体交差事業を推進

し、東海旅客鉄道関西本線（四日市駅周辺）の連続立体交差化の
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事業化を検討する。 

 ロ 鉄軌道 

   域内と域外諸地域との連携を強めつつ、区域の一体的な整備開

発を進めるとともに、通勤通学等の輸送需要の増大に対処するた

め、道路網等他の整備計画との関連を考慮しつつ、以下の鉄道に

ついて、その整備を図る。 

   名古屋市高速度鉄道第４号線（砂田橋～名古屋大学、名古屋大

学～新瑞橋）、上飯田連絡線、西名古屋港線及び中部国際空港連

絡線の建設を進め、東部丘陵線の整備を図るとともに、名古屋市

高速度鉄道第６号線（野並～徳重）の整備に向けて検討を進める。 

   在来線については、愛知環状鉄道線について、現在事業中の複

線化や、高蔵寺駅での東海旅客鉄道中央本線との相互直通運転化

による乗継円滑化のための施設整備を推進するとともに、岡崎～

高蔵寺の複線化について検討を進める。また、名古屋鉄道小牧線

（味鋺～犬山）の複線化を図るとともに、東海旅客鉄道関西本線

（名古屋～四日市）、名古屋鉄道三河線（知立～碧南、知立～豊

田市）、同西尾線（新安城～吉良吉田）、同知多新線（富貴～内

海）及び同河和線（河和口～河和）の複線化並びに東海旅客鉄道

武豊線の電化を検討する。なお、愛知環状鉄道線、東海旅客鉄道

東海道本線等に、新駅の設置を需要に応じて検討する。 

   交通機関相互の乗り換えの利便性を高めるため、八田で各路線

の駅を集約し、総合駅化するなど交通結節点の整備を進める。 

   さらに、中央新幹線について、今後の経済･社会の動向、東海道

新幹線の輸送状況及び整備新幹線の整備状況等を踏まえ調査を進

めるほか、超電導磁気浮上式鉄道の実用化に向けた技術開発を進

める。 

 ハ 港湾 

   本区域には、特定重要港湾の名古屋港、四日市港、重要港湾の

衣浦港、地方港湾の東幡豆港等の港湾があるが、今後も港湾相互

の合理的な機能分担と区域内外諸地域との有機的な連携を重視し

た広域的な港湾整備を推進するとともに、コンテナ輸送の進展、

船舶の大型化等に対処し得る施設の整備を図る。 

   また、土地造成及び土地利用に当たっては、地域社会の要請に

適切に対応しつつ、海上交通の安全、快適な港湾環境の形成及び

自然環境に十分配慮して、計画的に進める。 
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(ｲ) 特定重要港湾名古屋港は、わが国における代表的な国際貿易

港の一つとして着実に発展を続けているが、今後とも中枢国際

港湾として国際競争力を強化し、世界市場と直結した効率的な

海運ネットワークを構築していくため、引き続き港湾施設の充

実を図る必要がある。 

このため、西部地区において、大水深・高規格な国際海上コ

ンテナターミナル（耐震強化岸壁）、多目的国際ターミナル及

び鍋田ふ頭進入道路等の臨海道路の整備を図るとともに、内港

地区において複合一貫輸送に対応した内貿ユニットロードター

ミナル、フェリーターミナル（耐震強化）の整備を行う。 

また、船舶の円滑な入出港と航行の安全確保のため、東航路

の拡幅・増深、西航路の拡幅、中航路の整備を進めるとともに、

港内から発生する浚渫土砂の処分用地を南５区に整備を図る。 

さらに、商業・集客・業務機能の集積が進む金城地区の交流

拠点性の向上を図るとともに、都心部からの交通利便性を高め

るため、臨港鉄道金城ふ頭線の整備を推進する。また、親しま

れる魅力的な空間や景観が享受できるよう、ガーデンふ頭や中

川運河に緑地を整備するとともに、自然環境や生態系に配慮し

た海浜整備を行う。 

(ﾛ) 特定重要港湾四日市港については、地域経済の活性化に寄与

し、中枢国際港湾としての機能を発揮していくための整備を推

進し、国際物流拠点としてその港湾機能の拡大を図るため、霞

ヶ浦北ふ頭における国際海上コンテナターミナル、臨港道路等

の港湾施設整備を進める。 

また、市民に親しまれる港として、海洋性レクリエーション

空間や親水空間の形成を図るなど港湾空間の形成を図るととも

に、中部国際空港と直結するアクセス拠点としての整備を検討

する。 

(ﾊ) 重要港湾衣浦港については、本区域における東の流通拠点港

湾として、背後圏の今後の発展動向に対応しつつ、亀崎ふ頭、

武豊北ふ頭において多目的国際ターミナル等の整備を進める。 

  また、中央ふ頭間の海底トンネル等の臨港道路整備を進める

とともに、東浦地区等の緑地の整備、２号地沖の廃棄物埋立護

岸（衣浦ポートアイランド）等の整備を進める。 

(ﾆ) 地方港湾東幡豆港等については、背後圏の整備開発による取
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扱い貨物量の増大等に応じた整備を進める。 

ニ 漁港 

漁業の振興と水産物の円滑な流通等に資するため、豊浜漁港の

防波堤等の整備を進める。 

ホ 空港 

わが国の航空需要の増大等に適切に対処し国際航空網の充実を

図るためには、大都市圏における拠点空港の整備が最優先課題で

ある。こうした観点を踏まえ、中部圏の経済力を背景とした航空

需要に対応するため、中部国際空港について、2005年の開港を目

指し、アクセス等を含めた整備を積極的に進める。 

ヘ 情報通信施設 

インターネットの急速な普及や電子商取引の発展に代表される

ＩＴ（情報通信技術）の飛躍的な進展は、経済活動や社会構造ま

でをも変革しつつあり、こうしたＩＴ革命に対応する情報通信体

系の整備を進める。  
光ファイバー網の整備、より高速、高品質な移動通信システム

の導入と普及等については、民間主導の原則の下で進め、高速・

大容量の通信が可能なネットワークインフラの整備を推進し、そ

れらの利活用を図る。  
また、災害時の通信を確保するとともに､県と市町村間の各種ネ

ットワークの基礎となる地上系と衛星系の大容量多重無線による

新総合通信ネットワークの形成を進める。さらに、名古屋市、瀬

戸市等において、行政を含む地域情報ネットワークの構築を図る。 

 

(2) 宅地 

居住ニーズの多様化に対応するとともに、土地利用の適正化、市

街地の防災性の向上を図るため、生活環境、自然環境及び農林地の

保全に配慮しつつ、計画的に良好な住宅用地、工場用地を確保する。 

  イ 住宅用地 

   大曽根北、志段味、大高南、有松（以上名古屋市）、岡崎駅東

（岡崎市）、浄水（豊田市）、新幹線駅周辺、北部（以上安城市）、

小牧南（小牧市）、尾張西部都市拠点（稲沢市）、竹の山南部（日

進市）、長湫南部（長久手町）、末永・本郷（四日市市）、播磨、

桑名駅西（以上桑名市）等の大規模な土地区画整理事業を促進し、

住宅用地の確保を図る。 
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  ロ 工場用地 

   工場用地の需要に対応するため、臨海部においては、名古屋港、

四日市港及び衣浦港、内陸部においては、岡崎東部、小牧大草、

犬山高根洞、日進機織池、東浦森岡、三好莇生、多度御衣野・下

野代等の工業用地を確保する。 

 

(3) 公園緑地 

都市における生活環境の改善、増大するスポーツ・文化活動等の

多様な需要の充足を図り、都市災害に対する安全性を確保するとと

もに、都市の健全な発展と住民の健康の維持増進に寄与するため、

平成17年度末における１人当たり都市公園面積を約８平方メートル

確保することを目標に、大高緑地、小幡緑地、牧野ヶ池緑地（以上

名古屋市）、岡崎中央総合公園（岡崎市）、矢作緑地（豊田市）、

三好公園（三好町）、北勢中央公園、南部丘陵公園（以上四日市市）、

桑名市総合運動公園（桑名市）等の公園緑地の整備を推進する。 

また、都市近郊における大規模な都市公園として、木曽三川の河

川敷等を利用した国営木曽三川公園の整備を推進する。 

 

(4) 河川、水路、海岸、治山、砂防等 

地域住民の安全を確保し、生活の安定と地域経済の発展に資する

ため、自然環境の保全に配慮しつつ、計画的に国土保全及び水資源

確保等の対策を講ずる。 

 イ 河川、水路 

   木曽川、揖斐川、長良川、矢作川、庄内川、鈴鹿川等の治水事

業を進めるとともに、都市化の進展に対応して、新川流域、境川

流域において総合治水対策を推進する。また、日光川、地蔵川、

三滝川、員弁川、朝明川等の整備を進めるとともに、鍋田川、福

田川等における地盤沈下対策を推進する。また、平成12年９月に

甚大な被害のあった庄内川、新川、天白川について、河川激甚災

害対策特別緊急事業として緊急に整備を行う。さらに、堀川、三

滝川において親水機能に配慮し、まちづくりと一体となった治水

対策を進める｡ 

   また、生物の良好な生育環境に配慮した多自然型川づくりを推

進する。 

   さらに、洪水調節等を行うため、木曽川、庄内川、矢作川水系
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等に新丸山ダム、小里川ダム、男川ダム等の建設を進める。 

   また、本区域は、人口の増加、生活水準の向上、産業の発展等

による水需要の増加が今後とも見込まれ、さらに大規模な地盤沈

下地域を擁しており、地下水転換措置のための代替用水の確保が

必要であることなどから、河川水に依存する需要量は引き続き増

加するものと見込まれる。 

   このため、既存用水施設の有効利用など合理的な水利用を図り

つつ、木曽川水系において洪水調節等とあわせ水資源開発を行う

ため、徳山ダムの建設を推進するとともに、新濃尾総合農地防災

事業、愛知用水二期事業及び矢作川水系における新矢作川用水事

業の推進を図る。 

 ロ 海岸 

   名古屋港海岸、四日市港海岸、衣浦港海岸等や知多半島・西三

河沿岸部において海岸保全施設の整備を進めるとともに、親水性

に配慮した海岸環境の改善を進める。 

   また、伊勢湾奥部の海岸地帯や西三河南部は、海抜ゼロメート

ル地帯が広範囲に存在し軟弱地盤地帯であることから、飛島海岸、

吉良海岸等において耐震性堤防の整備を推進する。 

  ハ 治山、砂防等 

   土砂災害等発生のおそれのある地域については、緊急に防災対

策を講ずるものとし、木曽川水系、鈴鹿川水系、庄内川水系、矢

作川水系等の治山、砂防、地すべり対策事業及び急傾斜地崩壊対

策事業を積極的に推進する。 

 

(5) 住宅 

人口、世帯数の増加、住宅の質的向上への要求の高まり等による

住宅需要に対処するため、必要な住宅の建設を進める。 

このため、既成市街地においては、土地の高度利用を図り、良好

な市街地住宅の供給を推進するため、大曽根駅前、小幡駅前、鳴海

駅前、有松駅前、日比野、豊田市駅前通り南街区等の地区において

市街地再開発事業等を推進する。 

また、八田・高畑等における住宅市街地の総合的な整備、老朽住

宅地区などにおける住宅地区改良事業等により、住環境の整備を推

進するとともに、職場に近接する市街地住宅を積極的に建設する。 

周辺地域においては、住宅市街地の無秩序拡散的な展開を避けな
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がら、通勤通学輸送体系との関連を考慮して、良質な住宅を供給す

る。 

さらに、高齢化社会の到来に備え、シルバーハウジング･プロジェ

クトの実施等長寿社会対応型住宅の整備を推進する。 

 

(6) 供給施設及び処理施設 

本区域の人口の増加、生活水準の向上、産業の発展等に対応する

とともに、生活環境の向上及び公共用水域の水質保全に資するため、

次のとおり供給・処理施設の整備を推進する。 

  イ 水道 

   平成17年度における給水人口約6,904千人を目途に、愛知県水道

用水供給事業、名古屋市水道事業、北中勢水道用水供給事業等の

整備を進める。 

 ロ 工業用水道 

   本区域の工業生産の拡大への対応、地盤沈下防止等に資するた

め、愛知用水工業用水道第４期、尾張工業用水道第１期、名古屋

市工業用水道、北伊勢工業用水道の整備を図るとともに、必要な

水源の確保に努める。 

 ハ 下水道 

   都市の健全な発展及び生活環境の向上に寄与し、あわせて伊勢

湾等公共用水域の水質保全に資するため、平成17年度における下

水処理区域人口約4,435千人を目途に、矢作川・境川、五条川左岸、

日光川上流、五条川右岸、新川東部、北勢沿岸の各流域下水道を

整備するほか、日光川下流等の事業化を図る。名古屋市、岡崎市、

四日市市、長島町等の公共下水道の整備を促進する。また、高度

処理についても導入に努める。さらに、発生汚泥量の増大に対処

するため、必要に応じて下水汚泥の広域処理処分についても配慮

する。 

 ニ 廃棄物処理施設 

   多量の廃棄物等の発生に対処し、循環型の社会を構築するため、

地域の生活環境へ配慮しつつ、以下の処理施設等の整備を推進す

る。  
一般廃棄物のうち、ごみ処理については焼却施設等をダイオキ

シン類排出抑制、熱エネルギー利用等を推進しつつ、名古屋市、

岡崎市、豊田市等において新たにごみ処理施設を整備するととも
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に、多度町においてごみ固形燃料化施設及びＲＤＦ焼却・発電施

設を、四日市市に廃棄物処理センターを整備する。また、最終処

分場の確保に努める。し尿処理については、下水道整備との調整

を図りつつ、農業集落排水施設、コミュニティ・プラント、し尿

処理施設及び合併処理浄化槽の整備を推進する。  
また、産業廃棄物については、その再生利用等の促進により、

最終処分量の減少を図りつつ、名古屋港南５区廃棄物処分場にお

ける埋立処分事業等を推進する。 

 

(7) 教育・文化・研究等施設 

 イ 教育・文化施設 

   学校教育については、小・中学校、高等学校、盲・聾・養護学

校、幼稚園について計画的に施設の充実を図る｡ 

   また、高等教育機関については、愛知県立大学、名古屋市立大

学等において大学院等の充実を図る。 

   社会教育については、生涯学習時代における人々の学習・文化・

芸術活動の拠点等を充実させ、地域における教育的及び文化的環

境の向上を図るため、西尾市岩瀬文庫（仮称）を始め、地域の特

色を生かした教育・文化施設の整備を図る。 

 ロ 試験研究等施設 

   産業技術の世界的中枢にふさわしい研究開発拠点を形成するた

め、「あいち学術研究開発ゾーン」を踏まえ、志段味ヒューマン

サイエンスパーク（名古屋市）などの整備のほか、科学技術交流

センター施設（豊田市及び瀬戸市）建設に向け、引き続き整備を

図る。また、「三重ハイテクプラネット21構想」の中心整備地区

である鈴鹿山麓リサーチパークなどの整備充実を図る。 

   また、地域の研究開発機能の強化を目指して、工業技術院名古

屋工業技術研究所の移転を進めるなど試験研究機関の充実・強化

を図る。 

 

(8) 流通業務施設 

本区域の流通機能の向上を図るため、流通業務施設の整備を進め

る。 

 

(9) その他の施設 
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イ 社会福祉施設 

   寝たきりや痴呆などの高齢者の急増に伴う福祉ニーズの多様化

や高齢化を踏まえた地域社会づくりの推進のために、必要な基盤

整備を介護保険事業支援計画及び高齢者保健福祉計画に沿って推

進する。 

また、現在､社会福祉基礎構造改革が行われつつあり､障害者福

祉施設もこの変化に対応した基盤整備を推進する。 

さらに、子育て家庭を社会全体で支援するため､地域の子育ての

機能を担えるような保育所や児童館等の整備を推進する。 

 ロ 保健医療施設 

   人口構造、疾病構造の変化等に伴う医療需要の増大・多様化に

対処し、地域医療の確保を図るため、保健医療計画に沿って各種

医療施設の整備・充実を推進する。また、「あいち健康の森」に

あいち小児保健医療総合センターの整備を進める。 

   その他、市町村レベルでの保健活動を効率的に展開するため、

市町村保健センターの整備・充実を進める。 

 ハ 公共職業能力開発施設 

   産業構造の変化と技能労働の高度化に対処するため、公共職業

能力開発施設の整備を進める。 

 ニ 中央卸売市場等 

   生鮮食料品等の流通の円滑化を図るため、名古屋市中央卸売市

場本場及び南部市場（仮称）等の整備を図る。 

 

９ 環境の保全に関する事項 

 本区域の環境は、大気汚染、伊勢湾等の水質汚濁、工場や交通機

関からの騒音・振動の発生、悪臭、地盤沈下現象等の問題に加え、

都市化の進展や生活様式の多様化に伴い、廃棄物、近隣騒音などが

大きな問題となってきている。  
 また、近年、オゾン層の破壊、地球の温暖化、酸性雨、熱帯林の

減少など地球環境問題も深刻化しており、環境問題は多様化・複雑

化している。  
 このため、本区域においては、公害防止関係法令に基づく規制及

び指導の徹底、各種の生活環境施策の整備等による公害の防止はも

とより、環境基本法、愛知県及び三重県の環境基本条例並びに環境

基本計画等に基づく環境影響評価の実施、環境教育の推進等環境保



3 5 

全に関する施策を総合的・計画的に推進する。  
 また、地域の環境条件を生かしつつ、土地利用、産業構造、交通

体系等に関する施策を環境保全の立場からも計画的に推進すること

により、自然と共生し、循環を基調とした環境への負荷の少ない持

続的な発展が可能な社会の構築を図る。さらに、愛知地域、四日市

地域の各公害防止計画のもとに、環境基準等の達成・維持を目的と

して、各種施策の実施を図る。  
 イ 大気汚染防止については、硫黄酸化物、ばいじん及び窒素酸化

物低減対策の実施、ダイオキシンなど有害物質の監視や排出抑制

についての指導を強めるとともに、浮遊粒子状物質等の汚染機構

の解明のための調査研究や大気汚染測定網の整備を図るなど、総

合的な大気汚染防止対策を推進する。  
 ロ 水質汚濁防止については、水質総量規制等による工場、事業場

に対する規制の強化、水質監視の充実に努めるとともに、下水道

の整備促進、生活排水対策・河川の浄化対策の推進等に努め、伊

勢湾・三河湾、油ヶ淵の総合的な浄化対策を進める。  
 ハ 自動車の排気ガス対策として、最新規制適合車への転換促進、

低公害車の普及促進に努める。また、幹線道路周辺での大気汚染

や騒音等の実態を踏まえ、環境施設帯、遮音壁の設置等の施策を

講じる。  
   また、公共交通機関の整備、バイパスの建設等による交通流の

適切な分散及び貨物輸送の効率化等による交通負担の低減を図る

など、総合的な環境保全対策を進める。  
 ニ 新幹線鉄道の騒音・振動については、発生源対策及び障害防止

対策を推進するとともに、沿線の土地利用の適正化を図る。また、

在来線の新設、連続立体交差化等の大規模改良に際しては、騒音

問題の未然防止に努める。 

 ホ 空港周辺地域に対する環境対策を積極的に推進するとともに、

航空機騒音に配慮した空港周辺の土地利用の推進を図る。 

 ヘ 工場等からの騒音・振動については、発生源における対策の徹

底を図るとともに、必要に応じ騒音・振動発生工場等の適地への

移転等の施策を推進する。 

 ト 地盤沈下については、濃尾平野においては工業用水法及び県公

害防止条例による地下水揚水規制に加え、濃尾平野地盤沈下防止

等対策要綱に基づき、代替水の確保及び供給、節水及び水使用の
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合理化並びに地盤沈下による災害の防止、または復旧に関する施

策の実施を図る。その他の地域においては、今後の地盤沈下の状

況等を勘案し、必要に応じ代替水源の確保、節水、水使用の合理

化及び地下水揚水規制等の対策を講じる。 

チ 廃棄物問題については、廃棄物の減量化・再利用化の促進を図

り、循環型廃棄物処理を推進する。また、産業廃棄物の適正処理

を推進する。  
可燃性廃棄物のリサイクル化の一環として、ごみの固形燃料（Ｒ

ＤＦ）化とＲＤＦ焼却・発電施設の整備を推進するとともに、廃

棄物処理センター等による公共関与での廃棄物処理について、施

設の整備及び検討を進める。 

 リ 近隣騒音については、防止のためのモラル高揚を図るため、広

報等で啓発活動を推進する。 

 ヌ 悪臭については、悪臭防止法による規制及び指導の徹底を図る。 

 ル これらの諸施策とあわせて、環境汚染の監視、測定及び調査研

究体制を整備拡充するとともに、環境保全のための技術開発を図

る。 

 ヲ 地球環境保全のため、環境基本法や環境基本条例、環境基本計

画、ローカルアジェンダ 21 等に基づき、資源リサイクルを始め持

続的に発展する社会づくりに向けた取組を行政、事業者、住民が

一体となって進める。特にエネルギーに関しては、太陽光や風力

等の自然エネルギーの積極的な導入、コジェネレーション・シス

テム等の効率の良いエネルギーシステムの導入や省エネルギー対

策の推進など、環境面や資源・エネルギー利用の両面で一層の取

組を進める。 

ワ 都市公園の整備、緑地保全地区の指定、緑地協定の活用、里山

の保全、道路沿道の緑化、ビオトープの創出などにより身近な緑

を計画的に確保し、野生生物の生息空間としてのみならず、市民

のいこいの場として重要な緑地を計画的に確保する。また、保健

休養機能を有する森林等の保全・整備を推進し、生物の多様性と

自然との共生の場を確保する。 

カ 水資源の有効活用を図るとともに、農地、樹林地、ため池等の

保全、道路や宅地等における透水性の向上などにより、地下水涵

養機能の増進に努め、健全な水循環の確保を進める。また、河川

や港においては、親水性や景観に配慮した潤いとふれあいのある
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水辺づくりを進める。 

ヨ 環境にやさしい地域づくりを進めるため、企業等における環境

管理システムに関する規格「ＩＳＯ １４００１」の認証取得を

促進する。 

 タ 事業の実施に当たっては、環境汚染を未然に防止するため、必

要に応じ事前に環境影響評価を行い、その結果に応じて見直しを

行うなど所要の措置を講じる。 

 
10 防災対策に関する事項 

  本区域の西部は、木曽川の氾濫原である濃尾平野及び伊勢平野が

広がり、この地域の伊勢湾奥部の海岸地帯には海抜ゼロメートル地

帯が広がっている。この他、後背湿地や旧河道等での人口・資産の

集積が進んでおり、高潮・洪水・内水氾濫等の潜在的な危険を有し

ている。  
  また、尾張北部・東部・西三河北部、知多半島等の丘陵地には、

土石流危険渓流や急傾斜地崩壊危険箇所、地すべり危険箇所及び山

地災害危険区域などの土砂災害危険箇所が点在している。さらに、

厚い沖積層や名古屋港、四日市港等の臨海部での埋立地などの軟弱

な地層が分布する本区域においては、その発生が最も懸念される駿

河湾を震源とした東海地震に加え、天白河口断層、養老断層、桑名

断層、深溝断層及び猿投－境川断層などの活断層も存在しているこ

とから、内陸直下型大地震発生の危険性を内包している。  
  災害の歴史を見ると、明治以降､明治 24 年の濃尾地震、昭和 19

年の東南海地震、昭和 20 年の三河地震、昭和 34 年の伊勢湾台風と

大規模な災害に繰り返し見舞われている。社会的には、産業経済活

動の活発化により、名古屋市を中心とする都市部では、人口の集中、

都市化の進展に伴う市街地の拡大、建物の過密化・高層化、都市高

速道路等の交通施設の建設など大規模な地震災害及びそれに伴う二

次災害等の拡大に対して、危険性を内包している都市構造となって

いる。また、平成 12 年の集中豪雨では､河川の破堤､いっ水による大

きな災害を被ったことから、この災害を教訓として､避難勧告のあり

方､情報の伝達体制の確立といったソフト面を含め、都市化の進展し

た地域における災害への対応について､改めて検討する必要がある。 
  さらに、重化学工業等が展開する臨海部では、石油コンビナート

などの危険物施設が立地している。  
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  以上のような自然的・社会的条件を踏まえ、この区域における防

災対策は、地域住民の生命、身体及び財産を災害から保護し、県土

保全と県民福祉の確保に万全を期するため、県地域防災計画等に基

づき、総合的かつ計画的に推進する。  
(1) 震災対策に関する事項  

イ 地震に強い都市構造の形成  
(ｲ) 急傾斜地崩壊危険箇所、地すべり危険箇所、土石流危険渓流、

山地災害危険地区等災害危険区域等における急傾斜地崩壊防

止施設、地すべり防止施設や砂防設備、山地治山事業等の計画

的な整備を進め、土砂災害の防止を図る。また、地盤沈下の防

止や液状化対策の推進を図る。  
(ﾛ) 防火地域、準防火地域の指定に基づく建築物の防火規制や、

建築物の火災耐力等増強策の推進により、建築物の不燃化の促

進を図る。また、都市公園の整備や緑地保全地区の指定等防災

空間の整備拡大を図る。さらに、市街地再開発事業や土地区画

整理事業などにより、災害に強い都市構造の形成を図る。 

(ﾊ) 道路、河川、港湾など骨格的な基盤施設の耐震性向上の確保

を図るための整備等を推進する。  
特に、幹線道路等の多重化・ネットワーク化を推進し、災害

時の緊急輸送道路の確保を推進する。  
ロ 建築物の安全化  

庁舎、病院、学校等防災上重要な公共建築物及び劇場、百貨店

等の不特定多数の者が利用する施設の耐震化を進める。また、木

造住宅等一般建築物についても耐震診断、耐震改修の普及など耐

震化を促進する。  
ハ ライフライン施設等の機能確保  

電気、ガス、上下水道、電話等のライフライン関連施設の耐震

化を図るとともに、共同溝による地中化、系統の多重化、ブロッ

ク化、バックアップ等の代替施設の整備を進める。  
ニ 液状化対策  

液状化発生が予想される地域の施設の設置については、地盤改

良等により発生の防止を図る。  
ホ 危険物施設等の安全確保  

石油コンビナート等の危険物施設等については、石油コンビナ

ート等防災計画等に基づき、施設の保全及び耐震性の強化を図る。 
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ヘ 広域防災拠点の整備  
情報の収集伝達に多角的な手段を持ち、防災ヘリコプターの有

効活用が可能であるなどの後方支援機能を有する広域防災拠点

を整備し、被災市町村の要請に応じた様々な支援を臨機応変に行

うほか、緊急物資の海上輸送手段確保等のため、臨海部における

防災施設の整備を推進する。  
ト 避難所施設の充実  

学校等の避難所を地域の防災拠点として活用するため、学校教

育活動等に支障が生じないよう配慮しながら、避難所資機材整備

を進めるとともに、都市公園等の整備の中で耐震性備蓄倉庫や耐

震性貯水槽の配備を図り、防災拠点づくりを進める。  
 
（2）風水害に関する事項 

 イ 風水害に強いまちの形成  
(ｲ) 急傾斜地崩壊危険箇所、地すべり危険箇所、土石流危険渓流、

山地災害危険地区等災害危険区域等における急傾斜地崩壊防

止施設、地すべり防止施設や砂防設備、山地治山事業等の計画

的な整備を進め、土砂災害の防止を図る。  
(ﾛ) 洪水による災害発生を防止するため、河川や多目的ダム・小

規模ダムの整備を図るとともに、低下した保水・遊水機能を確

保するような施設整備（流域対策）を行い､総合的な治水対策

を推進する。また、洪水シミュレーションを実施し、想定氾濫

区域図を作成して、市町村における洪水ハザードマップ作成を

支援する。 

(ﾊ) 高潮や海岸侵食の防止などのため、堤防、護岸、離岸堤など

の海岸保全施設の整備を推進するとともに、海岸防災林の整備

などにより、海岸保全機能の維持・向上を進める。 

(ﾆ) 農地の公益的機能の保持、侵食・崩壊の防止、地すべり被害

の防止などのため、農地防災対策や農地保全対策を推進する。 

(ﾎ) 道路、河川、港湾など骨格的な基盤施設の風水害に対する安

全性の確保を図るための整備等を推進する。特に、幹線道路等

の多重化・ネットワーク化を推進し、災害時の緊急輸送道路の

確保を推進する。 

(ﾍ) 近年都市型水害が多発しており、中部地区でも昨秋には東海

豪雨で名古屋都市圏を中心に甚大な被害が生じている。こうし
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た災害を防止するために、河川・下水道が連携して雨水排水対

策の推進を図る。  
ロ 建築物の安全化  

   庁舎、病院、学校等防災上重要な公共建築物及び劇場、百貨店

等の不特定多数の者が利用する施設の風水害に対する安全性の確

保を推進する。  
   また、強風による落下物防止対策に努めるとともに、防水板な

ど建築物や地下街等を浸水被害から守るための施設整備を促進す

る。  
 ハ ライフライン施設等の機能確保  
   電気、ガス、上下水道、電話等のライフライン関連施設の風水

害に対する安全性の確保を図るとともに、共同溝による地中化、

系統の多重化、ブロック化、バックアップ等の代替施設の整備を

進める。  
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１ 計画の性格 

 この計画は、中部圏の都市整備区域、都市開発区域及び保全区域の整備等に

関する法律に基づいて作成したものであって、富山・高岡区域都市開発区域の

開発整備の基本構想及び施設の整備についての大綱を示したものである。 

 

２ 計画の対象区域 

 計画の対象区域は、昭和43年11月14日総理府告示第43号をもって告示した富

山・高岡区域都市開発区域であり、関係市町村は、次のとおりである。（ただし、

保全区域を除く。） 

富山市、高岡市、新湊市、砺波市、小矢部市（一部）、中新川郡舟橋村、婦

負郡婦中町、射水郡小杉町、同郡大門町、同郡下村、同郡大島町、西砺波

郡福岡町（一部） 

 

３ 計画の期間 

 この計画の期間は、平成13年度から17年度までの５箇年間とする。 

 なお、計画の実施にあたっては、今後の社会、経済情勢の推移に応じて弾力

的な運用を図る。 

 

４ 整備及び開発の基本構想 

 本区域は、富山県の中西部に位置し、北は富山湾に面し、南部、西部には丘

陵が広がっており、面積では全県の約20％、人口は約65％、工業出荷額でも約

65％を占めている（いずれも小矢部市、福岡町は全域の数字）。さらに、富山高

岡新産業都市区域の主要部分を占めるとともに、富山高岡広域都市計画区域を

包含している。 

 また、富山・高岡両市を中核として、東西に走る交通幹線に沿って一つの広

域都市圏を形成し、本県の政治、経済、教育、文化の中心となっている。 

 本区域の特色としては、日本海側を代表する工業地域であることがあげられ

る。昭和20年代後半から、豊富で低廉な電力と工業用水、勤勉な労働力などを

背景に工業開発に取り組み、新産業都市指定を契機にした富山新港の開港や後

背地の大規模工業地帯の形成、テクノポリス開発計画による、高度技術産業を

中心とした産業と学術研究機関、良好な居住環境が結びついた新しいまちづく

りの推進、頭脳立地計画による、産業の頭脳部門といわれる情報、デザイン業

等の集積の推進など、積極的な施策展開を行ってきた。また、住環境、学習環

境等に優れ、全国でトップクラスの住み良さを誇る地域でもある。 

 ただ、近年の経済のソフト化・サービス化、グローバル化の波は、特に、高
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速交通体系の整備が遅れている本区域にとって、大きな発展阻害要因となって

いる。 

 しかし、今後、北陸新幹線の整備や、東海北陸自動車道、中部縦貫自動車道、

能越自動車道等高速道路網の整備、特定重要港湾伏木富山港の整備、富山空港

の機能拡充など陸・空・海の広域的な交通体系の整備が推進されることにより、

日本海国土軸や中央横断軸の接点として、また、三大都市圏及び日本海沿岸地

帯と結び、対岸諸国等との経済、文化等の環日本海交流の拠点として、日本海

沿岸地帯の発展をリ―ドするとともに、地域の多様な連携・交流による多軸型

国土の形成に重要な役割を果たすことができる。 

 こうした観点から、次のような方向を地域開発整備の目標として、魅力のあ

る都市圏の形成に努める。 

 

(1) 本区域は、本州日本海側の中央部に位置し、三大都市圏とほぼ等距離にあ

るという地理的条件や、環日本海地域と古くから歴史・文化のつながりがあ

るなど、環日本海交流の拠点として発展していく可能性の高い条件を有して

いながら、高速交通体系の整備の遅れから三大都市圏等との時間距離を短縮

できず、産業構造の高度化、都市機能の集積を図るうえで大きな制約となっ

ている。 

 近年、情報通信の高度化や高速交通網の発達、産業構造の転換等により、

企業立地要因も、かつてのような土地、労働力、電力といった直接要因から、

市場等への時間距離、都市基盤の整備等の間接要因がより重視されるように

なっている。特に、輸送等に係る高速交通網の整備水準は、企業立地の大き

な要因である。このような状況に対処し、日本海国土軸や中央横断軸等地域

連携軸の形成を図るために、北陸新幹線の整備を推進するとともに、北陸と

大都市圏及び中部内陸地方を結ぶ東海北陸自動車道、中部縦貫自動車道、能

越自動車道の高規格幹線道路の整備拡充を推進するほか、本区域内及びその

周辺地域における地域高規格道路をはじめとする広域幹線道路網の整備拡充

を図る。 

 また、環日本海諸国と距離が近く、交流実績もある本区域が、今後とも環

日本海交流の拠点として発展するためには、多方向・多頻度の物流拠点を用

意することが必要である。このため、環日本海諸国とのゲートウエイとして

の機能を発揮できるよう、特定重要港湾伏木富山港の機能強化・高度化等の

整備を進めるとともに、富山空港について、新規路線の開設や増便、空港施

設の計画的な整備を図る。 
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(2) 富山・高岡両市及びその連担地域を中心に、業務、文化、情報、国際交流

等の高次都市機能の集積や、レクリエーション施設等を整備するとともに、

地域住民が安全・安心で快適な生活ができるよう、住宅、公園、下水道等生

活基盤施設の整備充実を図るほか、地域交通網の整備を推進し、富山・高岡

市を核に周辺市町村を包括した一体的な中核都市圏の形成を図る。 

  また、定住人口以外に交流人口の増加を図るという観点から、高速交通体

系及び情報通信体系の整備や、自然・歴史・文化等の地域の個性を活かした

特色ある地域づくりを推進するとともに、魅力あるイベントの開催などによ

り多様な地域との交流・連携を図る。 

 

(3) 本区域における定住の促進を図るため、人々がその能力と個性に応じて就

業できるよう、産業構造の転換や就業形態の多様化に対応した総合的な雇用

対策を進め、労働力需給調整の円滑化を図る。特に、全国平均より早いスピ

ードで高齢化が進展しており、少子化も進む中、労働力不足と需給のミスマ

ッチという相反する課題への対応が求められる。このため、少子・高齢、高

度情報社会に対応した保健・医療・福祉サービス、インターネット等情報通

信関連サービスなど質の高い生活及び多様な就業機会の確保対策を推進する。

特に、新事業の創出や成長産業の振興等を図ることにより、雇用機会を確保

するとともに、富山・高岡の中心市街地や駅周辺において、賑わいの核とな

る高次都市機能の集積を図るなど、魅力ある都市づくりを進める。 

  また、若者が定着し、その能力を伸ばし活かせるよう、高齢化・国際化や

高度情報化等の進展に対応した人材の育成や、人々の学習意欲の高まりと地

域産業の期待に応えうる高等教育の整備を進める。 

 

(4) 工業については、経済のグローバル化や情報通信技術（ＩＴ）の進展など、

本区域の産業構造が大きな変革の時期を迎えている中、新しい時代に対応し

た新産業の創出や集積を図る必要がある。 

  このため、戦後、本区域に蓄積されたアルミ、化学、機械産業等の高度技

術、質の高い労働力や豊富な電力等の地域資源を有効に活用し、地域の特色

を活かした産業の振興を図る。 

  また、域内企業に対する総合的な支援体制を整備するとともに、地域資源

を結集した研究開発拠点を形成し、産学官の連携による戦略的な研究開発を

推進する。 

  中小企業、地場産業については、経営基盤の充実、新製品・新技術の開発、

人材育成等により、その振興を図る。 
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(5) 商業については、厳しい商業環境に対応できるよう経営基盤の強化を図る

とともに、商業基盤施設の整備やまちづくりと一体となった商業集積の形成

の推進など、魅力ある商業空間、コミュニティ空間の形成を進め、新たな生

活文化を提案する生活創造型産業としての発展を図る。 

  サービス業は、高度情報社会、少子・高齢化社会の到来に伴い需要の増大

が期待できるほか、若者の雇用の場の提供や地域経済の活性化に大きな役割

を果たすものである。このため、既存サービス業の経営基盤を強化するとと

もに、情報サービス業や福祉サービス業等の多様なサ―ビス業の育成を推進

する。 

 また、国内外の交流の拡大により、観光産業の発展が見込まれることから、

地域の観光資源の積極的な活用や滞在型・通年型観光の促進を図るため、観

光商品の多様化や人材の育成を図る。 

 

(6) 農林水産業については、担い手の育成確保や経営基盤の強化を図るととも

に、産業としての農林水産業の振興のみならず、幅広い観点から施策を展開

し、農林水産業が併せ持つ多面的な機能が発揮できるよう、道路整備や生活

環境の整備等による住みよく豊かな農山漁村の整備を進める。 

 

(7) 本区域の環境汚染については、これまでの環境対策の進展を反映して、全

般的には改善されてきている。しかしながら、今日の環境問題は、生活排水、

自動車騒音、廃棄物などの都市・生活型の環境問題が課題となっている。さ

らに、近年、地球温暖化、オゾン層の破壊、酸性雨、海洋汚染などの地球的

環境問題が生じているほか、ダイオキシン類などの有害化学物質対策も新た

な課題となっている。 

 今後は、良好な自然環境と快適な生活環境を確保するため、環日本海地域

や地球環境問題までを視野に入れ、自然との共生や循環型社会の形成を通じ

て安全で健康な環境の確保を図る。 

 

(8) 本区域は、背後に急峻な山岳部を控え、急流河川が多く、多雨多雪によっ

てもたらされる災害を多く経験している。 

  また、海岸部では冬期風浪等により絶えず海岸侵食の危険にさらされてい

る。このため、河川、山地、海岸の保全対策を推進するとともに、被害の発

生を最小限にくい止めるための防災対策の充実に努める。 

 雪対策については、少子・高齢化や高度情報社会等に対応する快適なまち
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づくりの推進や雪国ならではの文化を創造するなどの対策を総合的･計画的

に推進する。 

  また、地震対策に関しては、防災拠点施設の整備や災害に強いライフライ

ンの確保など、地震に強い地域整備を推進する。 

 

 なお、この計画の実施にあたっては、国、民間企業、ＮＰＯや個人を含む多

様な主体の積極的な参加により推進する必要がある。 

 

５ 人口の規模及び労働力の需給に関する事項 

(1) 本区域の総人口は、平成12年は715千人となっている。出生率の低迷は依然

として続いているが、今後、区域の開発整備及びそれに伴う都市機能の充実、

少子化対策の推進等により、平成17年の総人口は718千人程度になるものと見

込まれる。 

 

(2) 年齢階層別人口を見ると、平成12年の年少人口は103千人、生産年齢人口は

475千人、老年人口は137千人であり、平成17年には年少人口103千人（対平成

12年比0％）、生産年齢人口464千人（対平成12年比2.3％減）、老年人口151千

人（対平成12年比10.2％増）程度になると見込まれる。 

 

(3) 本区域の世帯数（普通世帯）は、平成12年には236千世帯となっている。 

  今後、本区域の都市化の進行や世帯の分離等により、平成17年には244千世

帯程度に達するものと見込まれる。 

 

(4) 労働力の需給については、需要側では産業構造の変化や雇用・就業形態の

多様化が続くとともに、供給側では労働力の高齢化や若者の就業観の変化が

進むものと見込まれる。このため、産業間、地域間、職業間、世代間等にお

ける需給のミスマッチの発生が懸念される。 

  このため、人材の確保・育成に努めるとともに、新産業の育成や多様な産

業の振興による雇用機会の創出・確保、定年延長や継続雇用制度の普及、労

働時間の短縮など労働条件の改善による、時代に対応した雇用環境の整備、

生涯を通じた職業能力開発など、総合的な雇用対策を推進する。 

 

６ 産業の業種、規模等に関する事項 

(1) 産業別開発の構想 

イ 農林水産業 
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 国際化及び情報化の進展など、経済の構造改革が進められる中にあって、

農林水産業はややもすると他産業との生産性の格差の拡大を批判される一

方、現場では新規就農者の減少、従事者の高齢化、農地や森林の管理不足・

放置が顕在化するとともに、農山漁村の過疎化の進行など、農林水産業や

農山漁村をめぐる情勢はいよいよ厳しさを増してきている。 

 このような状況に適切に対処し、農林水産業、農山漁村の持続的な発展

を図る必要がある。 

 農業では、「食」と「生活」を支える産業として、農業者と消費者・食品

産業等との連携・交流を深め、望ましい食料消費を推進する。また、水田

農業を基幹として、美味しい富山米、品質の高い大豆などの農産物を供給

するとともに、安心・新鮮な農産物を生産し提供する。 

 このような農業を展開するため、個別経営や法人経営、生産組織など効

率的かつ安定的な経営を行う担い手の育成を強力に進め、地域農業の相当

部分を担うような農業構造の確立を図るとともに、ほ場の汎用化、耕地利

用率の向上を図る生産基盤整備を推進する。さらに、県民の「生活」を支

えるため、地域用水、地域防災の機能を備えた用排水施設などの整備を進

めるとともに環境にやさしい農業や資源循環を考えた農業生産を推進する

など自然環境と共生した農業・農村づくりを展開する。 

 林業では、住民のニーズに応えるため、本区域の優れた緑としての森林

を活かしながら森林のもつ多様な機能の持続的発揮を目指した森林整備を

計画的に進める。 

 このような持続可能な森林の管理・経営を展開するため、伐採地の集団

化や生産基盤の整備による県産材の安定的な出材等の促進を図るとともに、

林業の中心的担い手として森林組合の機能を強化する。 

 水産業では、水産資源を持続的かつ高度に利用するため、漁場環境の保

全に努め、資源管理型漁業やつくり育てる漁業を推進する。また、生産基

盤の一体的な整備により、地域や消費者のニーズに対応できる水産物供給

体制の確立を図るとともに、担い手の育成確保や経営基盤の強化、漁業生

産体制の再編を進め、効率的な経営への転換を図る。 

ロ 工業 

 本区域の工業は、これまで日本海側屈指の工業集積を築きあげ、概ね順

調に発展してきたが、近年、経済のグローバル化や情報通信技術（ＩＴ）

の進展など我が国の経済社会情勢が大きく変化する中で、一部の基幹産業

の成熟化などから厳しい状況に直面している。 

 こうした中、経済の自立的発展を目指していくためには、地域資源を有
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効に活用し、新しい時代に対応した新産業の創出や集積を図る必要がある。 

 このため、今後、発展が期待されるＩＴ、バイオ、深層水関連産業など、

次代をリードする成長産業の振興やアルミ、機械工業をはじめとする既存

産業の振興を図る。 

 また、本県の地域資源を結集した中核的研究開発拠点を形成し、研究機

関、大学、企業の連携による戦略的な研究開発を促進する。 

 さらに、県中小企業支援センターにおける支援機能の充実を図るなど、

県内企業に対する総合的な支援体制を充実、強化し、創業や経営革新など

の新たな事業活動に対する支援を推進する。また、地場産業の振興を図る

ため、新製品の開発や販路開拓などを進める。 

ハ 商業・サービス業等 

 商業については、消費者の行動形態の変化等に伴い、店舗の郊外立地、

大型化が進むなど構造変化が進んでいる。 

 サービス業については、ＩＴ革命が進む情報通信分野や高齢化に伴う医

療福祉分野で成長が見込まれる。 

 観光・交流型産業については、観光資源の特性やコンパクトな区域であ

ることから、夏季集中型・通過型の傾向があり、滞在型・通年型への転換

が求められる。 

 商業については、中心市街地の商業振興を図るため、歴史や文化を活か

した「物語のある街づくり」の推進、若手経営者や後継者等の交流の場の

設置など商業の担い手の育成、店舗等のバリアフリー化など高齢者にやさ

しい街づくりの推進や市街地と商業施設の一体的な整備を行う。 

 また、商業者の経営革新への支援や新たな商業集積の形成を図る。 

 サービス業については、産業支援サービスや生活支援サービスなどの分

野における新しい事業創出を図るとともに、情報関連、デザイン関連、医

療福祉関連、生活文化関連等今後発展が期待される分野について、開発支

援、人材育成、研修等産業発展の環境づくりを行う。 

 観光・交流型産業については、特色を活かしたイベントの企画、環境に

やさしい観光地の育成など、自然や歴史・文化を活かした観光の推進を図

るほか、体験型観光の開発促進、地域間・業種間の連携による観光の総合

産業化の促進など新しいニーズに対応した観光産業の振興を図る。 

 また、県境を越えた広域観光、東アジア諸国など外国人観光客の誘致等

国際観光を推進するほか、景勝地や観光地を有機的に結ぶ湾岸道路、山麓

道路等観光・交流基盤の整備を進める。 

 



8 

(2) 産業の規模 

 産業の規模を就業者数によってみると、労働生産性の向上、高齢者雇用や

女性の労働市場への参入等があるものの、生産年齢人口が減少することによ

り、平成12年の387千人から平成17年には381千人程度になると見込まれる。 

 産業別には、第１次産業の就業人口は引き続き減少傾向が続くものの減少

率は縮少し、平成12年の15千人（構成比3.9％）が、平成17年には14千人（構

成比3.7％）程度になると見込まれる。 

 第２次産業については、情報通信、バイオテクノロジー、福祉等の分野で

発展が期待できるものの、企業のリストラクチャリングによる雇用調整等も

引き続き進むことにより、就業人口は、平成12年の136千人（構成比35.1％）

から平成17年には128千人（構成比33.6％）程度になると見込まれる。 

 第３次産業については、情報通信、高齢化に伴う医療福祉、対事業所・対

個人サービス分野などで拡大が見込まれるほか、流通業の活性化等により、

成長が見込まれる。労働生産性の向上はあるものの、他の分野に比して労働

集約的要素が強いため、就業者数は若干増加し、平成12年の236千人（構成比

61.0％）が、平成17年においては239千人（構成比62.7％）程度になるものと

見込まれる。 

 

７ 土地の利用に関する事項 

(1) 土地利用の基本構想 

 本区域は、県の中央部から西部に位置し、二大都市である富山、高岡両市

を中核とし、本県の政治、経済、教育、文化の中心となっており、また、産

業活動においても中心的役割を担っている。さらに、比較的交通基盤が整備

されており、都市や集落が適度の間隔を保って展開している。 

 今後の土地利用の見通しについては、大規模開発等による大幅な変化は見

込まれないものの、趨勢としては、これまでと同様に住宅の建て替え等によ

り、宅地が引き続き増加し、農用地が減少していくものと予測される。また、

宅地の増加に伴う市町村道の増設や渋滞対策としてのバイパス、環状・放射

道路が必要になる。なお、中山間地域等において、人口減少に伴い、耕作放

棄地がさらに増加する懸念がある。 

 今後の土地利用にあたっては、ゆとりのある居住環境のもとで、都市的な

サービス、田園空間の快適性、豊かな自然を享受できる魅力的なライフスタ

イルが実現できるように、県土のネットワークを強化していく。 

 具体的には、富山、高岡両市を中核とし、周辺市町村を包含した「中心都

市圏」の形成を目指すとともに、各広域生活圏において、高次都市機能や都
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市型産業の集積した中核都市の形成を推進する。 

 また、都市と農村の連携を強化して、豊かな自然や多様な産業・特色ある

文化に恵まれた快適生活圏を形成し、多様な価値観をもった人々がいきいき

と生活できる「多自然型居住地域」の形成を進める。 

 このように、地域の個性を大切にしながら、どこに住んでいても、快適で

便利な生活が営める「全県ネットワーク社会」の実現を目指す。 

 都市部については、歴史文化などの特色を活かした個性的なまちづくりを

進め、中核都市については、高次都市機能を整備し、ファッショナブルで賑

わいのある市街地を創造する。 

 また、空洞化が進む都市部への居住を促進するため、公共交通機関の利便

性の向上や優良な住宅の供給を進め、誰もが住みやすい都市環境の整備を図

る。 

 農山漁村については、農業生産に必要な優良農地の確保を図るとともに、

地場産業や農林水産業の振興、道路や下水道など基礎的な整備に加え、自然

や文化を活かしたうるおいある環境づくりや都市との交流を推進し、とりわ

け中山間地域の活性化を図る。 

 山地、河川、海岸を保全し、県民の生命・財産を災害から守るため、治山、

治水、海岸保全事業など防災対策を着実に進めるとともに、災害の発生時を

想定し、被害を最小限に止める減災対策を推進する。 

 また、水行政に関する諸課題に適切に対応するため、水に関する施策を総

合的に推進し、上流の山林から農地や都市を経て富山湾に至るまでの流域を

見据えた地域づくりを展開する。 

 河川環境や生態系に配慮した水資源の管理を進めることにより、安全で良

質な水道水の安定供給を確保するとともに、治水対策と調和を図りながら、

河川、海岸等の快適な水辺環境を整備し、身近な水資源の活用を図る。 

 冬期における県民生活や社会活動の円滑な運営と安全性を確保するため、

道路除排雪の充実や各種雪対策施設の整備を推進するとともに、高齢化や情

報化などにも対応した雪対策を展開する。さらに、雪を資源として活用し、

雪の特性を活かした地域づくりを進める。 

 富山湾をはじめとする日本海及びその沿岸域については、海洋環境の保全

に配慮しながら開発利用を進めるとともに、海洋及び日本海文化に関する調

査研究を行うなど総合的な施策を推進する。 

 

(2) 土地利用の概要 

 本区域においては、富山市、高岡市、小矢部市等が東西に走る交通幹線に
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沿って連鎖状に位置し、やや離れて北に新湊市、南に砺波市が位置している。 

 これらは、富山市、高岡市を中心に広域都市圏を形成し、幹線道路を軸に

市街地が発達している。 

 富山市北部、高岡市北部、伏木富山港新湊地区には、高い工業集積が見ら

れるほか、その他の地区においても企業団地の分散立地が進んでいる。 

 今後の土地の利用にあたっては、 

イ 富山地域においては、拠点的な都市機能の向上や、高度情報通信網、高

速交通網の整備を進めるなど、高度技術産業集積地域としてのさらなる飛

躍を目指す。また、芸術文化の振興、国際交流や県内外との人的交流を促

し、魅力ある文化都市の形成を進める。 

ロ 高岡・射水地域においては、高速道路の結節点にあるという優位性、恵

まれた自然環境や文化、伝統ある地場産業から臨海型の工業までの幅広い

工業集積を活かし、地域の活力化を図る。また、伏木富山港伏木地区、新

湊地区を有するなど、環日本海地域などの国内外へのゲートウエイを担う

地域として、人々が集い、学び、賑わいを創出できる交流拠点として発展

を図る。 

ハ 砺波地域においては、企業誘致や産業振興を図り、若者から高齢者まで

誰もが働きやすい魅力ある雇用の場を確保する。また、歴史と伝統に恵ま

れた田園空間の保存に努める。 

 

８ 施設の整備に関する事項 

 本区域の均衡ある発展を図るため、整備及び開発の基本構想に基づき、21世

紀において、人、地域、産業が力強く発展し、いのちと環境にやさしい社会を

実現するため、次のとおり、定住及び連携・交流条件の整備を進める。 

 

(1) 道路等 

 国土軸、地域連携軸形成のため、全国的な交流を進めるとともに圏域内の

連携を支える高規格幹線道路や地域高規格道路の整備を進める。また、これ

らと一体的に機能する広域的な幹線道路、道路交通の円滑化と良好な市街地

形成のための人にやさしく環境に配慮した都市幹線道路及び生活道路の整備

を体系的、効率的に推進する。 

 整備を推進する主要な道路は次のとおりである。 

高規格幹線道路  能越自動車道 

地域高規格道路  富山高山連絡道路、富山高岡連絡道路、高岡環状道路 

一 般 国 道  ８号、41号、156号、359号、415号、471号、472号 
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主 要 地 方 道         富山立山公園線、新湊平岡線、富山環状線、富山八尾

線、小矢部伏木港線、小杉婦中線、砺波福光線 等 

一 般 県 道  姫野能町線 等 

街     路  呉羽町袋線、草島西線、東岩瀬線、総曲輪線、能町庄

川線、高岡駅佐加野線、二口北野線、社内上野本線 等 

 このほか、北陸自動車道富山西インターチェンジ（仮称）の整備や富山外

郭環状道路の構想を進めるとともに、本地域と他の中部圏域の交流に資する

道路として、隣接する地域において、東海北陸自動車道、中部縦貫自動車道

の整備を推進する。 

 また、道の駅の整備や、道路における交通安全施設の整備を推進する。 

 最先端の情報通信技術などを用いて、様々な道路交通課題を解決するＩＴ

Ｓ（高度道路交通システム）の整備を推進する。 

 

(2) 鉄軌道等 

 圏域内外の多様な交流と連携を支える広域高速交通体系の整備を図る。 

 まず、日本海国土軸形成の柱となる北陸新幹線については、平成12年の政

府・与党申合せに基づき、既に一部が着工されている長野・富山間のフル規

格による整備を推進するとともに、富山以西の未着工区間について所要の事

業を進める。 

 また、中央横断軸の形成に資する高山本線の電化等によるスピードアップ

について検討を進めるほか、北陸本線等の旅客輸送サービスの向上を図る。 

 地域住民の生活の足を確保する地域交通体系の整備を図るとともに、ＪＲ

ローカル線、万葉線及び生活路線バス等の地域公共交通の維持・活性化を図

る。 

 

(3) 港湾 

 特定重要港湾伏木富山港については、環日本海時代に向けてのゲ－トウエ

イ機能など、環日本海国際港湾としての役割を果たしていくため、伏木・富

山・新湊３地区が相互に有機的な連携を図りながら、一体的な発展を図る必

要がある。このため、伏木外港の整備を推進し、富山外港の整備を図る。新

湊地区においては、多目的国際ターミナルの整備を推進し、新湊大橋（仮称）

等臨港道路の整備を図る。また、親しみのある港湾空間を創出するため、港

湾緑地等の整備や、新湊地区において日本海ミュージアム構想を推進し、旅

客船ふ頭を整備するほか、日本海博物館（仮称）等レクリエーション施設の

整備を図る。 
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(4) 空港 

 環日本海交流の拠点空港として、利用客の増加や航空ニーズに適切に対応

するため、富山空港について、新規の国内・国際航空路線の開設や増便等を

進めるとともに、空港施設の計画的な整備を図る。 

 

(5) 情報・通信施設 

 情報通信基盤は、住民の豊かさと安らぎのある暮らしを支え、産業活動の

活性化や地域間の情報格差に大きく貢献する重要な社会基盤である。 

 地域の住民が都市部と比べて遜色なく情報を入手できる環境の構築に向け、

地域内の過疎地等における携帯電話等移動通信用鉄塔施設の整備や地域全域

における光ファイバーやケーブルテレビ等の整備を民間主導の原則のもと進

めていく。特に、ケーブルテレビは、番組の放送だけでなく、低廉・定額・

高速な情報通信基盤として有力であり、未整備地域である小矢部市、小杉町

等において整備を進めるとともに、県内のケーブルテレビ事業者間を結ぶケ

ーブルテレビ事業者間ネットワークの活用による他の地域との連携を図る。 

 さらに、情報通信産業の誘致を進めるとともに、ギガビットネットワーク

など高度な情報通信基盤を活用した研究開発を推進する。 

 

(6) 工場団地等 

 交通、情報通信、住宅、教育等立地環境の整備、オーダーメードの企業立

地サービスの提供などにより、成長性の高い企業の立地を図るため、小杉イ

ンターパーク（小杉町）、金屋企業団地（富山市）、西本郷企業団地（婦中町）、

小矢部フロンティアパーク（小矢部市）等の整備を進める。 

 

(7) 公園緑地等 

 都市の根幹的な公共施設として、良好な都市環境の形成、都市の安全性の

確保及びスポ－ツ・レクリエ－ション活動等のニ－ズの充足などを図るため、

富山県富岩運河環水公園（富山市）、山室二区公園（富山市）、呉羽山公園（富

山市）、高岡おとぎの森公園（高岡市）等の整備を進める。 

 

(8) 河川・海岸・治山・砂防等 

 災害に強い地域づくりを推進するとともに、豊かな水辺環境を創出するた

め、次のような国土保全施設の整備を推進する。 

イ 河川 
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 河川改修については、常願寺川、神通川、庄川、小矢部川等の主要河川

及びいたち川、岸渡川、白岩川等の改修を進める。 

 また、良好な河川環境の形成を図るため、河川浄化、河道整備、河川敷

の緑化など河川環境の整備を推進する。 

ロ ダム 

 治水ダムとして、黒川ダムの建設を推進するとともに、多目的ダムとし

て久婦須川ダム、百瀬ダム、利賀ダム、湯道丸ダムの建設及び調査を推進

する。 

ハ 海岸保全施設 

 伏木富山港海岸、富山海岸、雨晴海岸（高岡市）、水橋漁港海岸（富山市）

において、高潮対策事業、侵食対策事業、海岸環境整備事業として、護岸、

離岸堤、潜堤、人工リーフ等の整備を推進する。 

ニ 砂防事業等 

 常願寺川水系、神通川水系、庄川水系、小矢部川水系等の治山・砂防及

び地すべり対策事業を実施するとともに、がけ崩れや雪崩の被害から人命

や財産を守るため、急傾斜地崩壊対策事業及び雪崩対策事業を進める 

 

(9) 漁港 

 水産業を取り巻く環境が大きく変化している中、漁業生産基盤の整備を図

るため、新湊漁港、水橋漁港、四方漁港の整備を進める。 

 

(10) 住宅・住宅地等 

 世帯の形成や住み替え等により、平成17年までに必要とされる住宅建設戸

数は約31千戸と推計される。このため、山室第２地区（富山市）等をはじめ

市街地周辺において良好な住宅の建設を推進するとともに、富山市、高岡市

等において公営住宅等の整備を進める。 

 また、都市の再生と魅力ある街づくりを進めるため、ＪＲ富山駅・高岡駅

の周辺整備を図るとともに、両市の中心市街地等において、市街地再開発事

業を推進する。 

 

(11) 供給処理施設 

 安全な水質の確保、生活環境の改善、循環型社会の構築、災害対策等に資

するため、次のとおり供給処理施設の整備を推進する。 

イ 水道施設 

 上水道の普及率の向上を図るため、平成17年度における給水計画人口を
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約705千人と見込み、県営西部水道用水供給事業、県営熊野川水道用水供給

事業、砺波広域水道用水供給事業、射水上水道企業団水道事業等を推進す

る。 

ロ 工業用水道 

 砺波地域の工業用水需要に応えるため、利賀ダムを水源とする利賀川工

業用水道事業の建設計画を推進する。 

ハ 公共下水道及び流域下水道 

 平成17年度における公共下水道処理区域内人口約562千人を目途に、小矢

部川流域下水道及び神通川左岸流域下水道の整備を推進するとともに、公

共下水道、特定環境保全公共下水道の整備を推進する。 

ニ ごみ処理施設 

 ごみ処理の広域化を進め、ダイオキシン類の発生抑制対策を図るため、

高岡市、富山・射水・砺波各広域圏事務組合の処理施設整備を進める。ま

た、最終処分場の汚染防止対策を強化する。 

ホ し尿処理施設 

 し尿処理については、公共下水道整備との相互調整のうえ富山市等にお

いて、合併処理浄化槽等の処理施設の整備や老朽化した施設の改築を行う。 

ヘ 産業廃棄物処理施設 

 産業廃棄物については、事業者処理責任の原則に立脚し、産業廃棄物処

理計画に基づいて、適正な処理を推進する。 

 

(12) 教育文化施設 

イ 幼稚園及び小・中高等学校施設 

 平成13年から平成17年までの児童生徒数は、引き続き減少すると見込ま

れるが、学校施設が地域の生涯学習や文化活動の拠点としての役割を果た

すことができるよう、高機能かつ多機能な施設づくりを図るとともに、危

険建物について改築事業を行う。また、高等学校の産業教育施設や設備の

整備を進める。 

ロ 大学等 

 18歳人口の減少等から高等教育機関をめぐる状況は厳しくなっているが、

国際化、情報化の進展や社会の要請に対応できる学部・学科への再編に協

力するとともに、産学官の連携や地域社会との連携を進める。 

ハ その他の教育文化施設 

 国民文化祭（平成８年度）、2000年とやま国体（平成12年度）開催等によ

り整備された文化・スポーツ施設等について、地域住民の文化的環境の向
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上、生涯学習等の充実を図るため、引き続き整備充実を行う。 

 また、日本海博物館（仮称）の整備を図るとともに、重要文化財勝興寺

（高岡市）について、計画的に保存修理を進める。 

ニ 教育文化施設の活用・連携の推進 

 地域社会等との積極的な連携を図り、社会に開かれた学校づくりを行う

とともに、少子・高齢化、学習ニーズの多様化に対応するため、学校施設

の生涯学習施設への転用等、教育文化施設の活用・連携を推進する。 

 

(13) 社会福祉施設 

イ 児童福祉施設 

 子育て支援の充実や少子化対策を推進するため、延長保育、一時保育、

休日保育等の特別保育の拡充や保育所等の整備、子育て支援センター、放

課後児童クラブ(学童保育)の設置等を進める。 

ロ 障害者福祉施設 

 福祉のまちづくりを推進し、障害者の自立と社会参加を支援するため、

通所施設、グループホーム、授産施設等の障害者（児）福祉施設の整備を

進める。 

ハ 老人福祉施設 

 急速に進む高齢化に対応し、高齢者福祉の充実を図るため、特別養護老

人ホームや老人デイサービスセンター、老人介護支援センター等の老人福

祉施設の整備を進める。 

ニ その他 

 住民の健康と福祉の向上を図るため、健康福祉センター（福岡町）等の

整備を進める。 

 

(14) 介護老人保健施設 

 介護保険制度の定着と充実を図るため、介護老人保健施設の整備を引き続

き進める。 

 

(15) 医療施設 

 新富山県医療計画に基づき、人口構造の高齢化の進展や医療の質の向上に

対する要望の高まりなど、医療を取り巻く環境の変化に対応するため、市立

砺波総合病院（砺波市）や北陸中央病院（小矢部市）等の整備を進めるとと

もに、介護保険制度と整合性のとれた総合的かつ効果的なサービス提供体制

の確立のため、保健・医療・福祉の連携強化を図る。 
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(16) 職業能力開発施設 

 産業構造の高度化に伴う高度人材育成の要請に対処するため、職業能力開

発機関をはじめ、産学官が連携して職業能力開発支援ネットワークを構築す

るなど総合的な職業能力開発体制の整備を図る。 

 

(17) 中央卸売市場 

 生鮮食料品等の流通の合理化を図り、安定した供給を行うため、富山市中

央卸売市場の整備を図る。 

 

(18) 公害防止施設 

 後述する「環境の保全に関する事項」を推進するため、大気汚染、水質汚

濁、地下水位等の監視施設の充実を図る。 

 

(19) 農業生産施設 

 常願寺川流域における農作物及び農地災害を防止するため、常願寺川沿岸

地区において国営総合農地防災事業を推進する。 

 

(20) 林道等 

 効率的な林業経営の展開や森林の公益的機能の持続的発揮のほか、区域住

民の生活向上にも資するため、隣接する森林地域における林道整備を推進す

る。 

 

９ 環境の保全に関する事項 

 本区域においては、公害防止関係法令に基づく規制及び指導の徹底、各種の

生活環境施設の整備等により、環境汚染を未然に防止し、環境基準等の維持・

達成を図ることはもとより、環境基本法、富山県環境基本条例及び富山県環境

基本計画等に基づき、環境保全に関する施策を総合的・計画的に進め、環境へ

の負荷の少ない循環型社会の確立、自然との共生、地球環境の保全への行動な

どを進め、環境と調和した美しい地域づくりを目指す。 

 また、土地利用、産業構造、交通体系等に関する施策の推進にあたっては、

これらの環境保全施策との有機的連携を保ちながら、地域の自然的・社会的特

性についても十分配慮して、計画的に推進することにより、総合的に環境の保

全を図る。 

 また、富山・高岡地域公害防止計画策定地域においては、本計画と連携して
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各種施策の実施を図る。 

イ 健康で快適な大気環境の確保 

 大気環境計画（ブルースカイ計画）を推進することにより、環境基準の

達成・維持を図るなど総合的に大気保全対策を推進する。工場等に対して

は、良質燃料の使用、排ガス処理施設の設置等の指導を継続的に行う。ま

た、自動車排出ガス対策として、新交通管理システムの整備や低公害車の

普及を図る。 

 有害大気汚染物質や微小粒子など新たな有害物質について、適切な監視

体制の整備を図るほか、効率的な監視体制を整備する。 

 悪臭防止対策については、市町村と連携した適切な指導を行う。 

ロ 豊かで清らかな水環境の確保 

 水質環境計画（クリーンウオーター計画）を推進し、公共用水域につい

て、環境基準の類型指定、改定及び上乗せ排水基準の見直しを図る。また、

生活排水対策として公共下水道、合併処理浄化槽等の整備を推進する。 

 有害化学物質等による汚染防止を図るため、工場・事業場排水、公共用

水域及び地下水の適切かつ効率的な監視を行う。 

 富山湾の汚濁原因を究明し、水質改善対策を推進する 

ハ 健やかで豊かな生活を支える土壌環境の確保 

 カドミウム汚染田について、農用地土壌汚染対策計画に基づいて復元工

事を継続して実施するとともに、未転用農地の他用途への転用等を促進す

る。 

 有害物質を使用していた工場・事業場の過去の使用状況、管理状況を調

査し、必要に応じて土壌・地下水調査を実施するよう指導し、浄化対策を

指導する。 

 土壌の利用にあたっては、化学物質や化学肥料について適正な使用を確

保するなど、長期的な視点に立って適切な利用を図る。 

ニ 騒音・振動のないやすらかな環境の実現 

 各種開発事業については、周辺環境に配慮した土地利用が図れるよう、

計画段階からの調整を図る。 

 自動車騒音対策のため、交通流対策や道路構造の改善等に努めるととも

に、整備不良車に対する指導等の対策を講じる。 

 北陸新幹線について、土地利用状況を踏まえて環境基準の類型あてはめ

を行うとともに、開業当初から環境基準が達成できるよう措置することを

指導する。また、航空機騒音の監視を継続し、必要に応じた対策を講じる。 

ホ 化学物質による環境汚染の防止 
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 地域住民が安心して生活できる安全社会づくりを進めるため、産業廃棄

物の不適正処理に対しては、問題解決を図るための監視制度を適切に運用

する。 

 有害化学物質について工場・事業場の使用状況等に関する情報をデータ

ベース化し、化学物質管理指針を策定するなど情報管理体制を強化する。 

 ダイオキシン類対策特別措置法及びＰＲＴＲ法について、円滑な施行が

図られるよう、所要の体制を整備する。 

 農薬及び化学肥料の適正使用を推進し、その散布回数や使用量の削減を

図る。 

ヘ 廃棄物の減量・リサイクルの推進と適正処理の確保 

 とやま廃棄物ゼロプラン（仮称）を策定し、廃棄物の減量化に総合的か

つ計画的に取り組む。 

 市町村や事業者に対して焼却施設や最終処分場の計画的な整備を指導す

る。 

 排出事業者に対して、排出事業者責任の徹底を図るとともに、廃棄物の

適正処理に関する意識啓発を図る。 

ト 省資源・省エネルギーの推進 

 廃棄物発電等未利用エネルギーの有効利用を積極的に推進するとともに、

新エネルギーの利用に関する普及・啓発、省資源・省エネルギーに関する

調査研究を行う。 

 省資源・省エネルギー型の工場・事業場の普及を図るとともに、省資源・

省エネルギー型商品の購入や省エネルギーの生活様式の普及・啓発事業を

推進する 

チ 健全な水循環・水利用の確保 

 清く豊かな水に恵まれ、心地よい水辺環境の創造のため、とやま２１世

紀水ビジョンに基づき、今後のニーズにあった水資源の管理を推進する。

また、健全な水循環を後世に伝えていくための施設を整備する。 

 地下水障害未然防止の見地から地下水条例や地下水指針の運用により、

地下水の保全を図る。また、道路消融雪設備の水源の多様化、節水型消融

雪設備の普及等に努めるほか、冬期間における地下水保全対策を講ずる。 

 水道の未普及地域の解消や小規模水道事業の広域化を推進し、水質管理

体制を強化・充実する。 

 水環境に親しむ場として、快適な水辺空間の創出、自然性の確保を図る

とともに、身近な水辺環境の保全を推進する。 

リ 豊かな自然を実感できる自然共生社会づくり 
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 生き物の生息空間(ビオトープ)を、生き物が往来できるような形で保全、

又は復元する。 

 また、貴重な生物種等について適切な保全を図るため、現況調査を実施

し、分布状況を把握する。 

 環境教育・学習においても身近な自然を活動の拠点として利活用する。 

ヌ 地球環境保全のための対策の推進 

 温室効果ガスの排出実態を把握するとともに、「温室効果ガス排出削減

計画」を策定し、住民、事業者、行政が一体となって削減するよう推進す

る。また、地球環境保全行動計画の推進、地球温暖化防止活動推進センタ

ーへの支援、フロン回収の推進等により環境にやさしい行動の普及啓発を

図る。 

ル 地球環境の保全に積極的に取り組む連携型社会づくり 

 環日本海地域の環境保全を図るため、(財)環日本海環境協力センターを

中心に、北西太平洋地域海行動計画(ＮＯＷＰＡＰ)や北東アジア地域自治

体連合等の枠組みを活用した国際環境協力を積極的に推進する。 

ヲ 環境影響評価の実施 

 環境の保全について適正な配慮をするため、開発行為については、環境

影響評価法、環境影響評価条例、土地対策要綱等の制度に基づき、適切に

環境影響評価等を実施する。 

 戦略的環境アセスメントについて、国等の検討の動向に着目し、必要に

応じて検討を進める。 

ワ 環境保全に関する調査研究等の推進 

 将来の環境問題を見通した調査研究の充実のため、試験研究機関間の連

携を一層推進する。 

 環日本海地域の海洋環境の保全に向けた調査研究については、(財)環日

本海環境協力センターを中心に、環日本海地域の自治体の協力を得ながら

推進する。 

カ 環境に配慮した交通施策の推進 

 マイカーから公共交通機関への転換を推進するとともに、アイドリング

ストップ等環境にやさしい運転の普及啓発を図る。 

 

10 防災対策に関する事項 

イ 災害特性 

 本区域は日本海型気候に属し、冬の大雪を特徴としている。冬の寒さは

それほど厳しくないが、雪が多く交通やライフラインの確保等に多大な労
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力と費用を要する。 

 低気圧が日本海を発達しながら通過するときに起きるフェーン現象下で

は、大火の危険とともに、３月から５月にかけては融雪洪水や雪崩等の災

害をもたらす。 

 梅雨期は、特に集中豪雨が起こりやすく、河川が急勾配のため洪水が発

生しやすい。 

 本区域に接近する台風は、本州南岸に上陸したあと、そのまま北上して

くるものが多く、地形の影響で勢力が若干弱まるものの、過去にいくつか

の大きな災害をもたらしている。 

 また、本区域及びその周辺地域には、大地震の震源となる可能性のある

活動度の高い横ずれ断層が数多く分布している。本区域の大部分は扇状地

で軟弱な地盤の範囲も広く、地震災害時には液状化の危険性がある。 

 さらに、海岸地域においては、冬期波浪や寄り回り波等の波浪による被

害の危険性がある。 

ロ 防災対策上の課題及び基本方針 

 本区域は人口集積度が高く、災害の発生時には大きな被害を被る恐れが

あるため、自然条件や社会条件、過去の災害等をも踏まえながら、富山県

地域防災計画及び市町村地域防災計画に基づき、地震、風水害・火災等、

雪害対策を軸とした計画的な各種防災対策を積極的に推進する。 

 このため、公共土木施設等の整備、防災ブロックの形成、防災空間の整

備拡大、市街地の再開発等による防災都市づくりを推進するとともに、ラ

イフライン施設・廃棄物施設の被害防止策や系統多重化等による代替性の

確保を図り、都市基盤の安全性を強化する。また、防災拠点施設・通信連

絡体制・緊急輸送道路ネットワーク等の整備をはじめ、航空防災体制の強

化、相互応援体制の整備により防災活動体制を整備するとともに、消防力

の強化、医療援護体制の整備等の救援・救護体制を整備する。 

 

(1) 震災対策に関する事項 

イ 防災都市づくり 

 大規模な地震が発生した場合の市街地大火を防止するため、道路、河川、

鉄道及び公園・緑地等を組み合わせた延焼遮断帯で囲まれた防災ブロック

を形成する。 

 防災空間としての公園・緑地、道路、河川、海岸、港湾の整備を推進す

るとともに、震災時の代替性を確保した交通体系の整備を行う。 

 市街地の耐震不燃化を進めるため、防火地域の指定、建築物の火災耐力
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の向上、建築物の耐震化を図る。  

ロ 都市基盤等の安全性強化 

 道路、鉄道、港湾、河川、海岸等公共土木施設等の耐震設計にあたり、

緊急通行確保路線など特に重要な施設から順次、耐震性の向上を図る。 

 ライフライン関連施設については、耐震性や系統多重化等による代替性

の確保を図る。また、都市整備計画にあわせ、電線類の地中化を進める。 

 廃棄物処理施設の耐震化、不燃・堅牢化に努めるとともに、広域的な廃

棄物処理の協力体制を整備する。 

 危険物施設等について、市町村火災予防条例や富山県石油コンビナート

等防災計画に基づき、出火、流出等の防止を図る。 

 地盤の液状化対策については、液状化による影響調査を進めるとともに、

耐震基準の適用や各種対策工法の普及を図る。 

 ハ 防災活動体制等の整備 

 地震災害に迅速、的確に対応し、被害を最小限にとどめるため、防災拠

点の整備を進めるとともに、防災情報システムの充実強化により、通信連

絡系統の多ルート化やネットワーク化を図る。 

 また、陸上、海上、航空輸送拠点施設の整備を進めるともに、ヘリコプ

ターを活用した航空防災体制の強化を図る。 

 さらに、消防力の強化、被災建築物の応急危険度判定体制の整備、医療

救急体制の整備、避難場所・生活救援物資等の確保など被害の軽減に資す

る救援・救護体制の整備を図る。 

 

(2) 風水害対策に関する事項 

イ 風水害に強い地域づくり 

 砂防えん堤の整備をはじめとした治山･砂防事業を推進するとともに、治

水ダム等の建設、堤防護岸等の整備、河積の拡大を図る。 

 堤防・護岸、根固工、消波工、離岸堤等の海岸保全施設の整備や、防波

堤、護岸等の港湾外かく施設の整備を推進するとともに、航路、泊地の確

保並びに防波堤等漁港施設の整備を図る。 

 道路改良事業、道路災害防除事業等により、道路網の整備を推進すると

ともに、防災ダム、ため池等整備、地すべり対策事業等農地防災事業を推

進する。 

 河川敷を使用する富山空港について、護岸強化等施設整備や工作物の円

滑な撤去体制を整備する。 

ロ 災害危険地域の予防措置 
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 各種危険箇所、老朽ため池、重要水防箇所、災害危険区域等の調査、研

究を実施し、実態を把握するとともに、巡視や有害行為の規制、避難体制

の整備等災害予防措置を推進する。 

ハ ライフライン施設等の安全性強化 

 ライフライン施設の風水害に対する予防措置を積極的に行う。また、廃

棄物処理施設の風水害による被害を最小限に止めるとともに、災害後にお

いて廃棄物が適正に処理される体制を整備する。 

 

(3) 雪害対策に関する事項 

イ 雪害に強い地域づくり 

 まちづくり総合支援事業等による克雪施設の整備を推進するとともに、

防災行政無線等の通信施設や消防施設等防災関連施設整備事業を実施する。 

 また、文教施設や一般住宅、社会福祉施設等建築物の耐雪化事業を推進

するとともに、消融雪設備等の設置を進める。 

 雪崩及び融雪による土砂災害の防止や被害軽減を図るため、実態の把握

や警戒避難体制の確立等を行う。 

ロ 都市基盤等の耐雪化 

 都市基盤の耐雪化を図るため、公共施設を含めた建築物の安全確保、ラ

イフライン施設や廃棄物処理施設、危険物施設等の耐雪化、消流雪用水の

確保対策等を推進する。 

ハ 交通対策 

 交通対策として、道路除雪計画を策定するとともに、堆雪帯の確保、消

融雪施設、流雪溝、スノーシェッド等雪崩対策施設の整備等雪に強い道路

の整備や、除雪機械の整備を進める。 

 また、道路交通情報、除雪情報等各種情報の収集と伝達に関する情報シ

ステムの整備並びに諸施設の整備を図るとともに、富山空港について、施

設の耐雪化、除雪体制の強化を図る。 
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１ 計画の性格

この計画は、中部圏の都市整備区域、都市開発区域及び保全区域の整備等に

関する法律に基づいて作成したものであって、金沢・小松区域都市開発区域の

開発整備の基本構想及び施設の整備について大綱を示したものである。

２ 計画の対象区域

計画の対象区域は、昭和43年11月14日総理府告示第43号をもって告示した金

沢・小松区域都市開発区域であり、関係市町村は次のとおりである。

金沢市（一部）、小松市（一部 、松任市、能美郡根上町、同郡寺井町、）

同郡辰口町（一部 、同郡川北町、石川郡美川町、同郡鶴来町、同郡野々）

市町、河北郡津幡町（一部 、同郡高松町、同郡七塚町、同郡宇ノ気町、）

同郡内灘町

３ 計画の期間

この計画の期間は、平成13年度から平成17年度までの５箇年間とする。

なお、計画の実施に当たっては、今後の社会、経済情勢の推移に応じて弾力

的な運用を図るものとする。

４ 整備及び開発の基本構想

(1) 新しい時代への変化と要請

本区域を取りまく社会・経済情勢は、あらゆる分野において国際化が進

むとともに、情報通信技術の発達による高度情報化社会の到来等、国際的

視野で大きな変革期を迎えている。

また、出生率の低下から少子化が進む一方、急速に本格的な高齢化と総

人口の伸びの鈍化を迎えるものと予測され、その対応が求められている。

さらには、人々の価値観の多様化が進むとともに、地方分権、地域間交

流の進展等から、生活及び個性重視の地域社会づくりが強く求められてい

る。

(2) 地域の個性を活かした目指すべき発展方向

本区域は、石川県の中南部に位置し、東京、関西、名古屋の三大都市圏

に近接し、一方、国外、特に東アジアに目を向けた場合、環日本海地域の

中心に位置するという地理的優位性を有している。

また、海と山岳が織りなす美しく良好な自然環境、四季折々の風土、豊

富な温泉等の観光余暇資源、藩政期以来培われてきた伝統に育まれた質の
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高い文化の集積、全国的にも上位にある高等教育機関の高い集積、規模は

小さくとも特定分野で世界に誇りうる世界企業の立地等、数々の優れた資

源的特性を有している。

今後、このような他に誇りうる個性を十分に活かし、一方で、本区域を

取りまく時代の潮流を的確に把握しながら、以下のように発展方向を定め、

開発整備を進める必要がある。

（人、もの、情報が交流する地域の形成）

高速交通網の整備や情報通信技術の進展により経済活動や様々な分野に

おいて交流が活発化する中、時間・距離の短縮効果を活かし、国内各地域

のみならずグローバルな視点で人、もの、情報の交流を深めていくために

は、本区域と直接交流が可能となる高速交通網や高度情報通信網等の基盤

整備を進める。

また、学術・文化の高い集積等、本区域の優位性や独自性を活かし、多

様な国際交流・協力を進めるとともに、味覚、祭り、歴史等の多彩な観光

資源を活用し、個性が光る観光・コンベンション都市づくりを進める。

（個性的な人づくりと文化の創造）

高等教育機関の集積をさらに高め、学術・研究交流拠点の形成を進める。

また、質の高い伝統文化、伝統工芸等、独自の個性を磨き、さらに新た

な文化資産を創造し、国際的にも評価される個性と魅力にあふれる文化の

拠点づくりと地域文化の振興を図るとともに、伝統と創造を兼ね備えた県

都づくりを進める。

また、子どもたちの個性を活かし、時代に対応した教育と学校づくりの

推進や、子どもたちが明るくのびのびと育つ「ゆとり」のある環境整備を

進めるとともに、地域住民の暮らしの中に生涯学習とスポーツの普及を図

る。

（自然と人との共生）

物の豊かさから心の豊かさへと人々の価値観が変化する中、四季折々の

豊かな自然環境を将来の世代へ継承する必要がある。

そのため、環境保全対策の総合的・計画的な推進や、環境保全に関する

体験活動や自然観察等の環境教育の充実を図るとともに、自然と人とが共

生する持続的発展可能な、環境に優しい社会の形成を進める。
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（安心と楽しさの生活が実感できる社会の形成）

災害に強い安全、安心な地域づくりと、バリアフリー社会の推進や生活

・都市基盤等の整備により、地域住民が快適な社会生活を実感できる豊か

な生活空間の形成を目指す。

また、ゆとりある子育て環境の整備や高齢化社会にふさわしい社会シス

テムの構築、障害者の自立支援等の生涯にわたる総合的な福祉・保健・医

療サービスの提供体制の整備や男女共同参画社会の形成、ＮＰＯやボラン

ティア活動をはじめとする県民の自主的活動の促進等により、安心して健

康に暮らせる社会づくりを進める。

（国際競争力のある知恵とモノづくりの推進）

規模は小さくても世界に通用する個性的な地場産業の振興を図るととも

に、地域の産学官の力を結集し、情報通信、環境関連、医療福祉等の新た

なリーディング産業を創出し、活力ある地域産業社会づくりを進める。ま

た、伝統産業の活性化や既成市街地の商業地域のにぎわいの創出を図る。

さらには、世界規模での食料、資源、エネルギー不足等の長期的かつ国

際的な視点をも念頭に、農林水産業の振興を図る。短期的には、国内外の

産地間競争に打ち勝つための条件整備を進める。

(3) 発展方向を踏まえた本区域の開発整備の主要施策

イ 多様な連携・交流を支える交通・情報通信基盤の整備

環日本海地域の中心に位置するという地理的優位性や、風格ある歴史や

重厚な文化等の地域特性を活かし、多様な連携・交流と多彩な活動を推進

する。

そのため、国際的・全国的な交流や地域内の交流を支えるための交通基

盤として、東海道新幹線の代替補完機能を有する北陸新幹線の整備を図る

とともに、小松飛行場を拠点としたＦＡＺ計画の推進による物流拠点化を

進めるなど、地域グローバルゲートとしての整備の推進と、能登空港の建

設とあわせた国内外路線網の拡充を図る。

一方、重要港湾金沢港については、輸入促進地域の指定に向け環日本海

の物流拠点としての役割を果たすため、多目的国際ターミナルの整備を推

進するとともに、定期航路の拡充を図る。

また、三大都市圏との近接性を高めるとともに、観光面における周遊性

や災害発生時の代替機能の確保を図る県土ダブルラダー構想を推進するた

め、高規格幹線道路の能越自動車道や地域高規格道路である小松白川連絡
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道路の調査を推進し、事業の具体化を図るとともに、金沢外環状道路、月

浦白尾ＩＣ連絡道路等の幹線道路の整備を進める。

情報通信技術が急速に発達する中、子どもたちから高齢者までが高度情

報通信ネットワークを利用して、創造的で自由かつ多様な生産活動や生活

を営んだり、世界各地との同時的な交流機会を拡大するなど高度情報通信

技術の恩恵を享受できるＩＴ社会を実現することが重要である。

そのため、いしかわマルチメディアスーパーハイウエイによる大容量光

ファイバーケーブルネットワークの拡充等、行政をはじめとする多様な社

会的サービスの高度化を目指す。

ロ 世界に開かれた地域づくりと観光・コンベンション都市づくり

本区域の地理的優位性や歴史、文化、学術、技術・人材等の特性を活か

し、環日本海をはじめとした諸外国との多様な国際交流・協力を、今後さ

らに発展させる。

このため、外国人留学生・研修生の受け入れや外国人に対する日本語・

日本文化研修等の拡充を図るとともに、国際交流センターをはじめとする

国際交流施設・機能の充実を図る。

白砂青松の海岸線、山岳、湖沼や温泉等の自然資源や、永々続く神社、

仏閣、史跡、街並み、伝統工芸、民俗芸能等の歴史・文化資源を観光資源

として最大限に活用し、訪れた人々の、味覚、祭り、歴史、文化財探訪、

民族体験、自然探勝等、多様な目的に配慮し、本区域ならではの味わいや

良さを実感できる魅力ある観光地とするため、地域の特色を活かしたイベ

ント・観光商品の創造、広域観光の推進、観光関連企業等の自立的・創造

的な経営努力を支援する施策の推進を図るとともに、南加賀・白山麓総合

保養地域整備構想を推進し、温泉保養や伝統工芸の体験等を活用した特色

ある滞在型リゾートの形成を図る。

また、国際会議場等の施設整備によるコンベンション機能の充実を図る

とともに、国際会議や各種学会の開催を促進するための支援制度の充実を

図る。

ハ 文化を活かした環日本海中核地域の形成

本区域には、百万石文化と形容された加賀藩・前田家時代から脈々と育

まれてきた質の高い伝統文化、伝統的工芸品や邦楽等の伝統芸能など世界

にも誇れる文化資産が色濃く残されている。

これら先人の築き上げてきた地域の個性をしっかりと守りながら後世に
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伝えるとともに、個性に磨きをかけ新たな地域のエネルギーとして活用し

ていくことが重要である。

このため、環日本海の中核地域にふさわしい、伝統と創造を兼ね備えた

県都づくりを進める。

具体的には、長い伝統に培われた邦楽文化とオーケストラアンサンブル

金沢に代表される新しい洋楽文化との融合を図る県立音楽堂の整備を図

る。

また、加賀百万石の文化発祥の源であった金沢城址を兼六園と並ぶ県都

金沢のシンボルとなる公園として整備を進めるとともに、平成15年春の県

庁移転を控え、跡地利用については、兼六園、金沢城址公園等の歴史・文

化継承ゾーン、金沢２１世紀美術館の芸術創造ゾーン及び中央公園に囲ま

、 、 、れ 香林坊・片町等商業・業務ゾーンに隣接する貴重な空間であり かつ

、「 、兼六園周辺文化ゾーンの一角をなす空間であることから 知性のゾーン

知的空間」を基本に整備を進め、新たな格調高いにぎわいの創出により都

心部の活性化を図る。

さらには、県都金沢が、今後さらに発展・飛躍するには駅の東西両地域

の適正な役割分担を図りながら、金沢の新たな副都心地区として都市機能

の集積を図ることが重要である。

金沢西部地区においては、ＪＲ金沢駅、北陸自動車道、金沢港等の広域

的交通にアクセスしやすいメリットを活かし、新県庁舎の移転を契機とし

て、北陸のみならず、環日本海も視野に入れた本店又は支店機能を有する

業務系機能や行政・医療・福祉等の都市機能の集積を図るため、土地区画

整理事業等により市街地整備を進めるとともに、新しい公共交通システム

の導入検討を進める。

ニ 安全、安心で活力と魅力ある地域づくりの推進

区域内の各都市においては、街路事業、土地区画整理事業等による、都

市基盤の充実を図ることにより、交通の利便性の向上や良好な景観形成を

行い、活力・魅力・にぎわいのある街づくりを進めるとともに、高齢者、

障害者等が安心して暮らせるよう、歩道、住宅等のバリアフリー化を推進

するほか、住宅、下水道等の整備を図る。

また、心の豊かさが重視される時代を迎え、都市公園の整備や河川、海

岸でうるおいと親しみのある水辺環境の整備等により自然とのふれあいを

創出するとともに、芸術文化施設、スポーツ・レクリエーション施設等の

整備を推進する。
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さらには、地域の保全と災害のない地域づくりに向け、河川、ダム、砂

防地すべり対策等を進めるほか、交通安全対策として、交差点改良や歩道

の整備及びスノーシェッドや消雪装置の設置による冬期の安全で快適な道

路づくり等を推進する。

ホ 豊かな暮らしを支える産業社会の形成

本区域においては、機械金属工業と繊維工業を基幹産業として発展して

きたが、これまでの積極的な企業誘致により、今日では、機械金属工業の

うち、電子・電機関連産業が製造品出荷額等のトップを占めるなど、進出

企業を中心とした先端企業と地場企業を中心とした一般機械製造業がバラ

ンスよく集積している。

個別企業では、依然下請け依存度は高いものの、高い技術力を背景に特

定分野でシェアの高いニッチトップ企業や新製品開発、新分野進出に意欲

的な中小企業、バイオ・情報通信関連の研究開発型企業が数多く存在する

とともに、金沢大学や北陸先端科学技術大学院大学をはじめとした高等教

育機関の高い集積等の優れた特性を有している。

こうした地域特性を活かし、産学官の交流・連携とネットワーク化を推

進するとともに、北陸先端科学技術大学院大学を核に国際的な研究開発拠

点を目指す「いしかわサイエンスパーク」の整備を進めるほか、産学官連

携の中核的機関である(財)石川県産業創出支援機構や県工業試験場を中心

とする産業振興ゾーンの技術・経営支援機能や関係機関のコーディネート

機能の充実等により、新技術・新産業の創出と既存産業の高度化を図る。

また、本区域には、加賀百万石の歴史と伝統が育む九谷焼、金沢漆器、

金箔、加賀友禅等の伝統産業が盛んであり、文化立県を支える重要な産業

として、その振興を図る。

一方、金沢平野の主要部分を占める本区域は、県内で最も都市化の進行

している地域であり、今後、都市的需要との調和を図りつつ、計画的な土

地利用を基本に優良農地を確保し、産業基盤や農村生活基盤の整備を進め

るとともに、産地間競争に打ち勝てる低コスト・良質米産地づくりや消費

者ニーズに沿った園芸作物等の産地づくりを推進する。

なお、この計画の実施にあたっては、財政状況等の調整を図りつつ、弾

力的に運用するとともに、農地、林地等の用途転換、既得水利権の変更等

を要するものについては、十分な調整を図る。特に、文化財の保護、農林

地等の保全、国土保全と安全性の確保、環境保全、エネルギーの安定確保

と省エネルギー化に留意する。
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５ 人口の規模及び労働力の需給に関する事項

(1) 本区域の総人口は、平成12年は842千人となり、今後、さらに本区域の

開発及び都市機能の充実により、平成17年には858千人に達するものと見

込まれ、平成12年に対して16千人の増加となる。

(2) 年齢階層別人口をみると、平成12年の年少人口は131千人、生産年齢人

口581千人、老年人口は131千人であり、平成17年には、年少人口132千人、

生産年齢人口580千人、老年人口146千人になると見込まれ人口の高齢化が

進展する。

(3) 本区域の世帯数（普通世帯）は、平成12年は、299千世帯あり、今後、

高齢者世帯、単身世帯の増加等により平成17年には308千世帯に達するも

のと見込まれる。

(4) 本区域の労働力については、先端企業等の集積、産業構造の変化等によ

り、その量の確保とともに質的な向上を図る必要がある。

近年、新規学卒者の高学歴化、労働力人口の急速な高齢化、女性の職場

進出といった労働力供給構造の変化がみられるが、これら時代の変化に即

応するため、高等教育機関の拡充、技能訓練等職業教育の充実、社会人の

再教育等による人材の養成と県外就職者のＵＪＩターンの促進を図るとと

もに、職業紹介機能の強化、完全週休２日制の普及をはじめ労働時間の短

縮等雇用環境の向上、福利厚生施設の整備、女性の社会進出のための環境

整備、定年延長や高齢者雇用機会の拡大等を図る。

６ 産業の業種、規模等に関する事項

(1) 産業別開発の構想

本区域は、技術力のある中小企業を中心として産業集積が高く、また、

高度商業地域、国民的リゾート地域、先進的農業地域等として発展してき

ていることに加え、産業の発展を支える高等教育機関や研究機関の集積が

進んできている。今後、この地域の特色を踏まえ、産業集積、研究開発集

積等の活性化及びベンチャー・創造的中小企業に対する支援の強化を図る

ことにより、既存産業の高度化と新たな産業の創出を図る。

イ 農 業

本区域は、加賀の沖積平野、砂丘園芸地帯、河北潟干拓地等を中心に多
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様な農業を展開してきたが、今後は産地間競争に打ち勝てるよう産地の体

質強化が課題となっている。

このため、産地ごとに足腰の強いたくましい担い手の育成を図ることを

基本に、平坦水田地帯においては、良品質・低コスト稲作経営の展開、施

設園芸団地における花き、野菜の周年供給体制の整備、都市近郊における

新鮮多彩な地もの野菜の供給体制の整備を推進する。また、河北潟及び砂

丘地帯においては、県内で最も広大な畑地を活かして生産性の高い大規模

畑作経営と畜産経営を確立するとともに、都市住民のいこいの場として緑

地空間や水辺環境の整備を進める。

なお、本区域は最も都市化の進展している地域であり、農村における土

地の農業上の利用と他の利用との適切な調整により優良農地の確保を図る

ほか、豊かで住みよい農村とするため、地域の特性に応じた農業生産の基

盤と道路、集落排水施設などの生活環境の整備を総合的に推進する。

ロ 工 業

本区域の製造品出荷額は、県全体の70％程度を占め、機械金属工業、

繊維工業に特化している。機械金属工業、繊維工業においては、近年、経

営、技術力の向上により高付加価値化の進展がみられる。さらに、技術革

新や国際化等に対応し、県工業試験場を中心とする産業振興ゾーンの拡充

等により、県内企業の技術革新や体質強化を図るとともに、研究開発など

知識サービス生産部門や情報等のネットワーク部門の集積を促進する。

また、創造的産業等立地条例の活用、北陸先端科学技術大学院大学を核

とするいしかわサイエンスパークの形成等により、研究開発型産業、ソフ

ト産業の集積を図るとともに、人材養成のためのソフトウエア研修機能の

充実・強化を推進する。さらに、地域の産学官の力を結集した研究開発の

推進と、研究成果の実用化・事業化の促進により、情報通信、環境関連、

医療福祉等、新たなリーディング産業の創出を図る。

一方、本区域は、金沢漆器、九谷焼、加賀友禅、金箔等の伝統産業が多

く集積しているが、これらの産業は、地域経済や地域文化の振興に大きな

役割を果たしている。今後、本県の個性を承継するうえでも、後継者の育

成と経営安定を図るとともに市場のニーズの迅速な把握、市場の拡充に向

けた情報化対応力、高付加価値型企業となりうる技術開発能力、デザイン

力等の強化を図る。

ハ 商業及び観光

本区域は、北陸地方の商業流通圏の中心部に位置することから、商品流

通の拠点として広域的な商業活動が行われており、商社、メーカーの支店
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・営業所も多く、また、卸売業は北陸３県をカバーしている。

一方、幹線交通ネットワークの整備により大都市圏との結び付きが強化

されているが、これらのメリットを享受するとともに、大規模小売店舗の

進出に対処するため、既成市街地の商業地域の活性化、卸売業、小売業の

近代化、協業化の促進を進めるとともに、魅力ある商業地域の形成と体質

改善、集客力の強化、国際的販路の拡大を図る。

さらに、小松飛行場、金沢港や北陸自動車道インターチェンジ周辺等の

流通施設の整備を進め、交通の広域化に対応した北陸における流通拠点と

しての機能の拡充強化を図る。

また、観光については、本県の変化に富んだ海岸、山岳、全国有数の温

泉資源、豊富な伝統工芸、史跡等の多彩な観光資源を活かしながら、新し

い観光ニーズに対応した個々の観光資源を整備または再開発することによ

り、観光産業の振興、観光地の活性化を図る。

さらに、南加賀・白山麓総合保養地域整備構想に基づく民間活力の積極

的導入を図り、特色のある多様な滞在型リゾートの形成を推進する。

(2) 産業の規模

産業の規模を就業者数（従業地）によってみると､平成12年には449千人

であり、平成17年には451千人が見込まれる。産業別では第１次産業就業

人口は今後とも減少傾向が続き、第２次産業就業人口は、産業開発とソフ

ト化の進展に伴って、ほぼ横ばい、また、第３次産業就業人口は引き続き

増加が見込まれる。因に、平成12年は、第１次産業11千人（構成比2.5％ 、）

第２次産業147千人（同32.7％ 、第３次産業291千人（同64.8％）と推移）

し、平成17年は、第１次産業10千人（構成比2.2％ 、第２次産業147千人）

（同32.6％ 、第３次産業294千人（同65.2％）となるものと見込まれる。）

７ 土地の利用に関する事項

(1) 土地利用の基本構想

本区域は、都市化の進展、経済社会活動の安定的拡大等が見込まれるが、

土地の利用については、地域住民のための限られた資源であるとともに、

生活及び生産を通した諸活動の共通の基盤であることにかんがみ、公共の

福祉を優先させ、自然環境の保全を図りつつ、地域の自然的、社会的、経

済的及び文化的条件に配慮し、健康で文化的な生活環境の確保と区域の均

衡ある発展を図ることをめざし、国土利用計画及び土地利用基本計画に即

して土地利用等に関する諸制度を適切に運用することにより、有効かつ適
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切な土地利用を図る。

(2) 土地利用の概要

以上の基本的な考え方に基づき、今後の地域の土地利用は、次により行

うものとする。

イ 都市地域

都市地域においては、緩やかな人口増加等により、市街地(人口集中地

区)面積の拡大が見込まれることから、都市における環境を安全でゆとり

あるものとし、あわせて経済社会諸活動を取り巻く状況の変化に適切に対

応できるようにすることが重要となっている。

このため、公園、下水道、道路、港湾等の都市・交通施設や高度情報通

信基盤等の整備を推進しつつ、既成市街地においては、再開発等により土

地利用及び都市機能の高度化を図るとともに、低未利用地の有効利用を促

進する。新たに市街化を図るべく区域においては、地域の実情に応じ、計

画的に良好な市街地等の整備を図る。

また、自然条件や防災施設の整備状況を考慮した土地利用への誘導、諸

機能の分散配置、地域防災拠点の整備、オープンスペースの確保、ライフ

ラインの多重化・多元化等により、災害に対する安全性を高め、災害に強

い都市構造の形成を図る。

あわせて、住居系、商業系、業務系等の多様な機能をバランスよく配置

すること、水循環や資源・エネルギー利用の効率化等に配慮した整備を行

うことなどにより、都市活動による環境への負荷が少ない都市の形成を図

るとともに、美しく良好な街並み景観を形成することや緑地及び水辺空間

をそれらのネットワーク化に配慮しつつ確保することにより、美しくゆと

りある環境の形成を図る。

ロ 農村地域

農村地域については、地域特性を踏まえた良好な生活環境を形成すると

ともに地域の伝統や風土を活かした特色ある農業の展開、地域産業の振興

や地域に適合した諸産業の導入による就業機会を確保し、健全な地域社会

を築く。このような対応の中で、優良農用地を確保するとともに、その整

備と利用の高度化を図る。

また、ゆとりと安らぎのある農村景観の維持形成を図るとともに、都市

との交流を促進する。

特に、農業の規模拡大が比較的容易な地域にあっては、生産性の向上に

重点を置いて、農業生産基盤の整備と効率的かつ安定的な農業経営を営む
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者への農用地の集積を図る。

さらに、都市周辺の農地と宅地が混在する地域においては、都市的な生

活環境や利便性へのニーズが高まる中で、虫食い的な住宅等の建設、農業

用水の汚濁や農業生産性の低下及び住居環境の悪化等の問題が生じてきて

いる。

このため、こうした実態の把握に努めながら、農業生産活動と生活環境

が調和するよう地域住民の意向に配慮しつつ、地域の実情に応じた計画的

かつ適切な土地利用を図る。

８ 施設の整備に関する事項

本区域の均衡ある発展を図るため、整備及び開発の基本方向に基づいて、自

、 、 。然環境 生活環境 生産環境の調和のとれた魅力ある定住環境の整備を進める

その計画の大綱は次のとおりである。

(1) 交通施設及び通信施設

交通・通信需要の増大等に対処するため、環境の保全に配慮しつつ、各

種の交通施設及び通信施設の整備を推進する。

イ 道 路

交流・連携の広域化、拡大と増大する輸送需要に対処するため本区域と

他地域との結びつきを強化する幹線道路及び区域内都市間を連絡する道路

の整備を推進する。

整備を推進する主要な道路は次のとおりである。

地域高規格道路 金沢外環状道路

月浦白尾IC連絡道路

金沢能登連絡道路

一 般 国 道 ８号､157号､159号､304号､416号

主 要 地 方 道 松任宇ノ気線、金沢小松線、高松津幡線

金沢井波線

街 路 小立野鈴見線、金沢駅通り線、鈴見新庄線

疋田上荒屋線、空港軽海線、小立野古府線

このほか、本区域と他地域の交流に資する道路として、現在整備中の高

規格幹線道路である能越自動車道や東海北陸自動車道の整備推進と、中部

縦貫自動車道へのアクセス道路として、小松白川連絡道路や東海北陸自動

車道連絡道路の調査を推進し、事業の具体化を図るとともに、日常生活に

密着した市町村道、交通安全施設等の整備を推進する。



12

また、踏切事故の防止、道路交通の円滑化及び都市の均衡ある発展を図

るため、西日本旅客鉄道北陸本線（小松駅付近）の連続立体交差事業を推

進する。

さらに、金沢都市圏の交通渋滞の緩和を図るとともに、都市の骨格とな

る都心軸の形成を図るため、新しい交通システムの導入の検討調査を進め

る。

ロ 鉄軌道

北陸と首都圏及び近畿圏を結び、東海道新幹線の代替補完機能を有する

北陸新幹線については、石動～金沢間の事業の実施を推進する。また、金

沢以西については小松駅整備事業及び小松～南越間の所要の調査を進め

る。

ハ 港 湾

重要港湾である金沢港については、海上輸送の効率化、船舶の大型化、

木材の荷役形態の変化に対応し、日本海側における対岸貿易や国内貿易の

流通拠点としてより一層の役割を果たすため、多目的国際ターミナル、臨

港道路等の整備を進める。

また、大規模地震が発生した際の海上輸送ルートの機能整備として、旅

客船岸壁の耐震性の強化を図る。

一方、金沢港の海の玄関口としての整備及び親水空間の創出により潤い

と賑わいのある港づくりのウオーターフロント開発として、廃棄物埋立護

岸の整備を進める。

ニ 空港等

小松飛行場については、国内航空路線網の拡大を進めるとともに、国際

化の推進及び輸入促進地域として国際物流拠点の形成に向け、国際航空路

線網の充実強化を進めるほか、国際貨物ターミナルの整備を図る。

また、ＣＩＱ体制の充実、空港施設の整備拡充等国際化推進に必要な体

制を整備するとともに、臨空産業の誘致等空港周辺の地域開発を進める。

ホ 通信施設

ＩＴ社会の実現に向け、多様かつ高度な情報の有効利用ができるよう、

ＩＴ関連産業全体の育成及びレベルアップを図るとともに、いしかわマル

チメディアスーパーハイウエイ等の高度情報通信ネットワークの整備を推

進する。また、災害時においても情報通信網の機能確保を図るため、伝送

路の多ルート化等防災対策を推進して安全性・信頼性の高い情報通信網の

整備を図るとともに県民の安全を確保するため防災行政無線の整備を図

る。



13

金沢市、小松市、松任市、野々市町、内灘町等においては住民の情報サ

ービスの向上と観光、文化、産業等の振興を図るため、ＣＡＴＶのデジタ

ル化等ネットワークの高度化を図る。

(2) 宅 地

人口・世帯の増加や居住環境の質的向上、先端産業等の立地展開等に対

処するとともに、土地利用の適正化を図るため、市街地の防災性の向上、

公害の防止、自然環境の保全及び農林地の保全に配慮しつつ、計画的な宅

地の開発を推進し、良好な住宅用地、工業用地を確保する。

イ 住宅用地

増大する住宅需要に対処するため、宅地需要が多い都市部及び既成市街

地周辺に重点をおいて、良好な宅地を確保するものとし、金沢西部、金沢

西部第二 金沢駅北 安原中央 野田 大桑第三 田上第五 田上本町 以、 、 、 、 、 、 （

上金沢市）等とともに、金沢通勤圏の高松北西部、内灘町北部、野々市町

中南部、さらに南加賀拠点都市である小松市の小松駅東、小松駅西等にお

いて土地区画整理事業等を進める。

また、既成市街地における土地利用の高度化を図るとともに、公共施設

の整備をあわせて行うため、金沢駅武蔵地区において市街地再開発事業を

推進する。

ロ 工業用地等

北陸自動車道、地域高規格道路、一般国道等の幹線道路、金沢港及び小

松飛行場等の交通体系の整備、金沢市等の都市的サービス機能の充実等、

恵まれた立地条件を生かし、農用地や自然環境の保全を図りつつ丘陵地、

平野部等に計画的に工場用地を整備し、新規企業の立地、既成市街地の工

場の円滑な移転等を進める。また、北陸先端科学技術大学院大学を核とし

た「いしかわサイエンスパーク （辰口町）の造成・分譲を進める。」

(3) 公園、緑地等

緑の中に都市があると感じられる都市づくり、芸術文化、歴史、里山、

花等が身近に楽しめる都市公園づくりを進めるため、金沢城址公園、奥卯

辰山健民公園、卯辰山公園、西部緑道、大乗寺野田丘陵公園（以上金沢市）

等の整備を推進する。

また、ゆとりある緑豊かな生活環境の形成を目指し、緑と花のある暮ら

しを創造、支援するため、都市緑化推進拠点の整備をはじめとした諸施策

を展開し、官民一体となった緑の文化の醸成と普及を図る。



14

(4) 河川、水路、海岸、治山、砂防等

災害から住民の生命と財産を守り、安全で豊かな生活基盤を整備するた

め、自然環境との調和を図りつつ、治山、治水、海岸保全等の事業を推進

する。

イ 河 川

手取川、犀川、梯川、安原川等の治水事業を推進するほか、河川景観の

美化を図り、住民の憩いの場を拡充するため、河川環境の整備を推進し、

河川環境の向上と合わせ、まちづくりとの一体性に配慮した治水対策を進

める。

また、ダムを建設することにより犀川流域の洪水被害を防除し、かつ河

川の流水の正常な機能の維持及び増進を図るとともに、発電も行う。

ロ 海 岸

石川海岸、小松海岸、金沢海岸等において、海岸保全施設の整備を推進

し、安全・安心かつ豊かな親水性や自然環境を有する潤いのある海浜空

間の創造を図る。

ハ 治山、砂防等

土砂災害の防止、自然環境の保全を図るため、手取川水系、犀川水系、

大野川水系等の治山、砂防及び地すべり対策事業を危険度の高い区域から

順次実施するほか、人家密集地における急傾斜地崩壊対策事業を実施し、

災害の防止を図る。

(5) 住 宅

核家族化に伴う世帯分離、人口増加、低質な住宅の建て替え等の要因に

よる住宅需要の増加に対処するために必要な住宅建設戸数は、平成17年度

までに約41.2千戸と見込まれる。そのために金沢瑞樹団地、津幡町井上地

区、内灘町北部地区、野々市町末松地区等において、住宅建設を推進する｡

なお、住宅建設に当たっては、世帯の規模及び構成等に応じて適正な住

宅の供給を図るとともに、住宅の質的向上に努めるほか、良好な居住環境

の確保を図る。

(6) 供給施設及び処理施設

人口の増加、生活水準の向上、産業の発展に対処するとともに、生活環

境の向上及び公共用水域の水質の保全に資するため、次のとおり供給・処

理施設の整備を推進する。
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イ 水 道

本区域において、生活用水の安定供給を図るため、平成17年度における

水道普及率99％を目途に、水道の統合広域化を進めるほか、地震や渇水等

災害に強い水道の構築と施設高度化を推進する。

ロ 工業用水

本区域の工業出荷額等の増加に伴う工業用水の新規の需要に対処するた

め、手取川ダム及び犀川ダムを水源とする工業用水道の整備や水利用の合

理化に努める。

ハ 下水道

公共用水域の保全、生活環境の改善等に資するため、平成17年度におけ

る下水道処理区域人口約721千人を目途に金沢市、小松市、松任市、津幡

町等の公共下水道及び犀川左岸、加賀沿岸の流域下水道の整備を推進する

とともに、広域的な汚泥処理処分事業を推進する。

ニ 廃棄物処理施設

深刻化するごみ問題等に対応し、本区域の清潔で快適な生活環境を確保

するため、従来の焼却・埋立処理施設の整備から、リサイクルを重視した

循環型の処理施設の整備を推進する。

(7) 教育文化施設

イ 教育施設

出生児の減少に伴う、児童・生徒数の減少から、小学校及び中学校の統

廃合が見込まれるとともに、高等学校においては、現在進められている再

編整備や特色ある学校づくりをより一層進めるためには、教育の多様化に

対応した施設整備が必要であり、危険校舎の改築、余裕教室の活用や防災

機能の強化のための大規模改造事業、屋内・屋外運動場、プール等の整備

により教育環境の整備を推進する。高等教育、特殊教育についても施設整

備等教育環境の向上を図る。

また、学術文化や科学技術の振興と優秀な人材の育成を図るため、金沢

大学総合移転第Ⅱ期計画事業の推進や北陸先端科学技術大学院大学、石川

県立大学（仮称）の整備等により高等教育機関の拡充整備を推進する。

ロ 文化施設

それぞれの地域に心豊かで活力に満ちた地域社会を築き個性ある文化を

育てるため、地域住民が自発的意思に基づき生涯にわたって充実した学習

ができ、文化活動に参加できるよう、石川県立音楽堂、小松駅周辺文化施

設（仮称）及び石川ルーツ交流館等社会教育文化施設の整備、県民大学校
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等学習機会の充実、生涯学習情報提供システムの充実・活用を推進すると

ともに、生涯スポーツの普及・推進にも努め、住民の真の豊かさと、うる

おいのある生活の実現を図る。

(8) その他の施設

イ 社会福祉施設

ねたきり老人、障害のある人など、社会的に弱い立場の人々の福祉のよ

り一層の向上を図るため、デイサービスセンターや特別養護老人ホーム等

の老人福祉施設及び身体障害者更生援護施設や知的障害者援護施設等の整

備を推進するほか、社会参加を促進するための各種社会福祉施設の整備を

推進する。

また、児童の心身の健全育成を図るため、児童館等の児童福祉施設の整

備を推進する。

ロ 医療施設

生活習慣病や、高齢化に伴う要介護者の増加により、医療の需要は、年

々増大かつ多様化しており、これに対応するため、医療施設の機能分担と

連携強化を図るほか、救急医療、ターミナルケア、リハビリテーション、

訪問看護等の医療内容の多様化・高度化に対応可能な質の高い医療体制を

確保する。

ハ 職業訓練施設

技術革新の進展、就業構造の変革、少子高齢化社会への移行等から派生

する課題に対処し、雇用の安定と人間性豊かな職業生活の実現を図るため

生涯能力開発体制の充実に努める。

ニ 農業生産施設

農業を取り巻く状況の変化に対応し、効率的かつ安定的な農業経営を実

現するため、農業用水の確保と適切な供給、適期に必要な排水が可能な水

利条件の確保等に資する基幹かんがい排水施設等の整備を、環境との調和

に配慮し整備を図る。

また、農地防災にも資するため、加賀三湖周辺地区において、国営総合

農地防災事業を推進する。

ホ 卸売市場

生鮮食料品に対する消費者ニーズの多様化、産地の大型化や小売形態の

変化等に十分対応しうるよう卸売市場の整備を図る。特に情報化や流通に

係る新技術に関する施設整備を推進する。
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９ 環境の保全に関する事項

、 、 、都市部への人口の集中 自動車台数の増加 廃棄物発生量の増大等により

大気汚染、水質汚濁等の都市・生活型公害が増大している。更に、地球温暖

化、ダイオキシン等有害化学物質の汚染、オゾン層の破壊等の地球規模の環

境問題への対応が求められている。

このため、石川県環境基本計画及び環境にやさしい石川創造計画等に基づ

き、県民、事業者の自主的な環境保全行動を促しつつ、環境保全に関する施

策を総合的かつ計画的に推進して、自然と人とが共生する循環型社会の構築

に努める。

一方、公害防止関係法令による規制及び指導の徹底、各種の生活環境の整

備、環境の常時監視等により、環境基準等の達成維持に努めるなど、公害の

防止に関する施策を積極的に推進する。

また、開発事業については、環境汚染の未然防止の観点から、必要に応じ

事前に、その環境に及ぼす影響について調査、予測及び評価を行い、その結

果に応じて見直しを行うなどの所要の措置を講じ、良好な自然環境の保全と

秩序ある土地利用の推進に配慮する。

更に、これらの公害防止対策との有機的関連を保ちつつ、土地利用、産業

構造、交通体系等に関する施策を計画的に推進することにより、総合的に環

境の保全を図る。

個別には以下の施策を推進する。

イ 省エネルギー、資源のリサイクル、エネルギーの有効利用等、資源・エ

ネルギーの循環・効率化を進め、環境への負荷の低減を図る。

ロ 大気汚染については、大気汚染防止法等による排出の規制及び指導の徹

底を図る。また、有害大気汚染物質による環境汚染状況の把握に努め、今

後の有害大気汚染物質排出抑制対策の推進を図る。

ハ ダイオキシン類による環境汚染状態を把握し、大気、水質、土壌に関す

る環境基準の維持達成を図る。また、廃棄物焼却炉等の排出源に対する規

制及び指導の徹底を図り、排出抑制対策を的確に推進する。

ニ 水質汚濁については、排水の規制及び指導の徹底を図る。

また、生活排水対策として、地域の実情に応じて下水道の整備、合併処

、 。理浄化槽の普及等を推進するとともに 河川・湖沼の浄化対策を推進する

更に、化学物質による地下水汚染の未然防止を図るとともに地下水資源

の保全と適正利用について調査・検討し、適切な対策を講ずる。

ホ 自動車交通については、道路とその周辺の土地利用との調和に配慮しな

がら交通量の分散、環境施設帯の確保、緩衝緑地の整備等の施策を講じ、
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環境保全に努める。

また、北陸新幹線の整備に際しては、音源対策、障害防止対策、土地利

用対策等の諸施策を積極的に講ずることにより、騒音及び振動問題の未然

防止に努める。

ヘ 悪臭については、悪臭防止法等による規制及び指導の徹底を図る。

ト 環境汚染の監視、測定、調査研究体制を整備拡充するとともに、公害防

除のための技術開発を図る。

チ 市街地及びその周辺における都市公園、緑地、河川空間、保健休養機能

を有する森林等の保全・整備を推進して、健全な生態系の維持回復を図る

とともに、大規模開発行為については、良好な自然環境の保全等に十分配

慮する。

10 防災対策に関する事項

(1) 地域の特質

ア 気象特性

・多雪地で雪害も多く、冬の雷は日本で一番多い。

・春はフェーン現象により火災が発生しやすくなる。

・梅雨末期には、豪雨に見舞われて大きな被害を引き起こしやすい。

・影響を与える台風は、平均すると年に１個、多い年には数個に及んで

いる。

・冬期の風浪による被害の危険性が高い。

イ 地震特性

・被害を及ぼす地震は、主に陸域のあさい地震である。

・県内のどこでも、約100年に一度の割合でかなりの規模の地震被害を経

験している。

・県全体としては、30年に１度の割合で被害地震が発生している。

・県都が被害を受けた直下型地震の例として、200年前の金沢地震（ﾏｸﾞﾆﾁ

ｭｰﾄﾞ6）がある。

・将来も同程度の直下型地震が発生する可能性があると指摘されている。

・日本海東縁にも大規模な地震が発生する地帯がある。

ウ 地勢特性

・山間部地帯と平野部との区切りが比較的画然としている。

・地形上急流が多く、流域延長の短い小河川が多い。

・山の配置が地形的に多雨をもたらしやすい状態にある。

・海岸近くに潟が多く、これに流入する小河川も多い。
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・河口は波浪により集まる砂礫でふさがれやすく、かつ移動しやすい。

エ 社会的要因

・本県の人口は、加賀地方の都市部において増加しており、市街地は過密

化、高層化が進展してきている。

・災害時には被災人口の増大や火災の多発、延焼地域の拡大等の危険性を

高めている。

・工業化の進展により、工場自体が災害発生の危険性を内蔵している。

・ライフライン等の急速な整備により、災害時にこれらの途絶による不安

の増大や心理的に危険な状態が予想される。

・交通機関の発達により、災害時の交通混乱による被害の拡大が予想され

る。

これらの地域特性から、石川県地域防災計画を踏まえ、県、市町村及び消

防機関等は、災害から県民の生命と財産を守り、安全で安心な県土づくりを

実現するため、具体的な対策をあらかじめ準備、整備するとともに一丸とな

って防災対策を推進する。

(2) 防災対策

ア 水害に関する事項

・治山治水事業の促進、多目的ダムによる総合開発、河川管理の強化及び

水防体制の充実強化等に努める。

イ 風害に関する事項

・海岸砂地造林事業及び防災林造成事業を実施し、飛砂及び砂丘の移動防

止、潮害を防ぐとともに、公共施設、農耕地、人家等の被害をなくすよ

う努める。

ウ 雪害に関する事項

・除雪体制の強化等全県的な交通確保を図ることなどにより、産業経済の

振興と生活の安定を図る。

エ 噴火に関する事項

・噴火等の異常時における情報伝達体制や事前措置などあらかじめ定めて

おき、応急措置の円滑化を図る。

オ 干ばつに関する事項

・気象情報を早期に把握し、水源確保など必要な対策を講じ、被害の軽減

に努める。

カ 事故災害に関する事項

、 、 、 、 、 、・関係機関はそれぞれ相互に協力し 海難 油流出 航空機 鉄道 道路



20

危険物などの大規模な事故災害を未然に防止するため、必要な予防対策

を実施する。

キ 地震に関する事項

・防災活動施設の整備や広域防災拠点施設の整備等の防災基盤推進 「自、

らの身は自らが守る」という防災意識の高揚等、自主防災組織の育成事

業の推進に努める。

ク 津波に関する事項

・海岸保全施設、港湾施設、漁港施設及び河川管理施設を計画的に進める

とともに、津波予報、避難指示等の伝達体制の整備、津波監視体制の確

立、津波に関する知識の普及及び津波避難計画の策定等により津波予防

対策に努める。
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１ 計画の性格 

 この計画は、中部圏の都市整備区域、都市開発区域及び保全区域の

整備等に関する法律に基づいて作成したものであって、福井・坂井区

域都市開発区域の開発整備の基本構想及び施設の整備についての大綱

を示したものである。  
 
２ 計画の対象区域 

 区域計画の対象区域は、昭和 43 年 11 月 14 日総理府告示第 43 号を

もって告示した福井・坂井区域都市開発区域であり、関係市町は次の

とおりである。（ただし、保全区域を除く。）  
  福井市（一部）、吉田郡松岡町、坂井郡三国町、同郡芦原町、同郡

金津町、同郡丸岡町（一部）、同郡春江町、同郡坂井町、丹生郡清

水町 

 

３ 計画の期間 

この計画の期間は、平成 13 年度から平成 17 年度までの５箇年間と

する。 

なお、計画の実施に当たっては、今後の社会情勢の推移に応じて弾

力的な運用を図るものとする。 

 

４ 整備および開発の基本構想 

本県は、経済企画庁が平成 11 年まで公表していた新国民生活指標を

はじめ各種の社会指標において、豊かで住みやすい県であるとの高い

評価を受けている。しかし、このような指標は県民生活の全ての面を

捉えたものとはいえず、また県民が現在の生活に必ずしも満足してい

るとはいえない。このような観点から、本県が名実ともに豊かで住み

やすい県となるよう、「生活満足度の向上」を県政の大きなテーマとし

て取り組んでいる。 

また、国内問題が地球規模での問題と直結する傾向が増大しており、

21 世紀初頭は、いわゆる「地球時代」が本格的に到来する。加えて、

これまでのような大幅な人口の増加が期待できない中で、交通、情報

通信基盤の整備や都市機能の充実など、ハード、ソフト両面にわたる

基盤を整備した上で、国内はもとより地球規模で、交流、連携を深め

ることが、本県がこれからの国際社会において「キラリと光る」地域

となるために不可欠であると考えている。 
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 このような観点から、本県においては、「生活満足度日本一・地球時

代に光り輝く福井県」を基本目標としているところである。 

 この基本目標のもと、本県の文化、産業、経済の中心をなす本区域

についても、「個性ある地域づくり」「交流と連携による地域づくり」

を基本的な指針として、本計画を作成した。 

本区域は、全国屈指の良質米の産地である。また、繊維産業に代表

される地場産業が発達しているとともに、テクノポート福井（福井臨

海工業地帯）がある。 

また、ＪＲ北陸線、一般国道８号、北陸自動車道等の交通幹線が縦

貫しており、交通輸送条件は極めて優れている。 

 今後、２１世紀の国土のグランドデザインで示された日本海国土軸

の形成を図る観点から、北陸新幹線の整備、ならびに中部縦貫自動車

道および地域高規格道路の建設等の高速交通体系の整備をはじめ、一

般国道や港湾の整備等総合的な交通体系の整備について検討を行う。

また、文化の香り高い魅力ある県都の顔づくりを進めるため、福井駅

周辺の整備を進め、県都にふさわしい都市空間を創出するとともに、

中心市街地の活性化を図る。さらに、住んでいる人や訪れた人が交流

しあい魅力を創出していく交流都市としての機能の充実を図る。 

 また、日本海国土軸の中央部に位置し、近畿圏、中部圏、北陸圏の

いずれにも属しているという本県の地理的特性を活かした、環日本海

地域、アジア地域との経済交流をはじめとした文化、スポーツ、教育、

技術など多彩な分野での交流の積極的推進とともに、地域資源と結び

ついた特色ある地域づくりやこれを核とした他地域との交流、連携を

推進する。 

 さて、本県産業を牽引してきた繊維、機械、眼鏡などの基幹産業は、

アジア諸国の経済成長等を背景に激しい国際競争にさらされている。

農林水産業においても、大きな環境変化の中で中山間地における農地

の荒廃等による生産活力の低下が懸念されるなど非常に厳しい状況に

置かれている。こうした状況において、本県産業は構造的な転換を余

儀なくされており、「未来産業」ともいうべき、21 世紀を担う新しい

リーディング・インダストリーを生み出し、時代の変化に柔軟に対応

した活力ある産業構造へ転換していくことが強く求められている。そ

のため、ＩＴ革命へ積極的に対応するほか、本県産業がこれまで蓄積

してきた技術、ノウハウ、地域資源など、本県産業が有する特性や優

位性を最大限に活かして、今後成長が期待される分野を中心に、21 世
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紀の本県を支えることが出来る新たな産業の創出に努めるとともに、

｢科学技術創造立県｣をめざした科学技術の振興を図る。  

 また、農業についても、国際化の進展や新たな米管理システムの導

入など、大きな変革のときを迎えている。そのため、「新しい福井型農

業・農村の展開」として、一層の省力化、低コスト化の推進や稲作偏

重からの転換、担い手の育成などにより、魅力ある産業として自立を

図るとともに、安心で豊かな食料の供給といった観点から施策を展開

する。 

林業については、木材価格の低迷、従事者の高齢化など、非常に厳

しい状況に置かれている。このため、林業生産体制を整備するととも

に、県産材の需要の拡大に努めるほか、森林、林業を支える山村の活

性化を図る。 

水産業については、200 海里排他的経済水域の設定や主要魚種のＴ

ＡＣ（漁獲可能量）制度の導入など新たな海洋秩序が確立される中で、

生産性が高く、多様性に富んだ本県漁場を活用して漁業生産の増大を

図るため、今後も継続して「つくり育てる漁業」を推進する。 

また、工業では、高付加価値産業への変革を進めるため、デザイン

を重視し、県デザインセンターの充実強化やデザイン教育の充実など

人材を育成するほか、デザインマインドの向上を図る。さらに、活力

ある地域産業集積の形成に向け、得意分野の一層の高度化を図るほか、

産学官の連携、協力の下、保有する技術、ノウハウを活用した新たな

事業分野を開拓する取組みを積極的に促進する。 

 また、来るべき高度情報通信ネットワーク社会における企業活動の

活発な展開に向けて、民間、行政が一体となった県内企業の情報化の

ための促進策を積極的に展開する。 

 さらに、イベントやコンベンションの開催など、都市と連携した集

客力の高い観光地を目指す。また、新たな観光ルートの開発等を通し

て地域の魅力を高め、滞在型観光の振興を図る。 

 また、循環型社会の構築など環境と調和した社会づくりや、生きが

いと活力に満ちた福祉社会の実現、災害等に強い安心で安全な社会づ

くりなど活力とやすらぎのある県民生活の実現を図る。 

 なお、この計画の実施に当たっては、財政状況等との調整を図りつ

つ弾力的に運用するとともに、農地、林地等の用途転換および既得水

利権の変更を要するものについてはこれらと十分調整を図る。 

 また、区域内市町の自主的努力の方向を尊重する。さらに、地域の
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環境の適切な管理に努め、環境の保全を図るとともに、文化財の保護

をはじめ、農林地等の保全、治山治水、エネルギーの安定確保と省エ

ネルギー化および安全の確保について適切な考慮を払う。 

 

５ 人口の規模および労働力の需給に関する事項 

(1) 本区域の人口総数は、平成７年からの５年間で約２千人増加した。 

今後は、全国的な少子化傾向の中で、大幅な定住人口の増加は見

込めないが、社会経済情勢の変化に的確に対応した魅力ある就業機

会の確保や快適な社会基盤の整備により、若者の定住促進が期待さ

れるため、平成 17 年には、平成 12 年より３千人増加し、398 千人

に達するものと見込まれる。 

 

(2) 年齢階層別人口をみると、平成 12 年の年少人口 63 千人、生産年

齢人口 259 千人、老年人口 73 千人から、平成 17 年には、年少人口

61 千人、生産年齢人口 258 千人、老年人口 80 千人になるものと見

込まれる。 

 

(3) 労働力の需給については、少子・高齢化が進行する中で、労働力

の不足や高齢者の就業機会の確保への対応が求められている。また、

産業の高付加価値化や新産業の創出を支える高度かつ創造的能力を

有する人材の確保が重要になっている。 

   このため、Ｕ、Ｊ、Ｉターン就職を促進し若年労働力を確保する

ほか、定年延長、再雇用制度などの継続雇用制度の導入や公共職業

能力開発施設における職業訓練を充実して、高齢者や女性の就業機

会の拡充や、障害者を取り巻く雇用環境の整備に努める。 

 

６ 産業の業種、規模等に関する事項 

(1) 本区域は、人口および産業等の集積が高く、地域経済の発展と地

域住民の生活の向上に大きな役割を果たしてきたが、今後とも、生

活基盤、産業基盤の整備を図ることによって、一層の発展が期待さ

れる。 

イ 新産業の創出に向けて、新規創業気運の醸成をはじめ、資金や

技術開発面での支援、受け皿となる新たな産業団地の整備など、

本県産業の特性を踏まえた新産業の創出に向けての各種施策を推

進する。  
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ロ 農業については、水田農業の省力・低コスト化を推進するため、

カントリーエレベーター等生産、供給の拠点となる基幹施設の整

備、ほ場の大区画化や水田の汎用化および九頭竜川下流地区等に

おける用水のパイプライン化、基幹農道の整備等を進める。また、

快適でふれあいのある農村づくりを進めるため、農村型ＣＡＴＶ

やコンポストが可能な集落排水施設、交流人口の増大を図るため

の交流拠点施設の整備を進める。  
     林業については、経営基盤の強化、林道等の重点的な整備など、

林業生産体制を整備するとともに、林業従事者の確保・育成や木

材加工、流通施設の近代化、公共施設等への利用による県産材の

需要の拡大に努める。また、森林の有する多面的な機能を踏まえ、

目的に応じた森林整備の方向を明確にするとともに、県民に親し

まれる森林づくりや県民による支援体制の整備を促進する。さら

に、生活環境施設の整備や都市との交流の促進等により、森林、

林業を支える山村の活性化を図る。  
     水産業については、「つくり育てる漁業」を推進するため、主要

水産資源の管理体制の確立や沿岸海域の高度利用、漁場の保全、

つくり育てる漁場の強力な推進、拠点漁港の重点的な整備などを

行う。また、漁業経営の基盤の強化に向け、経営の多角化や販売

力の強化、系統組織の基盤の強化などへの対応が必要になるとと

もに、魅力ある漁村環境の整備や内水面漁業の振興を図る。  
ハ 工業については、合成繊維を主体とする繊維のほか、機械、化

学等の工業が発達しているが、地域産業を担う人材の育成、確保

を図るため、産業界との連携の下、県立大学をはじめとする人材

養成機能を充実するほか、中小企業産業大学校、職業能力開発セ

ンターの充実を行う。また、市場ニーズに的確に対応した商品開

発力を強化するため、工業技術センターにおける研究開発を積極

的に進めるとともに、その開発成果を県内企業に普及移転する。  
     また、繊維産業については、多品種・少量化・短納期化に対応

した市場指向型生産体制やクイック・レスポンス体制を確立する

ための構造改善事業を推進するなど、市場ニーズに的確に対応で

きる産地体制を確立する。 

ニ 商業については、近年それを取り巻く環境が大きく変化してき

ており、中小小売業者の経営の悪化や中心市街地の空洞化などの

問題が顕在化してきている。一方で、生活者の価値観、ライフス
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タイルの多様化、個性化が進展しており、こうした変化に対応し

た多様な商業、サービス業の育成が求められている。 

そのため、リテールサポート機能の充実や地域商業のリーダー

として活躍する人材の育成、流通情報システムづくりへの支援な

どによる流通形態の効率化など、活力ある商業の振興を図る。 

また、小売商業を取り巻く環境は、商店街を越えた地域間競争

の様相を呈しており、地域全体を考慮して、まちづくりと一体と

なった活力ある商業集積の形成を計画的に行っていく。 

     さらに、観光についても、観光産業を 21 世紀の地域を担う基幹

産業と位置付け、魅力ある観光地づくり、福井らしいもてなし環

境の整備などを行う。 

                 

(2) 産業の規模を従業地従業者数によってみると、平成 12 年の 216

千人から平成 17 年には 220 千人に達するものと見込まれる。 

   産業別では、平成 12 年の第１次産業就業者数 12 千人、第２次産

業就業者数 83 千人、第３次産業就業者数 122 千人が、平成 17 年に

は、第１次産業就業者数 11 千人、第２次産業就業者数 84 千人、第

３次産業就業者数 125 千人になるものと見込まれる。 

 

７ 土地の利用に関する事項 

 県土の利用は、県土が現在および将来における県民のための限られ

た資源であるとともに、生活および生産を通ずる諸活動の共通の基盤

であることに鑑み、公共の福祉を優先させ、自然環境の保全を図りつ

つ、地域の自然的、社会的、経済的および文化的条件に配意して、健

康で文化的な生活環境の確保と県土の均衡ある発展を図ることを基本

理念として、総合的かつ計画的に行うものとする。 

 今後の県土利用にあたっては、農用地、森林、宅地等の利用区分ご

との土地需要の量的調整を行うとともに、「安全で安心できる県土利

用」、「自然と共生する持続可能な県土利用」、「美しくゆとりある県土

利用」といった観点を基本として県土利用の質的向上を図るものとす

る。 

 福井市については、大型商業施設の郊外立地、中心市街地の人口減

少、高齢化率の上昇等により、中心市街地の活力が低下し、空洞化が

進行していることから、市街地再開発事業等により中心市街地の再整

備および商業の活性化を一体的に推進し、多様な都市機能の集積を誘
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導し、中心市街地の再活性化を図る。 

中心部を含む既成市街地については、オープンスペースの確保等災

害に対する安全性を高めるとともに、土地区画整理事業や高齢者、障

害者等に配慮したまちづくりを推進するなど、計画的な再整備を進め

る。 

 郊外の大型商業施設については、周辺の土地利用との調整を図ると

ともに、地域の景観との調和に配慮する。 

福井市郊外および周辺市町村の市街化を図るべき区域においては、

スプロール化を抑制しつつ、地域の実情に応じ、道路、下水道、公園

緑地等の都市施設を計画的に配置し、良好で快適な環境の形成を進め

る。 

 農村部については、優良農用地を確保するとともに、生産性の向上

に重点を置いて、圃場の効率的利用や大区画化など生産基盤の整備を

推進する。 

 また、経営農地の規模拡大と集団化を図るため、安定的な農業経営

を営む者への農用地の集積を促進する。 

 

８ 施設の整備に関する事項 

 本区域において、計画の基本的方向に基づき自然環境、生活環境、

生産環境の調和のとれた魅力ある定住環境の形成を図るため、施設の

整備を進める。 

 その計画の大綱は、次のとおりである。 

(1) 交通施設および通信施設 

 環日本海交流圏の形成や他の圏域との広域的な交流を促進すると

ともに、地域の連携を促す交流ネットワークの構築を進めるため、

道路、鉄道、港湾等がそれぞれの機能を適切に分担し合うよう総合

的、体系的に交通施設の整備を図る。 

   なお、交通施設の整備に当たっては、環境の保全に配慮するもの

とする。 

イ 道 路 

     本区域と他区域とを連絡する道路の整備を推進するため、高規

格幹線道路として中部縦貫自動車道の整備を進めるとともに、本

区域内都市間を連絡する幹線道路の整備を推進する。 

また、地域高規格道路として福井港丸岡インター連絡道路、福

井外環状道路の調査を進めるとともに、次の主要な道路について
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整備を推進する。 

      一般国道     ８号、305 号、416 号 

      主要地方道   福井加賀線、福井大森河野線、福井四ヶ浦線 

      一般県道     大畑松岡線、本郷福井線 

     街  路   福井縦貫線 

福井市周辺の通勤時間帯の渋滞や、観光客、夏季の海水浴客の

集中による混雑などを解消するため、バイパスや拡幅等の体系的

道路ネットワークの整備等により渋滞対策を推進する。  
さらに、河川や鉄道による地域分断を解消するため、橋梁整備

や連続立体交差事業の推進により市街地の一体化、交流促進を図

るとともに、広幅員歩道の整備や植栽帯の設置を進め、ゆとりと

うるおいのある道路空間を創出する。一方で、電線類の地中化を

推進して、道路空間の有効利用に資する。  
また、日常生活に密着した市町村道の整備を進めるとともに、

安全性の確保を図るための立体交差化、歩車道の分離、交通安全

施設等の整備を推進する。  
ロ 鉄軌道  

北陸と首都圏および京阪神地域を結び、東海道新幹線の代替補完

機能を有する北陸新幹線の未着工区間については、平成 12 年の政

府・与党申合わせに基づき、所要の事業を進める。  
ハ 港湾  
   特定地域振興重要港湾の福井港については、テクノポート福井（福

井臨海工業地帯）を支える物流基盤、嶺北地域等を後背圏とする流

通拠点やレクリエーション拠点として更なる活性化を図るため、福

井港振興ビジョンを策定（平成 12 年～13 年）し、個性と魅力ある

「みなとづくり」を目指す。 

このビジョンにまとめられる港湾貨物の増大に向けた産業振興、

海洋性レクリエーションの基盤づくり、歴史を活かしたまちづくり

等の施策により、福井港の整備、振興を図る。 

ニ 空港  
地域産業の活性化と地域間交流の拠点化等を図るため、福井空港

について調査・検討を進める。  
ホ 情報通信施設 

近年、デジタル技術やネットワーク技術をはじめとしたＩＴによ

る社会・経済構造の転換が急速に進展しており、こうした状況の変
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化に的確に対応するため、本区域を含む県全域をカバーする高速・

大容量の福井県情報スーパーハイウェイ（仮称）を整備し、行政の

効率化、電子化を推進するとともに、これを利用して多様な行政サ

ービス等を提供することにより、住民生活の向上と地域間の情報格

差の是正を図る。 

また、大容量・双方向性といった特性を有し、地域に根ざした情

報通信基盤として期待されるケーブルテレビについては、本区域内

の未整備エリアの解消に努めるとともに、既存のケーブルテレビの

ネットワーク化を推進する。 

さらに、電気通信事業者の協力を得ながら、移動通信用鉄塔施設

の整備を進め、携帯電話などの移動通信サービスの不感地域の解消

に努める。 

 

(2) 宅地 

人口の増加等に対処するとともに、土地利用の適正化を図るため、

市街地防災性の向上、公害の防止、自然環境の保全および農林地の

保全に配慮しつつ、計画的な宅地の開発を推進し、良好な住宅用地、

工場用地を確保する。  
イ 住宅用地  

都市化の進展、人口の増加等に対応して、北部第七、森田北東

部（以上福井市）等において、計画的に土地区画整理事業を推進

する。また、雪に強い良質な住宅団地開発の基準を策定し、良質

な住環境を備えた新規団地の開発の促進を図る。  
ロ 工場用地  

工場用地として、本県の産業構造の高度化を図るため、公害の

防止等に配慮するとともに、工場の立地動向を勘案しつつ、テク

ノポート福井（福井臨海工業地帯）等の造成を推進する。  
 

(3) 公園・緑地等 

公園緑地については、区画整理事業等による住宅地の増加や、余

暇時間の増大等に伴う野外レクリエーションニーズに対応するため、

自然環境保護に配慮し、福井市総合運動公園、北部２号公園（福井

市）、トリムパークかなづ（金津町）等の都市公園の整備を推進する。  
 

(4) 河川、海岸、治山、砂防等 
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本区域における住民の福祉と地域経済の発展を図るため、次のと

おり国土保全施設の整備等を推進する。  
イ 河川  

荒川、竹田川、底喰川等の河川改修事業を促進し、治水安全度

の向上とともに良好な水辺空間を形成するため、河川環境の整備

を進める。  
また、洪水調節と併せて、水需要の増大に対処するため、九頭

竜川鳴鹿大堰、足羽川ダムおよび日野川流域水資源総合開発事業

を推進する。  
ロ 海岸  

福井港海岸、鮎川海岸等において、侵食対策、高潮対策を推進

する。  
ハ 治山、砂防等  

土砂災害の防止、自然環境の保全を図るため、九頭竜川水系の

治山、砂防事業等を推進する。  
 
(5) 住宅等 

住宅建設に当たっては、地域特性を踏まえた「雪に強い住宅」や

高齢者等の日常生活に配慮した「長寿社会対応住宅」等の普及を図

り、より良質な住宅ストックの形成を図る。  
 
(6) 供給施設および処理施設 

人口の増加、生活水準の向上、産業の発展等に対処するとともに、

生活環境の向上および公共用水域の水質の保全に資するため、次の

とおり供給、処理施設の整備を推進する。  
イ 水道  

福井市等において水道施設の整備拡充を図る。  
ロ 下水道  

公共用水域の水質の保全、生活環境の改善に資するため、処理

施設および排水施設を整備する。このため、九頭竜川流域下水道

事業および関連公共下水道、福井市等における単独公共下水道事

業等を推進する。  
ハ 廃棄物処理施設  

環境への負荷ができる限り低減される循環型社会を構築するた

め、ごみの減量化、再資源化をめざした廃棄物処理施設を整備し、
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また、公共下水道の整備状況を勘案しつつ、し尿処理施設の整備

を図るとともに、生活排水対策の重要性にかんがみ、地域の実情

に応じ、合併処理浄化槽等の整備を図る。  
 
(7) 教育・文化施設 

イ 教育施設  
     小・中・高等学校および特殊教育諸学校においては、新増改築

や改修を進めるとともに、ＩＴ（情報通信技術）革命など社会の

変化に対応した教育を実践するための設備の充実を図る。 

     また、大学については、社会情勢、地域ニーズ等に対応できる

人材を養成するとともに、産・学・官の共同研究を積極的に推進

し地域産業の振興を図るため、県立大学に「地域経済研究所」を

設置するなど調査研究施設の充実・整備を図るほか、急速な少子・

高齢社会の到来および保健・医療・福祉の連携に対処し、より高

度かつ専門的な教育・研究を推進するため、福井県立大学看護福

祉系大学院の設置準備を進める。 

ロ 社会教育、文化施設 

住民の生涯学習ニーズなどに対応した環境を整備する必要があ

ることから、新しい県立図書館の建設をはじめ、博物館や体育施

設等の社会教育施設の改修等を図るとともに生涯学習情報や文化

情報を提供するシステムの整備を進める。 

 
(8) その他の施設 

イ 社会福祉施設 

保育所の改築を積極的に推進するとともに、児童が心身ともに

健やかに育成されるよう児童センター、児童館等の児童福祉施設

の整備を推進する。 

     また、障害者の社会復帰を促進するため、障害者福祉施設の整

備を推進するとともに、高齢者の在宅生活を支援するデイサービ

スセンターや在宅での生活が困難な高齢者の生活の拠点としての

特別養護老人ホーム等の老人福祉施設および介護保険施設の整備

と適正配置に努め、福祉の向上を図る。 

ロ 医療施設  
     医療需要の増大、高度化に対処するため、本県の２次、３次医

療を担う基幹病院となる「福井県立総合医療センター（仮称）」の
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整備を進める。さらに、保健医療計画に基づき医療資源の効率的

活用を促進するとともに、公的医療機関等の施設整備および救急

医療体制の充実を図る。また、保健医療サービス体制の確立に努

める。 

 
９ 環境の保全に関する事項 

本区域においては、環境と調和した社会づくりを目標とした長期的

視野に立って、計画的に環境の保全を図るものとし、大気汚染、水質

汚濁、土壌汚染および騒音等に係る環境基準等の達成、維持ならびに

公害の未然防止を図るため、公害関係法令等に基づく規制および指導

の徹底、各種の生活環境施設の整備等公害の防止に関する施策を積極

的に推進する。 

 また、化学物質汚染対策については、排出削減を進めるため、指導

の徹底等をはじめ、調査研究体制の整備を推進する。 

さらに、環境基本法、福井県環境基本条例、福井県環境基本計画等

に基づき、自然と共生し、循環を基調とした環境への負荷の少ない持

続的な発展が可能な社会を構築するため、省資源・省エネルギー、廃

棄物、自然環境、歴史的文化環境、景観、地球環境など幅広い環境問

題に適切に対応するための環境施策を総合的、計画的に推進する。 

 

イ 大気汚染防止対策については、常時監視体制の強化および排出

規制の強化、汚染物質排出量の削減指導等の施策を推進する。 

ロ 水質汚濁防止対策については、必要に応じ公共用水域の類型指

定やその見直しを行うとともに、排水規制および常時監視体制の

強化、下水道等の整備、生活排水対策、河川の浄化対策等の施策

を総合的に推進する。                          

特に、湖沼の富栄養化による水質汚濁については、抜本的な水

質改善を図るため、発生源対策から湖沼内対策までを含めた湖沼

水質保全総合対策を地域住民と一体となって積極的に推進する。 

ハ 地下水汚染防止対策については、常時監視の徹底と、汚染原因

者に対する浄化対策の指導の強化を行う。 

ニ 騒音、振動および悪臭防止対策については、規制および指導の

徹底を図る。また、自動車騒音状況の常時監視体制の強化を行う。 

ホ 自動車交通対策については、自動車から排出される大気汚染物

質の監視測定を行い、監視の強化を図るとともに、低公害車の導
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入やアイドリングストップ運動を推進する。また、道路とその周

辺の土地利用との調和に配慮し、道路ネットワークの整備による

交通流の分散、必要に応じ環境施設帯の設置、遮音壁の設置等の

施策を総合的に講じる。 

ヘ 地盤沈下防止対策については、地下水揚水量の増加を抑制する

ため、代替水源の確保を行うとともに、特に地盤沈下が認められ

た地域において地下水の採取の規制および指導の徹底、監視体制

の強化および地下水利用の合理化等の対策を推進する。また、必

要に応じ、工業用水道による代替水の確保を図る。 

ト 環境汚染の測定、公害の防止に関する調査研究を充実し、環境

監視体制を強化する。 

チ 化学物質汚染防止対策については、ダイオキシン類対策特別措

置法に基づき、規制対象施設の届出の徹底や、指導の強化を図る

とともに常時監視に努める。また、ダイオキシン類および環境ホ

ルモンの調査研究施設および研究体制の整備を推進する。 

リ 公害の防止と自然環境の保全を図るとともに、潤いとやすらぎ

のある生活空間が形成され、人と自然とのふれあいが確保される

よう、清らかな水辺環境の形成、豊かな緑の創出、快適な都市環

境の形成、地域の個性を生かした美しい景観の形成、歴史的遺産

の保全および活用による文化的環境の形成を図る。 

ヌ 新エネルギーの導入や省エネルギーの推進などを始めとする資

源・エネルギーの面での循環・効率化を進め、また、温室効果ガ

スの削減を図るなど、環境への負荷をできる限り少なくするとと

もに、県民や事業者における取組みを促進するため、企業等にお

けるＩＳＯ14001 認証取得の支援をはじめ、住民への環境教育・

環境学習の推進を図ることにより、循環を基調とした地域づくり

や地球環境保全への取組みを進める。 

ル 環境に大きな影響を及ぼすおそれのある開発事業の実施に当た

っては、環境汚染を未然に防止するため、必要に応じ、事前にそ

の環境に及ぼす影響について調査、予測および評価を行い、その

結果に応じて地域の環境に配慮した適切な保全対策を講じるなど

環境影響評価の推進に努める。 

 

10 防災対策に関する事項 

 本区域は、山地が多く、河川の周辺地域に人口の多くが集中し、災
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害時には大きな被害をもたらす危険性があるほか、海岸部では、冬季

風浪等による被害が多く発生している。 

 加えて、昭和 23 年に発生した福井地震など大きな災害を経験してき

ていることから、従来から福井県地域防災計画等に基づき防災対策の

充実に努めている。 

 今後ともこれらの災害や阪神・淡路大震災の教訓を踏まえ、安全で

安心な社会づくりをめざして総合的かつ計画的な防災対策を推進する。 

 

(1) 震災対策に関する事項 

イ 避難場所等としての機能を有する都市公園の整備、緊急輸送道

路等被災時の代替機能を考慮した計画的な道路の整備、ライフラ

インおよび防災上重要な病院、学校等の耐震性の強化等により都

市防災を総合的に推進し、地震に強いまちづくりを図る。 

ロ 高齢者、障害者に配慮したまちづくり、社会福祉施設等の耐震

性の強化等災害弱者に配慮した震災対策を推進する。 

ハ 防災活動の拠点となる庁舎の耐震性の強化、防災センター機能

の充実強化、広域的防災拠点となる地域防災基地の整備等を推進

するとともに、情報通信手段・経路の多様化を図り、緊急事態管

理体制を確立する。 

 

(2) 風水害対策に関する事項             

イ 山地災害、林野火災等の情報収集を行い、森林を適正に保全す

ることにより、災害に強い地域づくりを推進する。 

ロ 山地災害危険地区における予防対策を実施し、安全の確保を図

るとともに、森林が災害防止の機能を十分発揮できるよう、荒廃

した山地や荒廃しつつある山地の復旧整備を図る。 

ハ 地すべり防止指定区域内において予防対策を実施し、農地等の

災害を未然に防止するとともに、安全の確保を図る。 

ニ 湛水の防除やため池等の整備、中山間地の農地防災等により大

雨等による農地等の災害の未然防止を図る。 

ホ 総合的な土砂災害対策を講じて安全で安心な県土づくりを推進

するとともに、施設の維持管理体制の充実を図る。 

ヘ がけ崩れ等の危険から住民の安全を確保するため、災害危険区

域等にある既存の不適格住宅の移転を促進する。 

ト 洪水時の被害を軽減するため、ダムおよび堰の建設を推進する。 
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チ 災害発生の著しい河川や県民生活上特に重要な河川等について、

重点整備区域を設定し、効率的な改修を図る。 

リ ポンプ場、護岸等の工作物の適正な維持管理に努めるとともに、

良好な河川環境の保全を図る。 

ヌ 波浪等により重大な被害が発生するおそれのある海岸について、

越波・侵食等を防止する施設の整備を推進する。 

ル 護岸、人工リーフ等の施設を設置し、県土保全および海岸域の

住民の生命、財産の安全確保を推進する。 

 

(3) 雪害対策に関する事項 

   雪を考慮した体系的な道路の整備を推進するとともに、融雪工、

流雪溝の計画的整備、耐雪住宅の建設促進、公園等の公共オープン

スペースの有効利用、雪崩危険箇所において雪崩防止施設および警

戒避難体制の整備を図る。 
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１ 計画の性格 

 この計画は、中部圏の都市整備区域、都市開発区域及び保全区域の

整備等に関する法律に基づいて作成したものであって、長野・上田区

域都市開発区域の開発整備の基本構想及び施設の整備についての大綱

を示したものである。 

 

２ 計画の対象区域 

計画の対象区域は、昭和 43 年 11 月 14 日付総理府告示第 43 号をも

って告示のあった長野･上田区域都市開発区域であり、関係市町は次の

とおりである。（ただし、保全区域を除く） 

長野市（一部）、上田市（一部）、須坂市（一部）、中野市、更埴市、

更級郡上山田町､埴科郡坂城町及び戸倉町､上高井郡小布施町､上

水内郡豊野町 

 

３ 計画の期間 

 この計画の期間は、平成 13 年度から平成 17 年度までの５か年間と

する。 

 なお、計画の実施に当たっては、今後の社会、経済情勢の推移に応

じて弾力的な運用を図るものとする。 

 

４ 整備及び開発の基本構想 

【区域の現状】 

 本区域は、長野県の東北部に位置し、北から中野市、須坂市、長野

市、更埴市、上田市等が千曲川に沿って弓状に展開する都市地域であ

り、中枢管理機能を有する県都長野市を中心に、県内はもとより、中

部内陸部における中核的都市地域として先導的役割を担っている。

1998 年には、長野市を中心に長野オリンピック･パラリンピックが開

催され、各種社会基盤の整備が進んだほか、世界に「NAGANO」が発信

された。 

 本区域を、関越自動車道上越線、中央自動車道長野線、一般国道 18

号、19 号、北陸新幹線、信越本線、中央本線、篠ノ井線、しなの鉄道

等の交通網が縦貫し、県内外の地域を結んでいる。産業では、電気機

械、一般機械、食料品、輸送機械、印刷・出版などの工業の集積が著

しく、近郊には生鮮農産物の供給基地として発展している農業地帯が

展開し、後背地には、上信越高原国立公園をはじめとする優れた自然



 
 

2 

資源を擁した観光地が広がっている。 

 

【区域の発展と開発の方向】 

 中部圏基本開発整備計画では、複数の圏域軸の形成により、４つの

国土軸と相互に連結し、アジア･太平洋諸国とも連携した「世界に開か

れた多軸連結構造」をもつ中部圏の形成をめざしている。本区域は上

越から長野市、上田市、甲府市、清水市を経て伊豆半島に至る「中部

横断軸」、名古屋市及び豊橋市･浜松市から飯田市、松本市、長野市を

経て上越まで至る「東海･信越連携軸」の２つの圏域軸の結合する地域

であり、美しく、誰もが暮らしやすい中部圏形成の一翼を担う地域と

しての発展が求められている。 

 

 オリンピック･パラリンピックの開催都市にふさわしい、高度な都市

機能と自然が調和したまちづくりを進め、本区域の更なる発展を図る

ために、今後も様々な社会基盤整備が必要であり、このための開発整

備の方向は次のとおりであるが、その整備に当たっては、事業の必要

性の検討を十分に行うとともに、住民と情報を共有したうえで要望や

意見を反映し、透明なプロセスにより実施することが必要である。 

(1) 様々な交流の拡大 

・ 日本海側地域との交流を推進する北陸新幹線長野･上越間の建設、

より安全･スムーズな交通を確保するため関越自動車道上越線の

四車線化を推進する。また、地域高規格道路（上信自動車道、長

野環状道路）の調査を推進するとともに、県内主要都市間を結ぶ

道路、高速交通網へのアクセス道路、生活道路などの整備を推進

し、総合的な交通ネットワークの形成を図る。 

・ 全国でもトップクラスの普及が進んでいる CATV 網や長野市フル

ネットセンター、須坂市総合情報センター、上田市マルチメディ

ア情報センター等の高度な活用を進めるとともに、高度情報化に

対応した情報･通信基盤の整備を図る。 

・ 高速交通網やオリンピック･パラリンピックの会場となったエム

ウェーブやビッグハットなどの施設を活用して、県内外や海外と

の交流･連携、国際会議や国際スポーツイベントなどコンベンショ

ンの開催･支援などを推進する。 

・ さわやかな自然、善光寺をはじめとする歴史的文化財、多くの

温泉などの地域資源を生かした広域観光ネットワークの形成を図
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る。 

 

(2) 自然と人、人と人との共生 

・ 上信越高原国立公園や聖山高原県立公園をはじめとする豊かな

自然環境との調和を図り、景観に配慮しながら、市街地再開発や

都市計画街路、河川、下水道、公園緑地、住宅などの生活基盤を

整備し、住みよい圏域の形成を推進する。 

・ 少子･高齢化の進行に対応し、特別養護老人ホームや保育所をは

じめとした福祉施設、医療施設などの整備を進め、長寿社会に対

応した地域福祉の推進、安心して子どもを生み育てられる環境づ

くりを進める。 

・ オリンピック･パラリンピックを通じてボランティア活動が活発

化し、障害者の社会参加に対する理解も深まった。こうしたこと

を更に広げていくために、ボランティア活動の支援や障害者や高

齢者などすべての主体が活躍できる社会づくりを進める。 

 

(3) 地域の活力の創造 

・ 県工業試験場に整備された創業支援センターなどを通じて新規

創業や既存企業の新分野展開などを総合的に支援するとともに、

上田市マルチメディア情報センターなどの施設、技術を活用した

新映像産業の振興を図るなど、高度で特色ある産業の集積を図る。 

・ 地域営農システムの推進による農業生産基盤の整備や農業経営

者などの人材の養成、地域材の利用促進など、気候･風土を生かし

た付加価値の高い農林業の振興を図る。 

・ 大型店舗の撤退や郊外への移転などによる中心市街地の空洞化

に対応するため、商店の経営力の向上や、商店街等の商業基盤施

設の整備などを通じて魅力あるまちづくりを推進するほか、多様

な観光ニーズに対応し観光の振興を図る。 

・ 世界的な知名度や地域の特性を生かした自主的･主体的な地域づ

くりの取り組みや、地域づくりを担う人材の育成などを推進する。 

 

５ 人口の規模及び労働力の需給に関する事項 

(1) 本区域の総人口は、平成 12 年には 648 千人となり、今後５年間に

おいて６千人増加し、平成 17 年には 654 千人になるものと見込まれ

る。 
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(2) 年齢階層別人口を見ると、平成 12 年の年少人口は 99 千人、生産

年齢人口は 426 千人、老年人口は 123 千人であり、平成 17 年には年

少人口 95 千人（対平成 12 年比 4.0%減）、生産年齢人口 425 千人（対

平成 12 年比 0.2%減）、老年人口 134 千人（対平成 12 年比 8.9%増）

になるものと見込まれる。 

 

(3) 本区域の世帯数（一般世帯）は、人口の増加と１世帯当たりの平

均人員の減少により増加傾向にあり、平成 12 年に 224 千世帯とな

っている。今後の５年間においては、14 千世帯増加し、平成 17 年

には 238 千世帯になるものと見込まれる。 

 

(4) ＩＴ化の進展、経済活動のグローバル化、経営革新や技術革新の

進展、高齢化の進展などにより産業構造が変化している中、労働力

の需給両面においても変化が見込まれる。 

  このため、職業能力開発、職業指導等の雇用安定対策を進めると

ともに、失業の予防、再就職の促進を図り、また、高齢者･障害者

の雇用対策、中小企業における人材確保対策等を積極的に推進する。 

  さらに、雇用環境が厳しくなる傾向にある新規学卒者の雇用対策

を積極的に進めるとともに、県外就職者のＩターン対策など人材確

保を推進する。 

 

６ 産業の業種、規模等に関する事項 

(1) 産業別開発の構想 

イ 農林業 

本区域は、千曲川に沿って南北に連なる千曲川沖積層の平たん

部と周辺の肥沃な耕作地を持つ地帯であり、都市化の進行に対応

しつつ、恵まれた土壌条件や交通条件を生かし、果樹、きのこを

はじめ野菜、花き等の園芸作物の生産が盛んである。 

今後は、生産基盤の整備により優良農用地を確保しつつ、認定

農業者制度等の活用により、効率的な経営体の育成と法人化の推

進を図るとともに、経営体を中心として多様な農家が役割を分担

する地域営農システムの構築と、農村環境の整備を進め、調和の

とれた生産性の高い産地づくりに努める。 

また、基幹作目である園芸作物について、先端技術の開発と普

及による生産性の向上と地域環境と調和した安全な農産物生産を
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推進するとともに、多様な流通経路の開拓による高付加価値販売

を進め、生鮮農産物の供給基地として、主産地化を推進する。 

さらに、畜産については、先端飼養技術の導入等による高品質・

低コスト生産を推進し、安定的な畜産経営の確立を図る。 

林業については、国土の保全や水源のかん養、保健休養など森

林の持つ公益的機能の維持･増進を図るため、間伐等の保育を推進

し、健全な森林の造成に努めるとともに、地域で生産される木材

の利用を促進する。 

この他、農林業の振興を図るため、担い手の育成確保に努める

とともに、農・林道、農業集落排水施設等の整備を効果的に進め

るため、農業生産の基盤と農山村の生活環境の一体的な整備を進

める。 

 ロ 工業 

本区域は、電気機械、一般機械、食料品、輸送機械、印刷・出

版などの工業が集積、発展している。地域別にみると、長野市を

中心とした地域は、通信機器、電子計算機、電子部品などを軸と

した電気機械器具製造業、一般機械器具製造業、味噌、野菜缶詰

等の食料品製造業、印刷・出版・同関連製品製造業などが発展し

ている。上田市を中心とした地域は、エンジン部品、ブレーキ部

品等を軸とした輸送用機械器具製造業、計測器、小型モーターを

中心とした電気機械器具製造業、ＮＣ旋盤、射出成形機等の一般

機械器具製造業などが発展している。 

今後は国際競争力のある高度技術を備えた産業を中核として、

各産業がバランスのとれた形で発展する産業集積地の形成を図る。 

このため、新事業創出のための中核的支援機関である（財）長

野県中小企業振興公社を中心として県内の各産業支援機関と有効

なネットワークを形成しながら、新規創業や既存企業の新分野展

開などを総合的に支援するとともに、工業関係試験場の機能を充

実強化し、研究開発、技術開発等の支援体制の整備を図る。 

また、上田市マルチメディア情報センターなどの施設･技術を活

用し、マルチメディア産業の集積を図る。 

 ハ 商業 

本区域は、長野と上田の２大商圏で形成されており、特に長野

の顧客吸引力が強く、また、北陸新幹線佐久平駅周辺の開発に伴

う新たな商業施設の集積などにより都市間、商業集積間の格差が
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広がりつつある。こうした中で、特に、消費者ニーズの多様化、

モータリゼーションの進展等によって既存商店街の空洞化や販路

の多元化が進んでおり、中小零細規模の商店にとっては厳しい経

営環境となっている。 

このため、経営の近代化・合理化を進めて各商店の経営力の向

上を図るとともに、地域の生活者にとってより魅力的な商店の創

出、商店街等の商業基盤の整備等を支援し、その一層の振興を図

る。 

 ニ 観光 

本区域は、周辺に志賀高原、飯綱高原等の優れた自然景観を有

し、国宝善光寺、戸倉上山田等の温泉地など、豊かで優れた自然

や名所、旧跡を数多く抱えている。近隣にある信州の鎌倉といわ

れる上田市塩田地区の文化財や、野沢、湯田中等の温泉地、志賀

高原等のスキー場などの観光資源とあわせ、国民の観光レクリエ

ーションの場として大きな役割を担っている。 

今後は、高速交通網を活用した広域観光の推進や、オリンピッ

ク、パラリンピックを開催した国際的な知名度を生かし、国際会

議や全国的会議、国際スポーツイベントなどの開催によるコンベ

ンション施設の有効活用を推進する。また、観光サービス産業や

地域住民のホスピタリティ意識の向上、観光案内機能の整備･充実

などを進めることにより、訪問者、サービス事業者、地域が一体

となった信州の観光の振興を図る。 

 

(2) 産業の規模 

 産業の規模を就業者数（従業地）によってみると、平成 12 年に

は 382 千人となり、平成 17 年には 395 千人に増加すると見込まれ

る。産業別にみると、第１次産業及び第２次産業の就業人口は、今

後、横ばい程度で推移すると見込まれるのに対して、第３次産業の

就業人口は、今後も引き続き増加すると見込まれ、平成 12 年の第

１次産業 38 千人(9.9%)、第２次産業 124 千人(32.5%)、第３次産業

220 千人(57.6%)が平成 17 年には、第１次産業 38 千人(9.6%)、第２

次産業 123 千人(31.1%)、第３次産業 234 千人(59.3%)になると見込

まれる。 
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７ 土地の利用に関する事項 

(1) 土地利用の基本構想 

県土は、現在及び将来における県民の限られた資源であり、生活

及び生産を通ずる諸活動の共通の基盤であるため、その利用に当た

っては、国土利用計画に基づき、公共の福祉を優先させ、自然環境

の保全を図りつつ、地域の自然的、社会的、経済的及び文化的条件

に配慮して、健康で文化的な生活環境の確保と、県土の均衡ある発

展を図ることを基本理念として総合的かつ計画的に行う。 

また、国土利用計画法及びこれに関連する土地利用関係法の適正

な運用により、計画的な土地利用の調整を推進し、適正かつ合理的

な土地利用の確保と地価の安定を図る。 

さらに、優れた自然景観及び善光寺などの重要な文化財の保護保

全に努める。 

 

(2) 土地利用の概要 

 本区域の土地利用は、社会・経済の発展に伴い著しく多様化し、

高度化が進んでいるが、高速交通網や主要幹線道路の整備等に伴い、

今後も引き続き土地利用の転換が予想される。一方、森林や農用地

の持つ県土保全や水源かん養、自然環境の保全などの公益的機能の

役割が一層重視されている。 

 住宅地については、人口及び世帯数の増加、都市化の進展等に対

応して、市街地周辺において、土地区画整理事業等により良質な宅

地の確保を図る。また、既成市街地においては、再開発事業等によ

り良好な住環境の形成を図る。 

 工業用地については、既存企業の増設、先端技術産業等の新規立

地など、地域の特性を生かした産業の誘致を進める。 

 公園緑地については、都市機能、生活環境の向上を図るため、必

要な用地を確保する。 

 農用地については、生鮮農産物の供給基地としての都市近郊型農

業の経営安定のために、優良農用地の確保、保全及び利用の増進を

図る。 

 また、市街地の周辺部においては、都市化の無秩序な拡大を防止

するとともに農業的土地利用と都市的土地利用の計画的な調整を

図る。 
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８ 施設の整備に関する事項 

 本区域の均衡ある発展のため、整備及び開発の基本構想に基づいて、

自然環境や生活環境との調和を図りながら施設等の整備を進める。 

  

(1) 交通施設及び通信施設 

人にやさしく、環境と調和した交通基盤づくりを更に推進し、県

内外の地域との交流の拡大を図るとともに、情報通信基盤の整備や

マルチメディアの活用による県民生活の利便性の向上を図る。 

イ 道路 

全国的道路ネットワークを構成する幹線道路の整備を引き続き

推進するとともに、区域内外の都市間等を連絡する道路の整備を

図る。 

整備を推進する主要な道路は、次のとおりである。 

高規格幹線道路  関越自動車道上越線 

一  般  国  道  18 号、19 号、144 号、406 号 

主 要 地 方 道   長野真田線、長野信濃線、上田丸子線、 

長野上田線、大町麻績インター戸倉線 

街          路    高田若槻線（長野市）、松代中央線（長野市）、

丹波島村山線（長野市）、駅前線（須坂市）、

更埴線（戸倉町） 

また、上記以外に地域高規格道路として上信自動車道、長野環

状道路の調査を進めるとともに、幹線道路を補完し、日常生活に

密着した一般県道、市町村道、交通安全施設等の整備を図る。 

ロ 鉄軌道 

北陸新幹線については、平成 12 年の政府･与党申し合わせに基

づき、長野～富山間のフル規格による整備を推進する。 

また、第三セクターで運営するしなの鉄道線をはじめとする地

域鉄道網については、利用者の増加と利便性の向上を図るための

整備を行う。 

ハ 通信施設 

ＩＴを活用した様々な行政サービスを提供するために、県と市

町村とが連携して行政情報ネットワークを構築する。また、CATV

施設の高度化を支援し、地域公共ネットワークの整備を推進する

とともに、災害時においても電気通信網の機能を確保するため、

伝送路の多ルート化等防災対策を推進して安全性･信頼性の高い
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電気通信網の整備を図る。さらに、上田市、坂城町及び長野市に

おいては、テレトピア計画に基づき、市役所･役場や公民館等の公

共機関を結ぶ地域イントラネットなどの整備を図る。 

 

(2) 宅地 

人口の増加等に計画的に対処するとともに、土地利用の適正化を

図るため、市街地の防災性の向上、環境汚染の防止、自然環境の保

全及び農林地の保全に配慮した計画的な宅地の開発等により、良好

な住宅用地、工場用地の確保を図る。 

 イ 住宅用地 

 本区域における住宅需要の増大に対処するため、二経塚地区（長

野市）等において住宅団地の造成を進めるとともに、古牧中部地

区（長野市）等における土地区画整理事業等により計画的な宅地

供給を図る。 

  また、市街地における土地利用の高度化を図るため、上田駅お

城口地区（上田市）の市街地再開発事業等を推進する。 

 ロ 工業用地 

 地域産業の動向を的確に把握し、必要に応じて産業団地等の造

成を行い、工業用地の確保を図る。 

 

(3) 公園緑地 

緑とオープンスペースを確保することで都市の環境や防災性を向

上させるとともに、スポーツやレクリエーションができるよう、南

長野運動公園（長野市）、上田城跡公園（上田市）等の公園緑地の整

備を推進する。 

 

(4) 河川、治山、砂防等 

地域住民の安全を確保し、災害による被害を最小限にとどめるた

め、次のように国土保全施設の整備を図る。 

 イ 河川 

 千曲川、犀川などの主要河川をはじめ、浅川、鳥居川等の中小

河川の改修を図るとともに、総合的な治水対策を推進する。 

ロ 治山、砂防等 

土砂災害の防止、自然環境の保全を図るため、信濃川水系の治

山、砂防、地すべり対策事業、急傾斜地崩壊対策事業等を推進す
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る。 

 

(5) 住宅 

世帯の増加、建替え等による住宅需要の増加が見込まれるため、

公的機関による住宅供給を進めるほか、公営住宅の計画的な建替え

を推進する。 

 また、住宅のバリアフリー化を促進するとともに、マイホームづ

くり資金融資事業等の融資制度の活用や、住宅関連情報の提供など

を通じて、ゆとりある住環境の形成を促進する。 

 

(6) 供給施設及び処理施設 

人口の増加、生活水準の向上、産業の発展に対処するとともに、

生活環境の向上及び公共用水域の水質の保全に資するため、次のと

おり供給、処理施設の整備を図る。 

 イ 水道 

生活用水を安定的に供給するため、長野市、上田市等において

上水道施設の整備を図るとともに、水道の広域的整備に努める。 

 ロ 下水道 

公共用水域の水質の保全、生活環境の改善等に資するため、千

曲川流域下水道事業及び各市町における公共下水道事業の推進を

図る。 

 ハ 廃棄物処理施設 

人口の集中化及び生活水準の向上に伴う、ごみ及びし尿の排出

量の増大に対処するため、ごみ処理施設の整備を推進するととも

に、長野市等において、し尿処理施設の整備を図る。 

また、公共用水域の水質の保全、生活環境の改善等に資するた

め、地域の実情に応じて、合併処理浄化槽、コミュニティ・プラ

ント等の整備を図る。 

 

(7) 教育・文化・試験研究等施設 

 イ 教育施設 

小学校、中学校及び高等学校等における老朽校舎等の改築及び

学校教育施設の整備充実を図るとともに、産業、文化、地域づく

りなどを担う人材を育成し、生涯学習の拠点ともなる高等教育機

関の整備充実を図る。 
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 ロ 文化施設 

優れた美術、音楽、演劇等の鑑賞機会の充実などを図るととも

に、文化施設等の整備を図る。 

 ハ 試験研究等施設 

地域の研究開発機能の強化と新産業の創出を図るため、工業関

係試験場等の整備を推進する。 

 

(8) その他の施設 

 イ 社会福祉施設 

少子･高齢社会の到来等に伴う福祉需要の増大に対処するため、

ケアハウスちくま（戸倉町）や特別養護老人ホーム等の老人福祉

施設、児童福祉施設、犀南福祉センター（仮称）（長野市）等の障

害者福祉施設など各種社会福祉施設の整備充実を図る。 

 ロ 介護老人保健施設 

増加する要介護老人の多様なニーズに対応しつつ、心身の自立

を支援し、家庭への復帰を目指すため、介護老人保健施設の整備

を図る。 

ハ 医療施設等 

県立須坂病院（須坂市）増改築など医療施設、設備の充実と救

急医療の充実を図る。 

また、市町村における保健活動を効果的に展開するため、市町

村保健センターの整備を推進する。 

ニ 職業訓練施設 

労働力の技術力向上と労働者の雇用の安定を図るとともに、地

域産業の進展に寄与するため、職業能力開発校の整備充実を推進

する。 

ホ 農林業経営基盤 

農林業の効率化や農山村地域の振興と生活環境の改善を図るた

め、土地基盤整備等を推進するとともに、農道や林道の整備を推

進する。 

 

９ 環境の保全に関する事項 

豊かな自然に恵まれ、「さわやか」「ふるさと」などのイメージで形

容されることも多い長野県であるが、近年、都市部を中心に、自然環

境の健全性の低下、都市･生活型公害の進行、化学物質による環境リス
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クの増大、廃棄物の増加と多様化などの諸問題が課題となっている。

一方で、快適な環境を求めるニーズ、貴重な水源地を擁する上流県と

しての役割、地球環境保全への貢献、環境教育の必要性などがますま

す高まっている。 

 長野県環境基本条例（平成８年３月制定）では、すべてのものの参

加と連携の下、自然と人とが共生し、環境への負荷の少ない持続的に

発展することができる郷土を築くことをめざしている。同条例に基づ

き策定された長野県環境基本計画に沿い、次の６つの環境の姿の実現

をめざし、環境の保全に関する各種施策を総合的かつ計画的に推進す

る。 

 

(1) 自然と人が共に生きる郷土 

・原生的な自然から、身近にある雑木林や水辺まで、多様な自然環

境を地域の特性に応じて体系的に保護･保全する。 

・野生動植物の生息･生育環境を保全し、生物の多様性を確保する。 

・県民一人ひとりが信州の豊かな自然にふれあえるよう、自然を体

験できる施設の整備などを進める。 

 

(2) 良好な環境水準と循環の仕組みに支えられた郷土 

・水、大気、土壌及び騒音について環境基準の達成･維持を図る。 

・人や生態系に有害な影響を及ぼすおそれのある化学物質の適正な

管理と排出抑制を図る。 

・水源地域の保全を一層進め、安全でおいしい水を確保するととも

に、水源のかん養など森林の持つ公益的機能の維持･増進を図る。 

・廃棄物の発生抑制（リデュース）や再使用（リユース）･リサイク

ル、適正処理を進め、天然資源の消費を抑制し、循環型社会の形

成をめざす。 

・省エネルギー型社会を実現する。 

・あらゆる産業分野における環境への配慮を促進する。 

 

(3) うるおいとやすらぎに満ちた快適な郷土 

・自然を身近に感じ、信州らしさのある快適な生活ができるよう、

下水道や公園などの基盤の整備を進める。 

・都市や農山村相互が水辺で緑で結ばれ、豊かなふれあいができる、

うるおいとやすらぎのある快適な生活空間を創造する。 
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・自然と調和した景観づくり、農村景観、歴史的･文化的景観などの

保全･継承を図る。 

 

(4) 自然を通じた豊かな交流が広がる郷土 

・美しく豊かな長野県の自然を通じた都市と農山村、上流域と下流

域など、人々の多様な交流を進める。 

 

(5) 世界へ発信する環境共生県ＮＡＧＡＮＯ 

・地球環境問題に地域の視点から積極的に対応するとともに、環境

に関する人材交流を進めるなどにより地球規模での環境保全に努

める。 

・環境保全に関するＮＡＧＡＮＯの取組を国内･国外へ情報発信する。 

 

(6) すべてのものの参加と連携による取組 

・家庭、学校、職場、地域等のあらゆる場において環境学習に取り

組める仕組みをつくる。 

・環境に関して役割を分担する県民、事業者、行政がパートナーシ

ップを築くことにより、相互に連携しながら環境の保全に取り組

む。 

 

 以上のほか、基盤的施策として、環境影響評価制度の適切な運用、

必要な規制措置、環境保全に関する調査研究、監視体制の充実などを

推進する。 

 

 信濃川水系に位置する本区域にあっては、主に以下のような施策を

推進する。 

・「美しく豊かな自然との共存」を基本理念としたオリンピック開催

地として質の高い自然環境、都市環境、景観の保全･形成を図る。 

・「姨捨の棚田貸します制度」などにより、農山村部と都市部の豊か

な交流を促進する。 

・自然保護研究所において自然保護に関する総合的な研究を行うと

ともに、同研究所の学習やネットワークへの積極的な参加を促進

する。 

・千曲川流域下水道の整備を推進する。 

・身近な里山や歴史的文化遺産、ため池、棚田など伝統的な農村風
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景を生かした田園空間整備を進める。 

 

10 防災対策に関する事項 

 本区域は、千曲川に沿って広がる扇状地を中心に周囲を山地に囲ま

れた急峻な地形であり、地すべりの多発地帯である。また、年雨量

1,000mm 前後の小雨地帯であるが、地形の複雑性から局地的な気象災

害が発生しやすくなっている。過去において善光寺地震（1847 年）、

松代群発地震（1965 年～）等が発生したことがある上、長野盆地西縁

活断層帯と呼ばれる活断層群も存在することから、内陸直下型地震発

生の危険性を内包している。 

 長野市、上田市等の都市部においては、人口の集中及び都市化の進

展に伴い、居住地域の拡大、建物の過密・高層化、危険物施設の増加

等の傾向があり、災害発生時における被害拡大の危険性を増大させて

いる。 

 以上のような自然的・社会的条件を踏まえ、地域住民の生命財産を

災害から保護することを目的に、県及び市町村地域防災計画に基づき、

総合的かつ計画的に防災対策を推進する。 

 

(1) 震災対策 

 イ 都市防災化対策 

避難路、避難地、緊急輸送道路、都市公園、河川等の都市基盤

施設の整備、老朽木造住宅密集市街地の解消等を図るための土地

区画整理事業や市街地再開発事業による市街地の整備、防災に配

慮した土地利用の誘導等により、災害に強い都市構造の形成に努

める。 

 ロ 建築物耐震化対策 

公共建築物や避難施設等防災上重要な建築物の耐震性の確保に

努めるとともに、住宅等の一般建築物についても、耐震診断・改

修に関する知識の普及・啓発等により、耐震性の確保を図る。 

 ハ ライフライン施設機能確保対策 

上下水道、電気、ガス、電話等のライフライン関連施設の耐震

性の確保を図るとともに、系統の多重化、拠点の分散、代替施設

の整備等による代替性の確保及びライフライン共同収容施設とし

ての電線共同溝等の整備に努める。 

 ニ 危険物施設安全確保対策 
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大規模貯油施設等の危険物施設の耐震性の確保、緩衝地帯の整

備等に努める。 

 

(2) 風水害対策等 

 イ 都市防災化対策 

幹線道路等のネットワ－ク化を推進するとともに、道路情報ネ

ットワ－クシステム、道路防災対策等を通じて安全性、信頼性の

高い道路網の整備を図る。 

また、河川においては、築堤、河床掘削等の河道の整備などの

河川改修を積極的に進めるとともに、流域の保水、遊水機能を確

保するための施設整備などと併せた総合的な治水対策を推進し、

風水害に強い都市構造の形成に努める。 

 ロ ライフライン施設機能確保対策 

上下水道、電気、ガス、電話等のライフライン関連施設の風水

害等に対する安全性の確保を図るとともに、系統の多重化、拠点

の分散、代替施設の整備等による代替性の確保及びライフライン

共同収容施設としての電線共同溝等の整備に努める。 

 ハ 土砂災害予防対策 

土石流危険渓流、地すべり危険箇所、急傾斜地崩壊危険箇所及

び山地災害危険地区等における砂防設備、地すべり防止施設、急

傾斜地崩壊防止施設、山地治山及び防災林造成等の整備に努める。 

 二 雪害対策 

冬期間の安全で円滑な交通の確保を図るため、除雪の充実を図

るとともに、雪崩による災害を防止するための施設等の整備及び

雪崩、融雪等による水害・土砂災害を防止するための事業を推進

する。 

積雪寒冷の度が特にはなはだしい地域において必要と認められ

る道路においては、スノーシェッド、防護柵、消雪施設等の防雪

施設等の整備及び路盤改良、流雪溝の整備等を推進する。 
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１ 計画の性格 

 この計画は、中部圏の都市整備区域、都市開発区域及び保全区域の

整備等に関する法律に基づいて作成したものであって、伊那谷区域都

市開発区域の開発整備の基本構想及び施設の整備についての大綱を示

したものである。 

 

２ 計画の対象区域 

 計画の対象区域は、昭和 43 年 11 月 14 日付総理府告示第 43 号をも

って告示のあった伊那谷区域都市開発区域であり、関係市村は次のと

おりである。（ただし、保全区域を除く） 

  飯田市（一部）、伊那市、駒ケ根市（一部）、上伊那郡宮田村 

 

３ 計画の期間 

 この計画の期間は、平成 13 年度から平成 17 年度までの５か年間と

する。 

 なお、計画の実施に当たっては、今後の社会、経済情勢の推移に応

じて弾力的な運用を図るものとする。 

 

４ 整備及び開発の基本構想 

【区域の現状】 

 本区域は、伊那市、駒ケ根市及び飯田市を中心として、天竜川上流

沿岸に帯状に展開する長野県南部の中心都市地域である。 

 本区域を、一般国道 153 号、ＪＲ飯田線及び中央自動車道西宮線等

の交通網が縦貫し、県内外の地域を結んでいる。 

 産業では、水引をはじめとする特色ある地場産業が発展しているほ

か、先端技術に立脚した電気機械、精密機械等の加工組立型工業が集

積し地域経済を支えている。また、近郊には生鮮農産物の供給基地と

して発展している農業地帯が展開し、後背地には南アルプス、中央ア

ルプスをはじめとする優れた自然資源を擁した観光地が広がっている。 

 

【区域の発展と開発の方向】 

 中部圏基本開発整備計画では、複数の圏域軸の形成により、４つの

国土軸と相互に連結し、アジア･太平洋諸国とも連携した「世界に開か

れた多軸連結構造」をもつ中部圏の形成をめざしている。本区域は名

古屋市及び豊橋市･浜松市から飯田市、松本市、長野市を経て上越まで
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至る「東海･信越連携軸」を構成する区域として位置づけられており、

美しく、誰もが暮らしやすい中部圏形成の一翼を担う地域としての発

展が求められている。 

 

 豊かな自然と多彩な産業に支えられた三遠南信地域の拠点づくりを

進め、本地区の更なる発展を図るために、今後も様々な社会基盤整備

が必要であり、このための開発整備の方向は次のとおりであるが、そ

の整備に当たっては、事業の必要性の検討を十分に行うとともに、住

民と情報を共有したうえで要望や意見を反映し、透明なプロセスによ

り実施することが必要である。 

 

(1) 様々な交流の拡大 

・ 愛知県や静岡県など中部圏との交流を広げる三遠南信自動車道、木

曽地域と直結することで南北方向に加え東西方向も見据えた交流

の拡大が期待される伊那木曽連絡道路、関東･中部･関西を超高速で

結び大都市と地方都市の連携強化に資する中央新幹線の調査を進

めるとともに、県内主要都市間を結ぶ道路、高速交通網へのアクセ

ス道路、生活道路などの整備を推進し、総合的な交通ネットワーク

の形成を図る。 

・ 全国でもトップクラスの普及が進んでいる CATV 網などの高度な活

用を進めるとともに、高度情報化に対応した情報･通信基盤の整備

を図る。 

・ 特色ある伝統芸能、自然、郷土食等の地域資源を生かし、地域の活

力を創出する広域イベントの開催などにより、交流の拡大と情報発

信を図る。 

 三遠南信自動車道の整備による県境を越えた交流の拡大を視野

に入れながら、自然資源と地域に根づいた文化を結びつけた魅力あ

る観光地づくりと広域的な観光ルートの整備等により、魅力ある観

光レクリエーションゾーンの形成を図る。 

 

(2) 自然と人、人と人との共生 

・ 南信州の雄大で豊かな自然環境と調和し、南アルプス、中央アルプ

スの山並みや都市の景観に配慮し、市街地再開発や都市計画街路、

河川、下水道、公園緑地、住宅など生活基盤の整備を進め、住みよ

い圏域の形成を図る。 
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・ 大規模地震対策特別措置法に基づく地震防災対策強化地域に指定

されていることに鑑み、地震防災計画に基づく防災体制の確立を図

るとともに、地震対策緊急整備事業の推進を図る。 

・ 少子･高齢化の進行に対応し、特別養護老人ホームや保育所をはじ

めとした福祉施設、医療施設などの整備を進め、長寿社会に対応し

た地域福祉の推進、安心して子どもを生み育てられる環境づくりを

進める。 

・ 地域住民と定住外国人との交流を促進するなど、すべての人が積極

的に社会参加できる環境整備を進める。 

 

(3) 地域の活力の創造 

・ 飯伊地域地場産業振興センター、飯田工業技術センター、伊那技術

形成センターなどを拠点として、新規創業、既存企業の新分野展開

などを総合的に支援するとともに、企業間や大学との産学官交流や

技術開発、人材の育成を進め、高度先端技術産業の拠点地域の形成

を図る。 

・ 天竜川河岸段丘などの整備された農業生産基盤や地域特性を生か

し、効率的な経営体等の育成や地域営農システムの推進、特色ある

農業公園づくり、自然条件を生かした新しい園芸品種の探求や特用

作物の普及、地域材の利用促進など、気候･風土を生かした付加価

値の高い活力ある農林業の振興を図る。 

・ 商店の経営力の向上や、商店街等の商業基盤施設の整備などを通じ

て魅力あるまちづくりを推進するほか、多様な観光ニーズに対応し

た観光の振興を図る。 

・ 地域の特性を生かした自主的･主体的な地域づくりの取り組みや、

地域づくりを担う人材の育成などを推進する。 

 

５ 人口の規模及び労働力の需給に関する事項 

(1) 本区域の総人口は、平成 12 年には 206 千人となり、今後５年間に

おいて１千人増加し、平成 17 年には 207 千人になるものと見込まれ

る。 

 

(2) 年齢階層別人口を見ると、平成 12 年の年少人口は 33 千人、生産

年齢人口は 129 千人、老年人口は 44 千人であり、平成 17 年には年

少人口 32 千人（対平成 12 年比 3.0%減）、生産年齢人口 128 千人（対
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平成 12 年比 0.8%減）、老年人口 47 千人（対平成 12 年比 6.8%増）に

なるものと見込まれる。 

   

(3) 本区域の世帯数（一般世帯）は、人口の増加と１世帯当たりの平

均人員の減少により増加傾向にあり、平成 12 年には 68 千世帯とな

り、今後の５年間においては、３千世帯増加し、平成 17 年には 71

千世帯になるものと見込まれる。 

 

(4) ＩＴ化の進展、経済活動のグローバル化、経営革新や技術革新の

進展、高齢化の進展などにより産業構造が変化している中、労働力

の需給両面においても変化が見込まれる。 

  このため、職業能力開発、職業指導等の雇用安定対策を進めると

ともに、失業の予防、再就職の促進を図り、また、高齢者･障害者の

雇用対策、中小企業における人材確保対策等を積極的に推進する。 

  さらに、雇用環境が厳しくなる傾向にある新規学卒者の雇用対策

を積極的に進めるとともに、県外就職者のＩターン対策など人材確

保を推進する。 

 

６ 産業の業種、規模等に関する事項 

(1) 産業別開発の構想 

イ 農林業 

  本区域は、天竜川に沿って段丘状に肥沃な農地が展開しており、

米、野菜、果樹の生産に加え、きのこ、花き等の施設園芸及び畜

産の生産が盛んである。 

  今後は、生産基盤の整備を推進しつつ、認定農業者制度等の活

用により、効率的な経営体の育成と法人化の推進を図るとともに、

経営体を中心として多様な農家が役割を分担する地域営農システ

ムの構築と、農村環境の整備を進め、園芸作物を中心として水稲・

畜産を組み合わせた生産性の高い産地づくりに努める。 

  また、先端技術の開発と普及による生産性の向上と地域環境と

調和した安全な農産物生産を推進するとともに、多様な流通経路

の開拓による高付加価値販売を進め、生鮮農産物の供給基地とし

て、主産地化を推進する。 

  さらに、畜産については、畜産基地を中核とした畜産業の振興

と、先端飼養技術の導入等による高品質・低コスト生産を推進し、
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安定的な畜産経営の確立を図る。 

  林業については、国土の保全や水源のかん養、保健休養など森

林の持つ公益的機能の維持･増進を図るため、間伐等の保育を推進

し、健全な森林の造成に努めるとともに、地域で生産される木材

の生産から流通･加工に至る体制を整備する。 

  この他、農林業の振興を図るため、担い手の育成確保に努める

とともに、農・林道、農業集落排水施設等の整備を効果的に進め

るため、農業生産の基盤と農山村の生活環境の一体的な整備を進

める。 

ロ 工業 

 本区域は、中央自動車道西宮線の開通を契機に電気機械、精密

機械、一般機械などの工業の集積が進み、先端技術産業の立地が

増加するなど急速に発展してきている。地域別にみると、飯田市

を中心とする地域は、特殊小型モーター、時計、抵抗器などの電

気機械器具製造業及び精密機械器具製造業、半生菓子、凍豆腐等

の食料品製造業が発展している。また、伊那市及び駒ケ根市を中

心とする地域は、抵抗器、コンデンサー、顕微鏡、カメラ、マイ

クロモーターなどの電気機械器具製造業及び精密機械器具製造業

などが発展を遂げている。 

  今後は国際競争力のある高度技術を備えた産業を中核として、

各産業がバランスのとれた形で発展する産業集積地の形成を図る。 

  このため、優れた自然環境や大都市等への近接性や三遠南信自

動車道による遠州、東三河地域との新たな交流を生かしつつ、質

の高い産業団地を確保し、研究開発型企業の集積と中小企業の高

度化を推進するなど産業基盤の充実を図る。また、製品開発や技

術革新への対応を支援するための拠点整備として、飯田工業技術

センター、伊那技術形成センター等の充実を図り、技術の高度化、

技術開発力の向上、経営力強化を促進するための産学官技術交流

事業、人材確保・育成事業等を展開する。 

ハ 商業 

 本区域は、飯田市と伊那市の２大商圏で形成されており、工業

等の発展や周辺地域からの顧客吸引などによって順調に進展して

きたが、中小零細規模の商店が多く、消費者ニーズの多様化、モ

ータリゼーションの進展、大型店の出店に伴う競合等への速やか

な対応を求められている。 



 

6 

  このため、経営の近代化・合理化を進めて各商店の経営力の向

上を図るとともに、店舗の共同化等の商業施設の充実、商店街等

の商業基盤施設の整備を支援し、その一層の振興を図る。 

ニ 観光 

 本区域は、3,000m 級の山々を持つ南アルプス国立公園、自然林

や奇岩の天竜奥三河国定公園、駒ケ岳を中心とした中央アルプス

県立公園等の豊かな自然に囲まれ、また、独自の気候風土に根ざ

した伝統芸能等魅力的な観光資源があり国民の観光レクリエーシ

ョンの場として大きな役割を担っている。 

  今後は、三遠南信自動車道等による高速交通網の整備に対応し

た広域観光の推進、自然と地域の伝統文化が調和した観光施設の

整備、地場産業の振興を推進する。また、観光サービス産業や地

域住民のホスピタリティ意識の向上、観光案内機能の整備･充実な

どを進めることにより、訪問者、サービス事業者、地域が一体と

なった信州の観光の振興を図る。 

 

(2) 産業の規模 

産業の規模を就業者数（従業地）によってみると、平成 12 年に 121

千人であった就業者は、総人口の増加に伴い、今後５年間において

も増加し、平成 17 年には 122 千人と見込まれる。 

産業別にみると、第１次産業就業人口は、今後、横ばい程度で推

移すると見込まれ、また第２次産業就業人口は、今後減少すると見

込まれるのに対して、第３次産業就業人口は、今後も引き続き増加

すると見込まれる。平成 12 年の第１次産業 13 千人(10.8%)、第２次

産業 46 千人(38.0%)、第３次産業 62 千人(51.2%)が、平成 17 年には、

第１次産業 13 千人（10.6%）、第２次産業 44 千人（36.1%）、第３次

産業 65 千人(53.3%)になると見込まれる。 

 

７ 土地の利用に関する事項 

(1) 土地利用の基本構想 

県土は、現在及び将来における県民の限られた資源であり、生活

及び生産を通ずる諸活動の共通の基盤であるため、その利用に当た

っては、国土利用計画に基づき、公共の福祉を優先させ、自然環境

の保全を図りつつ、地域の自然的、社会的、経済的及び文化的条件

に配慮して、健康で文化的な生活環境の確保と、県土の均衡ある発
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展を図ることを基本理念として総合的かつ計画的に行う。 

また、国土利用計画法及びこれに関連する土地利用関係法の適正

な運用により、計画的な土地利用の調整を推進し、適正かつ合理的

な土地利用の確保と地価の安定を図る。 

 さらに、優れた自然景観及び重要文化財等の保護保全に努める。 

 

(2) 土地利用の概要 

 本区域の土地利用は、社会経済の発展に伴い著しく多様化し、高

度化が進んでいるが、今後も都市化の進展、社会経済諸活動の拡大

に伴う人口の増加等により、土地需要の増加が予想される。一方、

森林や農用地の持つ県土保全や水源かん養、自然環境の保全などの

公益的機能の役割が一層重視されている。 

 住宅地については、人口及び世帯数の増加、都市化の進展等に対

応して、市街地周辺において、土地区画整理事業等により良質な宅

地の確保を図る。また、既成市街地においては再開発事業等により

良好な住環境の形成を図る。 

 工業用地については、既存企業の増設、先端技術産業等の新規立

地など、地域の特性を生かした産業の誘致を進める。 

 公園緑地については、都市機能、生活環境の向上を図るため、必

要な用地を確保する。 

 農用地については、生鮮農産物の供給基地としての産地化を進め

るために、優良農用地の確保、保全及び利用の増進を図る。また、

市街地の周辺部においては、都市化の無秩序な拡大を防止するとと

もに、農業的土地利用と都市的土地利用の計画的な調整を図る。 

  
８ 施設の整備に関する事項 

 本区域の均衡ある発展のため、整備及び開発の基本構想に基づいて、

自然環境や生活環境との調和を図りながら施設等の整備を進める。 

 

(1) 交通施設及び通信施設 

  人にやさしく、環境と調和した交通基盤づくりを更に推進し、県

内外の地域との交流の拡大を図るとともに、情報通信基盤の整備や

マルチメディアの活用による県民生活の利便性の向上を図る。 

イ 道路 

   全国的道路ネットワークを構成する幹線道路の整備を引き続き
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推進するとともに、区域内外の都市間等を連絡する道路の整備を

図る。その主要な道路は、次のとおりである。 

         高規格幹線道路      三遠南信自動車道 

         地域高規格道路      伊那木曽連絡道路 

         一  般  国  道      151 号､153 号、361 号 

         主 要 地 方 道      飯田富山佐久間線、伊那生田飯田線 

         街      路        羽場大瀬木線（飯田市）、 

 下山妙琴原線（飯田市）、 

 環状北線（伊那市） 

   また、幹線道路を補完し、日常生活に密着した一般県道、市町

村道、交通安全施設等の整備を図る。 

 ロ 鉄軌道 

   中央新幹線について、今後の経済･社会の動向、東海道新幹線の

輸送状況及び整備新幹線の整備状況等を踏まえ調査を進めるほか、

超電導磁気浮上式鉄道の実用化に向けた技術開発を進める。 

 ハ 通信施設 

   ＩＴを活用した様々な行政サービスを提供するために、県と市

町村とが連携して行政情報ネットワークを構築する。また、CATV

施設の高度化を支援し、地域公共ネットワークの整備を推進する

とともに、災害時においても電気通信網の機能を確保するため、

電線共同溝等の整備や伝送路の多ルート化等の防災対策を推進し

て安全性･信頼性の高い電気通信網の整備を図る。さらに、飯田市

においては、テレトピア計画に基づき、市役所･役場や公民館等の

公共機関を結ぶ地域イントラネットなどの整備を図る。 

 

(2) 宅地 

  人口の増加等に計画的に対処するとともに、土地利用の適正化を

図るため、市街地の防災性の向上、環境汚染の防止、自然環境の保

全及び農林地の保全に配慮した計画的な宅地の開発等により、良好

な住宅用地、工場用地の確保を図る。 

 イ 住宅用地 

   本区域における住宅需要の増大に対処するため、南田市場地区

（駒ヶ根市）等における土地区画整理事業等により計画的な宅地

供給を図る。 

   また、市街地における土地利用の高度化を図るため、橋南第二
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地区（飯田市）の市街地再開発事業等を推進する。 

 ロ 工業用地 

   地域産業の動向を的確に把握し、必要に応じて産業団地等の造

成を行い、工業用地の確保を図る。 

 

(3) 公園緑地 

  緑とオープンスペースを確保することで都市の環境や防災性を向

上させるとともに、スポーツやレクリエーションができるよう、風

越山麓子供のもり公園、飯田運動公園（飯田市）等の公園緑地の整

備を推進する。 

 

(4) 河川、治山、砂防等 

  地域住民の安全を確保し、災害による被害を最小限にとどめるた

め、次のように国土保全施設の整備を図る。 

 イ 河川 

   天竜川（川路・龍江・竜丘地区）治水対策事業をはじめ、小沢

川等の河川改修及び河川環境の整備や、市街地を流下する小河川

の改修を図るとともに、総合的な治水対策を推進する。 

   また、洪水調節及び河川環境の保全などを図るために、三峰川

総合開発を推進する。 

 ロ 治山、砂防等 

 土砂災害の防止、自然環境の保全を図るため、天竜川水系の治

山、砂防、地すべり対策事業、急傾斜地崩壊対策事業等を推進す

る。 

   特に、地震対策緊急整備事業に指定されている箇所については、

整備の推進に努める。 

 

(5) 住宅 

  世帯の増加、建替え等による住宅需要の増加が見込まれるため、

公営住宅の計画的な建替えを推進する。 

  また、住宅のバリアフリー化を促進するとともに、マイホームづ

くり資金融資事業等の融資制度の活用や、住宅関連情報の提供など

を通じて、ゆとりある住環境の形成を促進する。 
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(6) 供給施設及び処理施設 

  人口の増加、生活水準の向上、産業の発展に対処するとともに、

生活環境の向上及び公共用水域の水質の保全に資するため、次のと

おり供給・処理施設の整備を図る。 

 イ 水道 

   生活用水を安定的に供給するため、水道施設の整備を図るとと

もに、水道の広域的整備に努める。 

 ロ 下水道 

   公共用水域の水質の保全、生活環境の改善等に資するため、区

域内各市町村における公共下水道事業の推進を図る。 

 ハ 廃棄物処理施設 

   人口の集中化及び生活水準の向上に伴う、ごみ及びし尿の排出

量の増大に対処するため、ごみ処理施設の整備を推進するととも

に、し尿処理施設の整備を図る。 

   また、公共用水域の水質の保全、生活環境の改善等に資するた

め、地域の実情に応じて、合併処理浄化槽等の整備を図る。 

 

(7) 教育・文化・試験研究等施設 

 イ 教育施設 

   小学校、中学校及び高等学校等における老朽校舎等の改築及び

学校教育施設の整備充実を図るとともに、産業、文化、地域づく

りなどを担う人材を育成し、生涯学習の拠点ともなる高等教育機

関の整備充実を図る。 

   さらに、地震対策緊急整備事業に係る小・中学校の危険校舎の

改築については、特にその推進を図る。 

 ロ 文化施設 

   優れた美術、音楽、演劇等の鑑賞機会の充実などを図るととも

に、文化施設等の整備を図る。 

 

(8) その他の施設 

 イ 社会福祉施設 

   少子･高齢社会の到来等に伴う福祉需要の増大に対処するため、

特別養護老人ホーム等の老人福祉施設、児童福祉施設、飯田市身

体障害者デイサービスセンター（仮称）（飯田市）等の障害者福祉

施設など各種社会福祉施設の整備充実を図る。 
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 ロ 介護老人保健施設 

   要介護老人の多様なニーズに対応しつつ、心身の自立を支援し、

家庭への復帰を目指すため、介護老人保健施設の整備を図る。 

 ハ 医療施設 

   伊那中央病院（伊那市）の建設など医療施設、設備の整備・充

実と救急医療の充実を図る。 

 ニ 職業訓練施設 

   労働力の技術力向上と労働者の雇用の安定を図るとともに、地

域産業の進展に寄与するため、職業能力開発校の整備充実を推進

する。 

 ホ 農林業経営基盤 

   農林業の効率化や農山村地域の振興と生活環境の改善を図るた

め、土地基盤整備等を推進するとともに、農道や林道の整備を推

進する。 

 

９ 環境の保全に関する事項 

 豊かな自然に恵まれ、「さわやか」「ふるさと」などのイメージで形

容されることも多い長野県であるが、近年、都市部を中心に、自然環

境の健全性の低下、都市･生活型公害の進行、化学物質による環境リス

クの増大、廃棄物の増加と多様化などの諸問題が課題となっている。

一方で、快適な環境を求めるニーズ、貴重な水源地を擁する上流県と

しての役割、地球環境保全への貢献、環境教育の必要性などがますま

す高まっている。 

 長野県環境基本条例（平成８年３月制定）では、すべてのものの参

加と連携の下、自然と人とが共生し、環境への負荷の少ない持続的に

発展することができる郷土を築くことをめざしている。同条例に基づ

き策定された長野県環境基本計画に沿い、次の６つの環境の姿の実現

をめざし、環境の保全に関する各種施策を総合的かつ計画的に推進す

る。 

 

(1) 自然と人が共に生きる郷土 

・原生的な自然から、身近にある雑木林や水辺まで、多様な自然環

境を地域の特性に応じて体系的に保護･保全する。 

・野生動植物の生息･生育環境を保全し、生物の多様性を確保する。 

・県民一人ひとりが信州の豊かな自然にふれあえるよう、自然を体
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験できる施設の整備などを進める。 

 

(2) 良好な環境水準と循環の仕組みに支えられた郷土 

・水、大気、土壌及び騒音について環境基準の達成･維持を図る。 

・人や生態系に有害な影響を及ぼすおそれのある化学物質の適正な

管理と排出抑制を図る。 

・水源地域の保全を一層進め、安全でおいしい水を確保するととも

に、水源のかん養など森林の持つ公益的機能の維持･増進を図る。 

・廃棄物の発生抑制（リデュース）や再使用（リユース）･リサイク

ル、適正処理を進め、天然資源の消費を抑制し、循環型社会の形

成をめざす。 

・省エネルギー型社会を実現する。 

・あらゆる産業分野における環境への配慮を促進する。 

 

(3) うるおいとやすらぎに満ちた快適な郷土 

・自然を身近に感じ、信州らしさのある快適な生活ができるよう、

下水道や公園などの基盤の整備を進める。 

・都市や農山村相互が水辺で緑で結ばれ、豊かなふれあいができる、

うるおいとやすらぎのある快適な生活空間を創造する。 

・自然と調和した景観づくり、農村景観、歴史的･文化的景観などの

保全･継承を図る。 

 

(4) 自然を通じた豊かな交流が広がる郷土 

・ 美しく豊かな長野県の自然を通じた都市と農山村、上流域と下流

域など、人々の多様な交流を進める。 

 

(5) 世界へ発信する環境共生県ＮＡＧＡＮＯ 

・地球環境問題に地域の視点から積極的に対応するとともに、環境

に関する人材交流を進めるなどにより地球規模での環境保全に努

める。 

・環境保全に関するＮＡＧＡＮＯの取組を国内･国外へ情報発信する。 

 

(6) すべてのものの参加と連携による取組 

・家庭、学校、職場、地域等のあらゆる場において環境学習に取り

組める仕組みをつくる。 
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・環境に関して役割を分担する県民、事業者、行政がパートナーシ

ップを築くことにより、相互に連携しながら環境の保全に取り組

む。 

 

 以上のほか、基盤的施策として、環境影響評価制度の適切な運用、

必要な規制措置、環境保全に関する調査研究、監視体制の充実などを

推進する。 

 

 天竜川水系に位置する本区域にあっては、主に以下のような施策を

推進する。 

・伊那市板沢などの水源地域の森林を保全し、清浄で安全な水の確

保に努める。 

・天竜川や中小の河川において、流域の住民や企業が一体となった

環境保全活動を推進する。 

・主要河川の河岸段丘に沿って連なる緑地を連続的に保全するほか、

多自然型川づくりを推進する。 

・山岳地域における山小屋のし尿処理の適正化を促進する。 

・特色ある農業公園構想などを推進し、ふれあい体験やグリーンツ

ーリズムによる都市と農山村の交流を図る。 

・飯田市が推進している天竜峡エコバレープロジェクトなどにより、

環境と調和した産業と交流の拠点形成を図る。 

 

10 防災対策に関する事項 

 本区域は、天竜川に沿って広がる伊那盆地を中心に、東西を南アル

プスと中央アルプスに挟まれた急峻な地形であり、地すべり等の発生

しやすい地帯である。また、年雨量 2,000mm 前後の多雨地帯であり、

地形の複雑性から局地的な気象災害が発生しやすくなっている。その

上、伊那谷断層帯と呼ばれる活断層群も存在することから、内陸直下

型地震発生の危険性を内包している。 

 さらに、飯田市等は、大規模地震対策特別措置法に基づく地震防災

対策強化地域に指定されており、東海地震が発生した場合には、相当

の被害が予想される。 

 また、伊那市、飯田市等の都市部では、人口の集中や都市化の進展

に伴い、居住地域の拡大、建物の過密・高層化、危険物施設等の増加

等の傾向があり、災害発生時における被害拡大の危険性を増大させて
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いる。以上のような自然的・社会的条件を踏まえ、地域住民の生命財

産を災害から保護することを目的に、県及び市町村地域防災計画に基

づき、総合的かつ計画的に防災対策を推進する。 

 

(1) 震災対策 

 イ 都市防災化対策 

   避難路、避難地、緊急輸送道路、都市公園、河川等の都市基盤

施設の整備、老朽木造住宅密集市街地の解消等を図るための土地

区画整理事業や市街地再開発事業による市街地の整備、防災に配

慮した土地利用の誘導等により、災害に強い都市構造の形成に努

める。 

 ロ 建築物耐震化対策 

   公共建築物や避難施設等防災上重要な建築物の耐震性の確保に

努めるとともに、住宅等の一般建築物についても、耐震診断・改

修に関する知識の普及・啓発等を推進することにより、耐震性の

確保を図る。 

 ハ ライフライン施設機能確保対策 

   上下水道、電気、ガス、電話等のライフライン関連施設の耐震

性の確保を図るとともに、系統の多重化、拠点の分散、代替施設

の整備等による代替性の確保及びライフライン共同収容施設とし

ての電線共同溝等の整備に努める。 

 ニ 危険物施設安全確保対策 

   大規模貯油施設等の危険物施設の耐震性の確保、緩衝地帯の整

備等に努める。 

   

(2) 風水害対策等 

 イ 都市防災化対策 

   幹線道路等のネットワ－ク化を推進するとともに、道路情報ネ

ットワ－クシステム、道路防災対策等を通じて安全性、信頼性の

高い道路網の整備を図る。 

   また、河川においては、築堤、河床掘削等の河道の整備などの

河川改修を積極的に進めるとともに、流域の保水、遊水機能を確

保するための施設整備などと併せた総合的な治水対策を推進し、

風水害に強い都市構造の形成に努める。 

 ロ ライフライン施設機能確保対策 
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   上下水道、電気、ガス、電話等のライフライン関連施設の風水

害等に対する安全性の確保を図るとともに、系統の多重化、拠点

の分散、代替施設の整備等による代替性の確保及びライフライン

共同収容施設としての電線共同溝等の整備に努める。 

 ハ 土砂災害予防対策 

   土石流危険渓流、地すべり危険箇所、急傾斜地崩壊危険箇所及

び山地災害危険地区等における砂防設備、地すべり防止施設、急

傾斜地崩壊防止施設、山地治山及び防災林造成等の整備に努める。 

 二 雪害対策 

冬期間の安全で円滑な交通の確保を図るため、除雪、防雪対策に

努めるとともに、凍雪害の防止に係る事業を推進する。 
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７．岐阜区域都市開発区域建設計画
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１ 計画の性格

この計画は、中部圏の都市整備区域、都市開発区域及び保全区域の整備等に

関する法律に基づいて作成したもので、岐阜区域都市開発区域の開発整備の基

本構想及び施設の整備についての大綱を示したものである。

２ 計画の対象区域

計画の対象区域は、昭和43年11月14日総理府告示第43号をもって告示した岐

阜区域都市開発区域であり、関係市町村は次のとおりである（ただし、保全区

域を除く。）。

(1) 岐阜地域

岐阜市、羽島市、各務原市、羽島郡川島町、岐南町、笠松町、柳津町、本

巣郡北方町、本巣町（一部）、穂積町、巣南町、真正町、糸貫町、山県郡高

富町、伊自良村（一部）

(2) 西濃地域

大垣市、海津郡海津町、平田町、南濃町、養老郡養老町、不破郡垂井町、

関ヶ原町（一部）、安八郡神戸町、輪之内町、安八町、墨俣町、揖斐郡揖斐

川町、大野町、池田町

(3) 中濃地域

関市、美濃市、美濃加茂市、可児市、武儀郡武芸川町、加茂郡坂祝町、富

加町、川辺町、八百津町（一部）、可児郡御嵩町、兼山町

(4) 東濃地域

多治見市、中津川市（一部）、瑞浪市（一部）、恵那市（一部）、土岐市

（一部）、土岐郡笠原町

３ 計画の期間

この計画の期間は、平成13年度から平成17年度までの５箇年とする。なお、

計画は、今後の社会、経済情勢の変化に応じて弾力的な運用を図るものとする。

４ 整備及び開発の基本構想

４-1．区域全体の整備及び開発の基本方向

(1) 区域全体の現状

ア 自然

本区域は太平洋ベルト地帯の中央に位置し、伊勢湾臨海部の背後にある

独自性を有する諸都市が連携しながら発展してきた。大部分が平地又は丘

陵地、台地からなり、温暖な気候、木曽三川（木曽川、長良川、揖斐川）
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の豊富な水資源等、豊かな自然や優れた文化・歴史等の地域資源に恵まれ

ている。

イ 人口

本区域の人口は、平成12年には1,760千人となっており、平成７年より1

4千人（0.8％）増加した（平成12年国勢調査（一部地域の市町村分につい

ては推計値））。

年齢３区分別の状況を平成７年と平成11年で比較すると、老年人口は41

千人（16.3％）増加しているが、生産年齢人口は２千人（0.2％）、年少人

口も15千人（5.0％）減少している（平成７～11年岐阜県人口動態統計調

査）。

また、人口の動きを社会動態でみると、昭和63年以来転入超過であった

のが、平成10年に転出超過に転じ、平成11年は２千人（0.1％）と２年連続

して転出超過となった（平成10～11年岐阜県人口動態統計調査）。

ウ 産業

本区域の面積は県全体の19.4％にすぎないが、県全体の人口の84.6％

（平成12年国勢調査）、製造品出荷額等の90.0％（平成11年工業統計調

査）、農業粗生産額の66.7％（平成11年生産農業所得統計）を占めており、

本県の経済の中心となっている。しかし、本区域の主要産業である繊維工

業や繊維製品製造業、電気機械器具製造業、陶磁器産業などの製造品出荷

額等は全般的に停滞している。一方、区域内の一部には、マルチメディア、

ＶＲ（仮想現実）、先端メカトロ等ハイテク産業の集積が進んでいる。

エ 交通・情報通信基盤

本区域は、東海道新幹線、東海道本線、高山本線、中央本線をはじめと

する鉄道網及び高規格幹線道路である名神高速道路、中央自動車道、東海

北陸自動車道や一般国道19号、21号、22号、41号の道路網などの交通条件

に恵まれている。

情報通信基盤では、ＩＴ関連産業の集積地等の各「情場」間の連携交流

やＩＴの導入・活用による既存産業の高度化・高付加価値化を推進するた

め、道路空間、河川、下水道網を利用した光ファイバーネットワークの整

備などによる岐阜情報スーパーハイウェイの構築が進んでいる。

オ その他

消費者ニーズの多様化等により、鵜飼見物客の減少など本区域の既存観

光は衰退気味である。しかし、環境共生型自然公園の河川環境楽園や花フ

ェスタ記念公園、セラミックパークＭＩＮＯ（通称オリベスクエア）等の

新しい交流施設が整備されつつある。これらを舞台に、「2005年日本国際
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博覧会」に向けて、「飛騨美濃体験博21」の推進など交流人口の増加を目

指した取り組みが行われている。

本区域の観光客の動向をみると、日帰観光客数は平成10年が前年比1.3％、

平成11年が7.5％増加している（平成９～11年岐阜県観光リクリエーション

動態調査）。しかし、最近の景気低迷の影響もあり、宿泊客数は平成10年

が前年比0.2％減、平成11年が0.6％増と低迷しており、観光消費額は平成

10年が前年比13.5％、平成11年が10.5％減少している（平成９～11年岐阜

県観光リクリエーション動態調査（観光消費額については延べ観光客数と

１人当たり観光消費額による推計））。

また、特に本区域の中濃地域及び東濃地域の一部の地域は、日本のまん

真ん中に位置するだけでなく、広域交通基盤や豊富な自然・文化・歴史等

の優れた地域資源などに恵まれており、国会等移転審議会の答申において

も「岐阜・愛知地域」として首都機能移転先候補地に選定されている。

(2) 区域全体の課題

ア 既存産業の高度化・高付加価値化と新産業の創出・育成

本区域の主要産業は停滞しており、本区域が今後も県の経済の中心とし

て一層発展していくためには、21世紀のリーディング産業であるＩＴ関連

産業の集積やＩＴの導入・活用及びデザイン力の向上などによる既存産業

の高度化・高付加価値化が必要である。その他、先端科学技術や研究開発

機関の集積を活かしたベンチャー企業等、ハイテク企業の創出・育成が必

要である。

イ 交流人口の増加と雇用の場の創出

新しい交流施設の整備やイベントの開催等により、交流人口は順調に増

加しているものの、宿泊客の減少、観光消費額の減少等様々な課題がある。

また、少子高齢化時代において、若者の県外流出を抑制するためには、

魅力ある雇用の場の創出が必要である。

ウ 魅力ある交流空間の形成

住民が快適で安心して暮らしていくためには、本区域の豊富な自然・文

化・歴史等の地域資源を活用し、人々が集い、語らい、楽しむ魅力的な交

流空間の形成や福祉・健康の拠点施設を活用した健康で安心して暮らせる

地域づくりが必要である。

エ 交通・情報通信基盤整備

本区域は、高規格幹線道路、鉄道等の交通条件に比較的恵まれているが、

交流産業等を一層振興していくためには、飛騨地域はもちろん、名古屋市
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を中心とする都市整備区域や三重県、滋賀県等の近畿圏、福井県、富山県

等の北陸地域等、各地域との交流連携の強化が重要であり、総合交通体系

の一層の整備が必要である。

また、21世紀の高度情報通信社会に対応し、ＩＴの導入・活用などによ

る既存産業の高付加価値化、生活のインテリジェント化を進めるためには、

世界、日本国内全地域と瞬時にネットワークができる大容量通信が可能な

高速通信網の構築等、情報通信基盤の整備が必要である。

(3) 区域全体の整備及び開発の基本方向

ア 産業振興

(ｱ) スイートバレー構想の推進

岐阜県では情報通信・マルチメディア分野の研究開発型企業の集積を

目指すソフトピアジャパン・プロジェクトや、ＶＲ関連産業等の集積を

めざすテクノプラザ・プロジェクト等による「スイートバレー構想」を

推進している。

本構想は、本区域の大部分を占める県南部の濃尾平野を流れる木曽三

川（木曽川、長良川、揖斐川）を中心とした地域に、現在集積している

ソフトピアジャパン、テクノプラザなどの研究開発拠点、ハイテク産業、

教育施設や商業複合施設などの資源を結集して、ＩＴ関連企業、コンテ

ンツビジネスの一大集積地を形成し、情報社会において世界に誇る情報

価値生産の場としての「情場」づくりをめざすものである。

構想実現のため、ソフトピアジャパンやテクノプラザ等へのＩＴ関連

研究機関、産業の一層の集積を図るほか、国際情報科学芸術アカデミー

や情報科学芸術大学院大学、全国マルチメディア専門研修センター、ア

ネックス・テクノ２の活用等によるＩＴ関連の人材育成を推進する。ま

た、ＣＡＤ／ＣＡＭ（Computer Aided Design & Manufacturing：コンピ

ュータ支援設計・制作）及び建設ＣＡＬＳ／ＥＣ（Commerce At Light

Speed / Electronic Commerce：「光速での商取引」として文書、設計デ

ータ、帳票類の書式などにも標準規格を定めて業務の効率化を図るこ

と）などのＩＴの導入・活用により、既存産業の生産性や経営効率を向

上させ、高度化・高付加価値化を推進する。

(ｲ) 先端技術産業及び研究機関の集積と新産業の創出・育成

経済のグローバル化やＩＴの進展によって、企業ニーズは大きく変化

しており、これからの産業集積のためには、周辺地域の研究開発拠点や

教育施設、ハイテク産業等の連携を可能とする基盤が整備され、さらに
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は、自然環境面においても恵まれた付加価値のある産業団地が求められ

ている。

そのため、東濃研究学園都市等において、極限環境科学（超高温、超

高圧、超伝導、無重量等）をテーマとした世界的水準の先端的研究機関

の集積を図り、産学官・異業種・異分野の共同研究、地元企業への先端

科学技術の移転等を推進する。また、関テクノハイランド、美濃テクノ

パーク、瑞浪テクノパーク（仮称）等の整備により、各地域の資源や特

徴を活かした先端技術産業の集積を図り、既存産業の高度化・高付加価

値化を推進する。

本区域は日本の中央に位置し、太平洋と日本海を結ぶ日本横断軸、関

東圏と関西圏を結ぶ日本縦断軸が交差するクロスポイントであり、新高

速三道（東海北陸自動車道、中部縦貫自動車道、東海環状自動車道）や

第二東名・名神高速道路の開通、中部国際空港の開港等、広域的高速ネ

ットワークの中心となるポテンシャルを持っている。この地の利を活か

し、中濃広域物流拠点（仮称）など新たな物流拠点の整備により物流産

業の立地促進を図る。

さらに、バイオ、新素材をはじめとする先端技術を活用したハイテク

企業や研究開発型企業の創出・育成を図るとともに、ベンチャー企業の

創出・育成に適した環境づくりをめざす「エンタープライズ岐阜」体制

による総合的支援を推進する。

(ｳ) デザイン産業の振興

デザインは、繊維製品、陶磁器等の地場産業をはじめ、あらゆる産業

分野において、付加価値を高めるための重要な要素であり、消費者の感

性やライフスタイルの多様化に対応し、既存産業のデザイン力を高めて

いくことが必要である。

そのため、海外のデザイン先進地のデザイナー、アーティスト、企業

等と県内企業とのビジネス提携や協働、国内外の工房との協働によるブ

ランド開発等の促進を目的とした「ワールドデザインシティ・ＧＩＦＵ

（アクティブＧ）」の工房の活用や、デザイン関係で働く人々の再教育

の場としての「ワールドデザインアカデミー」の設立等により、デザイ

ン産業の振興を図る。

(ｴ) 交流産業の振興

2005年の中部国際空港の開港、「2005年日本国際博覧会」の開催は、

本区域の交流産業の飛躍的な発展、交流人口の増加や魅力ある雇用の場

を創出するための絶好の機会である。そのため、「2005年日本国際博覧
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会」のテーマに合わせ、豊かな自然環境を活かした「岐阜県まるごと環

境パビリオン」構想を推進するほか、産業・文化・歴史等の地域資源を

活用し、国内外からたくさんの人が本県を訪れるような魅力あふれる交

流施設の整備やイベント等の開催により、交流産業の一層の振興を図る。

イ 生活空間づくり

(ｱ) 魅力ある交流空間と都市機能の形成

「情場」づくりのためには、ＩＴ関連産業の振興のみならず頭脳労働

者が憩い、快適に生活することができる魅力あふれる交流空間の形成が

必要であるため、豊富な自然・文化・歴史等の地域資源を活用した世界

淡水魚園、平成記念公園、花フェスタ記念公園、百年公園、セラミック

パークＭＩＮＯ（通称オリベスクエア）等の整備や世界イベント村ぎふ

の運営充実、イベント・コンベンションの誘致等を推進する。

また、県立岐阜病院の再整備や県立看護大学、健康科学センター等の

活用により、健康で安心して暮らせる地域づくりを推進する。

さらに、東海環状自動車道の整備や中央新幹線の調査等の高速交通網

の整備の進展による大都市圏との連携の優位性や、首都機能移転先候補

地に選定された優位性を活かし、人々が健康で安心して働き、暮らせる

21世紀型新都市構想の検討を進める。

ウ 交通・情報通信基盤

(ｱ) 総合交通体系の整備

岐阜県では、鉄道、新高速三道（東海北陸自動車道、中部縦貫自動車

道、東海環状自動車道）、ヘリポート等の整備により、「全国どこでも

半日交通圏構想」、県内の各中心都市と概ね１時間で県中央部の東海環

状自動車道の美濃・関ジャンクション付近を結ぶ「県土一時間交通圏構

想」、最寄りのインターチェンジと市町村役場を概ね30分で結ぶ「高速

インターチェンジアクセス30分交通圏構想」、地域の中心都市と周辺市

町村役場を概ね30分で結ぶ「地域中心都市30分交通圏構想」等の各構想

の実現をめざしている。

本区域においても「情場」づくりのためのＩＴ関連産業の集積地間に

おけるネットワークの強化や、東西に広がる本区域の一体感の形成等の

ため、これらの構想の実現を図る。そのため、東海環状自動車道をはじ

めとする高規格幹線道路、濃飛横断自動車道や岐阜南部横断ハイウェイ

等の地域高規格道路及び一般国道等の道路交通網の整備を推進する。
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また、中部圏における国際航空ネットワークの拠点となる中部国際空

港の整備に対応し、東海北陸自動車道、東海環状自動車道をはじめとす

る広域的で利便性の高い道路、鉄道によるアクセスの整備を推進する。

さらに、区域の鉄道網については、区域内外の連携を強化し、主要都

市間の高速輸送手段としての機能等を充実させ、沿線都市の発展を図る。

そのため、地形・地質等の調査が進められている中央新幹線について、

今後の経済・社会の動向、東海道新幹線の輸送状況及び整備新幹線の整

備状況等を踏まえ、検討を進めるほか、超電導磁気浮上式鉄道の実用化

に向けた技術開発の状況や大深度地下利用に関する技術開発等の状況を

踏まえ、検討を進める。また、鉄道機能の強化を図るため、新幹線と在

来線との直通運転を可能とする軌間可変電車（フリーゲージトレイン）

の導入などについて検討を進める。

(ｲ) 情報通信基盤の整備

ＩＴ関連産業の集積地等の各「情場」間の連携交流やＩＴ導入・活用

などによる既存産業の高度化・高付加価値化を進めるため、道路空間、

河川、下水道網を利用した光ファイバーネットワークの整備などによる

岐阜情報スーパーハイウェイの構築を推進するとともに、ＣＡＴＶ網の

整備活用等の検討を進める。また、三重県英虞湾より日本に陸揚げされ

る超高速・大容量海底ケーブルと接続し、テラビット級の大容量ネット

ワークの構築を可能とする東海環状自動車道等における情報通信基盤の

整備の検討を進める。

４-2．各地域の整備及び開発の基本方向

各地域の整備及び開発の基本構想は、次のとおりである。

４-2-1．岐阜地域

(1) 岐阜地域の現状

ア 自然

木曽川、長良川、揖斐川の美しい三大河川を有し、広大な平野、水資源

に恵まれた地域である。

イ 人口

本区域の人口は、平成12年には781千人となっており、平成７年より３千

人（0.4％）増加した（平成12年国勢調査（一部地域の市町村分については

推計値））。

年齢３区分別の状況を平成７年と平成11年で比較すると、老年人口は18

千人（17.5％）増加しているが、生産年齢人口は４千人（0.7％）、年少人
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口も４千人（5.0％）減少している（平成７～11年岐阜県人口動態統計調

査）。

また、本地域には県全体の37.2％（平成12年国勢調査（一部地域の市町

村分については推計値））の人口が集中しているが、市町村別に人口の動

きを平成７年と平成11年で比較すると、本地域の中心的都市である岐阜市

で減少（1.1％減）する一方、周辺の川島町、柳津町、巣南町、真正町では、

７％以上増加しており、人口のドーナツ化現象がみられる（平成７～11年

岐阜県人口動態統計調査）。

ウ 産業

本地域の産業別就業者（従業地）人口構成比は、第１次産業が3.1％、第

２次産業が35.0％、第３次産業が61.9％となっており、第３次産業の構成

比が県全体（53.9％）に比べて高い（平成７年国勢調査）。また、本地域

は商業施設が集積しており、近年は郊外型大規模商業施設の進出が見られ

る一方、中心市街地は停滞している。

また、本地域の製造品出荷額等を、平成６年と平成11年で比較すると、

13.6％減少している（平成６～11年工業統計調査）。業種別にみると、繊

維工業が39.5％、繊維製品製造業が33.5％減少しており、本地域の中心的

地場産業であるアパレル関連産業の減少が著しい。このため、地元企業に

おいては、製品の付加価値を高めるためファッションセミナーの開催など

デザイン等の人材育成やオリジナルデザインの製品開発などに取り組んで

いる。

エ 交通・情報通信基盤

本地域は、道路網、鉄道網が発達しており、名神高速道路岐阜羽島イン

ターチェンジ、東海北陸自動車道岐阜各務原インターチェンジ、東海道新

幹線岐阜羽島駅を有するなど、関東圏と関西圏を結ぶ交通の要衝となって

いる。反面、都市周辺部を中心に交通渋滞が多発している。

情報通信基盤では、道路空間、河川を利用した光ファイバーネットワー

クの整備などによる岐阜情報スーパーハイウェイの構築が進んでいる。

オ その他

本地域は、長良川の鵜飼い、真桑文楽など全国的に知られる伝統文化が

受け継がれているとともに、長良川・金華山、河川環境楽園など都市の中

の自然を利用した公園や世界イベント村ぎふなどのスポーツ・文化の拠点

が整備されている。また、岐阜大学、岐阜薬科大学、生産情報技術研究所

など学術・研究の拠点が集積しており、産学官の連携が進められている。

このほか県立看護大学や健康科学センターなど、都市部を中心に福祉・健
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康分野の機能が集積している。

(2) 岐阜地域の課題

ア 既存産業の高度化・高付加価値化と新産業の創出・育成

激化する国際競争、地域間競争に打ち勝つためには、デザイン力の向上に

よる付加価値の高い地場製品の開発・販売、集積している研究開発ポテン

シャルを活かしたＩＴ等の新産業の創出・育成が必要である。

イ 県都にふさわしい都市機能の充実

県都岐阜市を中心とした県全体の中枢的、主導的な役割を担う地域とし

ての求心力を回復するためには、地域の特性を活かした魅力ある都市機能

の充実が必要である。

ウ 総合的な福祉の推進

住民が健康で安心して暮らせる地域づくりのためには、福祉・健康分野

の機能集積を活かした住民のための総合的な福祉の推進が必要である。

エ 交通・情報通信基盤整備

地域内の円滑な交通ネットワークを確保し、広域的なネットワークを形

成するためには、交通・情報通信基盤の整備が必要である。

(3) 岐阜地域の基本方向

ア 産業振興

(ｱ) デザイン文化の形成と情報発信

ワールドデザインシティ・ＧＩＦＵ（アクティブＧ）の工房やワール

ドデザイン・アカデミーの活用、ワールドデザインフォーラム構想の推

進等によりデザイン力を高める人材育成や研究開発を進め、ファッショ

ン産業等の地場製品の高付加価値化を図る。また、岐阜駅高架下のレッ

プマート等の活用などにより、販売力の強化や内外への情報発信を推進

する。

(ｲ) 拠点を活かした新産業の創出・育成

産学官の共同研究の推進、テクノプラザのアネックス・テクノ２の活

用や「エンタープライズ岐阜」体制による総合的支援などにより、ＩＴ

等の新産業の創出、ベンチャー企業の育成を推進する。

イ 生活空間づくり

(ｱ) 魅力ある都市の形成

ワールドデザインシティ・ＧＩＦＵ（アクティブＧ）の機能の充実や

岐阜駅周辺の開発整備等による中心市街地の活性化、世界イベント村ぎ
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ふの運営充実、世界淡水魚園の整備などにより、県都圏にふさわしい都

市機能の充実を推進する。

(ｲ) 福祉・健康の拠点を生かしたまちづくり

県立岐阜病院の再整備や県立看護大学、健康科学センターなどの拠点

の活用等により、健康で安心して暮らせるまちづくりを推進する。

ウ 交通・情報通信基盤整備

(ｱ) 県都創造圏の交通・情報通信基盤づくり

東海環状自動車道、岐阜南部横断ハイウェイ等の道路交通網の整備を

推進する。また、道路空間、河川、下水道網を利用した光ファイバーネ

ットワークの整備などによる岐阜情報スーパーハイウェイの構築を推進

するとともに、ＣＡＴＶ網の整備活用等の検討を進める。さらに、三重

県英虞湾より日本に陸揚げされる超高速・大容量海底ケーブルと接続し、

テラビット級の大容量ネットワークの構築を可能とする東海環状自動車

道等における情報通信基盤の整備の検討を進める。

４-2-2．西濃地域

(1) 西濃地域の現状

ア 自然

本地域は自然公園、森林などの多様な自然資源が分布しており、平野部

は、木曽川、長良川、揖斐川の木曽三川が合流する全国有数の水郷地帯を

形成し、県下でも主要な穀倉地帯となっている。

イ 人口

本区域の人口は、平成12年には377千人となっており、平成７年より１千

人（0.3％）増加した（平成12年国勢調査（一部地域の市町分については推

計値））。

年齢３区分別の状況を平成７年と平成11年で比較すると、老年人口は

８千人（14.8％）増加しているが、生産年齢人口は0.2千人（0.1％）、年

少人口も４千人（5.9％）減少している。特に年少人口では池田町（2.2％

増）を除いて、全ての市町村において減少している（平成７～11年岐阜県

人口動態統計調査）。

ウ 産業

本地域の産業別就業者（従業地）人口構成比は、第１次産業が5.3％、第

２次産業が47.3％、第３次産業が47.4％となっており、第２次産業の構成

比が、県全体（41.4％）に比べて高く、製造業中心の産業構造となってい

る（平成７年国勢調査）。一方、情報通信分野において、大垣市にソフト
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ピアジャパンセンターやソフトピアジャパン・ドリーム・コア（国際イン

キュベートセンター＆全国マルチメディア専門研修センター）、大垣市情

報工房、国際情報科学芸術アカデミーが整備されているほか、情報科学芸

術大学院大学やワークショップ24（仮称）などの整備も進んでおり、「ス

イートバレー構想」の中核拠点が形成されつつある。今後はＩＴ関連産業

の集積が進み、第３次産業の就業者数の増加が見込まれる。

また、本地域の製造品出荷額等を、平成６年と平成11年で比較すると、

1.0％減少している。業種別にみると、電気機械器具製造業では、県内で最

も伸び率が高い大垣市（109.9％増）を中心に35.9％増加している一方、窯

業土石製品製造業では、県全体（21.0％減）に比べて、29.3％と大幅に減

少しており、繊維工業でも19.1％、繊維製品製造業でも40.7％減少してい

る（平成６～11年工業統計調査）。

本県の穀倉地帯である本地域の農業粗生産額は県全体の20.6％（平成11

年生産農業所得統計）を占めているが、平成６年から平成11年までの伸び

率は27.1％減と、県平均（18.5％減）を大きく下回り、岐阜区域内の他の

地域と比べても著しく減少している（平成６～11年生産農業所得統計）。

エ 交通・情報通信基盤

東西に名神高速道路、一般国道21号、東海道新幹線、東海道本線が横断

し、南北には一般国道258号、417号、近鉄養老線が縦断して基幹交通網を

形成している。

情報通信基盤では、道路空間、河川、下水道網を利用した光ファイバー

ネットワークの整備などによる岐阜情報スーパーハイウェイの構築が進ん

でいる。

オ その他

豊かな自然条件を活かして、長良川国際トライアスロンや木曽三川レガ

ッタ、スカイスポーツなど特色あるスポーツ活動が盛んである。また、関

ヶ原古戦場をはじめ、歴史・文化等の地域資源が豊富である。

(2) 西濃地域の課題

ア 情報先進圏域の形成

激化する国際競争、地域間競争に対応し、地域の経済活力を生み出すた

めには、ＩＴ関連産業の育成・集積、ＩＴの導入・活用による既存産業の

高度化・高付加価値化が必要である。また、日常生活の利便性を向上させ、

多様で個性的な魅力あるライフスタイルを創出するため、住民生活、産業、

行政の情報化が必要である。
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イ 創造性を育む環境づくりと交流産業の振興

ＩＴ関連産業を中心とした頭脳労働型社会において、情報価値の生産を

促進するためには、「健脳（脳を健やかにする）産業」等の新産業の創出

・育成等による創造性を育む環境づくりが必要である。

また、交流人口の増加のためには、自然・歴史・文化等の地域資源を活

用した交流産業の振興や魅力ある中心市街地の活性化が必要である。

ウ 健康で安心して暮らせる地域づくり

生涯を通じて健康で安心して暮らせる地域づくりを推進するためには、

多様な地域資源の活用や特色あるスポーツ活動の振興が必要である。

エ 交通・情報通信基盤整備

「スイートバレー構想」の一層の推進のためには、ＩＴ関連産業集積地

間の連携、地域内外の交流の活性化が重要であり、集積地間や地域内外を

結ぶ交通・情報通信基盤の整備が必要である。

(3) 西濃地域の基本方向

ア 産業振興

(ｱ) 情報社会版新産業都市の形成

「スイートバレー構想」の中核的地域として、ＩＴ関連産業の育成・

集積を図るとともに、ＩＴの導入・活用などによる既存産業の高度化・

高付加価値化を推進する。また、情報格差のない地域づくりを進め、住

民が利便性の高い生活を享受できる「情報文化創造圏」の形成を推進す

る。

(ｲ) 創造性誘発環境の整備と交流産業の振興

健脳食品の研究開発・ブランド化など頭脳労働型社会を支える「健脳

（脳を健やかにする）産業」等の新産業の創出・育成などにより、創造

性誘発環境の整備を推進する。また、豊かな自然・歴史・文化等の地域

資源を活用した交流産業の振興やＴＭＯ（タウンマネジメント機関）に

おける事業展開等により、中心市街地の活性化を推進する。

イ 生活空間づくり

(ｱ) バリアフリー社会、ベターライフ社会の実現

少子高齢化の進展に対応したバリアフリー社会、ベターライフ社会を

実現するため、遠隔医療システム、遠隔教育システム、ＩＣカードシス

テム、デジタルアーカイブ構想など、住民生活等の情報化を推進すると

ともに、ソフトピアジャパンセンターの福祉メディアステーション等の

積極的な活用を推進する。
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(ｲ) 生涯健康の里づくり

水や緑（森林）を活かした交流空間の形成やスポーツ・健康をテーマ

とした生涯健康の拠点施設の整備など、豊かな自然との共生、スポーツ

文化の振興等を通じた「生涯健康の里づくり」を推進する。

ウ 交通・情報通信基盤整備

(ｱ) 情報社会版新産業都市の基盤づくり

地域内外の交流を図るため、東海環状自動車道、中部国際空港へのア

クセス道路、岐阜南部横断ハイウェイ等の道路交通網の整備を推進する。

また、道路空間、河川、下水道網を利用した光ファイバーネットワーク

の整備などによる岐阜情報スーパーハイウェイの構築を推進するととも

に、ＣＡＴＶ網の整備活用等の検討を進める。さらに、三重県英虞湾よ

り日本に陸揚げされる超高速・大容量海底ケーブルと接続し、テラビッ

ト級の大容量ネットワークの構築を可能とする東海環状自動車道等にお

ける情報通信基盤の整備の検討を進める。

４-2-3．中濃地域

(1) 中濃地域の現状

ア 自然

県のほぼ中央に位置するこの地域は、木曽川とその支流である飛騨川、

長良川とその支流である津保川、板取川、武儀川の流域に属し、川の流れ

に沿って自然豊かな丘陵地や濃尾平野が広がり、清流と豊かな緑に恵まれ

た自然環境を有している。

イ 人口

本区域の人口は、平成12年には305千人となっており、平成７年より９千

人（3.2％）増加した（平成12年国勢調査（一部地域の市町分については推

計値））。

年齢３区分別の状況を平成７年と平成11年で比較すると、生産年齢人口

は５千人（2.3％）、老年人口は７千人（15.1％）増加しているが、年少人

口は３千人（6.4％）減少している（平成７～11年岐阜県人口動態統計調

査）。

市町別に人口の動きを平成７年と平成11年で比較すると、関市、美濃加

茂市、可児市において人口増加が見られ、本地域の増加率は、本区域の地

域の中で最も高い伸びを示している。しかし、本区域内の他の地域と同様

に少子高齢化の傾向にあり、平成７年と平成11年を比較した年少人口の減

少率が10％を越える市町も多く、本地域全体の減少率6.4％は、本区域の地



14

域の中で最も高い減少率となっている（平成７～11年岐阜県人口動態統計

調査）。

ウ 産業

本地域の産業別就業者（従業地）人口構成比は、第１次産業が4.2％、第

２次産業が50.6％、第３次産業が45.2％となっており、県全体（41.4％）

に比べて第２次産業の構成比が高く、逆に第３次産業の構成比は県全体

（53.9％）に比べて低い、製造業中心の産業構造となっている（平成７年

国勢調査）。

また、本地域の製造品出荷額等を、平成６年と平成11年で比較すると、

関市や美濃市、美濃加茂市における企業立地の進展などにより、11.3％増

と本区域で唯一増加している。業種別に見ると、電気機械器具製造業では

美濃加茂市（73.7％増）や美濃市（98.9％増）等を中心に51.3％増加して

おり、繊維工業でも関市（1,681.0％増）の大幅な増加により163.4％増加

している（平成６～11年工業統計調査）。

さらに、本地域は関の刃物や美濃和紙といった伝統的地場産業や、奥美

濃古地鶏や長良杉といった農林水産業による特産品が豊富であるほか、関

工業団地や可児工業団地等の整備により、先端メカトロなどの先端科学技

術産業も集積している。

エ 交通・情報通信基盤

本地域は古くから長良川流域と木曽川流域に分断されてきたが、道路や

鉄道など交通網の整備が進み、地域内のアクセスが向上している。さらに

は東海北陸自動車道やインターチェンジアクセス道路の整備が進展すると

ともに、今後、東海北陸自動車道と東海環状自動車道が、この地域で接続

するなど、県内はもとより、名古屋圏や関西圏とのアクセスも向上するこ

ととなる。

情報通信基盤では、道路空間、河川を利用した光ファイバーネットワー

クの整備などによる岐阜情報スーパーハイウェイの構築が進んでいる。

オ その他

本地域は花フェスタ記念公園などの個性ある多様な公園が多く分布して

おり、人と人、人と自然が優れた環境の下でふれあい、精神的な豊かさを

得ることができる文化的土壌に恵まれている。さらに、ささゆりクリーン

パークの整備や中濃地域広域行政事務組合の新焼却溶融炉等の整備など、

ごみの減量化や廃棄物の再利用など環境問題に対する先駆的な取り組みも

実施されている。

また、本地域の一部地域は、国会等移転審議会の答申において「岐阜・
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愛知地域」として首都機能移転先候補地の一つに選定されている。

(2) 中濃地域の課題

ア 物流産業の育成と交流産業の振興

日本まん真ん中の交流結節点としての地の利を活かした、物流産業の育

成や交流産業の振興を図ることが必要である。

また、先端メカトロなどの先端科学技術の集積を活かした新産業の育成

や雇用の場の創出、激化する地域間競争に打ち勝ち、経済活力を生み出す

ため、ＩＴの導入・活用による既存産業の高度化・高付加価値化が必要で

ある。

イ 魅力ある交流空間の形成

交流人口の増加を図るため、また住民が快適に暮らせる地域づくりのた

めには、本地域の特色である美しい自然、豊かな文化、個性ある多様な公

園等を活かした、人々が集い、憩うことのできる魅力あふれる交流空間を

形成することが必要である。

ウ 環境先進圏の形成

住民が快適で安心して暮らせる地域づくりのためには、廃棄物の再利用

などの先駆的取り組みを活かし、環境に配慮したモデル地域を形成するこ

とが必要である。

エ 交通・情報通信基盤整備

地域の一体性及び交通結節点としての地の利をさらに高めるためには、

交通・情報通信基盤の整備が必要である。

(3) 中濃地域の基本方向

ア 産業振興

(ｱ) 日本中央ハイテク産業・物流基地構想の推進

地域内外の交流拡大により地域を活性化するため、関テクノハイラン

ド（公共用ヘリポート付き工業団地）や中濃広域物流拠点（仮称）等の

整備によりハイテク産業や地の利を活かした物流産業の育成を推進する。

(ｲ) 交流産業の振興

日本まん真ん中の地の利や本地域の有する伝統産業、特産品を活かし

たテーマ別産業観光ルートの確立や交流の舞台となる花フェスタ記念公

園、平成記念公園等の整備など広域的な連携のもと交流産業の振興を図

る。

(ｳ) 先端科学技術を活かした新産業の創出と既存産業の活性化
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先端メカトロ産業の立地を活かし、関テクノハイランド（公共用ヘリ

ポート付き工業団地）等により、ハイテク産業の一層の集積を推進する。

また、（財）岐阜県国際バイオ研究所や岐阜県生物産業技術研究所など

の機能強化により、バイオテクノロジー等の研究開発を推進し、新産業

の創出を図るとともに、ＩＴの導入・活用等により、既存産業の高度化

・高付加価値化を図る。

イ 生活空間づくり

(ｱ) 魅力あふれる交流空間の形成

公園文化を活かした魅力あふれるアメニティ空間の形成を推進する。

また、駅周辺の景観整備、ふるさとの川整備による親水公園の整備など

魅力ある中心市街地の形成を推進する。

(ｲ) 環境に配慮したモデル圏の形成

ささゆりクリーンパークの活用によるリデュース（廃棄物の発生抑

制）、リユース（再利用）、リサイクル（再生利用）の推進、環境産業

育成研究会による環境産業の発掘・育成、県立森林文化アカデミーにお

ける人材育成、水辺のビオトープ化による良好な自然環境の創出などを

通じて環境に配慮したモデル圏の形成を推進する。

ウ 交通・情報通信基盤整備

(ｱ) まん真ん中の活動基盤づくり

地域の一体性をさらに高めるため地域内交通網の整備を推進するとと

もに、地域外との交流連携を一層強化するため、東海環状自動車道、東

海北陸自動車道、濃飛横断自動車道、岐阜南部横断ハイウェイ等の道路

交通網の整備を推進する。

なお、高規格道路の結節点を活用した地域振興を促進するため、ＥＴＣ

の活用なども含めた追加インターチェンジの設置について検討を進める。

また、道路空間、河川、下水道網を利用した光ファイバーネットワー

クの整備などによる岐阜情報スーパーハイウェイの構築を推進するとと

もに、可児市における先進的情報通信システムモデル都市としての公共

施設と一般家庭をＣＡＴＶ－ＬＡＮによって結ぶ地域マルチメディアネ

ットワークの活用を推進する。さらに、三重県英虞湾より日本に陸揚げ

される超高速・大容量海底ケーブルと接続し、テラビット級の大容量ネ

ットワークの構築を可能とする東海環状自動車道等における情報通信基

盤の整備の検討を進める。
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４-2-4．東濃地域

(1) 東濃地域の現状

ア 自然

本地域は、なだらかな丘陵地帯の中を木曽川、土岐川等が東西に貫流す

る山紫水明の地である。また、古くから人々の暮らしと関わり合いの深か

った里山も多い。

イ 人口

本区域の人口は、平成12年には297千人となっており、平成７年より１千

人（0.2％）増加した（平成12年国勢調査（一部地域の市町分については推

計値））。

年齢３区分別の状況を平成７年と平成11年で比較すると、老年人口は８

千人（16.4％）増加しているが、生産年齢人口は３千人（1.2％）、年少人

口も３千人（6.0％）減少している（平成７～11年岐阜県人口動態統計調

査）。

市町別に人口の動きを平成７年と平成11年で比較すると、多治見市（2.

8％増）を除いて、全ての市町が減少もしくは１％未満の増加にとどまって

いる。また、生産年齢人口を平成７年と平成11年で比較すると多治見市

（2.3％増）を除いて、全ての市町において減少している（平成７～11年岐

阜県人口動態統計調査）。

ウ 産業

本地域の産業別就業者（従業地）人口構成比は、第１次産業が2.5％、第

２次産業が44.5％、第３次産業が53.0％となっている（平成７年国勢調

査）。

また、本地域の製造品出荷額等を、平成６年と平成11年で比較すると、

12.4％減となっている。業種別にみると、窯業土石製品製造業は、国際競

争力の低下や地域間競争の激化、消費者ニーズの変化等により、多治見市

（34.0％減）をはじめとして、地域全体で24.1％減となっており、企業数

や従業員数も減少している。さらに、電気機械器具製造業は東部に大手電

機メーカー等の進出がみられるものの、瑞浪市（34.4％減）等の減少によ

り、地域全体で15.1％減となっている（平成６～11年工業統計調査）。

近年では、中津川中核工業団地や恵那テクノパーク等に先端企業が進出

するなど、多様な産業構造となっている。

エ 交通・情報通信基盤

中央本線や中央自動車道、一般国道19号、363号が東西に、248号、256号、

257号が南北に整備されており、名古屋圏や東京圏への交通の便は優れてい
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る反面、県内各地域との交通の便は劣っている。

情報通信基盤では、道路空間、河川を利用した光ファイバーネットワー

クの整備などによる岐阜情報スーパーハイウェイの構築が進んでいる。

オ その他

本地域は、中山道など数多くの歴史街道が交差し、古くから東西交通の

要衝として発展し、「志野」や「織部」に代表される「陶磁器」や、地歌

舞伎や絵画をはじめとした中山道などの「道」に関わる文化・歴史等の地

域資源が豊富である。

また、本地域の一部地域は、国会等移転審議会の答申において「岐阜・

愛知地域」として首都機能移転先候補地の一つに選定されている。

(2) 東濃地域の課題

ア 先端科学技術の集積と活用

地場産業である陶磁器産業等が低迷していることから、極限環境科学等

先端科学技術の集積による地元企業への先端科学技術の移転や、ＩＴの導

入・活用等の推進により、激化する国際競争、地域間競争に打ち勝つため

の付加価値の高い地場製品づくりや、21世紀をリードする新産業の創出が

必要である。

イ 交流産業の育成

交流人口の増加を図るためには、豊富な文化・歴史等の地域資源や地場

産業を活用した産業観光等による交流産業の育成が必要である。

ウ 魅力あるアメニティ空間の形成

交流人口の増加を図るため、また、住民が快適に暮らせる地域づくりの

ためには、里山文化や陶磁器文化など、個性ある地域文化を生かすととも

に、都市的なにぎわいをはじめとする多様な都市機能の充実や、自然と共

生したゆとりと潤いのあるアメニティ空間の形成が必要である。

エ 交通・情報通信基盤整備

地域内外との交流を支えるため、また、特に本地域では、「2005年日本

国際博覧会」を契機とした交流人口の増加が期待されているため、交通・

情報通信基盤の整備が必要である。

(3) 東濃地域の基本方向

ア 産業振興

(ｱ) 東濃研究学園都市構想の推進

極限環境科学（超高温、超高圧、超伝導、無重量等）を中心とした先
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端科学技術に関する研究開発機能の集積を推進し、先端科学技術産業の

誘致等を図る。また、既に立地している核融合科学研究所、超高温材料

研究センター、日本無重量総合研究所等の集積を活かした地元企業への

先端科学技術の移転の推進や、ＩＴの導入・活用により、新素材産業を

はじめとした21世紀をリードする新産業の創出や、既存産業の高度化・

高付加価値化を図る。

(ｲ) 交流産業のモデル地区整備

セラミックパークＭＩＮＯ（通称オリベスクエア）を中心とした陶磁

器文化や東美濃ふれあいセンターを中心とした道の文化などに関する情

報発信拠点の形成を図るとともに、オリベストリート構想による新商業

空間の形成、さらには織部の里等産業観光拠点施設の整備により、伝統

文化や地場産業などを活かした新たな交流産業の振興を図る。

イ 生活空間づくり

(ｱ) 快適で魅力的な生活空間の創出

恵まれた自然環境を保全しつつ、陶磁器や道の文化を生かした個性的

で国際性豊かな地域づくりを推進するため、農村景観の保全や中山道等

の街道整備、さらには、商店街マネジメント推進事業等による中心市街

地の活性化等により、魅力あふれる生活環境の充実を図る。

また、特に東海環状自動車道の整備や中央新幹線の調査等高速交通網

の整備の進展による大都市圏との連携の優位性や、首都機能移転先候補

地に選定されたという優位性を活かし、人々が健康で安心して働き、暮

らせる21世紀型新都市構想の検討を進める。

ウ 交通・情報通信基盤整備

(ｱ) 「東の玄関口」としての交通基盤等の整備

中部国際空港や「2005年日本国際博覧会」関連アクセス道路、濃飛横

断自動車道、東海環状自動車道等交通網の整備を推進するとともに、中

央新幹線の整備の検討を進める。

また、道路空間、河川、下水道網を利用した光ファイバーネットワー

クの整備などによる岐阜情報スーパーハイウェイの構築を推進するとと

もに、ＣＡＴＶ網の整備活用等の検討を進める。さらに、三重県英虞湾

より日本に陸揚げされる超高速・大容量海底ケーブルと接続し、テラビ

ット級の大容量ネットワークの構築を可能とする東海環状自動車道等に

おける情報通信基盤の整備の検討を進める。
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５ 人口の規模及び労働力の需給に関する事項

(1) 総人口

本区域の総人口は、平成12年には1,760千人となっている。平成７年と平成

12年度を比較すると、本区域の人口の伸びは0.8％と県全体（0.4％増）を上

回っている（平成７年及び12年国勢調査（平成12年の一部地域の市町分につ

いては推計値））。

今後も、美濃加茂市、可児市、関市等の中核都市周辺部における人口増加

等により、平成17年は1,761千人と、平成12年に対し１千人の増加が見込まれ

る。

(2) 年齢階層別人口

年齢階層別人口をみると、平成12年の年少人口は270千人に、生産年齢人口

は1,198千人といずれも減少し、老年人口は292千人と増加している（平成12

年国勢調査により推計）。

平成17年には、年少人口は257千人に、生産年齢人口も1,159千人に減少す

ると見込まれる。一方、老年人口については、平成17年には346千人と急激に

増加すると見込まれる。

(3) 世帯数

本区域の世帯数（普通世帯）は、平成12年は568千世帯であり（平成12年国

勢調査により推計）、平成17年には575千世帯に増加すると見込まれる。

(4) 雇用

労働力の需要面においては、国際化や情報化の進展等による産業構造の変

化、供給面においては高齢化の一層の進展、新規学卒者の減少、労働者の意

識変化など、様々な変化が予想されるため、労働力の量的、質的変化に対応

した雇用安定対策を推進するとともに、高齢者や障害者などの雇用促進対策

等についても積極的に推進する必要がある。

６ 産業の業種、規模等に関する事項

(1) 産業別開発の構想

本区域は、名神高速道路、中央自動車道、東海北陸自動車道、一般国道19

号、21号、41号等の道路網並びに東海道新幹線、東海道本線、中央本線、高

山本線及び名古屋鉄道、近畿日本鉄道等の鉄道網によって名古屋、東京、大

阪及び北陸と結ばれており、今後は、東海北陸自動車道の全線開通や東海環
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状自動車道の整備の進展等高速交通網の整備により、産業の一層の発展が期

待される。

ア 農業

本区域の農業は岐阜地域、中濃地域及び西濃地域に展開される平地農業

と東濃地域の中山間農業に大別される。

(ｱ) 現状

本区域の農家数及び農地は減少傾向にあり、都市的地域における農地

は宅地化の傾向が強く、住宅地との混在化も見られる。また、中山間地

域においては耕作放棄地が増加している。

(ｲ) 課題

農業の振興を図るためには、安全・安心・健康な農産物の安定的な提

供や消費者ニーズに対応した付加価値の高い農産物の生産が必要である。

また、生産性の向上や経営規模の拡大、認定農業者等企業マインド経営

体の育成、農業経営の法人化、多様な担い手の育成確保など、農業経営

の安定化や優良農地の確保、保全と利用増進、耕作放棄の防止対策等が

必要である。

(ｳ) 基本方向

畜産農家と耕種農家との連携による環境保全型農業の推進や有機農産

物の認証、ぎふクリーン農業の推進等により、健康農業の里づくりを進

め、安全・安心・健康な農産物の安定的供給や消費者ニーズに対応した

付加価値の高い農産物の生産を推進する。

また、美濃東部区域における農用地総合整備事業による農業生産・流

通施設の近代化、岐阜地域南部の新濃尾地区における国営総合農地防災

事業による農業水利施設の災害防止と機能回復等を推進するとともに、

ほ場の大区画化・水田の汎用化、かんがい排水施設の整備、農業集落排

水施設等、農業生産基盤や農村の生活関連施設等の整備を一体的に進め、

経営規模の拡大と農業経営の安定化を推進することにより、日本一農業

・岐阜づくりをめざす。

イ 林業

(ｱ) 現状

本区域では、森林所有面積が小規模な林家が多い。さらに、林業関係

者の高齢化や木材価格の低迷など、本区域の林業を取り巻く環境は厳し

い。

(ｲ) 課題

林業経営の健全化のためには、県産材の需要拡大や特用林産物の生産
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振興などが必要である。また、林業の担い手の育成・確保、女性や高齢

者の能力の活用等を推進する必要がある。

(ｳ) 基本方向

産直住宅やみどりの健康住宅（セパレートハウス）構想の推進による

県産材の需要拡大や森林文化アカデミーにおける林業の担い手の育成、

林業のハイテク化等により、林業王国・岐阜づくりを推進する。また、

森のきのこ工場構想の推進や菌床シイタケ生産施設の整備など特用林産

物の生産販売の振興を図る。

さらに、山地災害の防止、環境保全及び水資源かん養などの森林の公

益的機能に配慮し、森林の保全及び管理に努めるとともに、レクリエー

ション空間としても整備を進める。

また、魅力ある林業の構築や生産・生活環境の整備により、女性や高

齢者の能力活用を図る。

ウ 工業

(ｱ) 現状

本区域は、平成11年の製造品出荷額等が県全体の90.0％を占め、本県

経済の中心となっている。本区域の製造品出荷額等において高い割合を

占める電気機械器具、輸送用機械器具、一般機械器具等機械関係の業種

の製造品出荷額等は増加傾向にあるが、従来からの主要な産業である繊

維工業や繊維製品、窯業土石製品などの製造品出荷額等は減少傾向にあ

る。

地域別の主な業種としては、岐阜地域は、輸送用機械器具、繊維工業、

衣服・その他の繊維製品、西濃地域は、電気機器器具、プラスチック製

品、窯業土石製品、中濃地域は、電気機械器具、輸送用機械器具、一般

機械器具、東濃地域は、窯業土石製品、電気機器器具、パルプ・紙・紙

加工品となっている。

(ｲ) 課題

本区域が今後も県の経済の中心として一層発展していくためには、Ｉ

Ｔの導入・活用、デザイン力の向上及び先端的な研究開発機関による地

元企業への技術移転などにより、既存産業の高度化・高付加価値化、地

場産業の活性化が必要である。

(ｳ) 基本方向

小規模事業所が多い、繊維工業、衣服・その他の繊維製品、金属製品

等を中心とした地場産業の振興や製品の高付加価値化のため、繊維、金

属・刃物等の各種産業に関する集積活性化計画の作成やものづくり協議
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会に対する支援等を推進していく。

また、ソフトピアジャパン・プロジェクト等の「スイートバレー構

想」の推進によるＩＴ関連産業の集積、国際情報科学芸術アカデミー、

情報科学芸術大学院大学、全国マルチメディア専門研修センター等によ

るＩＴ関連の人材育成の推進、ＩＴ導入・活用による生産性や経営効率

の向上等、既存産業の高度化・高付加価値化を図る。

一方、デザインは、繊維製品、陶磁器等の地場産業をはじめ、あらゆ

る産業分野において、付加価値を高めるための重要な要素であるため、

「ワールドデザインシティ・ＧＩＦＵ（アクティブＧ）」の工房の活用、

「ワールドデザインアカデミー」の設立等デザイン産業の振興策を推進

し、デザイン力の向上による地場産業の高度化・高付加価値化を図る。

さらに、関テクノハイランド、美濃テクノパーク、瑞浪テクノパーク

（仮称）、空き工場や工場跡地等への先端技術産業の集積や東濃研究学

園都市等の整備による世界的水準の先端的研究機関の集積等を進め、産

学官・異業種・異分野の共同研究や先端科学技術の地元企業への技術移

転等により、既存産業の高度化・高付加価値化を図る。

エ 商業

(ｱ) 現状

モータリゼーションの進展や消費者ニーズの多様化、公共施設、住宅

等の郊外化に伴い郊外型の大型店・新業態店が増加している一方、中心

市街地の商店街の核店舗の撤退、空き店舗の増加等商店街の空洞化が進

んでいる。また、郊外型大型店等の周辺は、交通渋滞や騒音、廃棄物の

増加により、生活環境の悪化が進んでいる。

本区域の卸売業は、生産活動と密接に結びつきながら、岐阜地域のア

パレルや東濃地域の美濃焼等の産地卸を中心に発展している。特に、岐

阜地域のアパレル産地卸は全国でも有数の繊維卸問屋街を形成している

が、近年問屋街の店舗の減少が著しい。

(ｲ) 課題

中心市街地の商店街の活性化を進めるためには、消費者の文化的・社

会的ニーズに対応した魅力ある商店街づくりを推進する必要がある。

また、本区域の商業地の中心である岐阜地域の繊維卸問屋街は、市街

地整備の立ち遅れ、消費者ニーズの多様化に伴う多品種少量短サイクル

化への対応などの課題が山積している。

今後、地域の将来像を見据えた適正な大型店の立地を誘導するととも

に、大型店の出店に伴う各種生活環境の悪化に留意する必要がある。
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(ｳ) 基本方向

岐阜駅周辺において、都市再生総合整備事業、市街地再開発事業、土

地区画整理事業を促進し、人が集まる都市機能の強化を図る。

また、地場産業へのＩＴの導入・活用や、岐阜駅高架下のレップマー

トの活用等により、消費者ニーズの把握と販売力の強化、内外への情報

発信を推進する。

中心市街地については、「中心市街地活性化法」、「大規模小売店舗

立地法」、「改正都市計画法」のいわゆる「まちづくり三法」を一体的

・効果的に運用するとともに、地域の特性を活かした商品の開発、個性

ある店舗づくりなど魅力ある商店街・商業集積の形成を推進する。

(2) 産業の規模

本区域の産業の規模を就業者数（従業地）でみると、平成12年には854千人

であり、平成17年には851千人と見込まれる。

平成12年の産業別就業者数（従業地）は、第１次産業26千人（構成比3.1

％）、第２次産業350千人（構成比41.0％）、第３次産業478千人（構成比55.

9％）となっている。

今後、平成17年までの産業別就業者数（従業地）は、第１次産業では、農

業後継者の減少等により、引き続き減少傾向が継続すると考えられるため、

平成12年から平成17年までの間に、３千人（10.5％減）の減少が見込まれ、

第１次産業就業者は23千人（構成比2.8％）と見込まれる。第２次産業では、

先端技術産業の集積等が予想されるが、製造業の海外進出に伴う空洞化、Ｉ

Ｔや高度な設備の導入による経営合理化等により、平成12年から平成17年ま

での間に、５千人（1.51％減）の減少が見込まれ、第２次産業就業者は345千

人（構成比40.5％）と見込まれる。第３次産業では、交流産業の振興やＩＴ

関連産業の集積等により、平成12年から平成17年までの間に、５千人（1.1％

増）の増加が見込まれ、第３次産業就業者は483千人（構成比56.7％）と見込

まれる（昭和55年～平成７年国勢調査により推計）。
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７ 土地の利用に関する事項

７-1．区域全体の土地利用の基本方向

ア 現状

本区域は、県の人口の84.6％（平成12年国勢調査）が岐阜地域を中心に

集中し、都市的土地利用がされており、本県の行政・経済等の中心的地域

である。また、東海道本線や中央本線等の主要鉄道、一般国道21号、19号

等の幹線道路などに沿って県下14市のうち13市が帯状に位置し、発展して

きた区域である。

住宅地については、岐阜市や大垣市等の都市部では人口のドーナツ化現

象が進行し、周辺地域ではスプロール化現象が進行している。また、中濃

地域の美濃加茂市、可児市や東濃地域の多治見市、土岐市などでは名古屋

市等への通勤圏として宅地化が進んでいる。

工業用地については、東海北陸自動車道岐阜各務原インターチェンジや

名神高速道路、東海道新幹線などの周辺において、輸送用機械器具、電気

機器器具などの業種による工業的土地利用が進んでいる。また、刃物など

の金属製品製造業が盛んな関市や美濃市、陶磁器などの窯業土石製品製造

業が盛んな多治見市、土岐市等では工業用地と住宅地等との混在が見られ

る。

農用地については、岐阜地域や西濃地域の南部に優良農地が広がってお

り、重要な農業地域となっている。また、岐阜地域の西部及び北部、中濃

地域の市街地周辺などでは農地と住宅地等との混在が見られる。

本区域の一部地域は、国会等移転審議会の答申において「岐阜・愛知地

域」として首都機能移転先候補地に選定されている。

イ 課題

都市部のドーナツ化現象やその周辺地域のスプロール化現象の進行に対

応した良好な都市生活環境の形成を推進するためには、既存市街地の再整

備や様々な都市計画制度の適用などによる適切な土地利用の促進や農地と

住宅地、農地と工業用地の混在の解消が必要である。

また、地場産業の振興や21世紀をリードする新産業の創出を図るととも

に、工業用地と住宅地等との混在の解消や居住環境等に配慮した工業地区

の形成を促進する必要がある。

市街地周辺地域では、優良農地の確保、保全、活用を図るため、都市的

土地利用との調整が必要であり、優良農地が広がる農業地域では、農用地

の効率的利用を図るため、農業生産基盤の整備の推進が必要である。

なお、首都機能移転先候補地であることに配慮した土地利用を進める必
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要がある。

ウ 基本方向

良好な都市生活環境の形成を図るため、市街地の再整備や低未利用地の

有効活用等土地の高度利用を推進するとともに、市街化区域と市街化調整

区域の区域区分等の都市計画制度の適用により、都市的土地利用と農業的

土地利用との調和のとれた土地利用を推進する。

また、地場産業の活性化を図るとともに、住宅地と工業用地が混在して

いる地域については、調和のとれた土地利用を誘導していく。また、特に

岐阜地域のＶＲ関連等の研究開発機能、西濃地域のＩＴ関連産業、中濃地

域の物流産業やハイテク産業、東濃地域の先端科学技術に関する研究開発

機能等地域の特色を活かした産業の立地のための土地利用を推進する。

優良農地を確保、保全、活用するため、市街地周辺部の都市化が進展し

ている地域では、都市的土地利用と農業的土地利用との調和のとれた土地

利用を推進する。また、優良農地の広がる重要な農業地域では、農業用用

排水路、農道等の農業生産基盤の整備を進め、水田農業等の一層の振興を

図る。

特に、首都機能移転先候補地に選定されている地域については、国土利

用計画法に基づく監視区域に指定しており、地価の高騰や投機的取引等を

未然に防止できるよう監視していく。今後も、移転先の決定に向けた国会

での検討状況を踏まえつつ、十分に配慮した適正な土地利用を図る。

以上、今後の本区域の土地利用については、国土利用計画及び岐阜県土

地利用基本計画に基づき、土地利用等に関する諸制度の適切な運用により、

適正かつ合理的な土地利用を図る。

７-2．各地域の土地利用の基本方向

各地域の土地利用の基本方向は、次のとおりである。

７-2-1．岐阜地域

ア 現状

本地域は県都岐阜市を中心に、県の人口の37.2％（平成12年国勢調査）

が集中しており、本県の行政・経済等の中心的地域であるが、岐阜市を中

心に人口のドーナツ化現象が進行しており、その周辺地域ではスプロール

化現象が進行している。

東部地域では、市街地が形成されており、東海北陸自動車道岐阜各務原

インターチェンジ周辺には、工業用地等の都市的土地利用が進んでいる。

西部地域では、居住地区が拡大しつつあるが、肥沃な農地が多い。南部地
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域では、羽島市等に優良農地が広がっており、重要な農業地域となってい

る。北部地域では、居住地区が拡大しつつあり、都市的土地利用が進んで

いるが、肥沃な農地も多い。

イ 課題

岐阜市を中心としたドーナツ化現象やその周辺地域のスプロール化現象

の進行に対応するためには、既成市街地の再整備や市街化区域と市街化調

整区域の区域区分等の都市計画制度の適用などにより、適切な土地利用を

推進する必要がある。

西部及び北部地域の市街地周辺地域では、優良農地の確保、保全、活用

を図るため、都市的土地利用との調整が必要である。また、南部地域では

農用地の効率的利用を図るため、農業生産基盤の整備の推進が必要である。

ウ 基本方向

市街地中心部の求心力を回復するため、岐阜駅周辺の再開発や岐阜市中

心部の低未利用地の有効活用など土地の高度利用を図る。また、岐阜大学

医学部移転後の跡地についても中心市街地にふさわしい有効活用を図る。

良好な都市生活環境の形成を図るため、市街化区域と市街化調整区域の

区域区分等の都市計画制度を適用することにより、岐阜市周辺地域におい

て進行しているスプロール化に対応するとともに、駅東土地区画整理事業

（羽島市）等の基盤整備を計画的に推進し、道路、公園緑地等の公共施設

用地の確保を図る。

工業用地の計画的な整備を図るため、ＶＲ関連等研究開発型企業等の立

地のための土地利用を推進する。

優良農地を確保、保全、活用するため、市街地周辺部の都市化が進展し

ている西部及び北部地域では、都市的土地利用と農業的土地利用との調和

のとれた土地利用を推進する。また、南部地域では水田農業等を一層振興

するため、農業用用排水路、農道等の農業生産基盤の整備を進め、農用地

の利用増進を図る

７-2-2．西濃地域

ア 現状

東部地域では、居住地区が拡大しつつあり、都市的土地利用が進んでい

るが、肥沃な農地も多く、名神高速道路や東海道新幹線周辺の工場適地で

は農地と工業用地が混在している。西部地域では、緑の自然環境を活かし

たレクリエーション用地としての利用が進んでいる。南部地域では、揖斐

川及び長良川の下流域に肥沃な農地が広がり、本県最大の穀倉地帯として
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水田農業が盛んである。また、丘陵地では果樹園としての土地利用が進ん

でいる。さらに「水の文化」を活かしたレクリエーション用地としても利

用されている。北部地域では、揖斐川町、池田町、大野町の平坦地が優良

農地であるが、岐阜市、大垣市等の通勤圏として、住宅地としての都市的

土地利用も進んでいる。

イ 課題

名古屋市、岐阜市、大垣市等への通勤圏として、良好な都市生活環境の

形成を推進するためには、農地と住宅地の混在を解消することが必要であ

る。

また、中心市街地に残された貴重な一団の土地である工場跡地について、

跡地利用計画の策定整備を進める必要がある。

本地域は県の基幹農業地域であり、重要な農業地域である南部地域では、

農用地の利用増進を図るため、農業生産基盤の整備の推進が必要である。

また、東部及び北部地域では優良農地の確保、保全、活用を図るため、都

市的土地利用との調整が必要である。

ウ 基本方向

良好な都市生活環境の形成を図るため、都市化の進展に対応した住宅地

区の形成を推進するとともに、都市的土地利用と農業的土地利用の調和の

とれた土地利用を推進する。

また、良好な居住環境や農地の保全を図りつつ、土地特性、まちづくり

の展望をふまえた工場跡地の利活用を推進するとともに、「スイートバレ

ー構想」の拠点地域として、ＩＴ関連産業等の立地のための土地利用を推

進する。

優良農地を確保、保全、活用するため、東部地域における農地と工業用

地の混在の解消や、北部地域の優良農地における宅地化の進展との調整を

図る。また、南部地域では水田農業等を一層振興するため、農業用用排水

路、農道等の農業生産基盤の整備を進め、農用地の利用増進を図る。

７-2-3．中濃地域

ア 現状

東部及び南部地域では、美濃加茂市、可児市において、名古屋市等の通

勤圏として大規模な住宅団地が丘陵地を中心に形成されており、都市的土

地利用が進んでいる。西部及び北部地域では、関市、美濃市の市街地にお

いて、住宅地、工業用地等の都市的土地利用が進んでいる。

市街地周辺地域では、工業団地、住宅団地、花フェスタ記念公園などの
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公園緑地、ゴルフ場等のレクリエーション用地等の都市的土地利用がなさ

れているほか、農業的土地利用もみられる。

また、本地域の一部は、国会等移転審議会の答申において「岐阜・愛知

地域」として首都機能移転先候補地に選定されている。

イ 課題

人口増加による市街地の拡大に対応するためには、良好な居住環境の形

成を図る必要がある。

特に、本地域の特徴である東海北陸自動車道、東海環状自動車道及びそ

の関連道路網の整備による交通条件の優位性を活かすためには、自然環境

と調和した工業団地等の整備や物流産業の立地が必要である。

市街地周辺地域では、優良農地の確保、保全、活用を図るため、都市的

土地利用との調整が必要である。

なお、首都機能移転先候補地であることに配慮した土地利用を進める必

要がある。

ウ 基本方向

良好な居住環境の形成を図るため、都市化の進展に対応した住宅地区の

形成を推進するとともに、都市的土地利用と農業的土地利用の調和のとれ

た土地利用を推進する。

また、日本まん真ん中の交流結節点としての地の利を活かすため、中濃

広域物流拠点（物流戦略基地）（仮称）等の整備により、物流産業や先端

メカトロなどの先端科学技術を活かしたハイテク産業等の立地のための土

地利用を推進する。特に、東海環状自動車道インターチェンジ周辺及び主

要な国道沿いでは、自然環境と調和した工業団地等の整備を推進する。

優良農地を確保、保全、活用するため、市街地周辺地域における農地と

工業用地の混在の解消や、北部地域の優良農地における宅地化の進展との

調整を図る。

首都機能移転先候補地に選定されている地域は、国土利用計画法に基づ

く監視区域に指定しており、地価の高騰や投機的取引等を未然に防止でき

るよう監視していく。今後も、移転先の決定に向けた国会での検討状況を

踏まえつつ、十分に配慮した適正な土地利用を図る。

７-2-4．東濃地域

ア 現状

東部地域では、中津川市や恵那市において市街地が形成されており、一

般国道19号と中央本線の沿線は、住宅地、工業用地等の都市的土地利用が
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なされている。西部地域でも、多治見市や土岐市、瑞浪市等において市街

地が形成され、特に土岐・多治見盆地の平坦地では、地場産業である陶磁

器産業を中心として工業的土地利用が進んでいる。

市街地周辺の緩やかな丘陵地では、名古屋市等の通勤圏としての住宅団

地や、工業団地等の大規模開発が進んでいるほか、ゴルフ場等のレクリエ

ーション用地としての利用など、様々な土地利用がなされている。また、

本地域の一部は、国会等移転審議会の答申において「岐阜・愛知地域」と

して首都機能移転先候補地に選定されている。

イ 課題

大規模開発による市街地の形成に対応し、良好な居住環境の形成を図る

ためには、優れた自然環境の保全に十分配慮し、自然との共生をめざした

地域づくりをめざす必要がある。

また、地場産業の振興や21世紀をリードする新産業の創出のためには、

居住環境にも配慮した工業地区の形成を進める必要がある。

なお、首都機能移転先候補地であることに配慮した土地利用を進める必

要がある。

ウ 基本方向

良好な居住環境の形成を図るため、市街地については瑞浪中央土地区画

整理事業（瑞浪市）等の基盤整備を計画的に推進し、道路、公園緑地等の

公共施設用地の確保を図る。

また、自然との共生を目指した地域づくりのため、市街地周辺部におい

ては、無秩序な宅地化を防止し、周辺の自然と調和のとれた住宅地の確保

を図る。地場産業の活性化を図るため、地場産業振興地区を設けるととも

に、住宅地と工業用地が混在している地域については、住宅地と工業用地

の調和のとれた土地利用を推進する。また、極限環境科学を中心とした先

端科学技術に関する研究開発機能を誘導し、研究開発型企業等の立地を促

すため、東濃研究学園都市の整備を推進する。

なお、首都機能移転先候補地に選定されている地域は、国土利用計画法

に基づく監視区域に指定しており、地価の高騰や投機的取引等を未然に防

止できるよう監視していく。今後も、移転先の決定に向けた国会での検討

状況を踏まえつつ、十分に配慮した適正な土地利用を図る。

８ 施設の整備に関する事項

本区域の均衡ある発展を図るため、整備及び開発の基本構想に基づいて施設

の整備を進めるものとするが、その計画の大綱は次のとおりである。
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(1) 交通施設及び情報通信施設

東西に広がる本区域の一体感の形成や「情場」間の連携交流等を図るため、

広域的で利便性の高い道路や鉄道、ヘリポートなどによるアクセスの整備を

推進する。また、ＩＴの導入・活用による既存産業の高度化・高付加価値化

を図るため、情報通信基盤の整備を推進する。

ア 道路

全国的ネットワークの一環として幹線道路の整備を推進する。また、区

域内外を結ぶ道路の整備を推進するとともに、区域内各都市を連絡する道

路の整備を推進する。

整備を進める主要な道路は、次のとおりである。

高規格幹線道路 東海北陸自動車道、東海環状自動車道

地域高規格道路 岐阜南部横断ハイウェイ、濃飛横断自動車道

一般国道 19号、21号、41号、156号、157号、248号、

256号、258号、303号、363号、417号、418号

主要地方道 豊田多治見線、多治見犬山線、北方多度線、羽島

養老線、岐阜関ヶ原線、岐阜環状線、多治見白川

線、岐阜巣南大野線、岐阜美濃線、大垣養老公園

線

一般県道 羽島稲沢線、岐阜羽島線、曽井中島美江寺大垣線

北方真正大野線、大垣江南線、飯田島里線、

上白金真砂線、富加美濃線、山之上古井線、

土岐南インター線、下石笠原市之倉線、肥田下石

線

街路 岐阜環状線、大垣一宮線、昼飯大島線、中濃大橋

御嵩線

また、踏切事故防止、道路交通の円滑化及び南北市街地の均衡ある発展

を図るため、名古屋鉄道名古屋本線連続立体交差事業を推進する。

イ 鉄軌道

区域内外の連携を強化し、主要都市間の高速輸送手段としての機能等を

充実させ、沿線都市の発展を図るために、地形・地質等の調査が進められ

ている中央新幹線について、今後の経済・社会の動向、東海道新幹線の輸

送状況及び整備新幹線の整備状況等を踏まえ、検討を進めるほか、超電導

磁気浮上式鉄道の実用化に向けた技術開発の状況、大深度地下利用に関す

る技術開発等の状況を踏まえ、検討を進める。
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また、高山本線及び太多線の複線電化、東海道本線の新駅設置、東濃地

域と岐阜地域との連携強化に資する東海環状鉄道構想等の実現に向けて検

討を進める。

ウ 空港等

区域内外の連携を強化し、救急医療、災害救助、防災等に活用するため、

ヘリコプター運航の中核となる公共用ヘリポートの整備について検討を進

める。

エ 情報通信施設

高度情報基地ぎふの戦略拠点である、ソフトピアジャパン・プロジェク

トやテクノプラザ・プロジェクトの推進により、ＩＴ関連産業の集積を図

るとともに、国際情報科学芸術アカデミーや情報科学芸術大学院大学等の

活用により情報化時代を担う人材育成を推進する。

また、ＩＴ関連産業の集積地等の各「情場」間の連携交流やＩＴ導入な

どによる既存産業の高度化・高付加価値化を進めるため、道路空間、河川、

下水道網を利用した光ファイバーネットワークの整備などによる岐阜情報

スーパーハイウェイの構築を推進するとともに、ＣＡＴＶ網の整備活用、

移動体通信などの無線技術や衛星通信技術の活用などの検討を進める。

さらに、三重県英虞湾より日本に陸揚げされる超高速・大容量海底ケー

ブルと接続し、テラビット級の大容量ネットワークの構築を可能とする東

海環状自動車道等における情報通信基盤の整備の検討を進める。

(2) 公園緑地

恵まれた自然環境を保全しながら、潤いのある生活環境や都市住民の健康

増進や防災面を考慮した緑の都市空間を形成するため、花づくりと花かざり

が一体となった県民総参加による「花の都ぎふ」運動を進め、平成記念公園

（美濃加茂市）、花フェスタ記念公園（可児市）、中津川公園（中津川市）、

世界淡水魚園の整備をはじめ、国営木曽三川公園等の都市公園の整備を推進

する。

(3) 河川、治山、砂防等

地域住民の安全を確保し、生活の安定と地域経済の発展に資するため、国

土保全施設の整備を推進する。

ア 河川

災害から流域住民の生命財産を守り、流域の開発や都市化の進展に伴う

洪水流出の増大に対応するため、木曽川、長良川、揖斐川、土岐川等の改
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修を環境面に配慮しながら推進するとともに、内水排除機能の拡充に努め

る。さらに、新丸山ダム、小里川ダム、横山ダム再開発、内ケ谷ダム、中

野方ダム等の建設を推進する。

都市部においては、都市内に潤いのある水辺の形成を図るため、水門川

等において河川環境の整備を推進するとともに、河川敷のスポーツ施設や

レクリエーション広場としての活用を図る。また、可児川、新荒田川等で

は、河川環境の向上やまちづくりとの一体性に配慮した治水対策を推進す

る。なお、事業の実施に際しては、自然環境に配慮した「自然共生型（多

自然型）川づくり」を推進する。

また、長良川下流部においては、長良川河口堰の運用開始と、長良川下

流部の大規模しゅんせつの完了に伴い支川の改修事業を推進する。また、

生活水準の向上、工業の発展等による水需要の増加等に対応するため、洪

水調節の機能を合わせもつ、徳山ダム等多目的ダムの建設を推進する。

イ 治山、砂防等

土砂災害の防止、水源のかん養機能の向上、自然環境の保全等を図るた

め、木曽川水系、庄内川水系等の治山、砂防及び地すべり対策事業を推進

する。また、地域住民の生命の保護を図るため、急傾斜地崩壊対策事業を

推進する。

(4) 住宅等

普通世帯数の増加に伴う新規住宅需要や低質な住宅の建替え需要が見込ま

れており、低廉な家賃による良質な住宅を供給するため、公的機関による住

宅供給を推進するとともに、民間資金の合理的な活用による住宅建設を促進

する。住宅建設にあたっては、世帯の規模及び構成に対応して適正な住宅の

供給を図りつつ、潤いのある居住環境の確保に努める。

(5) 水道施設及び下水処理施設等

生活水準の向上や産業の発展に対処するとともに、生活環境の向上及び公

共用水域の水質の保全に資するため、次のとおり供給・処理施設の整備を推

進する。

ア 水道

生活水準の向上等に伴う水需要の増大に対処するため、老朽化している

既設施設の改良を推進するとともに、水道の普及が遅れている地域につい

ては新設を推進する。本区域の平成17年度における給水人口1,831千人を目

途に、瑞浪市、南濃町等における水道施設の整備を推進する。
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イ 工業用水

地盤沈下防止のための地下水から表流水への転換等、水需要の増大に対

応した水源確保を進める。また、水使用の合理化、回収水の活用など水需

要の調整を図る。さらに、可茂地域においては、交通条件の向上等に伴う

企業立地の増加による工業用水の需要増加に対応するため、可茂工業用水

事業を推進する。

ウ 下水道

健康で快適な生活環境の確保と公共用水域の水質保全を図るため、平成

17年度の下水処理区域人口667千人を目途に、木曽川右岸流域下水道の整備

を推進するほか、岐阜市、大垣市、羽島市、美濃加茂市等の公共下水道及

び都市下水路等の整備を推進する。

また、生活排水による公共用水域の汚染を防止するため、地域の実情に

応じた合併処理浄化槽の整備を推進する。

エ 廃棄物処理施設

一般廃棄物については、ダイオキシン類削減及びリサイクルの促進等を

図るため、中濃地域広域行政事務組合における新焼却溶融炉施設をはじめ、

中津川・恵北環境施設組合等におけるごみ処理施設、南濃衛生施設利用事

務組合等における汚泥再生処理センター、各務原市等におけるリサイクル

プラザ、瑞浪市等における最終処分場の整備及び岐阜市南部・羽島地域等

におけるごみ処理の広域化等を推進する。

産業廃棄物については、公共関与による処理を進めるため、処理施設

（リサイクル工場）を核として健康、福祉施設等を複合的・有機的に整備

する地球環境村建設の検討を進める。

(6) 教育、文化、スポーツ、研究施設

ア 教育施設

教育環境を改善し、就学前の幼児教育及び学校教育の充実を図るため、

幼稚園、小学校、中学校、高等学校及び特殊教育諸学校について、教育施

設の整備拡充を図る。

また、高等教育の充実や専門的人材の育成等を図るため、岐阜大学医学

部の移転に伴う施設整備を推進するとともに、国際情報科学芸術アカデミ

ーや情報科学芸術大学院大学、県立看護大学等の活用を図る。

イ 文化・スポーツ施設

地域住民の心身の健康と精神的豊かさを実現するため、市町村の図書館

・公民館等の社会教育施設や国際規格のスケート場等のスポーツ施設の整
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備充実を推進する。また、県民の文化的欲求の多様化・高度化に対応する

ため、岐阜県図書館や岐阜県美術館、岐阜県博物館、世界イベント村ぎふ

等について、整備の拡充や活用を推進する。

ウ 研究施設

産学官・異業種・異分野の共同研究や、地元企業への先端科学技術の移

転等による21世紀をリードする新産業の創出や、既存産業の高度化・高付

加価値化を図るため、東濃研究学園都市における世界的水準の先端的研究

機関の集積等を推進するとともに、科学技術振興センターにおいて県の試

験研究機関の研究・指導体制の整備充実を図る。

(7) 流通業務施設

本区域や岐阜県、中部圏の道路交通の円滑化を図るとともに、「にぎわい

の拠点（人・モノ・情報の交流）」の形成をめざし、都市間の貨物輸送の拠

点として物流施設が集積立地する中濃広域物流拠点（物流戦略基地）（仮

称）の整備を道路と計画的・一体的に推進する。

(8) その他の施設

ア 社会福祉施設

穏やかで安心して暮らすことができる社会づくりのため、老年人口の増

加等に対応した特別養護老人ホーム、ケアハウス、老人デイサービスセン

ター、在宅介護支援センター等の老人福祉施設の整備を推進する。

また、身体障害者更生援護施設、知的障害者援護施設、児童福祉施設等

の整備を推進する。

イ 保健・医療施設

地域の健康水準の向上を図るため、老人保健施設、精神科デイケア施設

等の整備を推進する。また、医療施設の適正配置と医療サービス水準の向

上を図るため、地域基幹的病院を中心として病院、診療所等の施設整備を

推進するとともに、救急医療体制の整備を推進する。

ウ 職業訓練施設

技術革新、産業構造の変化、新規学卒者の状況等社会の変化に対応した

効率的かつ魅力ある職業訓練を実施するため、高等技能専門校再編整備事

業を推進する。

エ 農道

農産物の効率化や農産物の効率的輸送を図るため、西南濃広域営農団地

における農道網の基幹となる広域営農団地農道のほか、ふるさと農道等の
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整備を推進する。

オ 林道

山村地域の活性化と林業生産性の向上を図るため、飛越山地大規模林業

圏開発林道関ヶ原・八幡線のほか、ふるさと林道、広域基幹林道等の整備

を推進する。

カ 中央卸売市場

生鮮食料品等の安定的な供給を図るため、岐阜市中央卸売市場の改善を

図る。

９ 環境の保全に関する事項

本区域の環境については、全般的に良好な状況を維持しているが、都市部に

おける大気汚染、都市内河川の水質汚濁、近隣騒音など都市・生活型公害が顕

在化している。

これらの公害の防止はもとより、環境基本法、岐阜県環境基本条例、岐阜県

環境影響評価条例、岐阜県環境基本計画等に基づいた環境保全に関する施策を

総合的・計画的に進め、自然と共生できる循環を基調とした環境負荷の少ない

持続的な発展が可能な社会を構築する必要がある。

そのためには、環境保全関連法令に基づく規制や指導の徹底、各種の生活環

境施設の整備、環境保全意識の普及啓発など、環境保全対策を積極的に進め、

環境に配慮した土地利用、産業構造、交通体系等に関する諸施策を計画的に推

進し、総合的な環境保全を図る。

さらに、やすらぎと潤いのある快適な環境の形成を図るため、自然環境、景

観、歴史的・文化的遺産の保全及び創出に努める。なお、岐阜・大垣地域公害

防止計画策定地域については、同計画に基づき公害防止対策を一層推進する。

ア 大気汚染

大気汚染については、発生源に対する規制及び指導の徹底を図るととも

に、大気常時測定局の拡充を図り、監視測定体制の強化に努める。

イ 水質汚濁

水質汚濁については、総量規制基準の遵守及び指導の徹底を図る。また、

流域下水道及び公共下水道の整備並びに生活排水対策、地下水汚染防止対

策、河川浄化事業を推進する。

ウ 騒音・振動

騒音・振動については、発生源に対する規制や指導の徹底を図る。また、

近隣騒音については、静穏な生活環境の保全に対する普及啓発を図り、住

民の意識高揚に努める。新幹線鉄道騒音・振動及び航空機騒音については、
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関係機関と協議の上、発生源対策を推進する。

エ 悪臭

悪臭については、悪臭防止法等による規制及び指導の徹底を図る。

オ 地盤沈下の防止及び地下水の保全

地盤沈下の防止及び地下水の保全については、濃尾平野地盤沈下防止等

対策要綱に基づく対策を推進する。

カ 自動車交通対策

自動車排出ガスや騒音等の対策強化を図るとともに、道路周辺の土地利

用の適正化に努める。また、バイパス等の整備、環境施設帯の設置、遮音

壁の設置等の対策を推進する。

キ 環境汚染の監視と技術開発

環境汚染の監視、測定、調査研究体制を整備・拡充するとともに、公害

防止のための技術開発を図る。

ク 森林の保全・整備

公害防止だけでなく、自然環境の保全や健全な生態系を維持・回復し、

自然と人間との共生を確保するため、保健休養機能を有する森林の保全・

整備を図る。

ケ 資源循環型社会の構築

事業者、住民に対する指導、支援により廃棄物の発生抑制を徹底すると

ともに、発生した廃棄物については減量化・リサイクルを進め、あらゆる

廃棄物が資源として利用される体制を構築する。さらに、事業者等に対し、

ＩＳＯ14001の認証取得の普及に努める。また、監視活動の強化により不適

正処理の防止に努める。

コ 新エネルギーの利用の推進

太陽光発電やクリーンエネルギー自動車など新エネルギーの有効活用を

推進する。

10 防災対策に関する事項

本区域の平野部は木曽三川（木曽川、長良川、揖斐川）が流れ込み、有史以

来「水」との戦いを続けてきた。山間部は地形が急峻で地質も弱いため、土石

流危険渓流や急傾斜地崩壊危険箇所などが数多くあり、集中豪雨による河川の

氾濫や土砂災害の危険性が高い地域である。

また、明治24年10月28日に本区域隣接の根尾村を震源として発生した濃尾地

震は、活断層による直下型地震であり、県内に多大な被害をもたらした。阪神

・淡路大震災で活断層が注目を浴びているが、本区域の東部から南東部地域に
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は、阿寺断層や赤河断層が縦走し、屏風山断層や恵那山断層が横走している。

また、西部から南西部地域には、根尾谷断層や養老断層、関ヶ原断層などが縦

走している。さらに、東部の中津川市は、東海地震に係る地震防災対策強化地

域として指定されている。これらを踏まえ、岐阜県地域防災計画に基づき防災

対策を推進する。

(1) 震災対策に関する事項

ア 自主防災組織の活動拠点、防災資機材倉庫等及び資機材の整備拡充

イ 公共建築物の耐震補強、木造住宅等一般建築物の耐震化及び都市公園、

緑樹帯、耐震性貯水槽等の整備促進による都市の防災化

ウ 緊急輸送道路としての幹線道路等の多重化、ネットワーク化の推進

エ 避難路・避難所・備蓄倉庫等の整備

オ 水道・下水道施設等の耐震化の推進及び避難所等における井戸掘削、自

家発電装置等の整備促進

カ 災害医療情報システム、基幹災害医療センター、緊急救助物資の整備

(2) 風水害対策に関する事項

風水害対策として情報の収集・伝達システムの強化、防災施設等の整備を

進めるとともに、事前に被害発生危険個所の点検及び災害の未然防止のため

に必要な措置を講じて安全な県土づくりを推進する。また、幹線道路等の多

重化、ネットワーク化等を進め、出水時における安全な緊急輸送の確保に努

める。

(3) 雪害対策等に関する事項

雪害対策としての情報の収集・伝達システムを整備し、雪崩防止対策とし

ては事前に被害発生危険箇所の点検を実施して必要な措置を講じる。

(4) 災害時の相互支援に関する事項

災害時における自治体間及び業界団体等との災害時応援協定の締結を進め、

災害時における広域的な支援体制の整備を推進する。



８．高山区域都市開発区域建設計画

岐 阜 県
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１ 計画の性格

この計画は、中部圏の都市整備区域、都市開発区域及び保全区域の整備等に

関する法律に基づいて作成したもので、高山区域都市開発区域の開発整備の基

本構想及び施設の整備についての大綱を示したものである。

２ 計画の対象区域

計画の対象区域は、昭和43年11月14日総理府告示第43号をもって告示した高

山区域都市開発区域であり、関係市は次のとおりである。

高山市

３ 計画の期間

この計画の期間は、平成13年度から平成17年度までの５箇年とする。なお、

この計画は、今後の社会、経済情勢の推移に応じて弾力的な運用を図るものと

する。

４ 整備及び開発の基本構想

(1) 区域全体の現状

ア 自然

本区域は県北部の飛騨地域の中央部に位置し、周囲を北アルプスや白山

等の山岳に囲まれ、豊かな自然環境に恵まれている。

イ 人口

本区域の人口は、平成12年には66千人となっており、平成７年より0.3千

人（0.4％）増加した（平成12年国勢調査）。

年齢３区分別の状況を平成７年と平成11年で比較すると、老年人口は1.

6千人（14.8％）増加しているが、生産年齢人口は0.7千人（1.5％）、年少

人口も0.4千人（3.8％）減少している。本区域も全国同様、少子高齢化の

傾向にあり、平成11年の高齢化率は19.0％と県内市平均（16.7％）と比べ

て高くなっている（平成７～11年岐阜県人口動態統計調査）。

ウ 産業

本区域の産業別就業者（従業地）人口構成比は、第１次産業が6.1％、第

２次産業が28.4％、第３次産業が65.5％となっており、サービス業（41.6

％）が最も多く占める第３次産業の構成比は、県全体（53.9％）に比べて

高い（平成７年国勢調査）。
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また、本地域の製造品出荷額等を、平成６年と平成11年で比較すると、

17.7％減少しており、業種別では、木材木製品製造業が31.4％、家具装備

品製造業が34.3％減少しており、本区域を代表する地場産業において大き

く減少している（平成６～11年工業統計調査）。

エ 交通・情報通信基盤

東西に一般国道158号が横断し、南北には一般国道41号、高山本線が縦断

して基幹交通網を形成している。また、高規格幹線道路の中部縦貫自動車

道が整備されつつある。

情報通信基盤では、道路空間を利用した光ファイバーネットワークの整

備などによる岐阜情報スーパーハイウェイの構築が進んでいる。

オ その他

本区域は、歴史と風土に根付いた個性豊かな伝統文化に育まれ、飛騨地

域における経済、文化の中心都市となっている。

(2) 区域全体の課題

ア 交流産業の振興

交通基盤の整備進展に伴う交流人口の増大が期待されており、これを地

域経済の活性化につなげていくためには、交流産業の振興が必要である。

イ 地場産業の活性化

本区域が飛騨地域の経済・文化の中心都市として一層発展していくため

には、自然や民俗文化を生かした地場産業の活性化が必要である。

ウ 魅力ある地域づくり

世界に誇る観光都市として発展していくためには、本区域の資源である

自然・景観、伝統・文化を守り育て、心のこもった魅力ある地域づくりを

進める必要がある。

エ 交通・情報通信基盤整備

交流人口の増大に対応し、地域の連携交流を促進するためには、区域内

外や隣接県だけでなく、全国から安全で快適にアクセスできるような主要

幹線道路等の交通基盤の整備が必要である。また、ＩＴの導入・活用によ

る既存産業の高度化・高付加価値化のためには、光ファイバーネットワー

ク等情報通信基盤の積極的な整備が必要である。

(3) 区域全体の整備及び開発の基本方向

ア 産業振興

(ｱ) 世界民俗文化首都構想の推進
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飛騨・世界生活文化センターの整備・活用、飛騨高山コンベンション

ビューローの活用、飛騨高山イベント村（仮称）の構築等の世界民俗文

化首都構想を推進し、民俗文化をテーマとする国際交流拠点を形成して

交流産業の振興を図る。

(ｲ) 地場産品の高付加価値化・ブランド化等の推進

優れた「匠の技」を活かしつつ、研究機関とも連携した新製品開発に

よる木工・工芸品等の高付加価値化や販路開拓、ＰＲ活動、イベントの

開催によるブランド化などを推進し、地場産業の活性化を図る。

イ 生活空間づくり

(ｱ) 景観の保全・もてなしの地域づくりの推進

伝統的建造物群の保全、宮川の水辺空間の再生などにより、自然・景

観、伝統・文化を守り育てていくとともに、心のこもった魅力ある地域

づくりを推進する。また、観光客に対するサービスの向上、高齢者や障

害者など誰もが安全・安心・快適に過ごすことのできるバリアフリーの

まちづくりの推進、自然や町並み景観を大切にする意識の高揚など、観

光客の受け入れ態勢を充実し、心のこもった、もてなしの地域づくりを

進める。

さらに、高山駅周辺において、飛騨地域の玄関口にふさわしい整備を

推進し、ゆとりとにぎわいの創出を図るとともに、都市機能の充実を図

る。

ウ 交通・情報通信基盤

(ｱ) 観光都市にふさわしい交通・情報通信基盤ネットワークの形成

中心部の渋滞緩和などを図るため、一般国道41号のバイパス建設等を

推進するとともに、隣接県や全国からも安全で快適にアクセスできるよ

うな交通基盤の整備を推進する。特に、東京、大阪からのアクセス時間

の短縮や、広域的な道路網を形成する中部縦貫自動車道や東海北陸自動

車道などの高規格幹線道路網の整備、富山高山連絡道路、高山下呂連絡

道路などの地域高規格道路の整備を推進するとともに、高山清見線など

の主要地方道などの整備を積極的に推進する。また、鉄道機能の強化を

図るため、高山本線の複線電化や新幹線と在来線との直通運転を可能と

する軌間可変電車（フリーゲージトレイン）の導入などの検討を進める。

ＩＴの導入・活用による既存産業の高度化・高付加価値化や地域の連

携交流等を図るため、道路空間、河川を利用した光ファイバーネットワ

ークの整備などによる岐阜情報スーパーハイウェイの構築を推進すると

ともに、ＣＡＴＶ網の整備活用等の検討を進める。さらに、三重県英虞
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湾より日本に陸揚げされる超高速・大容量海底ケーブルと接続し、テラ

ビット級の大容量ネットワークの構築を可能とする高規格幹線道路等に

おける情報通信基盤の整備の検討を進める。

５ 人口の規模及び労働力の需給に関する事項

(1) 総人口

本区域の総人口は、平成12年には66千人であり（平成12年国勢調査）、今

後も微増すると考えられ、平成17年の人口は67千人と見込まれる。

(2) 年齢階層別人口

年齢階層別人口をみると、平成12年の年少人口は10千人、生産年齢人口は

43千人、老年人口は13千人である（平成12年国勢調査及び平成12年岐阜県人

口動態統計調査により推計）。平成17年には、生産年齢人口が42千人と大幅

に減少することが見込まれるのに対し、年少人口は10千人と微減が見込まれ、

老齢人口は15千人と大幅に増加すると見込まれる。

(3) 世帯数

本区域の世帯数（普通世帯）は、平成12年は23千世帯で微増傾向であり

（平成12年国勢調査により推計）、平成17年には23千世帯になると見込まれ

る。

(4) 雇用

労働力の需要面においては国際化、情報化の進展等による産業構造の変化、

供給面においては高齢化の一層の進展、新規学卒者の減少、労働者の意識の

変化など、様々な変化が予想されるため、労働力の量的、質的変化に対応し

た雇用安定対策を推進するとともに、高齢者、障害者などの雇用促進対策等

についても積極的に推進する必要がある。



5

６ 産業の業種、規模等に関する事項

(1) 産業別開発の構想

本区域の産業は、農林業や家具装備品製造業、観光産業などが中心となっ

ているが、今後、東海北陸自動車道や中部縦貫自動車道の整備の進展により、

東海地方、北陸地方、関西地方、関東地方との結び付きが強化されるため、

新規企業の立地が期待される。

ア 農業

(ｱ) 現状

本区域では、冷涼な気候条件と恵まれた市場条件を活かし、高冷地野

菜や肉用牛、酪農、果樹、水稲、花き等を中心に多彩な農業が展開され

ている。今後は、農家数の減少が見込まれる一方で、認定農業者等企業

マインド経営体の育成、産地の拡大も見込まれている。

(ｲ) 課題

農家数や優良農地の確保、耕作放棄の防止、付加価値の高い農業の推

進のためには、多様な担い手の育成確保、経営規模の拡大、消費者ニー

ズに対応した安全・安心・健康な付加価値の高い農産物の提供を図る必

要がある。

(ｳ) 基本方向

環境保全型農業やぎふクリーン農業の促進、有機農産物の認証、畜産

農家と耕種農家との連携促進等により、健康農業の里づくりを推進する。

また、農業生産・流通施設の近代化、ほ場の大区画化・水田の汎用化、

かんがい排水施設の整備、飛騨東部第一地区における国営農地開発事業

の推進等、農業生産基盤の整備を進め、経営規模の拡大や農業経営の効

率化・安定化を図ることにより、日本一農業・岐阜づくりをめざす。さ

らに、飛騨牛、高冷地野菜等農産物の銘柄化による高付加価値化やバイ

オテクノロジー等先端技術の導入等を図る。

イ 林業

(ｱ) 現状

本区域では、森林所有面積が小規模な林家が多い。さらに、林業関係

者の高齢化や木材価格の低迷など、本区域の林業を取り巻く環境は厳し

い。

(ｲ) 課題

林業経営の健全化のためには、県産材の需要拡大や特用林産物の生産
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振興を図るとともに、林業の担い手の育成確保や女性・高齢者の能力活

用などを図る必要がある。

(ｳ) 基本方向

産直住宅やみどりの健康住宅（セパレートハウス）の推進による県産

材の需要拡大を図るとともに、森のきのこ工場構想の推進など特用林産

物の生産・販売の振興を図る。

また、伝統的地場産業である木工関連工業の資源確保のため、有用広

葉樹の造成を推進するほか、山地災害の防止、環境保全及び水源かん養

などの森林の公益的機能に配慮した保全管理に努めるとともに、若者に

とって魅力ある林業の構築や生産・生活環境の整備により、林業の担い

手の育成や女性・高齢者の能力活用を図る。

ウ 工業

(ｱ) 現状

本区域は、伝統的な地場産業である木工関連工業（木材木製品製造、

家具装備品製造）と飛騨春慶・一位一刀彫等の伝統的工芸品産業が、区

域全体の製造品出荷額等の25.7％を占めている（平成11年工業統計調

査）。

しかし、平成６年と平成10年を比較すると、木材・木製品の製造品出

荷額等は、31.4％の減少となっており、家具装備品においては、34.3％

と大幅な減少となっている。また、区域全体の製造品出荷額等について

も17.7％の減少となっており、厳しい状況にある（平成６～11年工業統

計調査）。

(ｲ) 課題

生産性が低く、零細な伝統的地場産業の活性化のためには、製品の高

付加価値化、ブランド化、技術・技能の継承、人材育成等が必要である。

(ｳ) 基本方向

木工関連工業と伝統的工芸品産業の振興のため、優れた伝統の「匠の

技」を活かしつつ、研究機関との連携やＩＴの導入・活用等により、技

術革新、デザイン研究、新製品開発等に努め、高付加価値化、ブランド

化を推進する。

また、木工関連工業に関する集積活性化計画の作成、ものづくり協議

会への支援、伝統工芸品産業に係る技術・技能の継承と人材育成の促進、

技術向上の奨励や特許流通支援などの技術開発支援等を推進する。

エ 商業

(ｱ) 現状
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モータリゼーションの進展や消費者ニーズの多様化、住宅等の郊外化

に伴い郊外型の大型店・新業態店が増加している一方、商店街の空き店舗

の増加や後継者問題など中心市街地商店街の空洞化がみられる。

(ｲ) 課題

中心市街地の商店街の活性化を進めるためには、消費者の文化的・社

会的ニーズに対応した魅力ある商店街づくりを推進する必要がある。ま

た、地域の将来像を見据えた適正な大型店の立地を誘導するとともに、

大型店の出店に伴う各種生活環境の悪化に留意する必要がある。

(ｳ) 基本方向

中心市街地については、「中心市街地活性化法」、「大規模小売店舗

立地法」、「改正都市計画法」のいわゆる「まちづくり三法」を一体的

・効果的に運用する。

また、歴史的景観地域と活気あふれる商店街が調和した魅力あるまち

づくりをめざすため、歴史的地区の街路整備、同地区に隣接した宮川の

環境整備等を推進するとともに、地域の特性を活かした商品の開発、個

性ある店舗づくり、観光客の顧客化等、魅力ある商店街・商業集積の形

成を推進する。

(2) 産業の規模

本区域の産業の規模を就業者数（従業地）でみると、平成12年には40千人

であり、平成17年には41千人になると見込まれる。

平成12年の産業別就業者数（従業地）は、第１次産業２千人（構成比5.9

％）、第２次産業11千人（構成比28.0％）、第３次産業27千人（構成比66.1

％）となっている。

平成17年の産業別就業者数（従業地）は、第１次産業では、農業後継者の

減少等により、引き続き減少傾向が継続すると考えられるため、平成12年か

ら平成17年までの間に、微減（3.6％減）が見込まれ、第１次産業就業者は２

千人（構成比5.6％）と見込まれる。第２次産業では、今後も製造業の海外進

出に伴う空洞化、ＩＴや高度な設備の導入による経営合理化等が見込まれる

なか、交通・情報通信基盤の整備の推進等による企業立地条件の向上等によ

り、平成12年から平成17年までの間には、微減（0.4％減）にとどまり、第２

次産業就業者は11千人（構成比27.6％）と見込まれる。第３次産業では、国

際的交流拠点の形成とそのネットワーク化や交流産業の振興等により、平成

12年から平成17年までの間に、１千人（2.2％増）の増加が見込まれ、第３次

産業就業者は28千人（構成比66.8％）と見込まれる（昭和55年～平成７年国
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勢調査により推計）。

７ 土地の利用に関する事項

ア 現状

本区域は飛騨地域の経済・文化の中心であり、また、豊かな自然、良好な

生活環境や伝統文化・民俗文化などの地域資源に恵まれた地域である。

市街地では、住宅地、工業用地等の都市的土地利用がみられるが、市街地

中心部では人口減少等による衰退が目立つ。また、市街地周辺地域では、ト

マト、ほうれんそうなどの高冷地野菜の栽培や飛騨牛に代表される畜産も盛

んであるなど、農業的土地利用がなされている。

イ 課題

豊かな自然と良好な生活環境及び伝統的町並み等の保全のためには、商業

地区や居住地区等と地域全体が調和した土地利用を進めることが必要である。

また、良好な中心市街地の形成のためには、より一層の土地の高度利用を

図ることが必要である。

食料の生産基盤としての機能強化と生産性の高い農業経営の確立のために

は、優良農地の確保、保全、活用を図る必要がある。また、遊休農地の解消

や経営規模の拡大を図るため、効率的な土地利用を推進する必要がある。

ウ 基本方向

市街地周辺地域の都市化の進展が見られる地域においては、無秩序な宅地

化が進展しないよう、優良農地の確保を図る。また、高山市農業振興地域整

備計画の適正な運用を推進するため、農用地利用計画などの見直しを行い、

農用地の適正な利用を進める。

また、中心市街地の再生のため、空き店舗等の低未利用地の活用を図るほ

か、高山駅周辺土地区画整理事業を推進するとともに、まちづくり総合支援

事業による市街地の整備を推進する。

８ 施設の整備に関する事項

この区域の均衡ある発展を図るため、整備及び開発の基本構想に基づいて施

設の整備を進めるものとするが、その計画の大綱は次のとおりである。

(1) 交通施設及び情報通信施設

本区域の開発整備を推進し、生活の利便性向上を図るため、環境保全に十

分配慮しつつ、隣接県や全国からも安全で快適にアクセスでき、飛騨地方の

中心都市にふさわしい総合的な交通・通信体系の確立をめざす。
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また、ＩＴ導入・活用による既存産業の高度化・高付加価値化や地域の連

携交流等を図るため、情報通信基盤の整備を推進する。

ア 道路

中心部の渋滞を緩和し、都市内交通の円滑化を図るための道路の整備を

推進するほか、隣接県や全国からも安全で快適にアクセスできるよう交通

基盤の整備を推進する。

整備を進める主要な道路は、次のとおりである。

高規格幹線道路 中部縦貫自動車道

地域高規格道路 富山高山連絡道路、高山下呂連絡道路

一般国道 41号

主要地方道 高山清見線

街路 花里本母線、江名子千島線（高山市）

この他、本区域と他地域の交流に資する道路として、隣接地域において

東海北陸自動車道の整備を推進する。

イ 鉄軌道

本区域と他地域との連携を強化し、沿線地域の一層の活性化と沿線住民

の鉄道利用に関する利便性の向上を図るため、高山本線の複線電化や軌間

可変電車（フリーゲージトレイン）の導入などの検討を進める。

ウ 情報通信施設

ＩＴの導入・活用等により既存産業の高度化・高付加価値化を図るため、

道路空間、河川を利用した光ファイバーネットワークの整備などによる岐

阜情報スーパーハイウェイの構築を推進するとともに、ＣＡＴＶ網の整備

活用、移動体通信などの無線技術や衛星通信技術の活用などの検討を進め

る。

さらに、三重県英虞湾より日本に陸揚げされる超高速・大容量海底ケー

ブルと接続し、テラビット級の大容量ネットワークの構築を可能とする高

規格幹線道路等における情報通信基盤の整備の検討を進める。

(2) 公園緑地

恵まれた自然環境を保全しつつ、潤いのある生活環境の形成、住民の健康

増進や防災面を考慮した緑の都市空間を形成するため、公園や緑地の整備を

推進するとともに、花づくりと花かざりが一体となった県民総参加による

「花の都ぎふ」運動を推進する。

(3) 河川、治山、砂防等
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地域住民の安全確保や生活の安定、地域経済の発展のため、国土保全施設

の整備を推進する。

ア 河川

流域住民の安全や生活環境の確保のため、河川環境の保全に配慮しつつ、

宮川等における河川改修事業及び大島ダムの建設等を推進する。

イ 治山、砂防等

土砂災害の防止や水源のかん養機能の向上、自然環境の保全等を図るた

め、神通川水系における治山・砂防事業を推進する。

また、地域住民の生命の保護を図るため、急傾斜地崩壊対策事業を推進

する。

(4) 住宅等

普通世帯数の増加に伴う新規住宅需要や低質な住宅の建替え需要が見込ま

れており、低廉な家賃による良質な住宅を供給するため、公的機関による住

宅供給を推進するとともに、民間資金の合理的な活用による住宅建設を促進

する。住宅建設に当たっては、世帯の規模や構成に応じて適正な住宅の供給

を図りつつ、潤いのある居住環境の確保に努める。

(5) 水道施設及び下水処理施設等

生産水準の向上や産業の発展に対処するとともに、生活環境の向上及び公

共用水域の水質の保全に資するため、次のとおり供給・処理施設の整備を推

進する。

ア 水道

生活水準の向上や観光需要の増大等に伴う水需要の増加に対処するため、

本区域の平成17年度における給水普及率100％をめざし、老朽化の進んでい

る箇所の改良を推進する。

イ 下水道

健康で快適な生活環境の確保と公共用水域の水質保全を図るため、平成

17年度の下水処理区域人口62.2千人を目途に、公共下水道等の整備を推進

する。

また、生活排水による公共用水域の汚染を防止するため、地域の実情に

応じた合併処理浄化槽の整備を推進する。

ウ 廃棄物処理施設

一般廃棄物については、最終処分場の逼迫に対処するため、最終処分場

の整備について検討を進める。
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産業廃棄物については、公共関与による処理を進めるため、飛騨圏域に

おいて処理施設（リサイクル工場）を核として健康、福祉施設等を複合的

・有機的に整備する地球環境村建設の検討を進める。

(6) 教育、文化、スポーツ、研究施設

ア 教育施設

教育環境を改善し、就学前の幼児の教育や学校教育の充実を図るため、

幼稚園や小学校、中学校、高等学校、特殊教育諸学校について、教育施設

の整備拡充を図る。

イ 文化・スポーツ施設

地域住民の心身の健康と精神的豊かさを実現するため、文化・スポーツ

施設の整備を推進する。また、文化財を保護するため、伝統的建造物群保

存地区の整備を進めるとともに、民俗文化の保存・研究・イベントの開催

等の中核施設として、飛騨・世界生活文化センターの整備・活用を図る。

(7) その他の施設

ア 社会福祉施設

穏やかで安心して暮らすことができる社会づくりのため、児童福祉施設

等の整備を推進する。

イ 医療施設

医療施設の適正配置と医療サービス水準の向上を図るため、病院、療養

所等の施設整備を推進するとともに、救急医療体制の充実を図る。

ウ 職業訓練施設

産業技術の高度化に対処し、技能労働者の職業能力の向上を図るため、

高山高等技能専門校の機能強化について検討を進める。

エ 農道

農作業の効率化や農産物の効率的輸送を図るため、飛騨東部広域営農団

地における農道網の基幹となる広域営農団地農道やふるさと農道等の整備

を推進する。

オ 林道

林業の生産性の向上、地域産業の振興及び山村の活性化を図るため、飛

越山地大規模林業圏開発林道八幡・高山線やふるさと林道、広域基幹林道

等の整備を推進する。
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９ 環境の保全に関する事項

本区域については、今後、中部縦貫自動車道等の交通網の整備により観光レ

クリエーション需要の増加が予想される。本区域の環境は全般的に良好な状況

を維持しているが、公害の未然防止に努め、住民の健康を確保して良好な生活

環境を保全する必要がある。

これらの公害の防止はもとより、環境基本法、岐阜県環境基本条例、岐阜県

環境影響評価条例、岐阜県環境基本計画等に基づいた環境保全に関する施策を

総合的・計画的に進め、自然と共生できる循環を基調とした環境負荷の少ない

持続的な発展が可能な社会を構築する必要がある。

環境保全関連法令に基づく規制や指導の徹底、各種の生活環境施設の整備、

環境保全意識の普及啓発など、環境保全対策を積極的に進め、環境に配慮した

土地利用、産業構造、交通体系等に関する諸施策を計画的に推進し、総合的な

環境保全を図る。

さらに、やすらぎと潤いのある快適な環境の形成を図るため、歴史的・伝統

的観光資源と周辺の自然環境との調和や緑化の推進等に努める。

ア 大気汚染

大気汚染については、発生源に対する規制及び指導の徹底を図るととも

に、大気常時測定局の活用を図り、監視測定体制の強化に努める。

イ 水質汚濁

水質汚濁については、排水基準の遵守及び指導の徹底を図る。また、公

共下水道の整備並びに生活排水対策、地下水汚染防止対策、河川浄化事業

を推進する。

ウ 騒音・振動

騒音・振動については、発生源に対する規制や指導の徹底を図る。また、

近隣騒音については、静穏な生活環境の保全に対する普及啓発を図り、住

民の意識高揚に努める。

エ 悪臭

悪臭については、悪臭防止法等による規制及び指導の徹底を図る。

オ 自動車交通対策

自動車排出ガスや騒音等の対策強化を図るとともに、道路周辺の土地利

用の適正化に努める。また、バイパス等の整備、環境施設帯の設置、遮音

壁の設置等の対策を推進する。

カ 環境汚染の監視と技術開発

環境汚染の監視、測定、調査研究体制を整備・拡充するとともに、公害

防止のための技術開発を図る。
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キ 森林の保全・整備

公害防止だけでなく、自然環境の保全や健全な生態系を維持・回復し、

自然と人間との共生を確保するため、保健休養や水源かん養等の多面的、

公益的機能を有する森林の保全・整備を図る。

ク 資源循環型社会の構築

事業者、住民に対する指導、支援により廃棄物の発生抑制を徹底すると

ともに、発生した廃棄物については減量化・リサイクルを進め、あらゆる

廃棄物が資源として利用される体制を構築する。さらに、事業者等に対し、

ＩＳＯ14001の認証取得の普及に努める。また、監視活動の強化により不適

正処理の防止に努める。

ケ 新エネルギーの利用の推進

太陽光発電やクリーンエネルギー自動車など新エネルギーの有効活用を

推進する。

10 防災対策に関する事項

本区域は、県北部の飛騨地方の中央、高山盆地に位置し、周囲を北アルプス、

白山等の山岳に囲まれている。地形は急峻で地質も弱いため、土石流危険渓流

や急傾斜地崩壊危険箇所などが数多くあり、集中豪雨による河川の氾濫や土砂

災害の危険性を含んでいる。

また、昭和31年、38年、56年、平成３年の豪雪に見られるように、降積雪に

よる家屋施設等の圧雪害や交通への被害は多大なものとなっている。さらには、

山沿いの地域では、雪崩による被害も予想される。

阪神・淡路大震災で活断層が注目を浴びているが、県内には無数の活断層が

あることが判明しており、北部には牛首断層、跡津川断層、南部には阿寺断層

が走っており、西部には御母衣断層や八幡断層が縦走している。このため岐阜

県地域防災計画に基づいた防災対策を推進する。

(1) 震災対策に関する事項

ア 自主防災組織の活動拠点、防災資機材倉庫等及び資機材の整備拡充

イ 公共建築物の耐震補強、木造住宅等一般建築物の耐震化及び都市公園、

緑樹帯、耐震性貯水槽等の整備促進による都市の防災化

ウ 緊急輸送道路としての幹線道路等の多重化、ネットワーク化の推進

エ 避難路・避難所・備蓄倉庫等の整備

オ 水道・下水道施設等の耐震化の推進及び避難所等における井戸掘削、自

家発電装置等の整備促進



14

カ 災害医療情報システム、基幹災害医療センター、緊急救助物資の整備

(2) 風水害対策に関する事項

風水害対策として情報の収集・伝達システムの強化、防災施設等の整備を

進めるとともに、事前に被害発生危険個所の点検及び災害の未然防止のため

に必要な措置を講じて安全な県土づくりを進める。また、幹線道路等の多重

化、ネットワーク化等を進め、出水時における安全な緊急輸送の確保を図る。

(3) 雪害対策等に関する事項

雪害対策としての情報の収集・伝達システムを整備し、雪崩防止対策とし

ては事前に被害発生危険箇所の点検を実施して必要な措置を講じるとともに、

冬期の安全な道路交通を確保するため、除雪の充実等を図る。

(4) 災害時の相互支援に関する事項

災害時における自治体間及び業界団体等との災害時応援協定の締結を進め、

災害時における広域的な支援体制の整備を推進する。
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１ 計画の性格 
 この計画は、中部圏の都市整備区域、都市開発区域及び保全区域の整備等に

関する法律に基づいて作成したもので、東駿河湾区域都市開発区域の開発整備

の基本構想及び施設の整備についての大綱を示したものである。 
 
２ 計画の対象区域 
 計画の対象区域は、昭和 43 年 11 月 14 日総理府告示第 43 号をもって告示し

た東駿河湾区域都市開発区域であり、関係市町村は次のとおりである。（ただし、

保全区域を除く。） 
 駿東・田方地域 
  沼津市、三島市、御殿場市、裾野市、駿東郡清水町、長泉町、小山町 
  田方郡函南町、韮山町、大仁町 
 富士・庵原地域 
  富士宮市、富士市、富士郡芝川町（一部） 
  庵原郡富士川町、蒲原町、由比町 
 
３ 計画の期間 
 この計画の期間は、平成 13 年度から平成 17 年度までの５箇年間とする。 
 なお、計画の実施に当っては、今後の社会、経済情勢の推移に応じて弾力的

な運用を図るものとする。 
 
４ 整備及び開発の基本構想 
(1) 東駿河湾区域の現状と課題 

イ 区域の概要 
 本区域は、太平洋ベルト地帯を中心とする西日本国土軸と、日本海から

北信・東信、甲府盆地、駿河湾湾岸を経て伊豆半島に至る中部横断軸とが

連結する地域となっている。また、東京から 100km の外延部に位置するこ

とから首都圏の拡大に伴い、国道 246 号沿線に先端技術産業の立地や首都

圏の通勤・通学圏としての住宅地の整備が進むなど、首都圏機能の一翼も

担っている。これらの地理的優位性や、富士山、箱根山、駿河湾などの豊

かな自然環境、恵まれた交通条件などに支えられ、工業を中心に、多彩な

産業が活発な展開をみせている。 
  この区域を大別すると、駿東・田方地域、富士・庵原地域に分かれ、両

地域とも駿河湾に面し、北側に向かって比較的平坦な平野部及びそれに続

く丘陵部からなっている。また周辺は、富士箱根伊豆国立公園に指定され
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ており、美しい景観、自然環境が保全されている。 
 
ロ 豊かな自然を利用した農林水産業 
 この区域においては、沼津の干物、田方地域のいちごやしいたけ、富士ひ

のきに代表される林業、広大な富士山麓を利用した酪農や野菜の生産、沿岸

漁業など特色ある農林水産業が営まれているが、担い手の育成や販売ルート

の確保など安定的な生産構造を構築することが求められている。 
 
ハ 県内有数の工業地域の形成 
 製造業については、国道 246 号沿線を中心に先端技術産業や試験研究・研

修機関が立地している。また、富士市、富士宮市を中心とした地域では、豊

富な水を利用した製紙業をはじめ、輸送用機械、電気機械、薬品、化学工業

等の活発な生産活動が展開されており、県内有数の工業地域を形成している。

しかし、経済・産業構造が大きく変化する中で、研究開発などを軸とした既

存産業の高度化や新産業の創出・育成が急務となっている。 
 
ニ 地理的条件を活かした観光・商業の形成 
 豊かな自然環境、首都圏に近いという地理的優位性などを活かして、観光

サービス業、商業などの集積がみられるが、観光地間競争が激化し、また観

光ニーズが多様化する中で、御殿場市のアウトレットのような新たな交流拠

点づくりや、魅力あるイベントの開催などにより、交流人口の増大が求めら

れている。 
 
ホ 都市基盤の整備 
 都市機能については、区域の拠点として、沼津市、富士市の充実強化を図

っていく必要があり、駅前周辺部の都市基盤の整備や主要幹線道路等の交通

基盤の整備が求められている。 
 
(2) 今後の基本方針   

   このような現状を踏まえて本区域は、富士山麓の豊かな自然環境の中、高

次な都市機能と先端技術産業、研究・研修機関等が集積し、また多彩な地域

産業が展開する、自然と人間、産業が共生する快適な空間が広がるゆとりと

創造に満ちた地域をめざしていく。 
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イ 富士山麓周辺への医療産業の集積と新たな産業の創出 
 静岡県がんセンター（仮称）の整備を契機として、富士山麓先端医療

産業集積構想の実現に努めていく。具体的には、医療・研究機能の集積

や産学官の連携による新たな医療関連産業の創出及び人材の育成などに

より、活力ある区域の形成を図るとともに、研究開発の支援による既存

産業の高度化など競争力の強い産業の展開を図る。 
 

ロ 都市機能の強化とユニバーサルデザインを導入した地域整備 
 静岡県東部地方拠点都市地域整備基本計画に基づく駅前周辺の土地区

画整理事業などの都市基盤整備により、都市機能の充実強化を図る。特

に沼津駅においては、南北交通の円滑化や周辺市街地を一体化させるた

め、鉄道の連続立体高架化を検討する。また、沼津市で開催予定の 2007

年の技能五輪国際大会に向けては、地域産業の技能水準の向上を図ると

ともに、すべての人が快適に暮せる地域づくりをめざし、沼津駅北口広

場をはじめユニバーサルデザインを導入した地域整備を推進していく。 
 

ハ 富士山をはじめとする世界に誇れる環境の保全 
   富士山総合環境保全指針に基づき、後世に残したい日本の風景の代表

である富士山のトイレ対策や自然林の復元など環境保全対策を推進する。

また、富士山麓地域での廃棄物の不法投棄の防止や秩序ある開発など計

画的な地域づくりにより、自然環境を保全していく。さらに、省エネル

ギーやリサイクルの推進など環境負荷の低減を重視した循環型社会の構

築を図る。 
 

ニ 富士箱根伊豆における観光リゾート空間の形成 
 「富士山こどもの国」などの滞在型交流拠点の活用等、自然と共生し

た活動ゾーンの形成や、交通基盤の整備、東海道四〇〇年祭等のイベン

トの開催を利用し、自然と歴史、文化を生かした観光リゾート空間の形

成を図る。 
 

ホ 広域的な連携を促す交通ネットワークの整備 
 第二東名高速道路や伊豆縦貫自動車道の整備、混雑度の高い東西幹線

道路や南北道路の拡充・強化、また、田子の浦港、沼津港の機能強化や

防災拠点の整備など、区域内はもとより、圏域内外の広域的な連携を促

す交通・情報ネットワークの整備を推進する。 
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ヘ 山梨県、神奈川県との連携 
 隣接する山梨県、神奈川県とは、富士箱根伊豆交流圏市町村サミット

の開催などにより県際交流を深めるとともに、豊かな自然環境や東海道

の歴史、伝統芸能など有形、無形の地域資源を活用した地域間交流の推

進や、県境をつなぐ道路の整備により、県域を越えた広域的な連携を強

めていく。 
 

ト 弾力的な運用 
 この計画の実施に当たっては、財政状況等を考慮しつつ、弾力的に運

用するとともに、農地、林地等の用途転換、既得権の変更等を要するも

のについては十分な調整を図る。特に、文化財の保護、農林地等の県土 

保全と安全性の確保、環境の保全、エネルギーの安定確保、防災対策等

に留意する。 
 
５ 人口の規模及び労働力の需要に関する事項 

(1) 本区域の人口は、過去５年間において 10 千人増加し平成 12 年には 1,014 

 千人となる。今後の５年間においても、本区域の開発及び都市機能の充実に 

 より人口が 15 千人増加し、平成 17 年には 1,029 千人になるものと見込まれ 

 る。 

 

(2) 人口の年齢別構成をみると、平成 12 年の年少人口は 161 千人、生産年齢 

 人口は 698 千人、老齢人口は 155 千人であり、平成 17 年には、年少人口は 

 158 千人（対平成 12 年比 1.9％減）、生産年齢人口は 688 千人（対平成 12 

 年比 1.4％減）、老齢人口は 183 千人（対平成 12 年比 18.1％増）になるもの 

 と見込まれる。 

 

(3) 本区域の一般世帯数は、平成 12 年には 346 千世帯となり、今後５年間に 

 27 千世帯増加し、平成 17 年には 373 千世帯になるものと見込まれる。 

 

(4) 産業の国際化や、情報化、技術革新の進展等により産業構造が変化してい 

 る中、産業別の労働力構成は、大きく変化している。また、少子・高齢化の 

 一層の進展によるライフスタイルの変化や生産年齢人口の減少は、労働力の 

 需給について多様な変化をもたらし、女性や高年齢者等の就業の増加が一層 

 見込まれる。 
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  このため、労働力需給が量的、質的に変化している中にあって、需給のミ 

 スマッチの解消を図るために、新しい労働需要に適合した技能を持つ人材の 

 育成に努めるなどの雇用対策を進める。特に、女性、高齢者、障害者につい 

 て、性別、年齢等にとらわれない個人の能力に基づく就業が可能となるよう 
 な、雇用促進対策を積極的に進める。 
 
６ 産業の業種、規模等に関する事項 
(1) 産業別開発の構想  

イ 総 論 
 少子・高齢化の進行、グローバル化や情報化の進展など、大きな時代の

変革期を迎えており、新たな社会システムへの対応が求められている。 
  このような中、国際的な競争の激化に対応した競争力の強い産業を育成

するため、各種産業の未来を担う企業家、技術者、後継者などの人材の育

成を図るとともに、急激に進行するＩＴ革命に対処するため、情報通信基

盤を着実に整備し、地域の情報化を推進する。また、男女共同参画を推進

し、男女が共に働きやすい環境の整備を進める。 
ロ 農 業 
 本区域の農業は、変化に富んだ地形特性を活かし、施設園芸、露地野菜、畜

産、茶、果樹、米など、多種多様な農産物が各地で集約的に生産されている。ま

た、富士山西麓に広がる朝霧高原では、本県を代表する草地酪農地帯が形成

されている。 

   近年、就業者の減少と高齢化の進展などによって、農業生産構造の脆弱化が

問題となっている。一方、恵まれた立地条件を活かし、独自の販売ルートの開拓

や加工・販売部門などを取込んだ経営の合理化によって、効率的・安定的な農

業経営を実現している経営体が現れている。今後は、こうした企業経営を実現す

る経営体（経営組織）の育成によって、安定的な生産構造を構築していくことが

急務となっている。 

   このため、低コスト農業の実現を図るための生産基盤整備事業や生産・流通・

加工施設整備の推進、新商品開発、農産物加工組織の充実とネットワーク化に

対する支援等により、生産技術と経営能力に優れたビジネス経営体を育成し、

安定的な生産構造を構築する。また、農村における複合ビジネスとして、体験・

交流型農業の実施など観光産業や教育産業と幅広く連携したグリーンツーリズ

ム等の取組みを強化する。さらに、農業集落排水施設など、生産基盤と一体とな

った農村の快適な生活環境基盤の整備を図る。 
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ハ 林 業 

 本区域の富士山南麓を中心とした人工林地帯は、戦後の拡大造林によっ

て植林され、伐採期を迎えた「ひのき」が多くを占めており、林業経営が

厳しい状況にある中、地域が一体となって、「富士ひのき」の産地化に意欲

的に取り組んでいる。 
  しかし、産地としての地位を確立するためには、生産コストの低減や生

産・加工・流通の連携強化が課題となっている。さらに近年は、本区域を

訪れる人々に、保健休養、文化・教育的利用の場を提供する森林への期待

が高まっており、また国土保全や水源かん養などの公益的機能の確保も求

められている。 
  今後、「富士ひのき」の産地としての地位を確立するため、中長期的視野に

立った適正な森林管理や素材生産の低コスト化を可能とする林道網の整備を効

果的、重点的に進めるとともに、生産・加工・流通の連携強化を支援する。 
   また、富士山の自然に配慮した治山事業等の防災事業や人工林の適正な施

業などを計画的に実施し、水土の保全機能を高めていく。さらに、富士山総合環

境保全指針に基づく富士山環境保全対策の推進により、地域環境の保全に対

する意識や森づくりへの参加意欲を高めるなど、総合的かつ長期的視野に立っ

た富士山の環境保全対策を推進していく。 
ニ 水産業 
 本区域の漁業は、沼津港で、まき網等によりサバ、アジ、イワシ等が、

由比港で、船びきによるサクラエビ、シラスが主に水揚げされている。沼

津では入り江を利用したマアジ等の養殖とともに、干物を中心とした水産加工業

も盛んに行われており、養殖マアジ、塩干アジともに全国トップのシェアを誇って

いる。狩野川ではアユの友釣りに代表される遊漁が、富士山麓では豊富な湧水

を利用した養鱒業が盛んに行われている。しかし近年、漁場環境の変化等によ

って、資源状態の悪化が懸念されており、水産資源の合理的利用や漁業経営

の安定化の両立が課題となっている。 

   今後、水産資源の維持・培養を図るため、漁業種類や複数の魚種を対象にし

た複合的な資源管理漁業を沿岸域まで含めて定着化を図る必要がある。内水

面においては、生息環境の維持再生、良質種苗の放流、産卵場の保護育成な

どを通じ、資源量の増殖を図る。また、消費者のニーズを把握するとともに、旬の

魚のおいしさ、有用性などをＰＲすることによって、水産物の一層の消費拡大を

図る。 
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ホ 工 業 

 本区域の工業は、電気機械、工作機械、製紙、製薬など多彩な産業が集積し

ているが、長引く景気の低迷、世界規模での競争の激化の中、既存産業の体質

強化や新成長産業の創生による産業の活性化が求められている。 

   このため、沼津及び富士工業技術センターを中心とした産学官連携による地

域産業の活性化や新たな産業の育成を図り、またしずおか夢起業支援事業の

推進による創業、経営革新の支援に努める。さらに、地域経済活性化と雇用創

出を推進するため、優良企業の立地促進に取組むとともに、働く意欲の高い女

性、高齢者、障害者等の就業機会の確保など豊かな就業環境の整備を推進し

ていく。 

ヘ 商業・サービス業 

 本区域の商業は、市街地での大型店の撤退や空き店舗の増加などにより、中

心市街地の空洞化や吸引力の低下が深刻化しており、中心市街地の活性化が

必要となっている。 

   このため、静岡県東部地方拠点都市地域整備基本計画に基づき、駅前周辺

の市街地再開発事業等を推進する。特に、沼津市、三島市、裾野市等について

は、中心市街地活性化基本計画に基づき、商業活性化対策を支援するとともに、

ユニバーサルデザインの考え方に立った地域づくりに努める。また、インターネッ

ト等を活用して情報を消費者へ提供することにより商店街の活性化を図るなど、

特色ある商店街づくりを支援し、商業機能を強化する。 

   さらに、沼津港が特定地域振興重要港湾に指定されたことを受け、港湾整備

を積極的に推進していくとともに、港湾振興ビジョンに基づき地域の振興を図っ

ていく。 

ト 観 光 

本区域は、広大な富士山麓や東駿河湾の海岸線等の観光資源に恵まれ、ま

た、首都圏に近接する伊豆半島への玄関口として、多くの観光客を迎えている

が、魅力的な滞在型観光施設が不足していることから、通過型の観光地となって

いる。今後、富士山、箱根山麓などの魅力ある観光資源を十分に活かし、滞在

型交流機能を強化していくことが課題となっている。 

このため、東海道四〇〇年祭や伊豆文学フェスティバル等のイベントの

開催を契機として、自然と歴史、文化を活かした広域的な観光ルートの開

発や、富士山こどもの国、田貫湖ふれあい自然塾等の滞在型交流拠点の活

用を推進する。 
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(2) 産業の規模 

 本区域の就業者数を従業地によってみると、平成 12 年には 566 千人、平成

17 年には 570 千人になるものと見込まれる。 

 産業別では、平成 12 年の第１次産業は 21 千人（3.7％）、第２次産業は 227

千人（40.1％）、第３次産業は 318 千人（56.2％）となる。平成 17 年には、

第１次産業の就業人口は大きな変化がなく 21 千人（3.7％）となり、第２次

産業は 13 千人減少し 214 千人（37.5％）になると見込まれるのに対し、第３

次産業は、就業人口の伸びが一段と高くなるものと予想され、17 千人増加し

335 千人（58.8％）になるものと見込まれる。 

 
７ 土地の利用に関する事項 
(1) 土地利用の基本構想 

 本区域の土地利用は、社会の変化に伴い多様化が進んでいる。今後、沼津

市、富士市などを中心とした都市基盤の整備や主要幹線道路等の整備による

交通体系の変化、また新たな産業集積地の形成などにより、更なる土地利用

の転換が求められる。一方、環境問題への対応や県土保全、自然とのふれあ

い空間として緑の保全が求められており、自然環境と調和した秩序ある土地

利用を図る必要がある。 
 このため、本県の国土利用計画に基づき、「県土が現在及び将来における県

民のための限られた資源であるとともに、生活及び生産を通ずる諸活動の共

通の基盤であることにかんがみ、公共の福祉を優先させ、自然環境の保全を

図りつつ、地域の自然的、社会的、経済的及び文化的条件に配意して、健康

で文化的な生活環境の確保と県土の均衡ある発展を図る」ことを県土利用の

基本理念とし、地域の特性を踏まえながら、土地利用基本計画をはじめとす

る土地に関する諸制度の適切な運用を図り、総合的かつ計画的な土地利用を

展開する。 
 
(2) 土地利用の概要 

イ 市街地として利用を図る地域は、広域化する交通網の整備による地域の

連携や大型店の進出による都市の発展動向等を勘案して、計画的な都市基

盤の整備及び既成市街地の整備を推進する。特に沼津駅、三島駅、新幹線

新富士駅、富士宮駅周辺は、区画整理事業、市街地再開発事業等により、

都市基盤の整備を図り、高次な都市機能の集積や魅力ある都市景観の創出

などを図る。 
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ロ 工業用地については、県外の先進的企業の誘致に努めるとともに、既存

の中小企業の集団化を進める。第二東名高速道路等の交通基盤の整備を念

頭に置き、情報関連産業や新たな先進技術産業の集積を図る。また、自然

と共生した計画的な工業配置を推進する。 
ハ 農用地については、茶、野菜、畜産などの地域の特性を生かした多様な

農業の振興と産地強化を図るため、農用地の整備や優良農地の確保、農地

の流動化を推進する。また、土壌浸食を起こしやすい特殊土壌地帯（富士

マサ）を有していることから、農地保全対策を計画的に実施する。 
ニ 第二東名高速道路インターチェンジ周辺部においては、高速道路及び関

連するアクセス道路の整備による地域経済、都市活動の拡大が広範囲に及

ぶものと予想されるため、周辺環境、景観との調和を図りながら、都市的

な土地利用の計画的な誘導を図る。 
ホ 広大な富士山麓については、自然と人間との共生を図りながら、適正な

土地利用を進め、自然環境や景観の保全・創造を図る。また、自然環境の

保全に配慮しつつ、富士山の雄大な自然環境を生かした魅力ある観光レク

リエーション拠点の活用を推進する。 
 
８ 施設の整備に関する事項 
 本区域の均衡ある発展を図るため、整備及び開発の基本構想に基づいて、自

然環境、生活環境、生産環境の調和のとれた魅力ある地域整備を進める。 
 その計画の大綱は、次のとおりである。 
 
(1) 交通施設及び通信施設 

 本区域の開発整備を進めるため、環境の保全に配慮しつつ、区域の総合的

な交通・情報ネットワークの形成を図る。 
イ 道 路 
 全国との交流・連携ネットワークの充実を図り、活力ある地域の形成や

良好な市街地を形成する道路網の整備を推進する。また、道路交通の円滑

化と市街地の一体的発展を図るため、沼津駅及び富士宮駅付近において東

海道本線等の連続立体交差事業による高架化を検討する。 
  整備を進める主要な道路は、次のとおりである。 

道路規格 施 設 名 事業主体 事業内容等 期間中の計画概要 

高規格幹線

道路 

第二東名高速道路 日本道路

公団 

区域内延長 

  46.5km 

用地取得及び工事実施 
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伊豆縦貫自動車道 

(東駿河湾環状道

路) 

国土交通

省 

区域内延長 

  15.0km 

用地取得及び工事実施 

1 号ﾊﾞｲﾊﾟｽ 

（笹原山中） 

（富士由比） 

国土交通

省 

計画延長 

   4.3km 

  21.4km 

用地取得及び工事実施 

138 号御殿場ﾊﾞｲﾊﾟｽ

(西区間) 

国土交通

省 

計画延長 

   4.3km 

用地取得及び工事実施 

139 号 

 富士改良 

国土交通

省 

計画延長 

  1.6km 

測量設計及び用地取得 

246 号  

 裾野ﾊﾞｲﾊﾟｽ 

国土交通

省 

計画延長 

  35.3km 

用地取得及び工事実施 

136 号  

 函南～三島 

静岡県 計画延長 

   1.9km 

用地取得及び工事実施 

道路工 1.5km 

一般国道 

414 号 静浦 

 （沼津市） 

静岡県 計画延長 

    5.1km 

用地取得及び工事実施 

道路工 1.1km 

沼 津 イ ン タ ー 線

(岡宮工区)  (沼津

市) 

静岡県 計画延長 

    1.1km 

用地取得及び工事実施 

道路工 0.3km 

一色久沢線（大渕工

区）(富士市) 

静岡県 計画延長 

    0.9km 

用地取得及び工事実施 

道路工 0.4km 

主要地方道 

 

大岡元長窪線(元長

窪工区) (長泉町) 

静岡県 計画延長 

    1.3km 

用地取得及び工事実施 

道路工 1.1km 

三枚橋岡宮線 

（沼津市） 

静岡県 計画延長 

    1.4km 

用地取得及び工事実施 

道路工 1.2km 

街   路 

西間門新谷線 

（清水町） 

静岡県 計画延長 

    0.4km 

用地取得及び工事実施 

道路工 0.3km 

 

ロ 鉄軌道 

 産業、経済の発展、生活行動の広域化に対応し、また静岡県がんセンタ

ー（仮称）の開院に合わせて、東海旅客鉄道御殿場線（裾野駅～下土狩駅

間）の新駅整備（H14 開業予定）を推進する。 

 

ハ 港 湾 

 船舶の大型化への対応や物流機能の拡充、水産流通機能の強化等のため

港湾施設の整備を進める。 

港 湾 名 事業主体 事業内容等 期間中の計画概要 

重要港湾 

田子の浦港 

国土交通

省 

静岡県 

多目的国際ターミナルの整備

による船舶の大型化への対応

等 

岸壁（－12ｍ）240m＊2B 

泊地（－12ｍ）  増深 

航路（－12m）  増深等 

地方港湾 

沼津港 

静岡県 物流機能の強化、防災拠点等

としての整備を推進 

岸壁（－7.5ｍ）130m＊1B 
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ニ 漁 港 

 水産振興の拠点となる静浦漁港などの整備を推進する。 

 

漁 港 名 事業主体 事業内容等 期間中の計画概要 

静浦漁港 

（沼津市） 

静岡県 岸壁－6ｍ、防波堤 100m 

泊地（増深） 9,500 ㎡ 

岸壁－6ｍ  

泊地（増深） 9,500 ㎡ 

 
ホ 通信施設 
 情報通信技術の飛躍的な進歩により、あらゆる情報が瞬時に世界中を流

通する高度情報通信社会が到来しており、産業や生活などに大きな影響を

与えている。このため、電線共同溝や移動通信網、光ファイバー網など、

高度情報化に対応できる情報通信基盤の整備を引続き進める。 
 また、「しずおか情報化ビジョン 2005」に基づき、学校におけるインタ

ーネットの利用環境の整備や、ＳＯＨＯ（スモールオフィスホームオフィ

ス）への支援などを推進する。 
 
(2) 宅 地 

健全な市街地の形成や先端技術産業の誘致に対処するため、市街地の防災

性の向上、公害の防止、自然環境の保全及び農林地の保全に配慮した計画的

な宅地開発、都市開発等を推進し、良好な住宅用地、工業用地の確保を図る。 
 主要な施設整備計画は次のとおりである。 
施設名 地区名 事業主体 事業内容等 期間中の計画概要 

静岡東部拠点(沼津

市) (土地区画整

理) 

地域振興整

備公団 

地区面積 

   27.7ha 

調査計画仮換地指定

等 

 

岡 宮 北 

(土地区画整理) 

沼津市 地区面積 

    45.3ha 

建物移転・造成工事等

 

御殿場富士見原住

宅団地 (一般宅地

開発) 

静岡県企業

局 

地区面積 

   17.0ha 

造成工事・分譲 

 

住宅用地 

 

大 手 町 

(市街地再開発) 

沼津市 地区面積 

     1.9ha 

実施設計、権利変換計

画作成、建築工事等 

富士宮北山工業団

地 

静岡県企業

局 

計画面積 

    70.7ha 

造成工事 23.7ha 

H15 工事完了予定 

工業用地 

神場南企業団地 

（御殿場市） 

神場南土地

区画整理組

合 

計画面積 

    33.4ha 

造成工事  7.8ha 

H14 工事完了予定 

 また、東部地方拠点都市地域整備基本計画に基づき、沼津駅周辺、三島駅

周辺、新富士駅周辺等の一体的な整備を推進し、広域的な都市圏の形成をめ

ざす。 
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(3) 公園、緑地等 

 レクリエーション需要の増大・多様化に対処するとともに、東海地震等に

備えた広域避難地を確保し、あわせて生活環境の向上を図るため、平成 17

年度における都市計画区域内の都市公園面積について、約 676ha を確保する

ことを目標に公園、緑地の整備を進める。 

 主要な公園の整備計画は次のとおりである。 
公園緑地名 事業主体 事業内容等 期間中の計画概要 

愛鷹運動公園 沼津市 全体計画面積 65.5ha 整備面積  11.2ha

我入道公園 沼津市 全体計画面積 23.0ha 整備面積   2.1ha

秩父宮記念公園 御殿場市 全体計画面積  9.2ha 整備面積   6.4ha

裾野市運動公園 裾野市 全体計画面積 13.7ha 整備面積  13.7ha

函南運動公園 函南町 全体計画面積 22.8ha 整備面積   6.6ha

  
(4) 河川、海岸、治山、砂防等 

 災害を未然に防止し、住民生活及び産業活動の安全を確保するため、総合

的な国土保全対策を推進する。 
イ 河 川 
 富士川水系、狩野川水系、新中川水系等の治水事業を推進するとともに、

河川環境の整備と保全に努める。なお、事業実施に際しては、自然環境や

生物の生育環境に配慮し、良好な水辺空間の形成を図る。 
 主要な河川の整備計画は次のとおりである。 
事業種別 地区名 事業主体 事業内容等 期間中の計画概要 

沼 川 

（沼津市） 

静岡県 護岸工 44,500ｍ 

道路橋  16 橋 

用地補償等 広域基幹河

川改修 

 新中川 

（沼津市） 

静岡県 護岸工  5,565ｍ

道路橋  14 橋 

護岸工等 

 
ロ 海 岸 
 高潮被害や海岸侵食などを防止し、海岸保全機能の維持や向上を図るた

め、高潮対策及び侵食対策事業を進める。 
 主要な海岸整備計画は次のとおりである。 
事業種別 地区名 事業主体 事業内容等 期間中の計画概要

高潮・侵食

対策 

富士海岸 

（沼津市、富

士市、蒲原町） 

国土交通

省 

堤防嵩上げ  

離岸堤  

養浜  

養浜 

離岸堤 

高潮対策 

 

沼津港海岸 

（沼津市） 

静岡県 水門 1 基、胸壁 170m、

堤防 653m 

胸壁 170ｍ  

水門 1 基 

堤防（改良） 653m
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静浦漁港海岸 

（沼津市） 

静岡県 堤防 200m 

胸壁 1,160m 

門扉 15 基 

堤防 60m 

胸壁 780m 

門扉  5 基 

 
ハ 治山、砂防等 
 土砂災害の防止、自然環境の保全を図るため、富士川水系、鮎沢川水系、

狩野川水系等において、治山、砂防、地すべり対策及び急傾斜地崩壊対策

事業を推進する。 
 主要な整備計画は次のとおりである。 
事業種別 地区名 事業主体 事業内容等 期間中の計画概要 

西倉沢 

（由比町） 

静岡県 抑止杭工 520 本 

横ﾎﾞｰﾘﾝｸﾞ工 15 基

 抑止杭工 35 本 

 横ﾎﾞｰﾘﾝｸﾞ工 3 基 

西山寺 

（由比町） 

静岡県 排水路工  1,415m 

ﾎﾞｰﾘﾝｸﾞ工 5,406m 

 排水路工  280m 

 

地すべり対

策事業 

長 野 

（由比町） 

静岡県 排水路工  670m 

ﾎﾞｰﾘﾝｸﾞ工 2,335m 

 排水路工  327m 

 ﾎﾞｰﾘﾝｸﾞ工 743m 

湯沸沢 

（小山町） 

静岡県 治山ダム工 33 基 

森林整備  17ha 

 治山ダム工  19 基 

 森林整備  14ha 

治山事業 

北 山 

（小山町） 

静岡県 治山ダム工  19 基 

森林整備  62ha 

 治山ダム工  14 基 

 森林整備  47ha 

 また、富士山大沢崩れについては、環境と調和のとれた砂防事業を進める。 
 

(5) 住 宅 

 世帯の増加、建替え等による住宅需要の増加により、計画期間内に必要な

住宅建設戸数は、約 54 千戸と見込まれる。このため、適切な維持・管理によ

り既存ストック住宅の有効活用を図るとともに、狭小・老朽化した公的住宅

については計画的な建替え・増改築を進める。さらに、地域の需要に対応し

た民間賃貸住宅の建設を促進し、優良な賃貸住宅の供給を図る。 

 住宅建設に当っては、長期的使用に耐えうる質の高い住宅への誘導を図る。

また、ユニバーサルデザインの普及に努めるとともに、景観にも十分配慮し、

人と環境にやさしい住まいづくりを推進する。 

 
(6) 供給施設及び処理施設 

 生活水準の向上、産業の発展に対処するとともに、生活環境の向上及び公

共用水域の水質の保全に資するため、次のとおり整備を推進する。 
イ 水 道 
 平成17年度における給水人口約1,035千人を目途に、富士宮市、三島市、

函南町等における上水道施設等の整備・拡充を進める。 
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ロ 下水道 
 公共用水域の水質の保全、生活環境の改善等に資するため、平成 17 年度

における下水処理区域人口約 502 千人を目途に、狩野川流域下水道及び流

域関連公共下水道並びに区域内 12 市町村において公共下水道の整備を進

める。 

 主要な施設整備計画は次のとおりである。 
事 業 名 事業主体 事業内容等 期間中の計画概要 

狩野川流域下水道 

（東部処理区） 

静岡県 計画処理面積 2,296ha 

計画処理量 111 千 m3/日 

処理場工事 

水処理 8,750m3/日*4 池

狩野川流域下水道 

（西部処理区） 

静岡県 計画処理面積 6,355ha 

計画処理量 212 千 m3/日 

幹線管渠 6ｋｍ 

水処理 6,750m3/日*2 池

沼津市 計画処理人口 188 千人 

計画処理量 140 千 m3/日 

(中部、重須、南部浄化ｾﾝﾀ

ｰ) 

整備面積 250 ha 

処理場建設 

(処理能力 13,000m3/日)

公共下水道 

（単独・流域関連） 

富士市 計画処理人口 244 千人 

計画処理量 230 千 m3/日 

(東部、西部浄化ｾﾝﾀｰ) 

整備面積 430ha 

東部浄化ｾﾝﾀｰ建設 

西部浄化ｾﾝﾀｰ更新・改築

 
ハ 廃棄物処理施設 
 人口の集中化及び生活水準の向上に伴うごみ、し尿の排出量の増大に対

処するため、ごみ処理施設等の整備を促進する。また、地域の実情に応じ

て、合併処理槽、コミュニティ・プラントの整備を図る。 
 主要な施設整備計画は次のとおりである。 
事 業 名 事業主体 事業内容等 期間中の計画概要 

リサイクルプラ

ザ 

三島市 処理能力  43 t/日 Ｈ16 施設完成予定 

ごみ処理施設 富士市 処理能力   400 t/日 設計及び用地買収 

Ｈ16 工事着手予定 

埋立処分地施設 沼津市 処理能力  

    70,000m3 

H14 施設完成予定 

埋立面積 15,200 ㎡ 

し尿処理施設 沼津市 処理能力 158kl/日 

高負荷脱窒素処理方式 

H15 施設完成予定 

コミュニティ・

プラント 

富士川町 処理能力 1,200m3/日 

標準長時間曝気法 

Ｈ14 施設完成予定 

 

 
(7) 教育文化施設 

 イ 教育施設 
 国際化、情報化、中高一貫教育など社会変化に対応した教育環境の整備

を図るとともに、既設校の耐震対策等の施設の整備を行う。 
 主要な施設整備計画は次のとおりである。 
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施 設 名 事業主体 事業内容等 期間中の計画概要 

錦田小学校 三島市 校舎等の改築（耐震） H14 施設完成予定 

沼津市立高校 沼津市 中等教育学校新築 H14 施設完成予定 

富士宮農業高校 静岡県 校舎改築（耐震） H14 施設完成予定 

沼津西高校 静岡県 校舎改築（耐震） H14 施設完成予定 

 
ロ 文化施設 
 生活のうるおいと精神的な豊かさを確保し、地域の文化的環境の向上を

図るため、総合水泳場（仮称）、富士市内公民館（仮称）等の整備を行う。 
施 設 名 事業主体 事業内容等 期間中の計画概要 

総合水泳場（仮称） 

（富士市） 

静岡県 延床面積 13,181 ㎡ 

50m、飛込公認プール他 

H14 施設完成予定 

富士市内公民館 

（仮称） 

富士市 延床面積 720 ㎡ H14 施設完成予定 

 
(8) その他の施設 

 イ 社会福祉施設 
 少子・高齢化の進行等に伴う福祉需要の増大に対処するため老人福祉施

設、障害者福祉施設、また児童福祉施設など各種社会福祉施設の整備充実

を図る。 
 主要な施設整備計画は次のとおりである。 

種 別 施設名 事業主体 事業内容等 期間中の計画概要 

児童福祉施設 聖心保育園 

（長泉町） 

(福)聖心会 施設改築 

収容人員 90 人

H14 施設完成予定 

特別養護老人

ホーム 

加島の郷(仮

称)（富士市） 

(福)真澄会 

 （仮称） 

施設新設 

収容人員 50 人

H13 施設完成予定 

保護施設 高尾園 

 

 沼津市 施設改築 

収容人員 80 人

H13 施設完成予定 

 
ロ 介護老人保健施設 
 要介護老人の急速な増加に対処するため、看護・介護やリハビリテーシ

ョン機能の充実を図るための施設整備を推進する。 
 主要な施設整備計画は次のとおりである。 
種 別 施設名 事業主体 事業内容等 期間中の計画概要 

静浦老人保健施設

(仮称)（沼津市）

(医)社団 

勝友会 

施設新設 

収容人員 100 人

H13 施設完成予定 介 護 老 人

保健施設 

あいの郷（仮称）

（裾野市） 

(医)社団 

真仁会 

施設新設 

収容人員 100 人

H13 施設完成予定 
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ハ 医療施設 
 疾病構造の変化等に伴う医療需要の増大と質的変化に対処し、地域住民

が安心して質の高い保健医療サービスが受けられるように、医療施設等の

整備を進めるとともに、医療機関の機能分担や相互連携体制づくりを支援

する。 
 主要な施設整備計画は次のとおりである。 
種 別 施設名 事業主体 事業内容等 期間中の計画概要 

精神病院 南富士病院 

（富士宮市） 

（医）社団

仁信会 

施設改築 

病床数 180 床 

H13 施設完成予定 

一般病院 静岡県がんセンタ

ー(仮称)（長泉町）

静岡県 施設新設 

病床数 615 床 

H14 施設完成予定 

 

 
ニ 職業訓練施設 
 地域産業の発展を担う人材を育成するため、技術の高度化や情報化の進

展に対応した職業能力開発施設の訓練機器等の整備を行う。また、2007 年

に開催する技能五輪国際大会に向け、施設整備計画を策定していく。 
 
ホ 卸売市場 
 生鮮食料品の円滑で安定的な流通及び食品衛生の向上を図るため、食肉

処理施設として東部地域食肉センター（仮称）の整備を進める。 
 
ヘ 農業生産施設 
 大規模化や省力化など生産条件を改善し農産物を安定供給するため、農

業生産基盤の整備や集出荷場、加工施設の整備を進める。 
 主要な整備計画は次のとおりである。 
事業種別 地区名 事業主体 事業内容等 期間中の計画概要 

平 沢 

（沼津市） 

静岡県 農道整備 6.3km 

畑地かんがい 53ha 

農道整備 1.5km 

畑地かんがい 3ha 

蒲原東 

（蒲原町） 

静岡県 区画整理 22ha 

畑地かんがい 22ha 

区画整理 15ha 

畑地かんがい 22ha

畑地帯総合整

備事業 

蒲原西 

（蒲原町） 

静岡県 区画整理 14ha 

畑地かんがい 14ha 

区画整理 13ha 

畑地かんがい 14ha

 
ト 林 道 
 適正な森林管理や林業の生産性の向上及びこれらを通じた山村の活性化

を図るため、林道網の整備を推進する。 
 主要な整備計画は次のとおりである。 
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事業種別 地区名 事業主体 事業内容等 期間中の計画概要

社会環境基盤重

点林業整備事業

北箱根山 

(御殿場市他 2 市)

静岡県 林道改良・舗装

   25.2km 

林道改良・舗装 

   3.6km 

広域基幹林道開

設事業 他 

愛 鷹 

（富士市） 

静岡県 林道開設 

   21.4km 

林道開設  

   3.9km 

普通林道開設事

業 

浜石池田 

（由比町） 

静岡県 林道開設 

    5.8km 

林道開設 

   1.7km 

 
９ 環境の保全に関する事項 
 本区域においては、公害防止関係法令に基づく規制の徹底及び指導を図ると

ともに、各種生活環境施設の整備による環境基準等の達成、維持に努めるなど、

公害の防止に関する施策を積極的に推進する。さらに、環境基本法、静岡県環

境基本条例、静岡県環境影響評価条例、平成 13 年度改定予定の環境基本計画等

に基づき、環境保全に関する施策を総合的・計画的に進め、自然と共生し、環

境への負荷の少ない持続的発展が可能な社会を構築する。また、富士地域公害

防止計画に基づいて各種施策を推進する。 
 イ 大気汚染については、発生源に対する規制の徹底及び指導を図るほか、 
  クリーンエネルギーの利用を推進する。 
 ロ 水質汚濁については、排出水の規制の徹底及び指導を図るほか、下水道 
  の整備、生活排水対策、河川等の浄化対策などを推進する。また、地下水 
  質の保全を図るため、地下水汚染対策を推進する。 
 ハ 自動車交通対策については、自動車排出ガスや騒音等の対策強化を図る

とともに、道路構造沿道対策、沿道土地利用の適正化を推進する。 
 ニ 騒音・振動については、発生源に対する規制及び指導の徹底を図る。 
 ホ 悪臭については、悪臭防止法等による規制の徹底及び指導を図る。 
 ヘ これらの諸施策とあわせて、環境汚染の監視、観測、調査研究対策を整 
  備拡充するとともに、公害防除のための技術開発に努める。 
 ト 健全な生態系を維持・回復し、自然と人間との共生を確保するため、市 
  街地及びその周辺における都市公園、緑地、河川空間、保健休養機能を有 
  する森林など多様な自然環境の整備・保全を推進する。 
 チ 地球の温暖化や廃棄物の増大等の環境問題については、廃棄物の抑制、 
  リサイクル・省エネルギーの推進など、環境との調和や環境への負荷の少 
  ない循環型社会の構築を進める。 
 リ 事業の実施に当たっては、環境汚染を未然に防止するため、必要に応じ、 
  事前にその環境に及ぼす影響について調査等を行い、その結果に応じて見 
  直しを行うなど所要の措置を講ずる。 
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10 防災対策に関する事項 

 本区域は、降水量が比較的多く、また地形が急峻で一部に軟弱な地盤が存在

し、山崩れ、崖崩れ、洪水、高潮、津波など、自然災害の発生の恐れのある地

域が少なくない。また、東海地震による大規模災害の発生が指摘され、全域が

地震防災対策強化地域に指定されているほか、神奈川県西部の地震など南関東

直下の地震の発生も指摘されている。さらに都市化の進展により、災害の態様

が複雑多様化、大規模化していることから、大規模災害の防災対策の一層の充

実強化が求められている。 
 このため、静岡県地域防災計画等に基づき、地域住民の生命・身体・財産の

安全の確保を図るため、地震や風水害、火災などに対する以下の防災対策を積

極的に推進する。 
 
(1) 震災対策に関する事項  
 イ 砂防、地すべり対策、急傾斜地崩壊対策、治山対策、津波対策などによ 
  る防災施設の整備や、避難路、緊急輸送路の道路網整備、港湾や漁港の耐 
  震岸壁などの整備を推進する。 
 ロ 建築物の耐震化や不燃化、市街地の落下物対策、防災公園の整備などに 
  より、災害に強い都市づくりを推進する。また、防災拠点や避難所、医療 
  施設、学校施設の耐震化を進めるとともに、電気、電話の電線共同溝によ 
  る地中化や、水道、ガスなどのライフラインの耐震化を促進する。 
 ハ 東海地震が発生しても家屋の倒壊による死者が発生しないことを目標と 
  して、住宅の耐震強化を強力に推進する。 
 ニ 地震予知観測調査への協力や、予知情報の迅速で的確な情報収集を進め 
  るとともに、観測網の充実強化や維持整備を図る。 
  
(2) 風水害対策に関する事項  
 イ 山地災害危険地区や土砂災害危険箇所について、治山施設や砂防設備な 
  どの整備を推進する。 
 ロ 洪水による災害発生の防止のため、河川の整備、放水路の整備など、総 
  合的な治水対策を進めるとともに、災害情報等を管理する土木総合防災情 
  報システムの充実を図る。 
 ハ 高潮対策や海岸侵食対策として、堤防、護岸、離岸堤などの海岸保全施 
  設の整備を推進するとともに、海岸防災林の整備などにより、海岸保全機 
  能の維持や向上を進める。 
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 ニ 農地の公益的機能の保持、侵食や崩壊の防止、地すべり被害の防止のた 
  め、農地の保全対策や防災対策を推進する。 
 ホ 道路の風水害に対する安全性の確保を図るため、道路のネットワーク化 
  や道路の防災対策を推進する。 
 
(3) その他に関する事項  
 イ 森林でのレクリエーション機会の増加などに伴い、大規模な林野火災の 
  発生の可能性が増加していることから、初期消火のための資機材の配備等 
  を推進する。 
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１ 計画の性格 
 この計画は、中部圏の都市整備区域、都市開発区域及び保全区域の整備等に

関する法律に基づいて作成したもので、西駿河湾区域都市開発区域の開発整備

の基本構想及び施設の整備についての大綱を示したものである。 
 
２ 計画の対象区域 
 計画の対象区域は、昭和 43 年 11 月 14 日総理府告示第 43 号をもって告示し

た西駿河湾区域都市開発区域であり、関係市町村は次のとおりである。（ただし、

保全区域を除く。） 

 静清地域 
  静岡市（一部）、清水市 
 志太・榛原地域 
  焼津市、藤枝市、志太郡岡部町、大井川町 
  島田市、榛原郡御前崎町、相良町、榛原町、吉田町、金谷町 
 
３ 計画の期間 
 この計画の期間は、平成 13 年度から平成 17 年度までの５箇年間とする。 

 なお、計画の実施に当っては、今後の社会、経済情勢の推移に応じて弾力的

な運用を図るものとする。 
 
４ 整備及び開発の基本構想 
(1) 西駿河湾区域の現状と課題 

イ 区域の概要 
 本区域は、首都圏と中部圏の間に位置する恵まれた立地条件を活かし、

静岡市及び隣接する清水市の両市を中心に一体的な社会経済活動が営まれ、

本県の中核的区域として発展しており、太平洋ベルト地帯に沿った西日本

国土軸を形成している。 
  この区域を大別すると、静清地域と志太・榛原地域に分かれ、両地域と

も、駿河湾に面した比較的平坦な平野部と北側に向かってそれらを囲む形

で展開する丘陵部からなっている。また、この区域は、日本平、三保半島

などの景勝地に加え、長く美しい海岸線、南アルプスへ続く山岳地帯、大

井川、安倍川、興津川流域等の豊かな自然に恵まれている。 
 

ロ 茶を中心とする農林水産業 
 農林水産業については、牧之原台地を中心に全県の約４割を生産する茶
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を主体に米、みかん、花き等の農業や、清水港、焼津漁港に水揚げされる

マグロやカツオ、ウナギの養殖等の水産業が営まれているが、後継者不足

に対する生産体制の改善や、生産性を向上させる基盤整備が求められてい

る。 
 

ハ 伝統的産業をはじめとする多彩な産業の形成 
 製造業については、静岡市を中心に家具、雛具・雛人形、漆器、サンダ

ルなどの伝統的産業や、食品、プラモデル、一般機械、電気機器など多彩

な産業が立地している。また、東名高速道路焼津ＩＣ、吉田ＩＣ周辺地域

は、交通の利便性を活かした工業用地整備を背景に、食料品、飲料、薬品、

化学、電気機械などが立地しているが、近年の厳しい経済状況の中、既存

産業の活性化や新たな産業の創出など産業、経済の活性化が急務となって

いる。 
 

ニ 本県の中核をなす地域の形成 
 本区域は、静岡市、清水市を中心に、古くから県内における行政、経済、

商業等の中心地を形成しているが、今後、本県の中核となる拠点として、

情報化や国際化に対応し、ソフト・ハードが一体となった、より高次な都

市機能の整備や情報発信機能の整備が求められている。 
 

ホ 「陸・海・空」の総合的な交通基盤の整備 
 第二東名高速道路、中部横断自動車道等の交通基盤の整備や静岡空港、

清水港等の整備など、「陸・海・空」の総合的な交通基盤の形成を図ること

により、ひと、もの、情報が活発に交流する世界に開かれた魅力ある区域

を創造していく必要がある。 
 
(2) 今後の基本方針 
  このような現状を踏まえて本区域は、自然に恵まれ、伝統と文化が香るう

るおいある空間に、高次な都市機能が集積し、陸・海・空の交通ネットワー

クの充実により、人、もの、情報が活発に交流することによって、多彩な産

業が展開する、国際性豊かな地域をめざしていく。 
 

イ 大交流・大競争時代にむけた総合的な交通ネットワークの整備 
 平成 18 年の開港を予定している静岡空港や、第二東名高速道路、中部横

断自動車道、清水港、御前崎港等の整備を進め、さらには周辺アクセス道
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路と連携し、陸・海.・空の総合的な交通基盤の整備による広域的な交流を

促す、交通・情報ネットワークを構築する。 
 

ロ 高次都市機能の強化 ～にぎわいに満ちた高感度都市の創造～ 
 東静岡都市拠点整備事業における拠点施設として整備された静岡県コン

ベンションアーツセンター「グランシップ」や、舞台芸術の振興拠点であ

る舞台芸術公園を積極的に活用し、新たな文化の創造発信や多彩な文化芸

術活動を展開していくとともに、土地区画整理事業等を推進し高度情報化

に対応した都市基盤の整備の充実強化を図り、国際的な交流のステージに

ふさわしい都市を形成していく。 
  また、地方分権が進展する中、地域の自主性、自立性を高めた、個性と

魅力ある区域づくりが期待されている。このような中にあって、現在、合

併の協議が進められている静岡市と清水市については、政令市に向けた合

併を支援していく。 
 
ハ 国際交流拠点の整備と新たな時代を拓く産業の創出 
 清水港を核とした輸入促進地域（ＦＡＺ）の整備や輸入促進による貿易

の振興により地域の活性化を図る。また、第二東名高速道路、中部横断自

動車道等の整備により、特に、首都圏、甲信越地方との海陸を結ぶ物流拠

点、産業拠点として機能を強化する。 
  さらに、産学官連携による駿河湾深層水を利用した新産業の創出や、し

ずおか夢起業支援事業の推進による創業者の支援等により、新たな時代を

拓く活力ある産業の育成を推進する。 
 
ニ 環境への負荷の少ない社会の構築 
 しずおか新エネルギー等導入ビジョン 21 により、太陽光発電や風力発電

等の新エネルギーの新たな導入促進を図っていく。また、新エネルギーの

活用や省エネルギー、リサイクルの推進などによる資源の効率的活用を図

り、環境負荷の低減を重視した循環型社会の構築を進める。 
 

ホ 観光の振興 ～感性を高め、魅力ある地域の形成～ 
 海岸部や山間部でのレクリエーション需要に対応する拠点の整備や、広

域観光ルートの開発を図るとともに、東海道四〇〇年祭や 2001 年しずおか

緑・花・祭、全国豊かな海づくり大会、世界お茶まつり等のイベントの開

催を利用し、交流人口の増大を図ることにより、活力ある地域を形成して
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いく。 
 

へ 山梨県、長野県との連携 
 隣接する山梨県や長野県との県際交流を深めることにより、中部横断自

動車道の整備を推進するなど、広域的な連携を図る。 
 

ト 弾力的な運用 
   この計画の実施に当たっては、財政状況等を考慮しつつ、弾力的に運用

するとともに、農地、林地等の用途転換、既得権の変更等を要するものに

ついては十分な調整を図る。特に、文化財の保護、農林地等の県土保全と

安全性の確保、環境の保全、エネルギーの安定確保、防災対策等に留意す

る。 
 
５ 人口の規模及び労働力の需要に関する事項 
(1) 本区域の人口は、過去５年間において２千人減少し平成 12 年には 1,152 

 千人となるが、今後の５年間においては、本区域の開発及び都市機能の充実 

 により人口が １千人増加し、平成 17 年には 1,153 千人になるものと見込ま 

 れる。 

 

(2) 人口の年齢別構成をみると、平成 12 年の年少人口は 173 千人、生産年齢 

 人口は 782 千人、老齢人口は 197 千人であり、平成 17 年には、年少人口は 

 167 千人（対平成 12 年比 3.5％減）、生産年齢人口は 760 千人（対平成 12 

 年比 2.8％減）、老齢人口は 226 千人（対平成 12 年比 14.7％増）になるもの 

 と見込まれる。 

 

(3) 本区域の一般世帯数は、平成 12 年には 389 千世帯となり、今後５年間に 

 30 千世帯増加し、平成 17 年には 419 千世帯になるものと見込まれる。 

 

(4) 産業の国際化や、情報化、技術革新の進展等により産業構造が変化してい 
 る中、産業別の労働力構成は、大きく変化している。また、少子・高齢化の 
 一層の進展によるライフスタイルの変化や生産年齢人口の減少は、労働力の 
 需給について多様な変化をもたらし、女性や高年齢者等の就業の増加が一層 
 見込まれる。 
  このため、労働力需給が量的、質的に変化している中にあって、需給のミ 
 スマッチの解消を図るために、新しい労働需要に適合した技能を持つ人材の 
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 育成に努めるなどの雇用対策を進める。特に、女性、高齢者、障害者につい 
 て、性別、年齢等にとらわれない個人の能力に基づく就業が可能となるよう 
 な、雇用促進対策を積極的に進める。 
 
６ 産業の業種、規模等に関する事項 
(1) 産業別開発の構想 

イ 総 論 
 少子・高齢化の進行、グローバル化や情報化の進展など、大きな時代の

変革期を迎えており、新たな社会システムへの対応が求められている。 
 このような中、国際的な競争の激化に対応した競争力の強い産業を育成

するため、各種産業の未来を担う企業家、技術者、後継者などの人材の育

成を図るとともに、急激に進行するＩＴ革命に対処するため、情報通信基

盤を着実に整備し、地域の情報化を推進する。また、男女共同参画を推進

し、男女が共に働きやすい環境の整備を進める。 
ロ 農 業 
 本区域の農業は、牧之原台地や山間地域で展開される茶を中心に、野菜、

花き、果樹、畜産など多彩な農業活動が行われている。都市近郊や平坦地

では、野菜や花き類の施設園芸が盛んで、茶業とともに経営の法人化が進

んでいる。しかしながら、生産構造は、依然就業者の減少と高齢化の進展

などによる弱体化が問題となっている。また、地域の基幹作物である茶は、

樹齢が 30 年近いものが多い上、農地の多くが急傾斜地となっており、生産

活動の維持、拡大を図っていくうえで生産基盤の整備と安定的な生産構造

の構築が急務となっている。 
   このため、高い生産技術と経営能力によって、消費者ニーズを的確に捉えた

産物を継続的に供給することが可能なビジネス経営体を育成し、安定的な生産

構造を構築する。また、かんがい排水事業、畑地帯総合整備事業等を推進し、

コストの軽減や優良農地の確保など生産性の向上を図る。さらに、農業集落排

水事業、田園空間整備事業などにより、生産基盤と一体となった生活環境の整

備を進め、快適な農村空間の形成を図る。 

ハ 林 業 

 本区域の林業は、静岡市の山間地や大井川上流域などで、古くからスギ、ヒノ

キの産地を形成してきた。近年、森林資源の新たな活用策として、間伐材や竹を、

家具材や炭として利用する取り組みが始まっている。清水港周辺や安倍川、大

井川流域などに製材工場などの木材産業が集積しているが、零細な事業者が

多く、乾燥材を求める実需者の要求に応えることが困難な状況にある。また、近
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年森林には、水源かん養の向上や保健休養機能が求められており、上流域の

人工林の適正な維持管理が課題となっている。 
   このため、素材生産においては、高性能機械の導入を可能とする林道及び作

業道の整備を推進するとともに、木材業界との連携強化によって、流通コストを

低減し、合理的な価格で地元の優良なスギ、ヒノキ材を供給できる体制を整備す

る。さらに、木材の有効利用を図るため、十分な乾燥を施すことができる施設の

整備を進める。 
   また、土砂流出の防止や水源かん養など森林が持つ機能が発揮されるように

下刈りや間伐などの森林施業の適正な実施を図るとともに、健全な森づくりに地

域が一体となって取り組む体制づくりを進める。 
ニ 水産業 
 本区域の水産業は、遠洋マグロやカツオの水揚げ基地として知られる清水港、

焼津港を擁し、これらを原料とした缶詰、鰹節や鳴門巻に代表される練り製品な

どの水産加工業が盛んに行われてきたが、産地間競争の激化等による水揚げ

高の減少がみられ、その対策としての水揚げ漁船の誘致や、生産流通施設の整

備が課題となっている。沿岸漁業では、シラスやサクラエビの船びき網漁のほか、

ヒラメ刺網漁、タイ網漁が行われており、シラスについては、加工業も盛んである。

焼津市、大井川町では深層水の利用研究が始まり、これを利用した水産加工業

の振興に期待が寄せられている。 

   このため、焼津漁港では、全国有数の水揚げ基地としての機能強化を図るた

め、外港整備を推進する。水産資源の維持、培養を図るため、漁業種類や複数

の魚種を対象とした複合的な資源管理型漁業を沿岸域まで含めて定着化を図

るとともに、魚礁の造成や築磯の整備を進める。 
   また駿河湾深層水については、県水産試験場と連携し水産加工業等への利

用開発を支援する。 

ホ 工 業 

 本区域の工業は、家具、サンダル等の地場産業や水産加工業、食品工業、電

気機械、化学工業等の多様な企業が立地しているが、今後、情報通信などの付

加価値の高い産業の育成や、空港をはじめとする高速交通基盤を利用した新た

な産業の集積及び研究開発型企業の立地が期待されている。 

   このため、しずおか生活産業情報拠点構想などの推進により、地域産業の高

度化や情報産業、研究開発型企業等の育成、立地を図るとともに、インキュベー

ト施設の整備を推進し創業者を支援していく。さらに、静岡工業技術センターを

中心とした産学官連携による駿河湾深層水を利用した新産業の創出や地域産

業の活性化、技術開発力の強化に努める。 
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ヘ 商業・サービス業 

 本区域では、小売業等は比較的堅調に推移しているが、中心部からの大型店

の撤退や空き店舗の増加が見られるなど、中心市街地の活性化が大きな課題と

なっている。 

   このため、静岡市、清水市、島田市、藤枝市などでは、中心市街地活性化基

本計画に基づき、集客力の強化や拠点性の回復を図った整備と商業の活性化

を総合的、一体的に推進していく。また、オムニバスタウン計画の導入や透水性

の歩道、足元を照らす照明の設置等のユニバーサルデザインを導入した区画整

理事業の実施など、市民と協働してまちづくりを進める。 

ト 観 光 

   本区域は、三保、焼津から御前崎に至る西駿河湾の海岸線や牧之原台地

の広大な茶園からなり、背後にはわが国有数の自然を有する南アルプスが

控えている。今後、このような恵まれた立地条件を活かし、他産業と連携

した新たな観光振興が求められている。 
     このため、奥大井・南アルプスマウンテンパーク構想を推進し、また東海道四

〇〇年祭、2001 年しずおか緑・花・祭、全国豊かな海づくり大会（2001 年）、世

界お茶まつり（2001 年）等のイベントの開催を契機に、旧東海道をイメージしたま

ちづくりや、マリンスポーツ、グリーンツーリズムの振興など、豊かな自然や歴史

を活かした新たな観光ルートを開発するとともに、地域観光拠点の整備を進める。

さらに、舞台芸術公園やグランシップ等で行われる舞台芸術などの新たな文化

創造やイベントを通じた賑わいと交流の拠点づくりを進め、世界に向けて魅力的

な情報を発信していく。 

 

(2) 産業の規模 

本区域の就業者数を従業地によってみると、平成 12 年には 637 千人、平成

17 年には 634 千人になるものと見込まれる。 

  産業別には、平成 12 年の第１次産業は 32 千人（5.0％）、第２次産業は 229

千人（36.0％）、第３次産業は 376 千人（59.0％）となる。平成 17 年には、

第１次産業及び第２次産業の就業人口は若干の減少が見られ、第１次産業は

３千人減少し 29 千人（4.6％）、第２次産業は２千人減少し 227 千人（35.8％）

になると見込まれるのに対し、第３次産業の就業人口は２千人増加し 378 千

人（59.6％）になるものと見込まれる。 
 
７ 土地の利用に関する事項 
(1) 土地利用の基本構想 
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 本区域は、静岡市、清水市を中心に県の中枢都市圏を形成している。東海

道沿線に形成された市街地では、静岡市を中心とする静清地域のベットタウ

ン化が進んでいる。また、区域南部では全国有数の茶産地である牧之原台地

などからなっているが、今後、静岡空港、第二東名高速道路、地域高規格道

路等が整備されると、国内のみならず海外との交流も格段に広がることにな

り、新たな産業創出も考えられ、産業や人口の動向に一層の変化が予想され

る。このため、地域の主要産業である茶をはじめとする農業地域との調整や

自然環境の保全など秩序ある土地利用を図る必要がある。 
 このため、本県の国土利用計画に基づき、「県土が現在及び将来における県

民のための限られた資源であるとともに、生活及び生産を通ずる諸活動の共

通の基盤であることにかんがみ、公共の福祉を優先させ、自然環境の保全を

図りつつ、地域の自然的、社会的、経済的及び文化的条件に配意して、健康

で文化的な生活環境の確保と県土の均衡ある発展を図る」ことを県土利用の

基本理念とし、地域の特性を踏まえながら、土地利用基本計画をはじめとす

る土地に関する諸制度の適切な運用を図り、総合的かつ計画的な土地利用を

展開する。 
 
(2) 土地利用の概要 

イ 市街地として利用を図る地域は、中心市街地活性化法等による既成市街

地の整備や都市拠点整備事業などにより、計画的な都市基盤の整備を推進

し、都市機能の強化を図る。 
   また、交通体系の整備による都市の外延化、人口、世帯数の増加に対処

するため土地区画整理事業等により良好な住宅用地を確保し、上下水道、

公園施設の整備など、都市環境や居住環境の改善を図る。 
ロ 工業用地については、市街地に立地する企業の適正な再配置に努めると

ともに、清水港周辺においては、低未利用地の有効活用が望まれている。 
また、 静岡空港、第二東名高速道路等の交通基盤の整備を念頭に置き、

今後国内において成長の期待される産業の立地促進や集積など、自然と共

生した計画的な工業配置に努める。 
ハ 農用地については、急傾斜地のため生産条件が厳しく、栽培面積が年々

減少している茶やみかんなど基幹作物の持続的な生産を確保し、産地強化

を図るため、ほ場の平坦化等生産基盤整備を重点的に実施するとともに、

優良農地の確保や農地の流動化を進める。また都市近郊においては、都市

型利用との調整を図りながら施設園芸の振興や優良農地の確保、保全及び

利用の増進に努める。 
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ニ 静岡空港周辺部は、空港を核とした様々な交流が進む活力のある地域の

形成を検討する。また、農用地などの自然的土地利用との調整を図りつつ、

アクセス道路網を整備し、工業用地や流通施設用地などの確保に努める。 
ホ 第二東名高速道路インターチェンジ周辺部においては、高速道路及び関

連するアクセス道路の整備による地域経済、都市活動の拡大が広範囲に及

ぶものと予想されるため、周辺環境、景観との調和を図りながら、都市的

な土地利用の計画的な誘導を図る。 
へ 環境問題への対応や県土保全、自然とのふれあい空間として、自然環境

の維持・保全を図る。また、都市公園、緑地、河川空間等の効果的な整備

を推進する。 
 
８ 施設の整備に関する事項 
 本区域の均衡ある発展を図るため、整備及び開発の基本構想に基づいて、自

然環境、生活環境、生産環境の調和のとれた魅力ある地域整備を進める。 
 その計画の大綱は、次のとおりである。 
 
(1) 交通施設及び通信施設 
 本区域の開発整備を進めるため、環境の保全に配慮しつつ、区域の総合的

な交通・情報ネットワークの形成を図る。 
イ 道 路 
 全国との交流・連携ネットワークの充実を図り、活力ある地域の形成や

良好な市街地を形成する道路網の整備を推進する。 
 整備を進める主要な道路は、次のとおりである。 
道路規格 施 設 名 事業主体 事業内容等 期間中の計画概要 

第二東名高速道

路 

日本道路公

団 

区域内延長

   63.0km 

用地取得及び工事実施 高規格幹線

道路 

中部横断自動車

道 

日本道路公

団 

区域内延長

  11.5km 

調査、用地取得及び一

部工事実施 

静岡東西道路 

(１号静清ﾊﾞｲﾊﾟ

ｽ) 

国土交通省 計画延長 

  24.2km 

工事実施 

静岡南北道路 

（静岡市下工区）

静岡県 計画延長 

   3.3km 

用地取得及び工事実施 

道路工 1.4km 

地域高規格

道路 

金谷御前崎連絡

道路 

(150号南遠道路)

(473 号金谷相良

道路) 

静岡県 

 

 

計画延長 

   7.1km 

   5.3km 

 

用地取得及び工事実施 

道路工 3.8km 

道路工 3.5km 
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１号藤枝岡部Ｉ

Ｃ関連(藤枝市、

岡部町) 

国土交通省 計画延長 

  2.1km 

用地買収及び工事実施 

52 号清水ＩＣ関

連（清水市） 

国土交通省 計画延長 

  0.15km 

測量設計等 

150号新日本坂ト

ンネル（静岡市、

焼津市） 

国土交通省 計画延長 

   5.2km 

工事実施 

150 号 

清水（清水市） 

静岡（静岡市） 

焼津（焼津市） 

静岡県 計画延長 

   4.2 km

   2.3km 

   6.2km 

用地取得及び工事実施 

道路工 1.0km 

道路工 1.0km 

道路工 1.0km 

一般国道 

362 号（静岡市）

大原～谷津 

静岡県 計画延長 

   4.3km 

用地取得及び工事実施 

道路工 1.0km 

清水富士宮線 

（伊佐布工区） 

静岡県 計画延長 

    0.5km 

用地取得及び工事実施 

道路工 0.3km 

島田吉田線 

（阪本、神戸他）

静岡県 計画延長 

    5.2km 

用地取得及び工事実施 

道路工 2.5km 

大井川新橋(仮

称) 

静岡県 橋長 840m 橋梁上下部工 

主要地方道 

焼津榛原線 

（下小杉工区） 

静岡県 計画延長 

    1.3km 

用地取得及び工事実施 

道路工 1.1km 

静岡駅賎機線 

（静岡市） 

静岡県 計画延長 

   1.9km 

用地取得及び工事実施 

道路工 0.5km 

街   路 

北街道線 

（静岡市） 

静岡県 計画延長 

   0.6km 

用地取得及び工事実施 

道路工 0.2km 

その他 静岡駅前地下駐

車場 （静岡市）

国 土 交 通

省、静岡市

駐車台数 

   400 台 

工事実施 

 

 
ロ 鉄軌道 
 産業や経済の発展、生活行動の広域化に対応するとともに、利用圏域の

拡大による静岡空港の利便性の向上を図るため、東海旅客鉄道東海道新幹

線の空港新駅（静岡駅～掛川駅間）の設置について検討を進める。 
 
ハ 港 湾 
 船舶の大型化への対応や物流機能の強化・拡充等のため港湾施設を整備

する。また、緊急時の救援活動拠点としての機能や海洋レクリエーション

の場を確保するため、緑地、マリーナなどの整備を進める。 
港 湾 名 事業主体 事業内容等 期間中の計画概要 

特定重要港湾 

 清水港 

国 土 交 通

省 

静岡県 

国際海上コンテナターミ

ナルの整備により物流需

要の増大に対応する外貿

物流拠点の強化 

岸壁（－15ｍ） 350m＊1B 

泊地（－15ｍ） 増深 

ｺﾝﾃﾅﾔｰﾄﾞ等埠頭用地 28ha 

緑地 1.8ha 他 
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重要港湾 

 御前崎港 

国 土 交 通

省 

静岡県 

多目的国際ターミナルや

複合一貫輸送に対応した

内貿ターミナルの整備に

よる物流基盤の強化 

岸壁（－14ｍ） 280m＊1B 

防波堤（東）（西） 延伸 

泊地（－7.5m）増深 

緑地 19.1ha 他 

 また、地方港湾相良港については、地域の特性に応じて港湾施設の整備

を進める。 
 
ニ 漁 港 
 水産振興の拠点となる焼津漁港などの整備を推進する。 
漁港名 事業主体 事業内容等 期間中の計画概要 

焼津漁港 静岡県 防波堤 1,594m 泊地 186 千㎡

岸壁（－5～－9m） 985m 

防波堤 157m、 岸壁（舗装）

360m、 道路 1,224m 

 
ホ 空 港 
 今後予想される地域間競争の激化、交流の活発化、産業・経済の国際化

の進展などに対応し、県勢のより一層の発展を図るために静岡空港の整備

を推進するとともに、空港及び空港新駅を機軸とした地域振興や都市開発

を検討していく。 
空 港 名 事業主体 事業内容等 期間中の計画概要 

静岡空港 

（榛原町、 

 島田市） 

静岡県 管理面積 190ha、全体 530ha 

滑走路 長さ 2,500m 幅 60m 

盛土量 約 2,700 万 m3 

用地買収及び工事推進 

H18 開港予定 

 
ヘ 通信施設 
 情報通信技術の飛躍的な進歩により、あらゆる情報が瞬時に世界中を流

通する高度情報通信社会が到来しており、産業や生活などに大きな影響を

与えている。このため、電線共同溝や移動通信網、光ファイバー網など、

高度情報化に対応できる情報通信基盤の整備を進める。 
 また、静岡市におけるＣＡＴＶやＦＭコミュニティ放送の整備、清水市

の清水産業情報プラザ（仮称）の整備など地域情報化の推進及び拠点の整

備・活用を図る。さらに、「しずおか情報化ビジョン 2005」に基づき、学

校におけるインターネットの利用環境の整備や、ＳＯＨＯ（スモールオフ

ィスホームオフィス）への支援などを推進する。 
 
(2) 宅 地 

 健全な市街地の形成や既存工場の移転・集団化を図るほか、新たな工場誘

致を推進するため、市街地の防災性の向上、公害の防止、自然環境の保全及



 

12 

び農林地の保全に配慮した計画的な宅地開発、都市開発等を推進し、良好な

住宅用地、工業用地の確保を図る。 
 主要な施設整備計画は次のとおりである。 

施設名 地区名 事業主体 事業内容

等 

期間中の計画概要 

東静岡駅周辺 

（土地区画整理） 

静岡市 地区面積 

   50.6ha

建物移転・造成工事等

焼津南部 

（土地区画整理） 

焼津市南部土地

区画整理組合 

地区面積 

  166.0ha

建物移転・造成工事等

 

大覚寺八楠 

（土地区画整理） 

焼津市 地区面積 

   48.9ha

建物移転・造成工事等

 

中央第三 

（土地区画整理） 

島田市 地区面積 

   20.6ha

建物移転・造成工事等

住宅用地 

 

島田大津（仮称） 

（一般宅地開発） 

静岡県 

企業局 

地区面積 

    5.0ha

造成工事・分譲 

静岡駅南口第二 

（市街地再開発） 

市街地再開発組

合 

地区面積 

    0.7ha

建築工事 

住宅､店舗､公益施設他

御幸町伝馬町第

一(静岡市) 

（市街地再開発） 

市街地再開発組

合 

地区面積 

  0.4ha

建築工事 

住宅、店舗、公益施設

他 

港町第二(清水

市) 

（市街地再開発） 

市街地再開発組

合 

地区面積 

  0.4ha

建築工事 

住宅、店舗他 

住  宅 

富士見団地 

（公営住宅建替） 

静岡市 計画面積 

    4.0ha

建替工事 

(建設戸数 186 戸) 

 
(3) 公園、緑地等 

 レクリエーション需要の増大・多様化に対処するとともに、東海地震等に

備えた広域避難地を確保し、あわせて生活環境の向上を図るため、平成 17

年度における都市計画区域内の都市公園面積について、約 694ha を確保する

ことを目標に公園、緑地の整備を進める。 
 主要な公園の整備計画は次のとおりである。 

公園緑地名 事業主体 事業内容等 期間中の計画概要 

浅畑緑地 静岡市 全体計画面積  52.3ha  整備面積  22.2ha 

石津西公園 焼津市 全体計画面積   4.2ha  整備面積   4.2ha 

藤枝総合運動公園 藤枝市 全体計画面積  43.0ha  整備面積  30.0ha 

中央公園 島田市 全体計画面積  34.3ha  整備面積   4.7ha 

緑と文化の丘公園 相良町 全体計画面積  11.7ha  調査設計等 

 
(4) 河川、海岸、治山、砂防等 

 災害を未然に防止し、住民生活及び産業活動の安全を確保するため、総合

的な国土保全対策を推進する。また、長期にわたる安定的な水確保体制を確
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立する。 
イ 河 川 
 安倍川水系、大井川水系、巴川水系、瀬戸川水系、栃山川水系、萩間川

水系等の治水事業を推進するとともに、河川環境の整備と保全に努める。

なお、事業実施に際しては、自然環境や生物の生育環境に配慮し良好な水

辺空間の形成を図る。 
 また、興津川の上流に生活用水確保のための生活貯水池として布沢川ダ

ムの建設を推進する。 
 主要な施設整備計画は次のとおりである。 
事業種別 地区名 事業主体 事業内容等 期間中の計画概要

総合治水対策 巴 川 ( 静

岡・清水市) 

静岡県 大谷川放水路 6,300m 

遊水池 214ha 

遊水池整備等 

広域基幹河川 

改修 

萩間川 

（相良町） 

静岡県 護岸工 92,764 ㎡ 

道路橋 6 橋 

用地補償等 

低地対策 勝間田川 

（榛原町） 

静岡県 耐震水門 1 基 水門工 

河川総合開発 

 

布沢川ダム 

（清水市） 

静岡県 重力式ｺﾝｸﾘｰﾄﾀﾞﾑ 

堤高 59.5m 

本体工事 

付替道路工事 

 
ロ 海 岸 
 高潮被害や海岸侵食などを防止し、海岸保全機能の維持や向上を図るた

め、高潮対策及び侵食対策事業を進める。 
 主要な海岸整備計画は次のとおりである。  
事業種別 地区名 事業主体 事業内容等 期間中の計画概要 

高潮・侵食対

策 

 

駿河海岸 

(焼津市、大

井川町、吉田

町、榛原町) 

国土交通

省 

離岸堤  

緩傾斜堤 

離岸堤  

清水西海岸 

（清水市） 

静岡県 離岸堤 22 基 

養浜 133 万 m3 

離岸堤 3 基 

養浜 25 万 m3 

静岡海岸 

（静岡市） 

静岡県 離岸堤 5,593m 離岸堤嵩上 20 基 

相良海岸 

（相良町） 

静岡県 堤防嵩上  5,061m 

離岸堤 11 基 

津波防災ステーション

高潮対策 

清水港海岸 

（清水市） 

静岡県 突堤 1 基 

胸壁 6,531m 

胸壁 3,150m 

侵食対策 焼津漁港海

岸（焼津市） 

静岡県 堤防（改良）693m 

陸閘遠隔地 8 基 

陸閘遠隔地 6 基 

 
ハ 治山、砂防等 
 土砂災害の防止、自然環境の保全を図るため、安倍川水系、大井川水系
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等において、治山、砂防、地すべり対策及び急傾斜地崩壊対策事業を推進

する。 
 主要な整備計画は次のとおりである。 
事業種別 地区名 事業主体 事業内容等 期間中の計画概要 

砂防事業 都市山麓ｸﾞﾘ

ｰﾝﾍﾞﾙﾄ（静岡

市、清水市） 

静岡県 砂防ダム 42 基 砂防ダム工 25 基 

急傾斜地崩

壊対策等 

油山社古土

上（静岡市） 

静岡県 擁壁工 120m 擁壁工 60m 

花 沢 

（焼津市） 

静岡県 排水路工   250m 

ﾎﾞｰﾘﾝｸﾞ工 1,090m 

排水路工  250m 

ﾎﾞｰﾘﾝｸﾞ工 600m 

地すべり対

策事業 

切山松島 

（金谷町） 

静岡県 ﾎﾞｰﾘﾝｸﾞ工  540m 

杭打工 104m 

ﾎﾞｰﾘﾝｸﾞ工 540m 

舟ヶ久保 

（藤枝市） 

静岡県 治山ダム工 11 基 

森林整備 157ha 

治山ダム工 11 基 

森林整備 122ha 

治山事業 

西 向 

（島田市） 

静岡県 治山ダム工 7 基 

ﾎﾞｰﾘﾝｸﾞ工 950m 

治山ダム工 2 基 

ﾎﾞｰﾘﾝｸﾞ工 220m 

 
(5) 住 宅 
 世帯の増加、建替え等による住宅需要の増加により、計画期間内に必要な

住宅建設戸数は、約 63 千戸と見込まれる。このため、適切な維持・管理によ

り既存ストック住宅の有効活用を図るとともに、狭小・老朽化した公的住宅

については計画的な建替え・増改築を進める。さらに、地域の需要に対応し

た民間賃貸住宅の建設を促進し、優良な賃貸住宅の供給を図る。 
 住宅建設に当っては、長期的使用に耐えうる質の高い住宅への誘導を図る。

また、ユニバーサルデザインの普及に努めるとともに、景観にも十分配慮し、

人と環境にやさしい住まいづくりを推進する。 
 
(6) 供給施設及び処理施設 

 生活水準の向上、産業の発展に対処するとともに、生活環境の向上及び公

共用水域の水質の保全に資するため、次のとおり整備を推進する。 
イ 水 道 
 平成 17 年度における給水人口約 1,212 千人を目途に、静岡市、藤枝市、

島田市等における上水道施設や、大井川広域水道用水供給事業の整備を進

める。 

事 業 名 事業主体 事業内容等 期間中の計画概要

大井川広域水道

用水供給事業 

静岡県大井川

広域水道企業

団 

計画給水量、321,400m3/日 

長島ダム、取水施設 

導水トンネル、導送水管他 

導送水管整備実施 
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ロ 下水道 
 公共用水域の水質の保全、生活環境の改善等に資するため、平成 17 年度

における下水処理区域人口約 635 千人を目途に、静清流域下水道及び流域

関連公共下水道並びに区域内６市町村において公共下水道等の整備を進め

る。 
 主要な施設整備計画は次のとおりである。 
事 業 名 事業主体 事業内容等 期間中の計画概要 

静清流域下水道

(静岡、清水市)

静岡県 計画処理面積 3,190ha 

計画処理量 134 千 m3/日 

処理場工事 

水処理 8,375m3/日*2 池

静岡市 計画処理人口 465 千人 

計画処理量 466 千 m3/日 

(高松、城北、中島、長田処理

場) 

整備面積 548ha 

長田浄化センター 

 （H14 末供用予定） 

公共下水道 

（単独・流域 

 関連） 

清水市 計画処理人口 238 千人 

計画処理量 114 千 m3/日 

(南部、北部浄化センター) 

整備面積 401ha 

 

都市下水路 清水市 三保ポンプ場 雨水 16m3/s 

管渠延長 4,800m 

管渠延長 232m 

 

ハ 廃棄物処理施設 

 人口の集中化及び生活水準の向上に伴うごみ、し尿の排出量の増大に対

処するため、ごみ処理施設等の整備を推進する。また、地域の実情に応じ

て、合併処理槽、コミュニティ・プラントの整備を図る。 

 主要な施設整備計画は次のとおりである。 

事 業 名 事業主体 事業内容等 期間中の計画概要 

清水市 処理能力 360t/日

 120t/日＊3 基 

施設整備推進 ごみ焼却施設 

島田市・北榛原地

区衛生消防組合 

処理能力 148t/日

 74t/日＊2 基 

Ｈ16 施設完成予定 

灰溶融施設 静岡市 処理能力 120t/日

 60t/日＊2 基 

H15 施設完成予定 

 

静岡市 処理能力 

  450,000m3 

H16 施設完成予定 

埋立期間 18 年 

埋立処分地施設 

島田市・北榛原地

区衛生消防組合 

処理能力 

   10,000m3 

H16 施設完成予定 

埋立期間 15 年 

 
(7) 教育文化施設 

 イ 教育施設 
 国際化、情報化、学校の再編整備など社会変化に対応した教育環境の整

備を図るとともに、既設校の耐震対策等の施設の整備を進める。また、県
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立大学においては、高度な知識、技術を備えた看護専門職の養成を行うた

め、大学院看護学研究科の設置を行う。 
 主要な施設整備計画は次のとおりである。 

施 設 名 事業主体 事業内容等 期間中の計画概要 

東益津小学校 焼津市 校舎改築（耐震） H16 施設完成予定 

島田第一中学校 島田市 校舎改築（耐震） H15 施設完成予定 

 

ロ 文化施設 

 生活のうるおいと精神的な豊かさを確保し、地域の文化的環境の向上を

図るため、静岡県武道館（仮称）、静岡市南東部地域複合施設（仮称）、静

岡市北部地域複合施設（仮称）、清水市不二見公民館などの整備を行う。 

施 設 名 事業主体 事業内容等 期間中の計画概要 

静岡県武道館 

（仮称）（藤枝市） 

静岡県 延床面積 12,914 ㎡ 

大道場、第一、第二道場等 

H13 施設完成予定 

 

静岡市南東部地域

複合施設（仮称） 

静岡市 延床面積 4,500 ㎡ 

公民館、老人福祉センター等

H15 施設完成予定 

 

静岡市北部地域複

合施設（仮称） 

静岡市 延床面積 3,000 ㎡ 

図書館、教育センター 

H14 施設完成予定 

  

ハ 研究施設等 

 産業の高度化の基盤となる技術開発力の強化と地域産業の新たな需要を

創造するため、県試験機関の整備・充実を図る。 

施 設 名 事業主体 事業内容等 期間中の計画概要 

駿河湾深層水水産利用

施設（仮称）（焼津市） 

静岡県 延床面積 3,800 ㎡ 

管理棟、飼育棟(4 棟)他

H14 施設完成予定 

(水産試験場附帯施

設) 

 
(8) その他の施設 

 イ 社会福祉施設 
 少子・高齢化の進行等に伴う福祉需要の増大に対処するため老人福祉施

設、障害者福祉施設、また児童福祉施設など各種社会福祉施設の整備充実

に努める。 
 主要な施設整備計画は次のとおりである。 

種 別 施設名 事業主体 事業内容等 期間中の計画概要

児童福祉施設 藤岡聖マリア保

育園（藤枝市）

(福)聖母

福祉会 

施設増築 

収容人員 150 人

H14 施設完成予定 

権現荘 

 

島田市 施設改築 

収容人員  50 人

H13 施設完成予定 養護老人ホー

ム 

慈恵園 焼津市 施設改築 

収容人員  60 人

H14 施設完成予定 
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ロ 介護老人保健施設 
 要介護老人の急速な増加に対処するため、看護・介護やリハビリテーシ

ョン機能の充実を図るための施設整備を推進する。 
  主要な施設整備計画は次のとおりである。 
種 別 施設名 事業主体 事業内容等 期間中の計画概要

福田ヶ谷老人保健施

設（仮称）（静岡市）

(医)社団 

松英会 

施設新設 

収容人員 100 人 

H13 施設完成予定 介護老人

保健施設 

島田ケアセンター 

（島田市） 

(医)社団 

長啓会 

施設新設 

収容人員 100 人 

H13 施設完成予定 

 
ハ 医療施設 
 疾病構造の変化等に伴う医療需要の増大と質的変化に対処し、地域住民

が安心して質の高い保健医療サービスが受けられるように、医療施設等の

整備を進めるとともに、医療機関の機能分担や相互連携体制づくりを支援

する。 
  主要な施設整備計画は次のとおりである。 
種 別 施設名 事業主体 事業内容等 期間中の計画概要

総合病院静岡厚

生病院（静岡市） 

厚生連 施設改築 

病床数  265 床 

H14 施設完成予定 一般病院 

静岡県立こども

病院（静岡市） 

静岡県 施設改築 

病床数  200 床 

H14 施設完成予定 

精神病院 溝口病院 

（静岡市） 

医療法人 

社団 リラ 

施設改築 

病床数  239 床 

H13 施設完成予定 

 

 

ニ 職業訓練施設 
 地域産業の発展を担う人材を育成するため、技術の高度化や情報化の進

展に対応した職業能力開発施設の訓練機器等の整備を行う。 
 
ホ 卸売市場 
 生鮮食料品の流通拠点としての機能の高度化を図るため、静清中央卸売

市場（静岡市）内施設の整備を進める。 
 
ヘ 農業生産施設 
 大規模化や省力化など生産条件を改善し農産物を安定供給するため、農

業生産基盤の整備や集出荷場、加工施設の整備を進める。 
  主要な整備計画は次のとおりである。 
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事業種別 地区名 事業主体 事業内容等 期間中の計画概要 

国営かんが

い排水事業 

大井川用水

地 区 ( 島 田

市、焼津市

他） 

農林水産

省 

大井川水路橋、大井川

ｻｲﾌｫﾝ、幹線ﾄﾝﾈﾙ及び

幹線水路改修 30km 

調査設計 

工事推進 

牧之原榛原 

（榛原町） 

静岡県 農道整備 84km 

畑地かんがい 906ha 

農道整備 13km 

畑地かんがい 301ha

牧之原金谷 

（金谷町） 

静岡県 農道整備 49km 

畑地かんがい 566ha 

農道整備 14km 

畑地かんがい 199ha

畑地帯総合

整備事業 

牧之原相良 

（相良町） 

静岡県 農道整備 61km 

畑地かんがい 1,135ha

農道整備  9km 

畑地かんがい 455ha

 
ト 林 道 
 適正な森林管理や林業の生産性の向上及びこれらを通じた山村の活性化

を図るため、林道網の整備を推進する。 
  主要な整備計画は次のとおりである。 
事業種別 路線名 事業主体 事業内容等 期間中の計画概要

山村道路網整

備事業 

びく石大沢 

（藤枝市） 

静岡県 林道開設  8.0km 林道開設 2.3km 

広域基幹林道

開設事業 他 

八高山 

（金谷町他 1 町）

静岡県 林道開設 24.5km 林道開設 2.4km 

普通林道開設

事業 

鍋島犬間 

（島田市） 

島田市 林道開設  7.9km 林道開設 2.2km 

 
９ 環境の保全に関する事項 
 本区域においては、公害防止関係法令に基づく規制の徹底及び指導を図ると

ともに、各種生活環境施設の整備による環境基準等の達成、維持に努めるなど、

公害の防止に関する施策を積極的に推進する。さらに、環境基本法、静岡県環

境基本条例、静岡県環境影響評価条例、平成 13 年度改定予定の環境基本計画等

に基づき、環境保全に関する施策を総合的・計画的に進め、自然と共生し、環

境への負荷の少ない持続的発展が可能な社会を構築する。また、静岡・清水地

域公害防止計画に基づいて各種施策を推進する。 
 イ 大気汚染については、発生源に対する規制の徹底及び指導を図るほか、 
  クリーンエネルギーの利用を推進する。 
 ロ 水質汚濁については、排出水の規制の徹底及び指導を図るほか、下水道 
  の整備、生活排水対策、河川等の浄化対策などを推進する。また、地下水 
  質の保全を図るため、地下水汚染対策を推進する。 
 ハ 自動車交通対策については、自動車排出ガスや騒音等の対策強化を図る

とともに、道路構造沿道対策、沿道土地利用の適正化を推進する。 
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 ニ 騒音・振動については、発生源に対する規制及び指導の徹底を図る。 
 ホ 静岡空港の建設については、「人と自然にやさしい空港づくり」を基本と 
  して、空港周辺地域の生活環境・自然環境の保全に十分配慮して進める。 
  また、学校、共同利用施設、住宅等の防音工事など航空機騒音対策事業を 
  実施し騒音問題の未然防止に努める。 
 ヘ 悪臭については、悪臭防止法等による規制の徹底及び指導を図る。 
 ト これらの諸施策とあわせて、環境汚染の監視、観測、調査研究対策を整 
  備拡充するとともに、公害防除のための技術開発に努める。 
 チ 健全な生態系を維持・回復し、自然と人間との共生を確保するため、市 
  街地及びその周辺における都市公園、緑地、河川空間、保健休養機能を有 
  する森林など多様な自然環境の整備・保全を推進する。 
 リ 地球の温暖化や廃棄物の増大等の環境問題については、廃棄物の抑制、 
  リサイクル・省エネルギーの推進など、環境との調和や環境への負荷の少 
  ない循環型社会の構築を進める。 
 ヌ 事業の実施に当たっては、環境汚染を未然に防止するため、必要に応じ、 
  事前にその環境に及ぼす影響について調査等を行い、その結果に応じて見 
  直しを行うなど所要の措置を講ずる。 
 
10 防災対策に関する事項 

 本区域は、降水量が比較的多く、また地形が急峻で一部に軟弱な地盤が存在

し、山崩れ、崖崩れ、洪水、高潮、津波など、自然災害の発生の恐れのある地

域が少なくない。また、東海地震による大規模災害の発生が指摘され、全域が

地震防災対策強化地域に指定されている。さらに都市化の進展により、災害の

態様が複雑多様化、大規模化していることから、大規模災害の防災対策の一層

の充実強化が求められている。 
 このため、静岡県地域防災計画等に基づき、地域住民の生命・身体・財産の

安全の確保を図るため、地震や風水害、火災などに対する以下の防災対策を積

極的に推進する。 
  
(1) 震災対策に関する事項 

イ 砂防、地すべり対策、急傾斜地崩壊対策、治山対策、津波対策などによ

る防災施設の整備や、避難路、緊急輸送路の道路網整備、港湾や漁港の耐

震岸壁などの整備を推進する。 
ロ 建築物の耐震化や不燃化、市街地の落下物対策、防災公園の整備などに

より、災害に強い都市づくりを推進する。また、防災拠点や避難所、医療
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施設、学校施設の耐震化を進めるとともに、電気、電話の電線共同溝によ

る地中化や、水道、ガスなどのライフラインの耐震化を促進する。 
ハ 東海地震が発生しても家屋の倒壊による死者が発生しないことを目標と

して、住宅の耐震強化を強力に推進する。 
ニ 地震予知観測調査への協力や、予知情報の迅速で的確な情報収集を進め

るとともに、観測網の充実強化や維持整備を図る。 
 
(2) 風水害対策に関する事項 

イ 山地災害危険地区や土砂災害危険箇所について、治山施設や砂防設備な

どの整備を推進する。 
ロ 洪水による災害発生の防止のため、河川の整備、多目的ダムの整備など、

総合的な治水対策を進めるとともに、災害情報等を管理する土木総合防災

情報システムの充実を図る。 
ハ 高潮対策や海岸侵食対策として、堤防、護岸、離岸堤などの海岸保全施

設の整備を推進するとともに、海岸防災林の整備などにより、海岸保全機

能の維持や向上を進める。 
ニ 農地の公益的機能の保持、侵食や崩壊の防止、地すべり被害の防止のた

め、農地の保全対策や防災対策を推進する。 
ホ 道路の風水害に対する安全性の確保を図るため、道路のネットワーク化

や道路の防災対策を推進する。 
 
(3) その他に関する事項 

イ 森林でのレクリエーション機会の増加などに伴い、大規模な林野火災の

発生の可能性が増加していることから、初期消火のための資機材の配備等

を推進する。 



 

 
 
 
 
 
 

11.遠州区域都市開発区域建設計画 
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１ 計画の性格 
 この計画は、中部圏の都市整備区域、都市開発区域及び保全区域の整備等に

関する法律に基づいて作成したものであって、遠州区域都市開発区域の開発整

備の基本構想及び施設の整備についての大綱を示したものである。 
 
２ 計画の対象区域 
 計画の対象区域は、昭和 43 年 11 月 14 日総理府告示第 43 号をもって告示し

た遠州区域都市開発区域であり、関係市町村は次のとおりである。（ただし、保

全区域を除く。） 
 西遠地域 
  浜松市、天竜市（一部）、浜北市、湖西市、浜名郡舞阪町、新居町、雄踏町、

引佐郡細江町、引佐町（一部） 
中東遠地域 

  掛川市、小笠郡大須賀町、浜岡町、小笠町、菊川町、大東町 
  磐田市、袋井市、周智郡森町（一部）、磐田郡浅羽町、福田町、竜洋町、 
  豊田町、豊岡村、 
 
３ 計画の期間 
 この計画の期間は、平成 13 年度から平成 17 年度までの５箇年間とする。 

 なお、計画の実施に当っては、今後の社会、経済情勢の推移に応じて弾力的

な運用を図るものとする。 
 
４ 整備及び開発の基本構想 
(1) 遠州区域の現状と課題 

イ 区域の概要 
 本区域は、本県西部にあって浜松市や周辺都市を中心に、多彩な産業、

技術、情報等が集積されてるほか、特色ある農林水産業が営まれている。

また、太平洋ベルト地帯に沿った西日本国土軸と、東紀州から伊勢湾沿岸

に至る地域で形成される太平洋新国土軸が連結した、交通アクセス等の恵

まれた地域に位置している。 
  この区域を大別すると、西遠地域と中東遠地域に分かれ、両地域とも、

遠州灘に面した南部の比較的平坦な平野部と、北部の牧之原、磐田原、三

方原などの台地及び山間地からなっている。また、浜名湖、遠州灘海岸な

ど豊かな自然環境に恵まれ、それらが身近なレクリエーション空間として

親しまれており、マリンレジャーを中心に観光ゾーンが形成されている。 
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ロ 県内有数の農業地帯を形成する農林水産業 
 農林水産業については、牧之原、磐田原台地を中心とする全国有数の茶

産地であるとともに、平野部の水田農業や、メロン、花きなどの高付加価

値型施設園芸が盛んな県内有数の農業地帯を形成している。しかし、後継

者不足に対する生産体制の改善や、農地の一部で予想以上に進んでいる遊

休地化の解消が課題となっている。また、浜名湖や遠州灘において、水産

業も活発に行われているが、安定した漁業生産量の確保や後継者不足が課

題となっている。 
 

ハ すそ野の広い工業の集積 
 製造業については、浜松市を中心に繊維、楽器、輸送用機械等、最近で

は、光・電子技術を利用したエレクトロニクス分野が伸張してきたが、世

界的規模での競争が激化する中、「やらまいか精神」に代表される進取の気

風に富んだ風土に則って、ものづくり産業の更なる高度化や新規成長産業

の創生が急務となっている。 
 

ニ 都市機能の一層の充実 
 浜松市を中心に、アクトシティを核として高次都市機能が集積されつつ

あるが、近年大型店の撤退等により、中心市街地の空洞化が深刻化してお

り、都市基盤の整備や文化機能の向上による都市機能の一層の充実が求め

られている。 
 

ホ 東西交通を中心とする交通基盤の整備 
 従来から東西交通が発達した地域であるが、今後、新たな東西幹線とな

る第二東名高速道路や、平成 18 年の開港が予定されている静岡空港へのア

クセスの確保など、高速交通基盤の整備を進めるとともに、地域内の連携

を強化するため、東西交通は元より南北交通を強化するなど域内の主要幹

線道路の充実を図っていく必要がある。 
 

(2) 今後の基本方針 

  このような現状を踏まえ、本区域は、豊かな自然とうるおいのある環境や

高次な都市機能の充実の下に、高度な産業や学術・文化が集積し、緑の丘陵

と実りの田園空間の中に多彩な産業が展開する創造性と活力あふれる地域を

めざしていく。 
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イ 世界に開かれた都市圏の形成 

 静岡県西部地方拠点都市地域整備基本計画に基づく土地区画整理事業等

の都市基盤整備による都市機能の充実強化や、2004 年のしずおか国際園芸

博覧会の開催による交流機会の創出、また過去の技術・知恵を学習する産

業考古学館（仮称）の整備構想の検討をはじめ、静岡文化芸術大学を中心

とする新たな学術・文化拠点の形成により、世界に開かれた都市圏を形成

する。また、誰もが安心して暮らせるまちづくりをめざし、オムニバスタ

ウン計画の実施やタウンモビリティの取組みなど、ユニバーサルデザイン

を導入した地域づくりを進める。 
 
ロ 農産物を安定的に供給する農業の振興 
 田園地域においては、生産性の高い農業地帯の形成のため、農業基盤整

備事業等の推進により、優良農地の確保や認定農業者など先進的な担い手

への農地集積を図るとともに、メロン、花きなどの高度な施設園芸農業の

振興を推進する。また、安定的な生産構造を確立していくために、ビジネ

ス経営体の育成を図る。 
 

ハ 世界に誇る先端技術産業の集積 
 浜松地域高度技術産業集積活性化計画に基づき、高度技術産業を担う人

材の育成や地域内外の大学や研究機関との産学官連携による共同研究開発

の推進、研究機能の維持・強化などにより、既存産業の高度化や超精密加

工技術、光技術産業、環境関連機器開発分野などの新たな事業の創出を図

る。また、交通基盤の整備による利便性を生かし、浜北新都市開発区の整

備や既存工業団地の分譲を推進し、世界に誇る先端技術産業や研究・研修

機関などの集積を図る。 
 

ニ 地域資源を活かした観光の振興 ～多彩な交流機会の創出～ 
 小笠山総合運動公園の整備を推進し、2002 年のワールドカップサッカー

大会や 2003 年のＮＥＷ！！わかふじ国体の開催を契機に、スポーツ拠点と

して活力ある地域の形成を図るとともに、遠州灘、浜名湖などのリゾート

資源を活用して、自然環境と調和したマリンレジャーの振興や魅力ある観

光ルートの開発を図る。 
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ホ 環境の保全 ～蘇れ、美しい自然～ 
 浜名湖の総合的な環境整備を推進する「ブリリアント浜名湖創造作戦」

による浜名湖岸の再生や下水道整備の推進、また浜名湖水環境保全計画に

基づく生活排水対策や水辺の管理の実施など、自然と共生した快適な生活

空間の形成を図る。また、天竜川流域圏の環境保全に係る調査・研究を行

う天竜川流域圏環境保全研究会との協働により、上下流の連携を強化する

とともに、天竜川流域の環境の保全を推進していく。さらに、省エネルギ

ーやリサイクルの推進などにより、環境負荷の低減を重視した循環型社会

の構築を図る。 
 

ヘ 広域的な連携を図る交通ネットワークの整備 
 第二東名高速道路、三遠南信自動車道、地域高規格道路等の整備や伊勢

湾口道路の構想を進める。また、静岡空港、御前崎港、第二東名高速道路

へのアクセス道路の整備やＪＲ新駅設置の検討を進めるとともに、情報通

信基盤の整備を推進し、広域的な連携を図る交通・情報ネットワークを構

築する。 
 

ト 三遠南信地域との連携 
 隣接する愛知県、長野県との県際交流を深めることにより、三遠南信地

域の一体性の強化を図った魅力ある地域づくりを推進していく。特に、三

遠南信自動車道の整備の推進や三遠南信サミットの開催、地域づくりに関

わる人と人とのネットワーク化等により地域間交流・連携の強化を図る。 
 

チ 弾力的な運用 
 この計画の実施に当たっては、財政状況等を考慮しつつ、弾力的に運用

するとともに、農地、林地等の用途転換、既得権の変更等を要するものに

ついては十分な調整を図る。特に、文化財の保護、農林地等の県土保全と

安全性の確保、環境の保全、エネルギーの安定確保、防災対策等に留意す

る。 
 
５ 人口の規模及び労働力の需要に関する事項 
(1) 本区域の人口は、過去５年間において 34 千人増加し平成 12 年には 1,232 

 千人となる。今後の５年間においても、本区域の開発及び都市機能の充実に 

 より人口が 17 千人増加し、平成 17 年には 1,249 千人になるものと見込まれ 

 る。 
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(2) 人口の年齢別構成をみると、平成 12 年の年少人口は 196 千人、生産年齢 

 人口は 833 千人、老齢人口は 203 千人であり、平成 17 年には、年少人口は 

 190 千人（対平成 12 年比 3.1％減）、生産年齢人口は 829 千人（対平成 12 

 年比 0.5％減）、老齢人口は 230 千人（対平成 12 年比 13.3％増）になるもの 

 と見込まれる。 

 

(3) 本区域の一般世帯数は、平成 12 年には 409 千世帯となり、今後５年間に 

 38 千世帯増加し、平成 17 年には 447 千世帯になるものと見込まれる。 

 

(4) 産業の国際化や、情報化、技術革新の進展等により産業構造が変化してい 

 る中、産業別の労働力構成は、大きく変化している。また、少子・高齢化の 
 一層の進展によるライフスタイルの変化や生産年齢人口の減少は、労働力の 
 需給について多様な変化をもたらし、女性や高年齢者等の就業の増加が一層 
 見込まれる。 
  このため、労働力需給が量的、質的に変化している中にあって、需給のミ 
 スマッチの解消を図るために、新しい労働需要に適合した技能を持つ人材の 
 育成に努めるなどの雇用対策を進める。特に、女性、高齢者、障害者につい 
 て、性別、年齢等にとらわれない個人の能力に基づく就業が可能となるよう 
 な、雇用促進対策を積極的に進める。 
  
６ 産業の業種、規模等に関する事項 
(1) 産業別開発の構想 

イ 総 論 
 少子・高齢化の進行、グローバル化や情報化の進展など、大きな時代の

変革期を迎えており、新たな社会システムへの対応が求められている。 
  このような中、国際的な競争の激化に対応した競争力の強い産業を育成

するため、各種産業の未来を担う企業家、技術者、後継者などの人材の育

成を図るとともに、急激に進行するＩＴ革命に対処するため、情報通信基

盤を着実に整備し、地域の情報化を推進する。また、男女共同参画を推進

し、男女が共に働きやすい環境の整備を進める。 
ロ 農 業 
 本区域の農業は、県下一の穀倉地帯を形成している中遠地域での稲作を

はじめ、茶、果樹、野菜、花き類、畜産など、多彩な生産活動が展開され

ている。各地で、生産団地化等を通じた競争力のある銘柄産地が形成され、
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県下の粗生産額の過半を占める特産品が数多く生産されている。しかしな

がら、産地の多くは、就業者の減少と高齢化の進行によって、農地の遊休

地化、また生産者組織の弱体化が問題となっており、持続的な発展が可能

な産地構造の構築が課題となっている。 
  このため、高い生産技術と経営能力によって、消費者ニーズを的確に捉えた

産物を継続的に供給することが可能なビジネス経営体を育成するとともに、これ

らのビジネス経営体が産地の中で中心的な役割を担う新たな産地構造の構築を

支援していく。また、土地利用型農業においては、ビジネス経営体の育成ととも

に、地域の特性に応じ、特定農業法人等の地域営農を担う組織の育成を進める。

さらに、かんがい排水事業、畑地帯総合整備事業等を推進し、コストの軽減や優

良農地の確保など生産性の向上を図るとともに、農業集落排水施設、農村公園

など生産基盤と一体となった生活環境の整備を進め、ゆとりと活力あふれる快適

な農村空間の形成を図る。 

ハ 林 業 

 本区域の林業は、都市近郊に位置する北部山間地の森林が水源かん養等の

機能を保全する保安林に指定され、公益的機能の発揮に配慮した林業経営が

行われてきたが、林業経営が厳しさを増す中、適正な森林管理を実施することが

困難になりつつある。また、古くから知られる天竜林業地帯に隣接し、天竜川沿

いの地域を中心に各種の木材産業が集積しており、浜松市など木材の大消費

地を抱えることから、住宅メーカー等の実需者に地域材を安定的に供給していく

体制整備が課題となっている。 

  今後も森林が有する多様な機能を維持・強化していくため、効率的な森林管

理を図る林道の整備や、造林･間伐の適正な森林施業を進めるとともに、治山・

地すべり事業を計画的に実施し、森林保全に努める。また、天竜流域林業活性

化センターを中心に、素材生産業、木材加工業、工務店、建築士等の連携を進

め、製材品に加えて、プレカット加工品、集成材、防腐処理木材など多種多様な

商品を地域内に供給できる体制を整備していく。 
ニ 水産業 

 本区域の水産業は、遠州灘で、シラス、トラフグ、カツオ、ヒラメなどが、浜名湖

内で、アサリやクルマエビ、ノコギリガザミなどが水揚げされ、浜名湖周辺ではウ

ナギ、スッポンなどの養殖業が展開されている。外海や湖内の漁業では、過度な

漁獲による資源の減少を防ぐために、放流事業等によって安定した漁業生産を

確保するなど、資源を自主的に管理していく体制を整備することが必要となって

いる。 
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   このため、増殖場等の漁業生産基盤の整備や、クルマエビ、ノコギリガザミの

放流など、安定的な漁獲量を将来に渡って確保するための栽培漁業、資源管

理型漁業の定着化を推進する。 

   また、漁業と調和を保ちつつ、観光を取り入れた多角的な漁業経営を図る。 

ホ 工 業 

 本区域の工業は、戦前からの繊維と楽器に、戦後、輸送用機械が加わり、最近

では光・電子技術を利用したエレクトロニクス産業が成長し、すそ野の広い工業

集積により県下一の製造品出荷額を示しているが、経済のグローバル化などに

対応した付加価値の高い産業の展開も期待されている。また、今後は新事業創

出のための基盤となりうる産業や研究機能の維持・強化を図り、苗床としての機

能を最大限に活用して、新たな産業の創出を図る必要がある。 

   このため、浜松地域高度技術産業集積活性化計画の推進により、既存産業

の高度化や先端技術産業、研究・研修機関などの集積を図る。また、浜松工業

技術センターを中心とした浜松地域テクノポリス推進機構や光科学技術研究振

興財団等との連携により、産業の高度化、活性化を図るとともに、インキュベート

センターによるベンチャー企業や創業者への支援など、新産業・新事業の創出

を推進する。 

ヘ 商業・サービス業 

 本区域では、市街地中心部からの大型店の撤退や郊外店舗の増加により、中

心市街地の空洞化が進行するとともに吸引力の低下を招いており、都市基盤の

整備や中心市街地の活性化が急務となっている。 

   このため、静岡県西部地方拠点都市地域整備基本計画に基づく都市基盤の

整備を推進する。特に、浜松市、掛川市等では中心市街地活性化法基本計画

に基づき、市街地再開発事業を進めるとともに、小売業の高度化や都市型産業、

観光、コンベンション機能の活性化を図り、集客力の強化や拠点性の回復に努

める。 

   また、 オムニバスタウン計画などユニバーサルデザインを導入した地域づくり

の推進や、タウンモビリティ、トランジットモールなどの取組みを検討し、すべての

人が暮らしやすいまちづくりをめざす。 

ト 観 光 

   本区域は、浜名湖を中心としたマリンレジャーの拠点や、遠州灘海岸の自然

環境、遠州三山等の文化・歴史的遺産など、多彩な観光資源に恵まれている。 

   このため、浜名湖、遠州灘海岸を中心にマリンレジャーの振興を図るとともに、

浜名湖ガーデンパークの整備を受けて、2004 年のしずおか国際園芸博覧会の

開催など、多様な交流機会を創出する。また、小笠山総合運動公園の整備を進
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め、2002 年のワールドカップサッカー大会、2003 年のＮＥＷ！！わかふじ国体

の開催を契機に、スポーツ・レクリエーション空間の形成を図る。さらに、東海道

四〇〇年祭の開催に合わせ、豊かな自然や歴史資産、伝統文化など地域資源

を活かした観光拠点の整備を図る。 

 
(2) 産業の規模 

  本区域の就業者数を従業地によってみると、平成 12 年には 685 千人、平成

17 年には 698 千人になるものと見込まれる。 

  産業別には、平成 12 年の第１次産業は 45 千人（6.6％）、第２次産業は 293

千人（42.8％）、第３次産業は 347 千人（50.6％）となる。平成 17 年には、

第１次産業及び第２次産業の就業人口は減少するものと見込まれ、第１次産

業は１千人減少し 44 千人（6.3％）、第２次産業は 16 千人減少し 277 千人

（39.7％）になると見込まれるのに対し、第３次産業は、就業人口の伸びが

一段と高くなるものと予想され、30 千人増加し 377 千人（54.0％）になるも

のと見込まれる。 

 
７ 土地の利用に関する事項 
(1) 土地利用の基本構想 

 本区域は、浜松市を中心に工業集積が進んでいる。比較的平坦な南部は、

水田農業を主体に農業地帯が形成されているが、市街地の拠点整備や新たな

産業集積地の形成が求められており、自然や農業と共存した計画的な土地利

用が必要となっている。今後、静岡空港、第二東名高速道路、三遠南信自動

車道等が整備されると、国内のみならず世界との交流も期待され、産業や人

口の動向に一層の変化が予想されることから、総合的、計画的な土地利用を

展開していく必要がある。 
 このため、本県の国土利用計画に基づき、「県土が現在及び将来における県

民のための限られた資源であるとともに、生活及び生産を通ずる諸活動の共

通の基盤であることにかんがみ、公共の福祉を優先させ、自然環境の保全を

図りつつ、地域の自然的、社会的、経済的及び文化的条件に配意して、健康

で文化的な生活環境の確保と県土の均衡ある発展を図る」ことを県土利用の

基本理念とし、地域の特性を踏まえながら、土地利用基本計画をはじめとす

る土地に関する諸制度の適切な運用を図り、総合的かつ計画的な土地利用を

展開する。 
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(2) 土地利用の概要 

イ 市街地として利用を図る地域は、中心市街地活性化法等による既成市街

地の整備や都市拠点整備事業などにより、計画的に都市基盤を整備し、都

市機能の拡充を図る。 
  また、ＪＲ新駅の開設等の交通体系の整備により、新たな市街地の形成

が予想されるため、土地区画整理事業等による良好な住宅用地等の確保を

推進し、上下水道、公園施設の整備など、都市環境や居住環境の改善を図

る。 
ロ 工業用地については、既存の中小企業の集団化や適正な再配置に努める。 

   また、浜松地域高度技術産業集積活性化計画に基づく浜北新都市開発整

備事業等を推進し、今後成長が期待される産業の立地促進や集積を図る。

周辺地域においては、第二東名高速道路、三遠南信自動車道等の交通基盤

の整備が予定されているため、農業地域や自然環境と調和した計画的な土

地利用を図る。 
ハ 農用地については、遊休農地の増加が進んでいることから、無秩序な農

地転用を防止するとともに、地域の担い手へ農地集積を図る。併せて、農

業生産基盤の整備を実施し、優良農地の確保や農地の流動化を進める。 
  また本区域は、道路用地、工業用地、住宅用地等の都市的土地利用への

需要の増加が予想されるため、これら都市的土地利用との調整を図りなが

ら、計画的な農用地の確保、保全を推進する。 
ニ 第二東名高速道路、三遠南信自動車道及び関連するアクセス道路等の整

備による地域経済、都市活動の拡大が広範囲に及ぶものと予想されるため、

周辺環境、景観との調和を図りながら、都市的な土地利用の計画的な誘導

を図る。 
ホ 環境問題への対応や県土保全、自然とのふれあい空間として、自然環境

の維持・保全を図る。また、都市公園、緑地、河川空間等の効果的な整備

を推進する。 
 
８ 施設の整備に関する事項 
 本区域の均衡ある発展を図るため、整備及び開発の基本構想に基づいて、自

然環境、生活環境、生産環境の調和のとれた魅力ある地域整備を進める。 
 その計画の大綱は、次のとおりである。 
 
(1) 交通施設及び通信施設 
 本区域の開発整備を進めるため、環境の保全に配慮しつつ、区域の総合的
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な交通・情報ネットワークの形成を図る。 
イ 道 路 
 全国との交流・連携ネットワークの充実を図り、活力ある地域の形成や

良好な市街地を形成する道路網の整備を推進する。 
 整備を進める主要な道路は、次のとおりである。 
道路規格 施 設 名 事業主体 事業内容等 期間中の計画概要 

第二東名高速道

路 

日本道路

公団 

区域内延長 

   50.4km 

用地取得及び工事実施 高規格幹線

道路 
三遠南信自動車

道（三遠道路） 

国土交通

省 

計画延長 

   7.7km 

調査及び用地取得 

1 号 

 日坂ﾊﾞｲﾊﾟｽ 

 浜松ﾊﾞｲﾊﾟｽ 

国土交通

省 

計画延長 

   4.3km 

  18.3km 

用地取得及び工事実施 

150 号 磐南 

福田～竜洋 

静岡県 計画延長 

   2.8km 

用地取得及び工事実施 

道路工 1.0km 

152 号 

浜北～天竜 

静岡県 計画延長 

   7.9 km 

用地取得及び工事実施 

道路工 2.3km 

一般国道 

362 号 宮口  

浜松～浜北 

静岡県 計画延長 

   3.7km 

用地取得及び工事実施 

道路工 2.0km 

一般県道 村櫛三方原線 

浜名湖新橋(仮

称) 

静岡県 計画延長 

  1.4km 

橋長 890m 

工事実施 

橋梁上下部工 

  

浜北袋井線（浜北

大橋側道橋工区）

静岡県 計画延長 

    1.0km 

工事実施 

橋梁工 0.9km 

浜松雄踏線 

（佐鳴工区、志都

呂工区他） 

静岡県 計画延長 

    3.3km 

用地取得及び工事実施 

道路工 0.8km 

主要地方道 

浜松環状線 

（笠井工区他） 

静岡県 計画延長 

    2.7km 

用地取得及び工事実施 

道路工 1.0km 橋梁工 

竜 禅 寺 雄 踏 線

(西) 

（浜松市） 

静岡県 計画延長 

   1.3km 

用地取得及び工事実施 

道路工 0.7km 

街   路 

南上ノ原梅田線 

（湖西市） 

静岡県 計画延長 

   0.5km 

用地取得及び工事実施 

道路工 0.2km 

連続立体交

差事業 
遠州鉄道鉄道線 

（浜松市） 

静岡県 高架 3.3km 詳細設計等 

都市計画等決定予定 

 
ロ 鉄軌道 
 産業、経済の発展、生活行動の広域化に対応し、また、地域振興や都市

開発の機軸として、東海旅客鉄道東海道本線（袋井駅～磐田駅間）の新駅

設置や遠州鉄道の天竜二俣駅乗り入れについて検討を行う。 
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ハ 港 湾 
 地方港湾浜名港については、地域の特性や機能に応じて港湾施設の整備

を推進する。また、小型船の放置艇対策を進める。 
 
ニ 漁 港 
 水産振興の拠点となる福田漁港、舞阪漁港の整備を推進する。 
漁 港 名 事業主体 事業内容等 期間中の計画概要 

福田漁港 静岡県 防波堤 405m 護岸 150m 

防風堤 300m 

防波堤  65m  

舞阪漁港 静岡県 導流堤 73m  岸壁 65m 

物揚場 687m  橋梁 1 基 

物揚場 25m   

 
ホ 通信施設 
 情報通信技術の飛躍的な進歩により、あらゆる情報が瞬時に世界中を流

通する高度情報通信社会が到来しており、産業や生活などに大きな影響を

与えている。このため、電線共同溝や移動通信網、光ファイバー網など、

高度情報化に対応できる情報通信基盤の整備を進める。 
 また、浜岡町におけるＣＡＴＶの整備や引佐町の地域情報ネットワーク

の整備など地域情報化を進め、さらに、「しずおか情報化ビジョン 2005」

に基づき、学校におけるインターネットの利用環境の整備や、ＳＯＨＯ（ス

モールオフィスホームオフィス）への支援などを推進する。 
 
(2) 宅 地 

 健全な市街地の形成や先端技術産業の誘致に対処するため、市街地の防災

性の向上、公害の防止、自然環境の保全及び農林地の保全に配慮した計画的

な宅地開発、都市開発等を推進し、良好な住宅用地、工業用地の確保を図る。  
 主要な施設整備計画は、次のとおりである。 

施設名 地区名 事業主体 事業内容等 期間中の計画概要

東第一 
(土地区画整理) 

浜松市 地区面積 

     25.9ha

建物移転・造成工事

等 
東第二 
(土地区画整理) 

浜松市 地区面積 

     27.2ha

建物移転・造成工事

等 
志都呂  
(土地区画整理) 

浜松市西都土地

区画整理組合 
地区面積 

     75.7ha

建物移転・造成工事

等 

住宅用地 
 

磐田駅北 
(土地区画整理) 

磐田市 地区面積 

     20.3ha

建物移転・造成工事

等 
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浜北新都市開発整

備 
(土地区画整理) 

地域振興整備公

団 
地区面積 

   162ha 

内住宅用地 

   57.0ha

調査計画・造成工事

等 

住  宅 浜松東第一 13 街区

(優良建築物等整

備) 

優良建築物建設

組合 
地区面積 

      0.5ha

建築工事 

浜北新都市開発 
整備 

地域振興整備公

団 
地区面積 

   162ha 

内産業用地 

   43.0ha

造成工事 43.0ha 

 

工業用地 

新エコポリス工業

団地 
（財）掛川市土

地開発公社 
計画面積 

     19.0ha

造成工事  19.0ha

 

 
(3) 公園、緑地等 

 レクリエーション需要の増大・多様化に対処するとともに、東海地震等に

備えた広域避難地を確保し、あわせて生活環境の向上を図るため、平成 17

年度における都市計画区域内の都市公園面積について、約 1,071ha を確保す

ることを目標に公園、緑地の整備を進める。 
 主要な公園の整備計画は次のとおりである。 

公園緑地名 事業主体 事業内容等 期間中の計画概要 

小笠山総合運動公園 静岡県 全体計画面積 242.9ha H13 施設完成予定 

浜名湖ｶﾞｰﾃﾞﾝﾊﾟｰｸ 静岡県 全体計画面積  34.6ha H16 施設完成予定 

佐鳴湖公園 浜松市 全体計画面積 175.0ha 整備面積  5.0ha 

大池公園 掛川市 全体計画面積  14.1ha 整備面積 10.4ha 

菊川運動公園 菊川町 全体計画面積  28.7ha 整備面積  9.1ha 

 
(4) 河川、海岸、治山、砂防等 

 災害を未然に防止し、住民生活及び産業活動の安全を確保するため、総合

的な国土保全対策を推進する。また、長期にわたる安定的な水確保体制を確

立する。 
イ 河 川 
 天竜川水系、菊川水系、太田川水系、都田川水系、馬込川水系等の治水

事業を推進するとともに、河川環境の整備と保全に努める。なお、事業実

施に際しては、自然環境や生物の生育環境に配慮し良好な水辺空間の形成

を図る。 
 また、太田川上流に洪水調整機能や都市用水を確保するため太田川ダム

の建設を推進する。 
 主要な施設整備計画は次のとおりである。 
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事業種別 地区名 事業主体 事業内容等 期間中の計画概要 
太田川 
（袋井市他） 

静岡県 護岸工 733,580 ㎡

道路橋  27 橋 

護岸工、掘削工 広域基幹河川 
改修 

馬込川 
（浜北市他） 

静岡県 護岸工 65,565m 

道路橋  55 橋 

用地補償 
掘削工 

 都田川 
（浜松市他） 

静岡県 護岸工 61,320ｍ 

道路橋  33 橋 

用地補償 
護岸工 

河川環境整備

（河川浄化） 
佐鳴湖 
（浜松市） 

静岡県 浚渫 500,000m3 

直接浄化施設 4 基

直接浄化施設 

河川総合開発 太田川ダム 
（森 町） 

静岡県 重力式ｺﾝｸﾘｰﾄﾀﾞﾑ 

堤高 72.0m 

本体工事 
付替道路工事 

 
ロ 海 岸 
  高潮被害や海岸侵食などを防止し、海岸保全機能の維持や向上を図るた

め、高潮対策及び侵食対策事業を進める。 
  主要な海岸整備計画は次のとおりである。 

事業種別 地区名 事業主体 事業内容等 期間中の計画概要 

高潮対策 
 

竜洋海岸 
（竜洋町） 

静岡県 水門工 １基 H14 施設完成予定 

水門改築 

侵食対策 福田漁港海

岸（浅羽町） 
静岡県 離岸堤 549m 

 

離岸堤 218m 

 
ハ 治山、砂防等 
 土砂災害の防止、自然環境の保全を図るため、天竜川水系、菊川水系等

において、治山、砂防、地すべり対策及び急傾斜地崩壊対策事業を推進す

る。 
 主要な整備計画は次のとおりである。 
事業種別 地区名 事業主体 事業内容等 期間中の計画概要 

急傾斜地崩

壊対策等 
大日所ヶ谷 
（袋井市） 

静岡県 法枠工 330 ㎡ 法枠工 200 ㎡ 

背山 
（引佐町） 

静岡県 排水路工  4,797m 

ﾎﾞｰﾘﾝｸﾞ工 4,415m 

排水路工  4,722m 

ﾎﾞｰﾘﾝｸﾞ工 3,965m 

地すべり対

策事業 
日坂 
（掛川市） 

静岡県 ﾎﾞｰﾘﾝｸﾞ工 2,100m 

杭打工 40 本 

ﾎﾞｰﾘﾝｸﾞ工  273m 

水路工 489m 

愛野 
(袋井市) 

静岡県 治山ダム工  19 基 

流路工 410m 

治山ダム 8 基 

流路工 170m 

治山事業 

橘 
（森町） 

静岡県 治山ダム工  5 基 

森林整備 22.6ha 

治山ダム工 1 基 

森林整備 7ha 

 
(5) 住 宅 

 世帯の増加、建替え等による住宅需要の増加により、計画期間内に必要な

住宅建設戸数は、約 66 千戸と見込まれる。このため、適切な維持・管理によ
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り既存ストック住宅の有効活用を図るとともに、狭小・老朽化した公的住宅

については計画的な建替え・増改築を進める。さらに、地域の需要に対応し

た民間賃貸住宅の建設を促進し、優良な賃貸住宅の供給を図る。 
 住宅建設に当っては、長期的使用に耐えうる質の高い住宅への誘導を図る。

また、ユニバーサルデザインの普及に努めるとともに、景観にも十分配慮し、

人と環境にやさしい住まいづくりを推進する。 
 
(6) 供給施設及び処理施設 

 生活水準の向上、産業の発展に対処するとともに、生活環境の向上及び公

共用水域の水質の保全に資するため、次のとおり整備を推進する。 
イ 水 道 
 平成 17 年度における給水人口約 1,293 千人を目途に、浜松市、掛川市、

袋井市等における上水道施設や、遠州広域水道用水供給事業等の整備・拡

充を進める。 
 主要な施設整備計画は次のとおりである。 
事 業 名 事業主体 事業内容等 期間中の計画概要 

遠州広域水道用

水供給事業 
静岡県企業局 船明ダム、都田川ダム、

太田川ダム 

取水施設 5 箇所、浄水施

設 3 箇所、導送水管 

太田川ダム 

取水施設 1 箇所 

浄水施設、導送水管 

 
ロ 下水道 
 公共用水域の水質の保全、生活環境の改善等に資するため、平成 17 年度

における下水処理区域人口約 736 千人を目途に、流域下水道及び流域関連

公共下水道並びに区域内 21 市町村において公共下水道等の整備を進める。 

 主要な施設整備計画は次のとおりである。 
事 業 名 事業主体 事業内容等 期間中の計画概要 

西遠流域下水道

（西遠処理区） 
静岡県 計画処理面積  14,817ha 

計画処理量 510 千 m3/日 

幹線管渠 5.3km 

処理場工事 

水処理 8,125m3/日*2 池

天竜川左岸流域下

水道（磐南処理区） 
静岡県 計画処理面積 3,948ha 

計画処理量 108 千 m3/日 

処理場工事 

水処理 6,875m3/日*2 池

公共下水道 
(単独・流域関連) 

浜松市 計画処理人口 620 千人 

計画処理量 264 千 m3/日 

（中部、瞳ヶ丘、舘山寺）

整備面積 1,060ha 

 

 

特定環境保全公

共下水道 
(単独・流域関連) 

浜松市 計画処理人口 52 千人 

計画処理量 3,400m3/日 

（湖東浄化センター） 

整備面積 320ha 
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ハ 廃棄物処理施設 
 人口の集中化及び生活水準の向上に伴うごみ、し尿の排出量の増大に対

処するため、ごみ処理施設等の整備を促進する。また、地域の実情に応じ

て、合併処理槽等の整備を図る。 
 主要な施設整備計画は次のとおりである。 
事 業 名 事業主体 事業内容等 期間中の計画概要 

浜松市 処理能力 450t/日 施設整備推進 ごみ焼却施設 
掛川市・菊川町・小笠

町一部事務組合(仮称) 
処理能力 120～140t/日 Ｈ17 施設完成予定 

リサイクルプラ

ザ 
掛川市・菊川町・小笠

町一部事務組合(仮称) 
処理能力 40t/日 H17 施設完成予定 

浜松市 処理能力 972,500m3 H17 施設完成予定 

埋立期間 15 年 

掛川市 
 

処理能力 100,000m3 施設整備推進 

埋立期間 20 年 

浜北市 処理能力 60,200m3 H13 施設完成予定 

埋立期間 15 年 

埋立処分地施設

新居町 処理能力 98,000m3 H16 施設完成予定 

埋立期間 22 年 

 
(7) 教育文化施設 

 イ 教育施設 
 国際化、情報化、学校の再編整備など社会変化に対応した教育環境の整

備を図るとともに、既設校の耐震対策等の施設の整備を進める。 
 主要な施設整備計画は次のとおりである。 

施 設 名 事業主体 事業内容等 期間中の計画概要 

大須賀中学校 大須賀町 校舎改築（耐震） H14 施設完成予定 

雄踏小学校 雄踏町 校舎改築（耐震） H16 施設完成予定 

掛川東高校 静岡県 校舎の移転改築（耐震） H15 施設完成予定 

浜名養護学校 静岡県 校舎増築 H13 施設完成予定 

 
ロ 文化施設 
 生活のうるおいと精神的な豊かさを確保し、地域の文化的環境の向上を

図るため、地域の公民館、図書館や複合施設の「なゆた・浜北」などの整

備を行うとともに、新居関所跡などの歴史的遺産の保存に努める。 
 主要な施設整備計画は次のとおりである。 

施 設 名 事業主体 事業内容等 期間中の計画概要 

なゆた・浜北 浜北市 延床面積 10,215 ㎡ 

生涯学習ｾﾝﾀｰ、図書館 

情報ﾌﾟﾗｻﾞ、なゆたﾎｰﾙ等 

H13 施設ｵｰﾌﾟﾝ予定 

H14 整備完了予定 

小笠町中央公民館 小笠町 延床面積 1,928 ㎡ H13 施設完成予定 
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小笠町立図書館 小笠町 延床面積 1,278 ㎡ H13 施設完成予定 

福田町立図書館 福田町 延床面積 1,000 ㎡ H13 施設完成予定 

特別史跡新居関所

跡記念物保存整備 
新居町 整備計画策定 

史跡地整備 

史跡整備実施 

 
(8) その他の施設 

 イ 社会福祉施設 
 少子・高齢化の進行に伴う福祉需要の増大に対処するため、老人福祉施

設、障害者福祉施設、また児童福祉施設など各種社会福祉施設の整備充実

に努める。 
 主要な施設整備計画は次のとおりである。 
種 別 施設名 事業主体 事業内容等 期間中の計画概要

児 童 福 祉 施

設 
こうのとり保育

園（磐田市） 
(福 )聖隷福

祉事業団 
移転新設 

収容人員 120 人

H13 施設完成予定 

靜光園 
（浜松市） 

(福 )ひかり

の園 
施設改築 

収容人員 130 人

H13 施設完成予定 特 別 養 護 老

人ホーム 
 西貝の郷（仮称）

（磐田市） 
(福)斉慎会 
（仮称） 

施設新設 

収容人員  80 人

H13 施設完成予定 

 
ロ 介護老人保健施設 
 要介護老人の急速な増加に対処するため、看護・介護やリハビリテーシ

ョン機能の充実を図るための施設整備を推進する。 
 主要な施設整備計画は次のとおりである。 
種 別 施設名 事業主体 事業内容等 期間中の計画概要

白脇ケアセンター

(仮称)（浜松市）

(医)社団 
和恵会 

施設新設 

収容人員 100 人

H13 施設完成予定介護老人保

健施設 
花平ケアセンター

(仮称)（引佐町）

(医)社団 
藤花会 

施設新設 

収容人員  80 人

H13 施設完成予定

 
ハ 医療施設 
 疾病構造の変化等に伴う医療需要の増大と質的変化に対処し、地域住民

が安心して質の高い保健医療サービスが受けられるように、医療施設等の

整備を進めるとともに、医療施設相互間の機能連携を図る。 
種 別 施設名 事業主体 事業内容等 期間中の計画概要

精神病院 神経科浜松

病院 
医療法人 
社団 澤記念会

施設改築 

病床数 239 床 

H13 施設完成予定 

 

 
ニ 職業訓練施設 
 地域産業の発展を担う人材を育成するため、技術の高度化や情報化の進



17 

展に対応した職業能力開発施設の訓練機器等の整備を行う。 
 
ホ 卸売市場 
 生鮮食料品の流通拠点としての機能の高度化を図るため、浜松市中央卸

売市場（浜松市）内施設の整備を進める。 
 
ヘ 農業生産施設 
 大規模化や省力化など生産条件を改善し農産物を安定供給するため、農

業生産基盤の整備や近代的な集出荷場、加工施設の整備を進める。 
 主要な整備計画は次のとおりである。 
事業種別 地区名 事業主体 事業内容等 期間中の計画概要 

牧之原小笠 
（小笠町） 

静岡県 農道整備 19km 

畑地かんがい 243ha 

農道整備 3,590m 

畑地かんがい 202ha

牧之原菊川 
（菊川町） 

静岡県 農道整備 63km 

畑地かんがい 696ha 

農道整備 7,360m 

畑地かんがい 218ha

畑地帯総合

整備事業 

牧之原浜岡 
（浜岡町） 

静岡県 農道整備 45km 

畑地かんがい 346ha 

農道整備 1,777ｍ 

畑地かんがい 115ha

 
ト 林 道 
 適正な森林管理や林業の生産性の向上及びこれらを通じた山村の活性化

を図るため、林道網の整備を推進する。 
 主要な整備計画は次のとおりである。 
事業種別 路線名 事業主体 事業内容等 期間中の計画概要

大尾大日山 
(掛川市他 3町)

静岡県 林道開設 33.6km 林道開設 1.3km 広域基幹林道

開設事業 他 
観音山(天竜市

他 2 市町) 
静岡県 林道開設 17.0km 林道開設 4.4km 

 
９ 環境の保全に関する事項 
 本区域においては、公害防止関係法令に基づく規制の徹底及び指導を図ると

ともに、各種生活環境施設の整備による環境基準等の達成、維持に努めるなど、

公害の防止に関する施策を積極的に推進する。さらに、環境基本法、静岡県環

境基本条例、静岡県環境影響評価条例、平成 13 年度改定予定の環境基本計画等

に基づき、環境保全に関する施策を総合的・計画的に進め、自然と共生し、環

境への負荷の少ない持続的発展が可能な社会を構築する。 
 イ 大気汚染については、発生源に対する規制の徹底及び指導を図るほか、 
  クリーンエネルギーの利用を推進する。 
 ロ 水質汚濁については、排出水の規制の徹底及び指導を図るほか、下水道 
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  の整備、生活排水対策、河川等の浄化対策などを推進する。また、地下水 
  質の保全を図るため、地下水汚染対策を推進する。 
 ハ 自動車交通対策については、自動車排出ガスや騒音等の対策強化を図る 
  とともに、道路構造沿道対策、沿道土地利用の適正化を推進する。 
 ニ 騒音・振動については、発生源の規制及び指導の徹底を図る。また、在 
   来線鉄道の新設、連続立体交差等の大規模改良に際しては、騒音問題の 
   未然防止に努める。 
 ホ 悪臭については、悪臭防止法等による規制の徹底及び指導を図る。 
 ヘ これらの諸施策とあわせて、環境汚染の監視、観測、調査研究対策を整 
  備拡充するとともに、公害防除のための技術開発に努める。 
 ト 健全な生態系を維持・回復し、自然と人間との共生を確保するため、市 
  街地及びその周辺における都市公園、緑地、河川空間、保健休養機能を有 
  する森林など多様な自然環境の整備・保全を推進する。 
 チ 地球の温暖化や廃棄物の増大等の環境問題については、廃棄物の抑制、 
  リサイクル・省エネルギーの推進など、環境との調和や環境への負荷の少 
  ない循環型社会の構築を進める。 
 リ 事業の実施に当たっては、環境汚染を未然に防止するため、必要に応じ、 
  事前にその環境に及ぼす影響について調査等を行い、その結果に応じて見 
  直しを行うなど所要の措置を講ずる。 
 
10 防災対策に関する事項 

 本区域は、降水量が比較的多く、また地形が急峻で一部に軟弱な地盤が存在

し、山崩れ、崖崩れ、洪水、高潮、津波など、自然災害の発生の恐れのある地

域が少なくない。また、東海地震による大規模災害の発生が指摘され、全域が

地震防災対策強化地域に指定されている。さらに都市化の進展により、災害の

態様が複雑多様化、大規模化していることから、大規模災害の防災対策の一層

の充実強化が求められている。 
 このため、静岡県地域防災計画等に基づき、地域住民の生命・身体・財産の

安全の確保を図るため、地震や風水害、火災などに対する以下の防災対策を積

極的に推進する。 
(1) 震災対策に関する事項 

イ 砂防、地すべり対策、急傾斜地崩壊対策、治山対策、津波対策などによ

る防災施設の整備や、避難路、緊急輸送路の道路網整備、漁港の耐震岸壁

などの整備を推進する。 
 ロ 建築物の耐震化や不燃化、市街地の落下物対策、防災公園の整備などに
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より、災害に強い都市づくりを推進する。また、防災拠点や避難所、医療

施設、学校施設の耐震化を進めるとともに、電気、電話の電線共同溝によ

る地中化や、水道、ガスなどのライフラインの耐震化を促進する。 
 ハ 東海地震が発生しても家屋の倒壊による死者が発生しないことを目標と

して、住宅の耐震強化を強力に推進する。 
 ニ 地震予知観測調査への協力や、予知情報の迅速で的確な情報収集を進め

るとともに、観測網の充実強化や維持整備を図る。 
 
(2) 風水害対策に関する事項 

 イ 山地災害危険地区や土砂災害危険箇所について、治山施設や砂防設備な

どの整備を推進する。 
 ロ 洪水による災害発生の防止のため、河川の整備、多目的ダムの整備など、

総合的な治水対策を進めるとともに、災害情報等を管理する土木総合防災

情報システムの充実を図る。 
 ハ 高潮対策や海岸侵食対策として、堤防、護岸、離岸堤などの海岸保全施

設の整備を推進するとともに、海岸防災林の整備などにより、海岸保全機

能の維持や向上を進める。 
 ニ 農地の公益的機能の保持、侵食や崩壊の防止、地すべり被害の防止のた

め、農地の保全対策や防災対策を推進する。 
 ホ 道路の風水害に対する安全性の確保を図るため、道路のネットワーク化

や道路の防災対策を推進する。 
 
(3) その他に関する事項 

 イ 森林でのレクリエーション機会の増加などに伴い、大規模な林野火災の

発生の可能性が増加していることから、初期消火のための資機材の配備等

を推進する。 
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１ 計画の性格 
この計画は、中部圏の都市整備区域、都市開発区域及び保全区域の整備等に

関する法律に基づいて作成したものであって、東三河区域都市開発区域の開発

整備の基本構想及び施設の整備についての大綱を示したものである。 
 
２ 計画の対象区域 
計画の対象区域は、昭和43年11月14日総理府告示第43号をもって告示した東

三河区域都市開発区域であり、関係市町村は次のとおりである。（ただし、保

全区域を除く。） 
 豊橋市、豊川市、蒲郡市、新城市、宝飯郡音羽町、同郡一宮町、 
同郡小坂井町、同郡御津町、渥美郡田原町、同郡赤羽根町、同郡渥美町 

 
３ 計画の期間 

この計画の期間は、平成13年度から平成17年度まで５箇年間とする。 
 なお、計画の実施に当たっては、今後の社会、経済情勢の推移に応じて弾

力的な運用を図るものとする。 
 
４ 整備及び開発の基本構想 
（現状と課題） 
 本区域は、愛知県の東部に位置し、豊かな自然環境、ゆとりある空間に恵

まれており、豊橋市を中心に職・住・遊・学の調和したまとまりのある圏域を

形成している。 
さらに、東西の大都市圏を結ぶ東名高速道路をはじめ国内幹線交通が横断

し、重要港湾の三河港を擁するなど利便性の高い交通条件を備えているとと

もに、豊川用水による水資源確保を背景に生産性の高い農業や輸送機器産業

など様々な産業活動が展開され、着実な発展を続けている。とりわけ三河港

は、国際物流・業務拠点としての成長が著しく、今後はこの区域の発展に大

きな役割を果たしていくことが期待されている。 
また、本区域は、東三河地方拠点都市地域や三遠南信地域整備計画の対象

区域でもあり、その基本計画に基づいた地域整備も進められていることから、

今後、周辺地域との連携を深めつつ一層の発展を図っていく必要がある。 
このため、この地域の優れた自然条件、開発余力及び交通アクセス等をいか

し、隣接する都市整備区域との連携・交流を一層強めるとともに、東西及び南

北方向の幹線交通軸とそのアクセス道路の整備等により西遠・南信地域との連

携・交流を図りつつ、研究開発や商業・業務等の諸機能の充実と都市、産業、
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港湾などの基盤整備を進めていくことが課題である。 
さらに、インターネットの急速な普及や電子商取引の発展に代表されるＩＴ

（情報通信技術）の飛躍的な進展は、経済活動や社会構造までも変革しつつあ

り、ＩＴ革命への対応が大きな課題となっている。 
また、この地域は三河湾や太平洋に面する豊かな自然環境に恵まれているこ

とが大きな特色であり、こうした資源をいかしつつ他区域との連携を進め、広

域的な観光リゾート拠点の形成を図ることが大切である。 
一方、典型的な閉鎖性水域である三河湾は、水質汚染が問題となっているこ

とから、水質浄化に取り組むことが重要な問題となっている。 
それとともに、この地域では毎年のように渇水に見舞われ、厳しい節水を余

儀なくされていることから、水資源を確保するとともに、豊川上下流の相互交

流や流域が一体となった森づくりの取組を通じて、水の安定供給と水源地域の

活性化を図ることが求められている。 
 
（基本的な方向） 
 以上の現状と課題を踏まえ、本区域を伊勢湾を取り巻く東の拠点として位置

づけ、隣接区域との連携・交流を進めるとともに、国際港湾物流機能の強化や

新規成長分野の産業集積を高めつつ、広域観光リゾート機能を強化することに

より、国際的な交流拠点性を備えた区域づくりを目指す。 
 
■重点整備の方針 
(1) 三河港を中心とした国際物流・業務拠点の形成と交通ネットワークの整備 

本区域の発展に枢要な役割を担う三河港については、コンテナ貨物にも対

応した多目的国際ターミナルの整備、自動車関連の物流及びリサイクルの共

同化を柱とした国際自動車コンプレックス構想を推進し、より高度な機能を

備えた国際物流・業務拠点の形成を図るとともに、特定重要港湾化を目指す。 
また、三河湾への大型船の安全な出入りを確保するため、中山水道航路の

整備を推進する。 
三河港の港湾機能を広域的に活用するために西日本国土軸と太平洋新国土

軸の結節点となる本区域の地理的優位性をいかして、域外、域内の連携・交

流を強化する広域交通ネットワークの整備を推進する。 
そのため、第二東名高速道路、三遠南信自動車道の整備推進、伊勢湾口

道路の構想を進めるとともに、国道151 号など広域幹線道路へのアクセス道

路、地域内諸都市間の相互連携を強化する道路を整備する。 
さらに、中部国際空港のアクセスともなる名豊道路の整備及び名浜道路
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の検討を進めるとともに､伊勢湾･三河湾を環状に結ぶ交通体系についての調

査・検討を進める。 
 都市・生活基盤の整備では、都市機能の向上と快適な居住環境を確保する

ため、中心市街地の再生や住宅、公園、下水道等生活関連施設及び図書館な

ど教育・文化施設の整備を図る。 
 

(2)  サイエンス・クリエイト21計画の推進と高度情報化への取組 
研究開発から生産までを行う新規産業拠点の形成に向けて、豊橋サイエン

スコアを核とした豊橋技術科学大学などとの産学連携の促進やベンチャー企

業の育成を図るサイエンス・クリエイト21計画を推進し、情報通信・環境関

連など新規成長産業分野の育成、誘導を図る。 
さらに、ＩＴ革命に対しては、産・学・行政の連携のもと積極的に対応す

るとともに、行政レベルでは、「電子地方政府の基盤の構築」、「産業育成、

情報通信インフラ、ハード・ソフトの整備」、「人材の育成」等を積極的に推

進する。 
特に、「電子地方政府の基盤の構築」については、災害時の通信を確保す

るとともに、県と市町間の各種情報ネットワークの基盤となる地上系と衛星

系の大容量多重無線による新総合通信ネットワークの形成を図る。 
 

(3) 高生産農業の展開と広域観光リゾート拠点の形成 
本区域は施設園芸、露地野菜、畜産を中心に全国有数の農業地帯を形成し

ているが、国内外との競争の激化に対応するため、ほ場整備の推進など生産

性の向上と低コスト・高付加価値化の促進を図る。 
これからは、人・モノ・情報の地球規模での交流が一段と活発化し、社会

経済の各方面において、地域と世界の関わりが深まっていく。そうした中、

中部国際空港の整備や2005年日本国際博覧会の開催は、交流機会の創出や生

活、産業経済など幅広い分野に大きな効果を及ぼすため、本区域内の各地域

でもその発展に活用する。 
とりわけ、観光リゾートの振興を図るためにも、2005年日本国際博覧会や

広域交通基盤整備の効果を十分活用しつつ海洋性レクリエーション施設など

の整備を図り、三河湾地域リゾート構想を推進する。 
一方、三河湾では、水質汚濁の改善が進んでいないことから、引き続き三

河湾富栄養化対策総合計画により富栄養化防止対策を推進していく。 
  さらに、安定的な水供給の確保に向けて、新たな水資源の確保を推進する

とともに、水源地域の活性化に向けて、住民やNPO(民間非営利組織)の参加
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による豊川の上流山村地域と下流都市地域との交流活動や流域が一体となっ

た森林整備などを促進する。 
 
■地区別の基本方向 
(1) 内陸部については、豊橋市、豊川市、新城市等を中心に工業が集積してい

るが、今後は産学交流型の研究開発拠点、研究開発団地の形成や商業・業務

機能などの高次都市機能の充実を図りつつ、生活環境基盤の整備を進めると

ともに、内陸工業用地の造成など産業基盤の整備を推進する。 
特に、新城市については、大規模地震対策特別措置法に定める地震防災対

策強化地域に指定されており、地震防災強化計画に基づく防災体制の確立を

図るとともに、地震対策緊急整備事業を推進し地震に強い地域づくりを進め

る。 
 

(2) 三河港臨海部については、豊橋市、蒲郡市、田原町、御津町に輸送機器産

業を始め多くの企業が立地しており、近年では、外資系企業による自動車関

連業種の集積が進んでいる。今後も工業用地の整備を進め、企業誘致を推進

するとともに、西遠・南信地域をも含めた物流機能の強化を目指す。 
 

(3) 蒲郡（大塚）地区については、マリーナなどの集積をいかしたラグーナ蒲

郡の整備を推進し、広域的な観光・リゾート拠点の形成を図る。 
 

(4) 豊橋市や渥美半島部については、野菜、花きなどの施設園芸、畜産を始め

全国有数の高生産農業が展開されており、今後も豊川用水二期事業など各種

農業農村整備事業を推進し、先進的農業地帯として一層の振興を図る。 
 また、この地域は温暖な気候、内湾性と外海性とをあわせ持つなどの多様

な自然条件に恵まれており、伊勢志摩地区、浜名湖地区、知多半島地区との

連携を図りつつ、大都市近郊型・周遊型のリゾート・観光レクリエーション

地域として整備を進める。 
 

（配慮事項） 
この計画の実施に当たっては、区域内の自然との調和など環境との共生に十

分配慮する。 
また、厳しい財政状況の中で投資の効率性といった視点にも配慮する必要が

ある。具体的には、これまでの基盤整備の蓄積、いわゆる都市のストックを有

効利用するためのソフト面の施策の導入、費用対効果分析等を導入した客観的



5 

評価制度に基づいた投資、ＰＦＩ（民間資金等活用事業）の導入など、従来の

手法にとらわれない様々な方法を検討・活用しながら地域整備を進めていくこ

とが大切である。 
さらに、行政だけでなく民間企業、NPO(民間非営利組織)など多様な主体

が参加し、協力していくことが重要である。 
 

５ 人口の規模及び労働力の需給に関する事項 
(1) 本区域の総人口は、平成12年には727千人となり、今後５年間に８千人増

加し、平成17年には734千人になるものと見込まれる。 
 
(2) 年齢階層別人口をみると、平成12年の年少人口は117千人、生産年齢人口

は492千人、老齢人口は116千人となり、平成17年には年少人口114千人（対

12年比2.5％減）、生産年齢人口488千人（対12年比0.6％減）、老齢人口131

千人（対12年比12.9％増）になるものと見込まれる。 

 

(3) 本区域の世帯数（一般世帯）は、平成12年には280千世帯となり、今後５

年間に36千世帯増加し、平成17年には316千世帯になるものと見込まれる。 
 
(4) 労働力の需給については、少子･高齢化の進展や女性の就業の増加等によ

り、労働力の供給構造の変化が進む一方、産業の空洞化、産業構造の変化、

高度情報化の進展等により、職種の転換、能力開発の必要性が高まってき

ている。 
  こうした労働力の需給構造の量的・質的変化に対応して、職業情報の提供、

職業訓練等の雇用安定対策を推進するとともに、中高齢者、障害者、女性等

に対する雇用促進対策を積極的に推進する。 
 
６ 産業の業種、規模等に関する事項 

本区域の農業については、我が国有数の高生産農業地帯を形成しており、今

後一層、各種農業生産基盤の整備など農業の高度化を進める。 
工業については、国内幹線交通体系が横断するなど交通の要衝にある上に、

大きな開発余力も有するなどの諸条件に恵まれており、一層の発展が期待され

る地域である。 
さらに商業、サービス業等については、豊橋市を中心に商業・業務管理機能

の強化を図るとともに、三河港臨海部においては、国際的な流通拠点として機

能の高度化を図る。 
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また、三河湾地域においては、リゾート・レクリエーション機能の整備を推

進していくとともに、湾内での水質汚濁の問題が生じているため、水質浄化対

策の実施などに努める。 
 
(1) 産業別開発の構想 

イ 農林水産業 
本区域の農業は、大都市圏に近い立地条件、温暖な気候、豊川用水の利

用等により、野菜、花き、果樹等の園芸、畜産を中心に生産性の高い全国

有数の農業地帯を形成しており、今後とも一層の発展が期待されている。 
このため、豊川用水二期事業などの推進により農業用水の安定供給に努

めるとともに、優良農用地の確保、流通対策の推進を図り、高生産農業の

維持・向上に努める。 
また、国際化の進展に伴い、国内外との競争の激化などに対応するため、

経営の近代化・合理化等体質改善を図りつつ、中核的担い手農家の育成・

確保に努める。 
   さらに、バイオテクノロジー等の新技術の利用による生産性の高い農業

の展開を図る。 
   林業については、地域材の活用を図るため、流通・加工の施設整備に努

める。 
漁業については、沿岸漁場の整備、つくり育てる漁業の定着化、漁港の

整備等を進め、生産性の高い漁業の推進を図るとともに、海洋環境保全事

業等の実施により漁場環境の保全に努める。 
   また、農林水産業は生産と生活の場が同一であるため、生産基盤とあわ

せて集落排水処理施設等の整備による快適な生活環境づくりにも努める。 
ロ 工 業 

本区域は、交通条件、開発余力などの諸条件に恵まれ、国際的産業・技

術の創造圏域の形成を目指す中部圏における中枢的拠点の一つとして、今

後、一層重要な役割を果たしていくことが期待されている。 
    ・臨海部においては、輸送機器産業などの企業が進出しており、今後も

流通等の用地利用を進めるとともに、工業用地の整備を進め企業立地

を積極的に推進する。 
    ・内陸部においては、豊橋市、豊川市、新城市等において、既に機械、

食品、繊維等を中心に産業が立地している。今後は、既存工業の技術、

人材等の集積をいかし、新技術を取り入れながら経営力の強化・高度

化や新商品の開発に努めるとともに、山間地域住民の就労の場の確保
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に留意しつつ、豊橋市・若松地区、新城市・第二東名自動車道新城イ

ンターチェンジ（仮称）周辺での内陸工業用地の整備を図り、企業誘

致を推進する。 
また、隣接する浜松地域、都市整備区域等との連携を強めるとともに、

民間企業等との共同研究を特色の一つとする豊橋技術科学大学との連携の

もとに、ベンチャー企業、人材の育成等を目指すサイエンス・クリエイト

21計画を推進し、産学交流型研究開発拠点の形成を進める。 
ハ 商業等 

    本区域は、豊橋市を中心に商業・業務などの都市機能が集積しているが、

今後も西遠・南信地域、都市整備区域との結びつきを強めつつ、これら地

域も視野に入れた三河港の物流機能の強化を図るなど、広域的な商業経済

圏の形成に努める。 
    さらに、中心市街地の活性化を図るため、市町において中心市街地に関

する基本計画を策定するとともに、商業の活性化を図る機関であるTMO
（タウンマネージメント機関）への支援等を行うなど、地域の特性を生か

した街づくりを進め、地域商業の円滑な発展を促進する。 
また、自然条件に恵まれた三河湾地域を都市近郊型のリゾート地域とし

て整備を進める。 
   ・豊橋市においては、豊橋駅周辺地区の再開発の推進などにより、商

業・業務拠点など高次の都市機能の強化・充実に努める。 
   ・豊川市においては、諏訪地区・豊川駅周辺整備事業の推進とともに、

商業の一層の振興を図る。 
   ・蒲郡市においては、蒲郡駅周辺地区の再開発を進めるとともに、海に

面した観光地の特性をいかした商業、サービス業の振興・育成を図る。 
・新城市においては、山間地域をも含んだ広域的な商業の拠点として、

その充実に努める。 
   ・田原町においては、田原中央地区の市街地再開発事業を進め、市街地

の再生及び商業の振興を図る。 
また、三河港においては西遠・南信地域をも含めた流通機能の整備を進

め、生産、物流、レクリエーション、環境などに配慮した総合港湾の形成

に努める。 
さらに、渥美半島部においては、三河湾地域リゾート整備構想を推進し、

優れた景観をいかした賑わいの場を創出する。 
 
(2) 産業の規模 
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産業の規模を就業者数(従業地)によってみると、平成12年には390千

人となり、平成17年には395千人になるものと見込まれる。 

産業別には、第１次産業及び第２次産業の就業人口は今後とも減少

傾向が続くものと見込まれるのに対して、第３次産業の就業人口は増

加が見込まれ、平成12年の第１次産業37千人（9.5％）、第２次産業

145千人（37.2％）、第３次産業208千人（53.3％）が、平成17年には

第１次産業35千人（8.9％）、第２次産業139千人（35.2％）、第３次産

業221千人（55.9％）になるものと見込まれる。 

                             
７ 土地の利用に関する事項 
(1) 土地利用の基本構想 
  本区域は、恵まれた自然環境と大きな開発余力を有するとともに、首都圏

及び近畿圏との東西交流、中部圏内陸部との南北交流の結節点に位置して

いるという優れた交通条件・地理的条件のもとに、都市と農村との調和の

とれた広域生活圏を形成している。 
  また、本区域は、西遠・南信地域をも含めた地域の一体的な発展を担うべ

き中核として位置づけることができる。 
今後、この区域は都市整備区域、西遠・南信地域、さらには三河山間地

域など周辺地域との結びつきを一層強めながら、伊勢湾を取り巻く都市圏

の東の拠点として開発整備を進める。 
このため、広域幹線道路、これへのアクセス道路及び地区内道路網の整

備を進めるとともに、西遠・南信地域も視野に入れた三河港の港湾機能の

充実など交通基盤整備を基軸として、産業経済等の諸活動の促進を図って

いく必要がある。 
このように、本区域においては、今後一層の都市化・工業化の進展により、

土地利用の転換が進行すると見込まれるため、環境の保全、災害の防止、農

漁業との調整に留意しつつ、国土利用計画及び土地利用基本計画に即し、土

地利用等に関する諸制度の適切な運用により、適性かつ合理的な土地利用と

地価の安定を図る。 
   

(2) 土地利用の概要 
本区域の土地利用は、この地域が伊勢湾を取り巻く都市圏の東の拠点とし

て枢要な一翼を担うこと、豊橋市を中核に居住、産業、自然環境などが調和

したまとまりのある生活圏を形成していること、特に産業面では、工業立地

が推進されているとともに高生産農業が展開されていることなどを踏まえ、



9 

次のとおり構想する。 
 

イ 住宅地については、既成、新市街地での都市開発等により良好な市街地

の形成を進め、都市化の進展に即応した住宅地の確保を図る。 
 また、都市の魅力を高め、ゆとりある居住空間を形成していくために、

街並み景観に配慮した美しいまちづくりを進める。 
ロ 商業地については、豊橋市、豊川市、蒲郡市、新城市等各都市の既存商

業地の利用の高度化を図るとともに、豊橋駅周辺地区の新しい都市拠点の

整備等を進める。 
  三河港臨海部では、工業立地とあわせて外内貿ふ頭の整備などを進め、

広域的な流通拠点の形成に努める。 
 また、蒲郡市及び渥美半島部では、三河湾地域リゾート整備構想を踏ま

え、恵まれた自然条件を生かして、大都市近郊型・周遊型のリゾート・レ

クリエーション地帯としての整備を進める。 
ハ 工業地については、既存工業地の利用の高度化に努めるとともに、内陸

部及び臨海部において、新規工業用地の整備を進め、企業誘致を積極的に

推進する。 
  また、豊橋サイエンスコアを核とした広域的な産学交流型研究開発拠点

の形成を図るため、サイエンス・クリエイト21計画を推進する。 
ニ 農用地については、渥美半島を中心に全国的な高生産性農業地帯を形成

しており、今後とも、豊川用水二期事業など各種農業農村整備事業を推進

し、農業基盤の整備を図り、都市的土地利用との調整を図りつつ、先進的

農業地帯としての高度利用の促進を図る。 
 
８ 施設の整備に関する事項  
本地域の均衡ある発展を図るため、整備及び開発の基本構想に基づいて、自

然環境、生活環境、生産環境の調和のとれた魅力ある地域づくりを目指すが、

その計画の大綱は次のとおりである。 
なお、施設の整備に当たっては、すべての住民が自由に参加し、安全かつ快

適に暮らすことができるような施設の整備等ユニバーサルデザインに基づいた

施策を図る。 
 

(1) 交通施設及び通信施設 
   本区域の開発整備を推進する上で、交通通信体系の整備は極めて重要であ

る。このため、今後における人的・物的交流、更には情報交流の増大とその
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質的高度化の要請を踏まえ、環境面や安全面に配慮しつつ各種の交通施設及

び通信施設の整備を推進する。 
 イ 道路 
   本区域と他区域とを連絡する広域幹線道路の整備を推進するとともに、

区域内都市間の連携と沿線地域の開発に資する道路の整備を推進する。 
   特に、東西の大都市圏を結び西日本国土軸を形成する第二東名高速道路

及び三遠南信地域の一体的発展に大きな影響を持つ三遠南信自動車道、

また、本区域の骨格となる名豊道路の整備を推進する。 
   整備を推進する主要な道路は、次のとおりである。 

 高規格幹線道路 第二東名高速道路、三遠南信自動車道 
地域高規格道路 豊橋浜松道路（国道23号）、名豊道路（国道23号） 

一 般 国 道 １号、23号、151号、247号、259号 

主 要 地 方 道 東三河環状線 
街     路 姫街道線、国府赤根線、小松原街道線 

   このほか、太平洋新国土軸の一部となる伊勢湾口道路の構想を進めると

ともに、リゾート拠点整備等の促進に大きく寄与する渥美半島を縦貫する

幹線道路に関する調査を進める。 
   また、中部国際空港のアクセスとなる名豊道路の整備及び名浜道路の検

討を進める。 
   さらに、踏切事故防止、道路交通の円滑化及び都市の均衡ある発展を図

るため、東海旅客鉄道東海道本線（三河三谷～三河塩津）の連続立体交差

事業を推進するとともに、日常生活に密着した市町村道、交通安全施設等

の整備を進める。 
 ロ 鉄軌道        

東海旅客鉄道飯田線については、今後の輸送需要等を勘案して整備を検

討する。 
 ハ 港湾等 
   重要港湾三河港については、東三河臨海道路、第二東名高速道路、三遠

南信自動車道などの整備により、都市整備区域、西遠・南信地域等との連

携を強化しつつ、生産・流通拠点港湾として、蒲郡ふ頭及び神野西ふ頭等

の整備を進める。また、三河湾地域リゾート整備構想の推進及び良好な港

湾環境の形成を図るため、大塚地区・御津地区等で緑地や海洋性レクリエ

ーション基地の整備、海域環境創造事業など自然環境に配慮しつつ親しま

れる港づくりを進める。 
 地方港湾については、伊良湖港等の整備を進める。 
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 さらに、三河港を出入港する船舶の安全を確保するため、中山水道航

路の整備を推進する。 
 ニ 漁港 
   漁業の振興と水産物の円滑な流通に資するため、形原漁港での臨港道路

等の整備を図る。 
ホ 情報通信施設 
  インターネットの急速な普及や電子商取引の発展に代表されるＩＴ（情

報通信技術）の飛躍的な進展は、経済活動や社会活動までをも変革しつつ

あり、こうしたＩＴ革命に対応する情報通信体系の整備を進める。 
  光ファイバー網の整備、より高速・高品質な移動通信システムの導入と

普及等については、民間主導の原則の下で進め、高速・大容量の通信が可

能なネットワークインフラの整備を推進し、それらの利活用を図る。 
  この区域では、豊橋市、蒲郡市を中心にCATV網を拡大し、このCATV
網を活用したインターネットサービスなど様々な取組を進めていくととも

に、蒲郡市、田原町において、行政を含む地域情報ネットワークの構築を

図る。 
 
(2) 宅地 

    人口の増加や工業生産の拡大等に対処するとともに、土地利用の適正化を

図るため、市街地の防災性の向上、生活環境、自然環境の保全及び農林地の

保全に配慮しつつ計画的な宅地の開発を推進し、良好な住宅用地、工業用地

を確保する。 
 イ 住宅用地 
   新たに必要となる住宅用地を確保するため、公的な住宅用地造成を進

めるとともに、西部（豊川市）等の土地区画整理事業を積極的に推進する。 
   また、民間による住宅用地の造成についても、秩序ある造成を促進す

る。 
ロ 工業用地 

工業用地の需要に対処するため、三河港臨海部、豊橋若松地区等に工業

用地を確保する。 
 
(3) 公園緑地 
  うるおいのある生活環境を形成し、災害に対する安全性を確保するとと

もに、増大するスポーツ・文化活動等の多様な需要に対応するため、平成17

年までに１人当たり都市公園面積約10平方メートルを確保することを目標に、
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新城総合公園（新城市）、東三河ふるさと公園（豊川市、御津町）、豊橋総合

スポーツ公園（豊橋市）、白谷海浜公園（田原町）等の公園緑地の整備を進

める。 
 
(4) 河川、水路、海岸、治山、砂防等 
  地域住民の安全を確保し、生活の安定と地域経済の発展に資するため、

次のとおり国土保全及び水資源開発施設の整備等を推進する。 
 イ 河川、水路 
   豊川、音羽川等の河川改修事業を進め、治水安全度の向上を図るととも

に、生物の良好な生育環境に配慮した多自然型川づくりを推進する。 
    また、本区域においては、営農形態の変化に加え、人口の増加、生活水

準の向上、産業の発展等により、水需要の増加が今後とも見込まれるため、

既存用水施設の有効利用など合理的な水利用を図りつつ豊川用水二期事業

等を推進するとともに、洪水調節等とあわせ水資源開発を行う設楽ダム建

設事業を推進する。 
 ロ 海岸 
   伊良湖港海岸、福江港海岸等の三河湾地域において、高潮及び侵食対

策として海岸堤防等を整備するとともに、田原海岸環境整備事業等を推進

し、海岸環境の整備を進める。また、波浪による侵食が著しい高豊漁港海

岸等の遠州灘の海岸においては、海岸侵食対策として離岸堤等を整備する。 
 ハ 治山、砂防等 
   土砂災害を受けるおそれのある地域については、緊急に防災対策を講じ

るものとし、豊川水系等の治山、砂防、地すべり対策事業及び急傾斜地崩

壊対策事業を積極的に推進する。 
 
(5) 住宅 

人口、世帯数の増加、住宅の質的向上への欲求の高まり等により、平成17

年度までに必要となる住宅建設戸数は約３万５千戸と見込まれる。 

このため、既成市街地においては、土地の高度利用を図り良好な市街地住

宅の供給を推進するため、駅西（蒲郡市）等の地区において市街地開発事業

等を推進する。 

また、周辺部においては、通勤通学等の輸送体系との関連を考慮しながら

良質な住宅を供給する。 

さらに、高齢化社会の到来に備え、シルバーハウジング・プロジェクトの

実施等長寿社会対応型住宅の整備を推進する。 
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(6) 供給施設及び処理施設 

人口の増加、生活水準の向上及び産業の発展等に対処するとともに、生活

環境の向上及び公共用水域の水質の保全に資するため、次のとおり供給・処

理施設の整備を推進する。 

イ 水道 

平成17年度における給水人口約751千人を目途に、愛知県水道用水供給

事業等を推進する。 

 ロ 工業用水道 

   工業用水の需要の増加に対処するため、東三河工業用水道第２期事業を

推進する。 

 ハ 下水道 

   都市の健全な発達及び生活環境の向上に寄与し、あわせて三河湾公共用

水域の水質保全に資するため、平成17年度における下水道処理区域人口約 

482千人を目途に、豊川流域下水道を整備するとともに、豊橋市、豊川市、

蒲郡市、新城市などにおいて公共下水道の整備拡充に努める。 

   また、高度処理についても導入に努める。さらに、発生汚泥量の増大に

対処するため、必要に応じて下水汚泥の広域処理処分についても配慮する。 

ニ 廃棄物処理施設 

   人口の増加、生活様式の高度化、工業生産の拡大等に伴う廃棄物の排出

量の増大に対処するため、資源循環型の処理への転換を図ることを目標に

必要な施設を整備する。 

   このため、渥美郡３町において、一般廃棄物のごみ燃料化施設の整備

（田原町内）を進める。 

なお、し尿については、将来は下水道によるものとするが、当面は公共

下水道の整備状況を勘案の上、コミュニティ・プラント、し尿処理施設及

び合併処理浄化槽の整備を促進する。 

 

(7) 教育・文化、レクリエーション、研究施設 

 イ 教育・文化施設 

 学校教育については、小・中学校、高等学校、盲・聾・養護学校、幼稚

園について計画的な施設整備を進める。 

また、地域における教育の核としての高等教育機関の整備を進める. 

 さらに、社会教育の内容の多様化・高度化等に対処するため、田原町生

涯学習センター（図書館）等の施設整備を推進する。 
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ロ レクリエーション施設 

 余暇需要の多様化・高度化に対処するため、三河湾地域リゾート整備構

想の推進を踏まえつつ、大塚地区臨海リゾート（蒲郡市）などの整備を図

る。さらに、ラグーナ蒲郡の整備を進める。 

ハ 研究施設 

 本区域の研究開発機能の強化を図るため、豊橋サイエンスコアを核とし

た産学交流に努めつつ、その周辺に、豊橋リサーチパークなどの整備を図

ることにより、サイエンス・クリエイト21計画を推進する。 

 

(8) その他施設 

 イ 社会福祉施設 

   寝たきりや痴呆などの高齢者の急増に伴う福祉ニーズの多様化や高齢化

を踏まえた地域社会づくりの推進のために、必要な基盤整備を高齢者保健

福祉計画に沿って推進する。 

    また、地域社会における児童の健全育成に資するため、保育所、児童

館、児童遊園等の児童福祉施設の整備を推進する。 

    さらに、障害者の社会福祉施設等についても、引き続き所要の整備を

図る。 

 ロ 保健医療施設 

   人口構造、疾病構造等の変化に伴う医療需要の増大に対処し、地域医療

の確保を図るため、愛知県地域保健医療計画に基づき各種医療施設の整

備・充実を進める。 

 ハ 公共職業能力開発施設 

   産業構造の変化と技能労働の高度化に対処し、必要な技能労働者を養成

するため、東三河高等技術専門校の整備を推進する。 

 ニ 木材流通加工施設 

   三河材の産地化を促進するため、三河山間部の木材の集積地である新城

市において、木材の流通と加工を一体化した近代的な拠点施設の整備を推

進する。 

 

９ 環境の保全に関する事項 
 本区域の環境は、大気汚染、三河湾等の水質汚濁、工場や交通機関からの騒

音・振動の発生、悪臭等の問題に加え、都市化の進展や生活様式の多様化に伴

い、廃棄物、近隣騒音などが大きな問題となってきている。 
 また、近年、オゾン層の破壊、地球温暖化、酸性雨、熱帯林の減少など地球
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環境問題も深刻化しており、環境問題は多様化・複雑化している。 
 このため、この本区域では、公害防止関係法令に基づく規制及び指導の徹底、

各種の生活環境施設の整備等による公害の防止はもとより、環境基本法、環境

基本条例及び環境基本計画等に基づく環境影響評価の実施、環境教育の推進等

環境保全に関する施策を総合的・計画的に推進する。 
 また、地域の環境条件をいかしつつ土地利用、産業構造、交通体系等に関す

る施策を環境保全の立場からも計画的に推進することにより、自然と共生し、

循環を基調とした環境への負荷の少ない持続的な発展が可能な社会の構築を図

る。 
       さらに、愛知県地域公害防止計画に基づき、環境基準等の達成・維持のため

各種施策の実施を図る。特に、臨海部においては、環境保全に配慮して適正な

産業構造の形成に努めるとともに、三河湾の水質浄化を推進する。 
  

イ 大気汚染防止については、硫黄酸化物、ばいじん及び窒素酸化物低減策

の実施、ダイオキシンなど有害化学物質の監視や排出抑制についての指導

を強めるとともに、大気汚染測定網の整備を図るなど総合的な大気汚染防

止対策を推進する。 
 ロ 水質汚濁防止については、水質総量規制等による工場、事業場に対する

規制の強化、水質監視の充実に努めるとともに、下水道の整備、生活排水

対策・河川の浄化対策の推進等に努め、総合的な水質汚濁防止対策を推進

する。 
ハ 自動車の排気ガス対策として、最新規制適合車への転換促進、低公害車

の普及促進に努めるとともに、幹線道路周辺での大気汚染や騒音等の実態

を踏まえ、環境施設帯、遮音壁の設置等の施策を講じる。 
   また、公共交通機関の整備、バイパスの建設等による交通流の適切な分

散及び貨物輸送の効率化等による交通負担の低減を図るなど、総合的な環

境保全対策を進める。 
ニ 新幹線鉄道の騒音・振動については、発生源対策及び障害防止対策を推

進するとともに、沿線の土地利用の適正化を図る。また、在来線の新設、

連続立体交差等の大規模改良に際しては、騒音問題の未然防止に努める。 
  さらに、工場等からの騒音・振動については、発生源における対策の徹

底を図るとともに、必要に応じ騒音・振動発生工場等の適地への移転等の

施策を推進する。 
ホ 地盤沈下については、地盤沈下が起こり得る地域を中心に水準測量及び

地下水位観測を継続実施するとともに、水利用の合理化指導を進める。 
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ヘ 廃棄物問題については、廃棄物の減量化・再利用化の促進を図り、循環

型廃棄物処理を推進する。また、産業廃棄物の適正処理を推進する。 
ト 近隣騒音については、防止のためのモラル高揚を図るため、広報等で啓

発活動を推進する。 
チ 悪臭については、悪臭防止法等による規制及び指導の徹底を図る。 
リ これらの諸施策とあわせて、環境汚染の監視、測定及び調査研究体制を

整備拡充するとともに、環境保全のための技術開発を図る。 
ヌ 公害の防止に資するとともに、自然環境の保全を図るため、市街地及び

その周辺における都市公園、緑地、河川、海岸等における生物の生息・生

育空間、保健休養機能を有する森林等の保全・整備を推進し、生物の多様

性と自然との共生の場を確保する。 
ル 地球環境保全のため、環境基本法や環境基本条例、環境基本計画、ロー

カルアジェンダ21等に基づき、省エネルギーや資源リサイクルを始め持続

的に発展する社会づくりに向けた取組を行政、事業者、住民が一体とな 
って進める。 

ヲ 環境にやさしい地域づくりを進めるため、企業等における環境管理シス

テムに関する規格ＩＳＯ14001の認証取得を促進する。 
ワ 事業の実施に当たっては、環境汚染を未然に防止するため、必要に応じ

事前に環境影響評価を行い、その結果に応じて見直しを行うなど所要の措

置を講じる。 
 

10 防災対策に関する事項 

 本区域は愛知県の東部に位置し、東三河平野、渥美半島丘陵地及び東三河丘

陵地で形成され、急傾斜地崩壊危険箇所、土石流危険渓流及び地すべり危険箇

所などの土砂災害危険箇所が点在している。 
 豊川の旧河道沿いには軟弱な地層が分布し、三河湾の海岸沿いには造成に伴

う埋立地を有している。 
本区域では、県下で唯一の東海地震に係る地震防災強化地域に指定されてい

る新城市が含まれているため、駿河湾沖を震源とする東海地震の発生が懸念さ

れるとともに、中央構造線、深溝断層などの活断層も存在することから、内陸

直下型地震の発生の危険性を内包している。 
 産業経済活動の活発化により、豊橋市を中核とした都市部においては、市街

地の拡大、建物の過密化・高層化など都市化の進展に伴い、大規模な地震災害

及びそれに伴う二次災害等の拡大に対して、危険性を内包している都市構造と

なっている。 
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 また、各種産業が展開する臨海部では、石油コンビナートなどの危険物施設

が立地している。 
 以上のような自然的・社会的条件を踏まえ、この区域における防災対策は、

地域住民の生命及び財産を災害から保護し、県土保全と県民福祉の確保に万全

を期するため、県・市町地域防災計画に基づき、総合的かつ計画的に各種防災

対策を推進する必要がある。 
 
(1) 震災対策に関する事項 
イ 地震に強い都市構造の形成 

(ｲ) 急斜地崩壊危険箇所、地すべり危険箇所、土石流危険渓流、山地災害

危険地区等災害危険区域等における急傾斜地崩壊防止施設、地すべり

防止施設や、砂防設備、山地治山事業等の計画的な整備を進め、土砂

災害の防止を図る。また、地盤沈下の防止対策の推進を図る。 

(ﾛ) 防火地域、準防火地域の指定に基づく建築物の防火規制や、建築物の

火災耐力等増強策の推進により、建築物の不燃化の促進を図る。         

また、都市公園の整備や緑地保全地区の指定等防災空間の整備拡大

を図る。さらに、市街地再開発事業や土地区画整理事業などにより、

災害に強い都市構造の形成を図る。 

(ﾊ) 道路、河川など骨格的な基盤施設の耐震性向上の確保を図るための整

備等を推進する。特に幹線道路等の多重化・ネットワーク化を推進

し、災害時の緊急輸送道路の確保を推進する。 

ロ 建築物の安全化 
   庁舎、病院、学校等防災上重要な公共建築物及び劇場、百貨店等の不特

定多数の者が利用する施設の耐震化を進める。また、木造住宅等一般建築

物についても耐震診断、耐震改修の普及など耐震化を促進する。 
ハ ライフライン施設等の機能確保 
  電気、ガス、上下水道、電話等のライフライン関連施設等の耐震化を図

るととともに、電線共同溝による地中化、系統の多重化、ブロック化、バ

ックアップ等の代替施設の整備を進める。 
ニ 液状化対策 
  液状化発生が予想される地域の施設の設置については、地盤改良等によ

り発生の防止を図る。 
ホ 危険物施設等の安全確保 
 石油コンビナート等の危険物施設等については、石油コンビナート等防

災計画等に基づき、施設の保全及び耐震性の強化を図る。 
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ヘ 広域防災拠点の整備 
情報の収集伝達に多角的な手段を持ち、防災ヘリコプターの有効活用が

可能であるなどの後方支援機能を有する広域防災拠点を整備し、被災市町

村の要請に応じた様々な支援を臨機応変に行うほか、緊急物資の海上輸送

手段確保等のため、臨海部における防災施設の整備を推進する。 
ト 避難所等の充実 

学校等の避難所を地域の防災拠点として活用するため、学校教育活動等

に支障が生じないよう配慮しながら、避難所資機材整備を進めるとともに、

都市公園等の整備の中で、耐震性備蓄倉庫や耐震性貯水槽の配備を図り、

防災拠点づくりを進める。 
 
(2) 風水害対策に関する事項 

イ 風水害に強いまちの形成 

(ｲ) 急傾斜地崩壊危険箇所、地すべり危険箇所、土石流危険渓流、山地災

害危険地区等災害危険区域等における急傾斜地崩壊防止施設、地すべ

り防止施設、砂防設備、山地治山事業等の計画的な整備を進め、土砂

災害の防止を図る。 

(ﾛ) 洪水による災害発生を防止するため､河川や多目的ダムの整備を図る

とともに､低下した保水・遊水機能を確保するような施設整備（流域

対策）を行い、総合的な治水対策を推進する。 

(ﾊ) 高潮や海岸侵食の防止などのため、堤防、護岸、離岸提などの海岸保

全施設の整備を推進するとともに、海岸防災林の整備などにより、海

岸保全機能の維持・向上を進める。 

(ﾆ) 農地の公益的機能の保持、侵食や崩壊の防止、地すべり被害の防止な

どのため、農地防災対策や農地保全対策を推進する。 

(ﾎ) 道路、河川、港湾など骨格的な基盤施設の風水害に対する安全性の確

保を図るための整備等を推進する。特に、幹線道路等の多重化・ネッ

トワーク化を推進し、災害時の緊急輸送道路の確保を推進する。 
ロ 建築物の安全化 

 庁舎、病院、学校等防災上重要な公共建築物及び劇場、百貨店等の不特

定多数の者が利用する施設の風水害に対する安全性の確保を推進する。 
また、強風による落下物防止対策に努めるとともに、防水板など建築物

や地下街等を浸水被害から守るための施設整備を促進する。 
ハ ライフライン施設等の機能確保 

    電気、ガス、上下水道、電話等のライフライン関連施設等の風水害に
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対する安全性の確保を図るととともに、電線共同溝による地中化、系統の

多重化、ブロック化、バックアップ等の代替施設の整備を進める。 
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１ 計画の性格 
 この計画は、中部圏の都市整備区域、都市開発区域及び保全区域の整備等に

関する法律に基づいて作成したものであって、伊勢地区都市開発区域の開発整

備の基本構想及び施設の整備についての大綱を示したものである。 
 
２ 計画の対象区域 
 計画の対象区域は、昭和 43 年 11 月 14 日総理府告示第 43 号をもって告示し

た伊勢区域都市開発区域であり、関係市町村は次のとおりである。（ただし、保

全区域を除く。） 
 津市、伊勢市（一部）、松阪市、鈴鹿市、亀山市（一部）、久居市、鈴鹿郡

関町（一部）、安芸郡河芸町、同郡芸濃町（一部）、同郡美里村（一部）、同

郡安濃町、一志郡香良洲町、同郡一志町、同郡嬉野町（一部）、同郡三雲町、

度会郡小俣町、同郡御薗村、多気郡明和町 
 
３ 計画の期間 
 この計画の期間は、平成 13 年度から平成 17 年度までの５箇年間とする。 

 なお、計画の実施に当たっては、今後の社会、経済情勢の推移に応じて弾力

的な運営を図るものとする。 

  

４ 整備及び開発の基本構想 

 （現状と課題） 

 本区域は、三重県のほぼ中央に位置し、伊勢湾沿岸の平坦部には古くから発

達した都市が多く、面積は全県の約 15％を人口では約 38％を占め、本県の行政、

文化、経済等において主要な役割を果たしてきた。 
 また、本区域は中部圏と近畿圏の結節点に位置し、とりわけ本区域の北部に

位置する津市、鈴鹿市、亀山市等の地域は、国会等移転審議会の答申において

「三重・畿央地域」として将来首都機能移転先候補地となる可能性がある地域

に選定されており、中部圏、近畿圏の大都市地域との連携に優れ、これらの都

市機能等を効果的に活用できる地域である。 
 本区域の主要都市である、津市、伊勢市、松阪市、鈴鹿市、亀山市、久居市

においては、都市機能の集積が進みつつあるが、さらに高次の都市機能を持つ

地域の拠点としての役割が一層期待されている。 
 こうした中、本区域は豊かな自然や歴史文化などの資源に恵まれた地域では

あるが、これらの資源が必ずしも十分に集客交流に活用できていない状況にあ

る。このため、特に伊勢市を中心とした地域では、2005 年日本国際博覧会の開
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催や中部国際空港の開港に対応した世界に開かれた交流都市として、魅力ある

都市空間づくりが求められている。 
 また、産業の分野では、先端技術産業や研究開発機能の集積を図り、多重的

な産業構造を構築していく必要がある。特に隣接する志摩地域に陸揚げされる

海外海底ケーブルや超高速光ファイバー基幹通信網（ギガビットネットワーク）

等を活用した新しいスタイルの情報産業の創造が求められているとともに、ク

リスタルバレー構想（液晶産業拠点）と連携した先端技術産業の集積が期待さ

れている。 
 一方、本区域の貴重な共有資産である伊勢湾については、海岸保全施設の老

朽化が著しく、施設の再整備が喫緊の課題となっている。また、水質面では、

閉鎖性内湾という特徴から、流入する汚濁負荷をはじめとする様々な負荷要因

により富栄養化が進んでいる。このため、総合的・広域的見地から流域圏が一

体となって伊勢湾の総合的な利用と保全に努める必要がある。 
 
 （基本的な方向） 
  以上のような現状及び課題を踏まえ、本区域の今後の整備及び開発の基本方

向を次のとおりとする。 
 本区域においては、今後も本県の行政・文化・経済等の中枢機能を担う区域

として、また、産業・技術や国際交流の中枢圏域として期待が高まっている中

部圏の一翼を担う区域として発展することが求められている。 
 このため、本区域の拠点となる津市、伊勢市、松阪市、鈴鹿市等の主要都市

とその周辺地域が地域の特性や個性を生かしながら自立的に発展するとともに、

各々が相互に機能を補完・分担し、さらには区域内相互及び隣接都市整備区域

等と交流・連携し、区域全体の総合力を高める必要があり、総合的な地域整備

を推進する。 
 本区域が、区域内のつながりを深め、隣接する中部圏都市整備区域、近畿圏

都市開発区域等との一体性を高めるため、高規格幹線道路の整備を推進すると

ともに、幹線道路網の調査及び整備を推進し、高速道路との良好なアクセスを

確保する。また、中部国際空港の建設事業の進捗に合わせ、中部国際空港との

海上アクセスの整備を図るとともに、長期的な視点に立った航空ネットワーク

構想についても検討を重ねる。 
 鉄道については、中央新幹線について、今後の経済・社会の動向、東海道新

幹線の輸送状況及び整備新幹線の整備状況等を踏まえ調査を進めるほか、超電

導磁気浮上式鉄道の実用化に向けた技術開発を進める。 
 また、東西軸の多重化を図り、太平洋新国土軸の形成や環伊勢湾地域の広域
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的連携を進めるため、伊勢湾口道路及び東海南海連絡道の構想を進める。 
 これら交通基盤の整備・充実とともに集客交流への取組については、2005 年

日本国際博覧会の開催をきっかけとして地域を活性化していくため、2005 年を

目標とした集客交流戦略を内容とする「2005 年日本国際博覧会三重戦略プラ

ン」を策定したところであり、これに基づいて集客交流戦略を計画的・重点的

に推進していく。 
 このため、伊勢地域では、神宮に象徴される日本の精神文化の源泉をなす「生

なり文化」をはじめとする優れた歴史的・文化的資源や「もてなしの心」を生

かし、集客交流戦略を具体化するため、推進体制の整備とともに、集客交流産

業の振興を図り都市空間等の魅力を高め、国内外から多くの人が訪れる地域づ

くりを進める。 
 また、松阪地域では、国史跡斎宮跡や伊勢街道等の歴史・文化遺産を生かし

て景観やまちなみ保存を広域的に推進し、観光資源として集客交流の活用も図

りながら、うるおいと活気のある地域づくりを推進する。 
 本区域は、隣接する四日市市等の都市整備区域とともに、本県の農業・工業・

商業等の産業を先導する地域として、また、産業技術の一翼を担う地域として

の役割が求められていることから、三重ハイテクプラネット 21 構想や中勢北部

サイエンスシティの推進とともに、クリスタルバレー構想（液晶産業拠点）や

パールバレー構想（情報関連拠点）、四日市市等の半導体産業拠点を含めたシリ

コンバレー構想（半導体産業拠点）との連携を進める。 
 また、新産業の創出については、財団法人三重県産業支援センターを核とし

て、起業、新産業を促進する環境整備を進める。 
 さらには、このような取組とともに新しい時代のモデルとなるニューファク

トリーひさい工業団地等の整備により、産業構造の高度化と情報などの機能を

総合的に備えた新しい研究開発型産業や先端技術産業を集積し、雇用の場の確

保につなげる。 
 高度情報化への対応としては、市街地通信可能型ＣＡＴＶ局のエリア拡大や

県内他ケーブルテレビ局とのネットワークの形成について検討するとともに、

志摩サイバーベース・プロジェクト（パールバレー構想）の進行に併せて新し

いスタイルの情報通信産業の振興を図っていく。 
 また、津市、伊勢市、松阪市、鈴鹿市等では中心市街地の活性化に対処する

ため、中心市街地活性化法による基本計画に基づき、市街地の整備改善やＴＭ

Ｏ（タウンマネージメント機関）を中心とした地域特性を生かした商業の活性

化を図る。 
 さらには、障害者、高齢者をはじめすべての住民が自由に行動し、安全かつ



4 

快適に暮らすことができるバリアフリーのまちづくりを推進するとともに、流

域下水道や都市の公共下水道、都市公園などの都市施設の整備を進め、快適で

良質な住宅の供給を促進し、本県の中枢機能を担うにふさわしい区域として生

活基盤の整備を進める。 
 高等教育機関については、三重大学を中心に整備が進んでいるが、今後とも、

大学院の整備等、教育・文化機関の充実により中枢性を強化する。また、津駅

前には、市街地再開発事業により、みえ県民交流センターをはじめとする新た

な交流拠点機能を備えた施設が整備されたことから、これらを生かしたまちづ

くりを進める。 
 伊勢湾については、老朽化した海岸保全施設の再整備を推進するとともに、

環境保全や安全の確保、多面的な利用など多様化・高度化する要請に対処する

ため、関係自治体等広域的な連携のもと、総合的な利用と保全に向け諸施策を

推進する。併せて、宮川、雲出川、鈴鹿川などの流域圏では、宮川流域ルネッ

サンス事業など、上下流の地域間交流や行政、住民、事業者等の各主体の連携

を推進し、人間の諸活動を持続可能とするような健全な水循環の確保に向けた

総合的な取り組みを推進する。 
 
 （配慮すべき事項） 
 この計画の実施に当たっては、厳しい財政状況に鑑み、事業効果や投資の効

率性について十分考慮する必要がある。このため、効率的、効果的な社会資本

整備の実現を図るとともに、公共事業実施の決定プロセスの透明化を図るため、

県においては、事業主体として実施する公共事業の事前評価を行い、その評価

結果を公表することとする。評価にあたっては、分野の異なる公共事業を同一

基準で比較するとともに、環境面の効果を数値化して評価に組み入れることと

する。 
 また、地方公共団体のみならず、個人、ＮＰＯ、企業等多様かつ広範な主体

の参画が求められるので、これら多様な主体がこの計画に対する理解を深め、

積極的に参画ができるよう必要な情報提供や支援策を講じることに努めるもの

とする。 
 なお、首都機能移転に関する検討の結果が得られ、本区域に重大な影響を及

ぼす等、社会経済情勢の変化があった場合には、この計画の弾力的な運用又は

見直しを行うものとする。 

 

５ 人口の規模及び労働力の需給に関する事項 

(1) 本区域の総人口は、平成 12 年は 711 千人となり、今後、快適な住環境、魅
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力ある安定した就業の場の確保及び高等教育機関の拡充等による定住基盤の

整備により 10 千人増加し、平成 17 年には 721 千人に達するものと見込まれ

る。 

 

(2) 年齢階層別人口をみると、平成 12 年の年少人口は 109 千人、生産年齢人 

 口は 475 千人、老年人口は 127 千人であり、平成 17 年には年少人口は 106 

 千人（対 12 年比 2.8％減）、生産年齢人口は 475 千人（対 12 年比０％）、老 

 年人口は 140 千人（対 12 年比 10.2％増）になると見込まれる。 

 

(3) 本区域の世帯数（普通世帯）は、平成 12 年には 247 千世帯であり、今後 

 ５年間に 11 千世帯増加し、平成 17 年には 258 千世帯に達するものと見込ま 

 れる。 

 

(4) 労働力の需給については、需要面では技術革新、サービス経済化の進展等 

 により、専門的職種の需要が増加しており、一方供給面においては労働力人 
 口の高齢化や出生率の低下、若年労働者の減少、女性の職場進出等が一層進 
 展する傾向がある。こうした労働力需給の量的、質的変化に対応して、職業 
 訓練、職業指導等の雇用安定対策を推進するとともに、中高年齢者、障害者 
 等に対する雇用促進対策を積極的に進める。 
 

６ 産業の業種、規模に関する事項 

 本区域は、温暖な気候、豊富な水資源に恵まれ、広大な農用地や豊かな森林、

また、貴重な共有資産である伊勢湾を有しており、今後も中部圏の産業経済の

発展に大きな役割を担っていくことが期待されている。 
 このため、本区域が有する様々な地域資源や各種の産業集積を活用するとと

もに、新規・成長産業について積極的に誘導、育成を図り、さらには、地域の

情報発信力を高め、産業の振興及び産業技術の強化に努める。 

 

(1) 産業別開発の構想 

 イ 本区域の集客交流に対する取組については、「2005 年日本国際博覧会三 

  重戦略プラン」に基づき、2005 年をめざした集客交流戦略を具体化する。 
  このため、本県の中心的観光地である伊勢地域については、地域の主体的 
  な取組によりモデル地域として再生を図るため、推進体制の整備や地域資 
  源のブラッシュアップなどの取組を展開する。 
   また、歴史街道構想などの促進により、自然環境や歴史・文化的遺産を 
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  生かした広域的な地域振興・観光振興を図る。 
 ロ 農林水産業については、消費者の嗜好、価値観が多様化する中、食の安 
  全性に対する関心が高まってきており、地域で生産される農林水産物を地 
  域で消費するという「地産地消」に取り組み、安全で安心できる食料の安 
  定的な供給を図るとともに、食を通じた住民の健康づくり、食料自給率の 
  向上、地域の環境保全、活性化につなげるものとする。 
   このため、農業では、水田農業の展開や茶、野菜、花き、花木、果樹な 
  どの特産地化を促進し、丘陵地から山間地域にかけては、和牛の地域内一 
  貫生産体制の確立、茶の産地育成等を推進する。また、広域営農団地農道 
  （グリーンロード他２地区）の整備をはじめ、基幹農道の整備、さらには、 
  宮川用水第二期やほ場整備を進める等生産基盤の充実に努めるとともに、 
  これら基盤の整備と一体となった農業集落排水施設等農村の生活環境の整 
  備を図る。 
   林業については、低コスト林業の確立や優良な林業種苗生産を推進する 
  ほか、都市住民らが自然とふれあう場としての多面的な森林の整備を行う。 
  また、松阪市においては、「木材コンビナート」整備を進めるとともに特用 
  林産物の振興を図る。 
   水産業については、のり養殖の経営安定と貝類を主とした種苗放流など 
  水産資源の維持増大を図るとともに、資源管理型漁業の推進を図る。また、 
  伊勢湾の水質浄化及び水産生物の幼稚仔の育成場でもある藻場・干潟造成 
  の調査検討を行い、エビ類を主とする中間育成場整備を進める。 
   なお、農林漁業の担い手の育成を図るとともに、自然や景観を楽しんだ 
  り農林水産作業を体験することができる体験型のゾーンの整備を進め、グ 
  リーン・ツーリズム、ブルー・ツーリズム、森林オーナーなどにより、第

１次産業の持つ資源を都市との交流に活用する。 
 ハ 工業については、既に鈴鹿内陸部には輸送機械工業、中部臨海部には世 
  界でも有数の造船等重工業の立地を見ているが、全体としてはまだかなり 
  の開発余力を残している。このため、中勢北部サイエンスシティの整備促 
  進や三重ハイテクプラネット 21 構想の推進とともにシリコンバレー構想 
  （半導体産業拠点）との連携を進め、産業構造の高度化と情報などの機能 
  を総合的に備えた新しい研究開発型産業や先端技術産業の集積を図る。 
   また、新産業の創出については、起業、新産業を促進する環境整備を進 
  める。このため、財団法人三重県産業支援センターにおいて、企業の研究 
  開発から事業化に至るまでの各段階に応じて必要な支援を一元的に提供す 
  る等新産業の創出を総合的に支援する。 
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   企業立地については、近畿自動車道伊勢線の４車線区間の延伸等、幹線 
  道路網の整備により、区域外を含む沿線部で企業立地が進んでいることか 
  ら、インターチェンジ周辺に工業団地や物流拠点の整備を進め、今後とも、 
  先端技術産業や流通産業、試験研究機関などの誘致を進める。 
   また、新しい時代の工業団地のモデルとなるニューファクトリーひさい 
  工業団地や中勢北部サイエンスシティ（第１期）、松阪中核工業団地（西地 
  区）、亀山・関テクノヒルズなど、産業活力拠点の形成を図る工業立地を進 
  める。 
   特に、鈴鹿市・亀山市周辺を中心とする地域については、先端技術産業 
  の導入や国際交流の推進などにより、四日市市等の都市整備区域とともに 
  創造性に富む産業と技術の中枢圏域並び国際交流の拠点の形成を図る。 
   山間部においては、農村地域工業等導入地区に付加価値が高く、既存の 
  企業とも連携する工業の誘導を図る。 
   地場産業については、木材加工や伝統的工芸品等の振興を図るため、公 
  設試験研究機関等の技術支援により、デザイン開発力の強化、新商品、新 
  技術の開発、販路の拡大に努める。 
   特に木材加工については松阪木材コンビナートの施設整備を進め、過去 
  から蓄積された製材・加工技術を基盤として、顧客の満足度を高めるため 
  の新たな技術・デザインを導入し、高付加価値・高機能の木材・木製品を 
  低コストで安定して供給できる体制を整備する。 
 ニ 商業については、商店数、従業員数、販売額とも県下における相当のウ 
  エイトを占めており、商業の盛んな地域である。しかし、区域の中心都市 
  においてはいずれも中心市街地における商業機能が低下、空洞化が進んで 
  おり、中心商店街の活性化が求められている。そこで、中心市街地活性化 
  法に基づく基本計画の策定を進め、市街地の再開発・街路の整備・緑地空 
  間・駐車場などの整備とともに TMO を中心に地域特性を生かした商業の 
  活性化を図る。 
  
(2) 産業の規模 
  産業の規模を就業者（従業地）によってみると、就業者数は、平成 12 年 

 には 355 千人であり、平成 17 年には 358 千人と見込まれる。 

  産業別には、第１次産業及び第２次産業の就業人口が減少し、第３次産業 

 の就業人口が増加する。平成 12 年の第１次産業 16 千人、第２次産業 123 千 

 人、第３次産業 216 千人が、平成 17 年には第１次産業 14 千人、第２次産業 

 119 千人、第３次産業 225 千人になると見込まれる。 



8 

  その構成比をみると、平成12年には、第１次産業4.5％、第２次産業34.6％、 

 第３次産業 60.9％であるのに対して、平成 17 年には、それぞれ第１次産業 

 3.9％、第２次産業 33.2％、第３次産業 62.9％になると見込まれる。 

 

７ 土地の利用に関する事項 
(1) 土地利用の基本構想 
  本地区は、臨海平坦部に鈴鹿市、津市、久居市、松阪市、伊勢市の伊勢湾 
 環状都市が、内陸部に亀山市があり、このうち鈴鹿市は内陸型工業地帯とし 
 て発展し、近年は、国際交流を通じて国際都市としての整備が進んでいる。 
 亀山市も道路網の整備により、交通条件の優位性の上に内陸型工業の集積が 
 進みつつある。津市は、教育、文化、経済、行政の中枢として、また、隣接 
 の久居市と共に、快適な居住適地として、松阪市は、かつては商都として、 
 また、最近は、県南地域に対する教育、文化、情報等都市機能の集積する拠 
 点都市として、伊勢市は、国際リゾート・交流都市として発展してきている。 
 鈴鹿市、津市、松阪市、伊勢市等では市街地区域の拡がりとともに都市機能 
 の集積が進んでおり、さらに、これらの都市の周辺丘陵地には、住宅団地の 
 整備が進んでいる。本区域の課題は、伊勢湾沿いを連珠状に一定の間隔をお 
 いて発展をみている都市相互の有機的な機能分担及びそれらの都市における 
 秩序ある市街地の形成並びに都市施設の整備及び諸機能の拡充、強化を図る 
 ことにある。 
  また、沿岸域の開発については、自然環境、生態系の保全、水産業との調 
 整に十分配慮して総合的、計画的な利用を図る。内陸部においては、農地、 
 森林等緑地の適正な保全に努めるとともに、保健、教育、文化の場としての 
 利用を促進する。 
    今後の土地利用は、国土利用計画及び三重県土地利用基本計画に基づき、 
 総合的、計画的に推進することとし、公共の福祉を優先し、自然環境の保全 
 を図りつつ、地域の社会的条件等に配慮して計画的な調整、誘導により、適 
 正かつ合理的な土地利用を図る。 
  さらに、本区域の北部に位置する津市、鈴鹿市、亀山市、関町、河芸町の 
 地域は、国会等移転審議会答申において将来首都機能移転先候補地となる可 
 能性がある地域に選定されていることから、移転先の決定に向けた国会での 
 検討状況を十分踏まえた土地利用を図るとともに、今後地価が急激に上昇す 
 る恐れもあるため、監視区域に指定し、土地の投機的取引及び地価の高騰を 
 未然に防止できるよう努めていくものとする。 
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(2) 土地利用の概要 
  本区域の土地利用は、各区域の現在の土地利用状況、自然的条件及び社会 
 経済的諸条件を勘案し、長期的な視野にたって、本区域を工業地域、商業等 
 の業務区域、住宅地域、農業地域及び緑地等の保全地域に基本的な区分を行 
 うこととし、このような区分を通じて市街地の無秩序な拡大を防止するよう 
 に努め、自然景観を保全し、快適な環境を創造する。 
  イ 工業用地については、国の施策との調和を図りながら、津松阪港を中心 
  とした臨海部、相当の工業集積を有する鈴鹿内陸部、一般国道 25 号（名 
  阪国道）沿線の亀山市に拠点的に配置し、生産性の高い中核工業都市とし 
  て基盤整備を推進する。また、区域南部の適地については工業団地を計画 
  的に造成し、新たな工業立地基盤の整備を図り、既存産業への波及効果や 
  地域への貢献度の高い優良工業を導入し、地場産業、中小企業の振興を図 
  る。 
 ロ 住宅地については、区域内における土地利用上の用途の区分の明確化を 
  図るため、工業地域及び業務地域への交通条件並びに居住環境を配慮して、 
  鈴鹿市、亀山市、津市、久居市、松阪市及び伊勢市の各都市とその周辺町 
  村の適地に住宅地の配置を図る。 
 ハ 優良農用地については、広域基幹農道など農業生産基盤の整備に努め、 
  農業地域としてその保全、確保に努めるとともに、非農業的土地需要に対 
  しては、農業上の利用に支障が生じないよう計画的な土地利用を図る。 
   今後の都市部における人口の増加、工業の立地等により、環境が悪化し 
  ないよう、生活排水及び工場排水の処理施設の整備、計画的な緑地造成等 
  による緑豊かな市街地の形成を図るなど、快適な生活環境の保持と自然環 
  境の保全に留意しながら秩序ある土地利用により、農業振興施策を推進す 
  る。 
 ニ この区域の恵まれた自然環境及び豊かな緑地を保全し、住民の身近に楽 
  しむことのできるスポーツ・レクリエーション地域として公園緑地等の整 
  備促進を図る。 
 
８  施設の整備に関する事項 
 この区域の均衡ある発展を図るため、整備及び開発の基本構想に基づいて、

自然環境、生活環境及び生産環境の調和のとれた魅力ある定住環境の整備を進

めるものとし、その大綱は次のとおりである。 
 なお、施設の整備にあたっては、障害者、高齢者をはじめすべての住民が自

由に行動し、安全かつ快適に暮らすことができるようバリアフリー化を図る。 
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(1) 交通施設及び通信施設 
  本区域の整備開発を推進するため、輸送需要の増大、輸送構造の高度化、 
 各交通機関の近代化の趨勢及び道路交通環境対策等環境の保全に配慮しつつ、 
 次に掲げる施設を整備して、都市及び産業の配置に対応する総合的な交通体 
 系の確立を図るとともに、高度情報化時代に対応した情報通信ネットワーク 
 の整備を推進する。 
 イ 道路 
   本区域と他区域とを連結する幹線道路の整備を推進するとともに、区域 
  内都市間を連絡する道路の整備を推進する。 
    整備を推進する主要な道路は、次のとおりである。 
   高規格幹線道路   近畿自動車道伊勢線、同名古屋大阪線 
             第二名神高速道路 
   一般国道      １号、23 号、25 号、42 号、163 号、306 号 
   主要地方道      鳥羽松阪線、久居美杉線 
   街   路     秋葉山高向線、相川小戸木橋線、竪町十日 
             市線        
   また、伊勢湾口道路及び東海南海連絡道の構想を進め、さらに、鈴鹿亀 
  山道路に関する調査を推進する。 
  ロ  鉄軌道 
   輸送需要の動向等を勘案しつつ、本区域の幹線である近畿日本鉄道名古 
  屋線及び同大阪線の輸送力の強化、東海旅客鉄道関西本線の複線電化等並 
  びに同紀勢本線及び同参宮線の整備並びに第三セクター鉄道として運行さ 
  れている伊勢鉄道の複線化等について検討を行う。 
   さらに、中央新幹線について、今後の経済・社会の動向、東海道新幹線 
  の輸送状況及び整備新幹線の整備状況等を踏まえ調査を進めるほか、超電 
  導磁気浮上式鉄道の実用化に向けた技術開発を進める。 
  ハ 港湾 
   重要港湾津松阪港については、津松阪地方が地方拠点都市地域に指定さ 
  れたことから、三重県における交流・産業・文化の中枢圏域として発展す 
  ることが期待されており、県南地域の物流の拠点として港湾機能を強化す 
  るとともに、中部国際空港との海上アクセスや海洋性レクリエーション・ 
  国際交流・文化等の多様な機能の整備を図る。 
 ニ 漁港 
      水産基盤の確立、水産物流の円滑化に資するため、漁港施設等の整備を
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図る。 
 ホ 空港等 
   中部国際空港への海上アクセスの整備を図る。また、長期的な視点に立 
  った航空ネットワーク構想を検討する。     
  ヘ 通信施設 
   電気通信サービスに対する需要の多様化、高度化に対応し、光ファイバ 
  ー網等を活用した高度情報通信システムの整備推進を図るとともに、その 
  有効利用ができるようにアクセシビリティの向上を図る。また、民間活力 
  を導入した地域情報拠点の整備等を推進する。 
   また、災害時等における電気通信網の機能確保を図るため、伝送路の多 
  ルート化等の防災対策を推進して、安全性・信頼性の高い電気通信網の整 
  備を図る。特に、亀山市及び関町等のＣＡＴＶ等の情報通信基盤の整備を 
  図る。 
   さらに、増大する郵便需要に対処するとともに、サービスの高度化のた 
  め、郵便局施設の整備改善を図る。 
 
(2) 宅地 
  人口の増加等に対処するとともに、土地利用の適正化を図るため、市街地 
 の防災性の向上、公害の防止、自然環境の保全及び農林地の保全に配慮しつ 
 つ、計画的な宅地の開発を推進し、良好な住宅用地、工場用地を確保する。 
 イ 住宅用地 
   白江（鈴鹿市）、中川駅周辺（嬉野町）等において、関連施設の整備を図 
  りつつ良好な住宅用地の開発を行う。 
 ロ 工場用地 
   工場の立地動向を勘案しつつ、中勢北部サイエンスシティ（津市及び河 
  芸町）、亀山・関テクノヒルズ（関町）、ニューファクトリーひさい工業団 
  地（久居市）を造成し、工場用地の確保に努める。 
     
(3) 公園緑地等 
  住民のレクリエーション施設の充実、秩序ある市街地の形成、文化財の保 
 存活用及び自然の保護を図るため、総合公園として大仏山公園（玉城町・小 
 俣町・明和町）、深谷公園（鈴鹿市）、中勢グリーンパーク（津市）等の整備 
 を進めるとともに、都市緑地として海のみえる岸岡山緑地（鈴鹿市）等の整 
 備を促進する。 
    また、高まるスポーツ需要に対応するため、松阪市総合運動公園を整備す 
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  る。 
 
(4) 河川、海岸、治山、砂防等 
 イ 河川 
   鈴鹿川、雲出川、櫛田川、宮川、安濃川、志登茂川、大堀川、堀切川等 
  の治水事業を推進するとともに、田中川等におけるマリーナ等を拠点とし 
  た河川の利用推進や安濃川等の水辺空間の整備を含め、河川環境の整備を 
  図る。 
   また、木曽川、鈴鹿川、雲出川、櫛田川、宮川等の一級水系の豊富な水 
  資源の総合利用について調査検討を進める。 
   事業実施に際しては、自然環境に配慮した多自然型川づくり等を行って 
  いく。 
 ロ 海岸 
   高潮及び侵食対策として、下箕田海岸、千代崎港海岸、津松阪港海岸、 
  伊勢湾西南海岸、村松海岸等の伊勢湾岸の海岸堤防等を整備し、安全・安 
  心かつ豊かな親水性や自然環境を有する潤いのある海浜空間の創造を図る。 
  ハ 治山、砂防 
   土砂災害の防止、自然環境の保全を図るため、鈴鹿川水系、雲出川水系、 
  三渡川水系、宮川水系等における治山、砂防事業及び地すべり対策事業並 
  びに急傾斜地崩壊対策事業を推進する。 
 
(5) 住宅 
  生活水準の向上、世帯の分離等による住宅需要に対応するため、必要な住 
 宅の建設を促進する。 
   このため、快適な住環境に配慮しつつ、高岡山（鈴鹿市）等、公共機関等に 
 よる住宅供給を推進するとともに民間住宅の適正な供給を誘導する。 
 
(6) 供給施設及び処理施設 
  生活水準の向上、人口の増加及び産業の発展に対応し、公共用水域の水質 
 保全に資するため、次の供給・処理施設の整備を推進する。 
 イ  水道 
   平成 17 年度における給水人口約 896 千人を目途に、鈴鹿市、津市、久 
  居市、松阪市、伊勢市等を中心に上水道の整備を図るとともに、北中勢水 
  道用水供給事業の整備を図る。  
 ロ 工業用水道 



13 

   工業用水の安定給水を図るため、北伊勢工業用水道の整備を進める。 
 ハ  下水道 
   都市の健全な発達及び生活環境の向上に寄与し、あわせて伊勢湾等の公 
  共用水域の水質保全に資するため、平成 17 年度における下水処理区域人 

  口 308.5 千人を目途に、北勢沿岸流域下水道、中勢沿岸流域下水道、宮川 
  流域下水道の整備を図るとともに、津市、松阪市、鈴鹿市等の公共下水道、 
  都市下水路の整備を図り、芸濃町、美里村等の特定環境保全公共下水道の 
  整備を促進する。 
 ニ 廃棄物処理施設 
   都市人口の増大等に即応するため、鈴鹿市、津市、松阪市等にごみ処理 
  施設の整備を図る。 
   また、合併処理浄化槽の整備を図る。 
 
(7) 教育文化研究等施設  
 イ 教育施設   
   児童生徒数の増減に対応し、小・中学校等の計画的な施設整備を進める 
  とともに、既存校についても老朽校舎の改築等所要の整備を進める。 
   高等教育機関については、既存大学等の整備充実を進めることとし、三 
  重大学等において、大学院を含め、情報・社会福祉・医療技術・先端科学 
  技術などの分野の拡充に努める。 
 ロ 文化施設 
   新たな交流拠点施設であるみえ県民交流センター等の活用により、市民 
  活動や文化・国際・青少年等の各種交流を支援する。 
   また、三重県総合文化センター等を中核として、文化活動施設、社会教 
  育施設の整備充実を図るとともに、歴史的資料として重要な公文書等の収 
  集・保存・調査研究を行う三重県公文書館について調査を進める。 
    さらには、県下の博物館の中核となる新たな県立博物館の建設について 
  調査を進めるとともに、国史跡斎宮跡の整備を進める。 

ハ 研究施設 
    振興拠点地域基本構想「三重ハイテクプラネット 21 構想」に基づく中 
  核的施設等の整備を促進するとともに、三重県農業技術センター等の研究 
  機能の強化を図る。 
 
(8) その他の施設 
 イ 社会福祉施設 
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   寝たきりや痴呆などの高齢者の急増に伴う福祉ニーズの多様化や高齢化 
  を踏まえた地域社会づくりの推進のために必要な基盤整備を介護保険事業 
  支援計画及び高齢者保健福祉計画に沿って推進する。 
   また、現在、社会福祉基礎講造改革が行われつつあり障害者福祉施設整 
  備もこうした変革に対応した基盤整備を推進する。 
   さらに、子育て家庭を社会全体で支援するため、地域の子育ての機能を 
  担えるような保育所や児童館等の整備を推進する。 
 ロ 医療施設等 
   人口の増加、疾病構造の変化に伴う医療需要の増大、多様化に対処する 
  ため、一般医療はもとより、高度特殊医療に対応しうる医療施設の整備を 
  図り、救急医療体制を強化する一環として救急医療情報システムの充実に 
  努める。 
   また、健康づくり対策として市町村保健センターの整備を進める。 
 
９  環境の保全に関する事項 
 都市化の進展や生活様式の多様化に伴い、近年、大気汚染、水質汚濁、交通

騒音、生活騒音、悪臭などの都市・生活型公害とともに、廃棄物処理問題や廃

棄物焼却施設から排出されるダイオキシン類問題、環境ホルモンによる環境汚

染等が問題となっている。 
 本区域における環境問題は、伊勢湾やその流域圏にも深く関わっていること

から、本区域の地勢上の特性を的確に踏まえ、計画的に環境保全に努める必要

がある。 
 このため、公害関係法令に基づく規制及び指導の徹底、各種生活環境施設の

整備等の推進により、環境基準等の達成、維持に努めるなど環境の保全に関す

る施策を積極的に推進する。 
 また、これらの環境保全対策はもとより、三重県環境基本条例、三重県環境

基本計画、さらには、複雑かつ多様な環境問題に対応し、産業公害の防止に加

え生活環境の保全を図ることを目的とした三重県生活環境の保全に関する条例

等に基づき、エネルギーや資源の適正利用、廃棄物の発生抑制、再使用、再利

用や適正処理を推進し、環境保全に関する施策を総合的・計画的に進め、自然

と共生し、循環を基調とした環境への負荷の少ない持続的発展が可能な社会の

構築を図る。 
 イ 大気汚染及び水質汚濁については、監視測定体制の充実、水質総量規制 
  基準等による規制措置の徹底、下水道の整備、生活排水対策、河川の浄化 
  対策等を推進する。 
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 ロ 道路交通環境対策については、自動車排出ガス測定局の整備を進める等 
  現状の把握に努め、自動車排出ガスや騒音等の対策強化を図るとともに、

道路とその周辺の土地利用との調和に配慮し、必要に応じ環境施設帯、遮

音壁の設置等の対策 
  を講ずる。 
 ハ 悪臭については、悪臭防止法等による規制及び指導の徹底を図る。 
 ニ これらの諸施策とあわせて、調査研究体制を整備拡充するとともに、環 
  境保全のための技術開発を図る。 
  ホ 森林等良好な自然環境の保全・整備を進めるとともに、市街地及びその 
  周辺等における都市公園、緑地、河川空間の保全整備等を推進し、人と自 
  然の触れ合いを保ち、生態系の多様性の確保を図る。 
 ヘ 地球環境問題の解決のため、環境基本法や三重県環境基本条例、三重県 
  環境基本計画に基づき、行政、事業者、住民が一体となった取り組みを進 
  める。また、地域としての対応も重要なことから、資源の循環的な利用や 
  風力発電、太陽光発電等の新エネルギーの有効利用を進め、環境にやさし 
  い地域づくりを進める。 
   このため、地域住民、事業者、行政における環境管理システム ISO14001 
  の認証取得を促進する。 
 ト 事業の実施に当たっては、必要に応じ事前に環境影響評価等を実施し、 
  その結果に応じて見直しを行など所要の措置を講ずることにより、環境汚 
  染の未然防止に努める。 
  
10  防災に関する事項 

 本区域は、主に、鈴鹿川・安濃川・雲出川・櫛田川・宮川など東西に流れる

河川によって形成された扇状地・沖積層と伊勢湾に面した海岸平野から形成さ

れ、県の中央部に位置している。気候は温暖で、降水量は平均的である。 
 秋期には、太平洋上で発達した台風が通過しやすく、過去にも伊勢湾台風を

はじめとした大型の台風が通過し、甚大な被害に見舞われている。 
 また、海洋プレートの運動により南海トラフ上でしばしば大地震が発生し、

近年では昭和 19 年に発生した東南海地震において震度６の記録を残している。

駿河湾沖で発生が懸念されている東海地震においても震度５が予想されており、

海岸線は広範囲にわたって液状化現象が生じると予想され、多数の木造家屋の

倒壊やライフラインに被害が見込まれる。さらには、中央構造線以北に多数の

活断層が分布しており、この活動による直下型地震も心配されている。 
 さらに、本区域は伊勢湾岸沿いに位置し、伊勢湾台風を契機に高潮対策事業
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として海岸施設の改良工事を行ったが、建設からすでに約 40 年が経過しており、

老朽化が著しく、海岸保全が心配されている。 

 なお、本地域は、北から鈴鹿市、津市、松阪市、伊勢市と 10 万都市が南北に

並び、市街地の拡大や建物の過密化が進んでおり、また、津市は、県の防災対

策の軸となる災害対策本部（県庁）が所在する。 
 以上のような状況を踏まえ、この区域においては、地域住民の生命、身体及

び財産を災害から保護し、県土保全と県民福祉の確保に万全を期すため、県地

域防災計画等に基づき総合的かつ計画的に各種の防災対策を推進する。 
 
(1) 震災対策に関する事項 
 イ 地震に強い都市構造の形成 
   計画的な整備を進め、土砂災害の防止を図るとともに、地盤沈下の防止 
  や液状化対策の推進を図る。また、建築物の不燃化を促進し、防災空間の 
  整備拡大を図り、災害に強い都市構造の形成を図る。 
    道路、河川、など骨格的な基盤施設については、耐震性向上の確保を推 
  進する。特に、災害時の緊急輸送道路の確保を推進する。 
 ロ 建築物の安全化 
   庁舎、病院、学校等防災上重要な公共建築物及び不特定多数の者が利用 
  する施設の耐震化を進める。また、木造住宅等一般建築物についても耐震 
  化を推進する。 
 ハ ライフライン施設等の機能確保 
   電気、ガス、上下水道、電話等のライフライン関連施設の耐震化を図る 
  とともに、代替施設の整備を進める。 
 ニ 液状化対策 
   液状化発生が予想される地域の施設の設置については、地盤改良等によ 
  り発生の防止を図る。 
 ホ 広域防災拠点の整備 
   災害時における応急対策、情報収集、通信、物資輸送、対策要員の詰所 
  等となる防災拠点を整備する。 
 ヘ 通信手段の確保 
   有線通信の途絶に備え、通信手段の多角化、多重化を推進する。 
 
(2) 風水害に関する事項 
 イ 風水害に強いまちの形成 
   計画的な整備を進め、土砂災害の防止を図るとともに、地盤沈下の防止 
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  や液状化対策の推進を図る。 
    洪水による災害発生の防止や流水の正常な機能維持のため、総合的治水 
  対策を進め、高潮や海岸侵食防止などのため津松阪港海岸や伊勢湾西南海 
  岸等において海岸保全施設の整備を進めるとともに海岸保全機能の維持、 
  保全対策を推進する。 
   また、洪水シュミレーションを実施し、想定氾濫区域図を作成して、市 
  町村におけるハザードマップ作成を支援する。 
   さらには、農地防災対策、農地保全対策を推進するとともに、都市基盤 
  施設の安全性の確保を図るための整備に努め、特に、災害時の輸送道路の 
  確保を推進する。 
 ロ 建築物の安全化及びライフライン施設等の機能確保風水害に対しても対 
  応できるよう、安全性、ライフライン施設等の機能確保に配慮する。 
 
(3) 自主防災組織活動の展開 
  防災対策の推進にあたっては、地域住民や消防団等と連携した情報収集連 
 絡体制の強化、自主防災組織の育成、防災ボランティアの支援等、災害発生 
 時に対応力の強い自主防災組織活動の展開を促進する。 
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１ 計画の性格

この計画は、中部圏の都市整備区域、都市開発区域及び保全区域の整備等に

関する法律に基づいて作成したものであって、琵琶湖東北部区域都市開発区域

の開発整備の基本構想及び施設の整備についての大綱を示したものである。

２ 計画の対象区域

計画の対象区域は、昭和43年11月14日総理府告示第43号をもって告示した琵

琶湖東北部区域都市開発区域であり、関係市町は次のとおりである。（ただし、

保全区域を除く。）

彦根市、長浜市、犬上郡豊郷町、同郡甲良町、同郡多賀町（一部）、坂田

郡山東町、同郡米原町、同郡近江町、東浅井郡浅井町、同郡虎姫町、同郡

湖北町、同郡びわ町

３ 計画の期間

この計画は、平成13年から平成17年度までの５箇年間とする。

なお、計画の実施に当たっては、今後の社会、経済情勢の推移に応じて弾力

的な運用を図るものとする。

４ 整備及び開発の基本構想

本区域は、滋賀県の東北部に位置し、西は琵琶湖に接し、東は伊吹、鈴鹿山

系の広がる、豊かな自然に包まれた地域であり、四季の変化に富む田園風景は、

地域の生活に溶け込み、うるおいのある生活環境を形成している。

また、歴史も古く、縄文・弥生期から人々が定住し、奈良、平安期を経て、

戦国時代には合戦の舞台となるとともに、国土のほぼ中央に位置し、北陸、中

京及び近畿圏の結節点にあたることから、古くから交通の要衝として、ひとや

文化の往来が活発で数多くの文化財を有する地域でもある。

現在においても、中央自動車道西宮線、北陸自動車道、国道８号、21号など

の主要幹線道路や東海道新幹線、東海道本線、北陸本線などの鉄道網が集中す

る国土交通の要衝地域である。

こうした自然的、文化的、社会的条件を背景に、工場の新規立地が現在も進

展し、商業・サービス業の集積も、彦根市及び長浜市を中心に進んできており、

引き続き都市機能の集積と居住環境の向上を図り、地方拠点都市地域の整備を

推進する必要がある。

また、人口は穏やかに増加しつつあるが、高齢者の割合が高まってきている

ことから、活力ある長寿社会の実現と、若者が定住する地域づくりを進めてい
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く必要がある。

まちづくりに対する住民の意欲は旺盛であり、今後も、地域における個性的

な取り組みを誘導し、各地域のアイデンティティの確立を促すとともに、区域

外との交流を促進し、区域全体の活性化を一層図っていく必要がある。

環境の時代と言われる21世紀の入口に立った今、エコロジーとエコノミーの

両立した持続ある発展を維持し、住民生活を真に豊かにしていくために、自然

の生態系の中で自然との良き共存関係を生むことを基本として施策を進めるこ

ととし、今後の開発整備の方向として、環境負荷に配慮した産業活動の展開を

行うことで豊かな自然環境を保全し、近江歴史回廊構想をはじめ、固有の文化

や歴史を生かした文化都市圏の形成をめざすとともに、効果的かつ効率的な地

域経営を図るため、県域を越えた連携として、環境・文化・観光・産業などを

テーマとした福井・岐阜・三重・滋賀４県の連携事業の取り組みを推進する。

本区域のうち、高速自動車国道周辺では、電子、精密、バイオテクノロジー

を中心とする先端産業の立地が進んでおり、今後は、滋賀大学、滋賀県立大学

などにさらなる高度な試験研究機能を整備し、地域産業と結びつけるシステム

を構築するとともに、21世紀におけるキーテクノロジーの活用を地域振興に結

びつけるため、（仮称）長浜バイオ大学を核とした産業集積の形成をめざす。

また、バルブ、仏壇、ちりめん等の地場産業をはじめとする既存産業につい

ては、その新製品の開発や販路開発などによる高付加価値化で産業振興を図る。

さらに、琵琶湖及びその周辺地域については、琵琶湖を21世紀における湖沼

保全のモデルとし、健全な姿で次世代に継承するため、水質の保全、水源のか

ん養、自然的環境・景観の保全等、様々な施策を総合的に実施するものとする。

ここでは「琵琶湖と人との共生」を基本理念として掲げ、多様な価値を有す

る琵琶湖を健全な姿で次世代に継承するため、県民、事業者、行政等のパート

ナーシップに基づき、それぞれが主体的な取り組みを進める。

また、2001年の「第９回世界湖沼会議」「びわ湖国際環境ビジネスメッセ

2001」、2003年の「第３回世界水フォーラム」の本県開催を通じ、国際間・地

域間のパートナーシップをより深める機会とし、新たな世紀にふさわしいライ

フスタイルのあり方を構築する。

全域を通じて、広域交通網の要衝としての優位性を十分活用し、さらに広域

的な交流機能等を強化して、工業、商業、観光産業等の振興や生活環境の向上

を図るため、北陸本線と湖西線、東海道本線、東海道新幹線等との連携をはじ

め、これら公共交通機関の利便性向上と輸送力増強及び琵琶湖環状運行の実現

を図るため、北陸本線長浜駅～湖西線永原駅間の直流電化方式への転換の実現

に向けた検討を進めるほか、一般国道、県道、都市計画街路などの整備を進め
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るとともに、びわ湖情報ハイウェイをはじめとする高度情報通信基盤の整備を

進める。

こうした全域的な整備及び開発の基本構想を受け、本区域の中心都市である

彦根市及び長浜市においては、商業・業務機能および住宅機能の集積拡大、自

然・歴史・文化を生かした商業の立地促進、滋賀大学、滋賀県立大学等を中心

とした高次の教育・文化機能の充実、既成市街地の計画的な再整備や新市街地

の開発などにより、都市機能の創出を図り、都市環境の創造を進めるとともに、

周辺地域と一体となった開発整備を図る。

また、各拠点地域においては、産業の振興、居住環境の整備等を図り、中心

都市地域との連携による都市機能の強化を図る。

一方、湖辺及び山間部においては、湖岸域や山系等の自然環境の保全を図り

ながら、近畿・中部圏を含めた広域圏、さらには国際的視野に立っての人々の

需要に応えるふるさととして、自然景観や歴史資源などを素材に、誰もが気軽

に繰り返し利用でき、しかも、ゆとりある滞在生活を通じて心身のリフレッシ

ュが図れるよう、環境等に十分配慮した自然と歴史のふれあうリゾート地の整

備を進めるとともに、彦根城、長浜城等に代表される観光地や黒壁、彦根キャ

ッスルロードなど観光資源を生かした街づくりをはじめ、歴史的な街道等圏域

を超えた広域観光ルートの整備を進めるなど、国民的な知的休養の場として魅

力ある地域づくりに努める。

なお、この計画の実施に当たっては、財政状況等との調整を図りつつ、弾力

的に運用するとともに、農地、林地等の用途転換及び既得水利権の変更を要す

るものについては、これらと十分調整を図るほか、国土の保全や安全性の確保、

エネルギーの安定確保や省エネルギー化、公害の防止、とりわけ琵琶湖の水環

境を中心とした環境の保全及び景観の形成に留意する。

５ 人口の規模及び労働力の需給に関する事項

(1) 本区域の総人口は、平成12年 250千人となり、今後、交流機能の強化等に

伴う産業基盤の整備や、京阪神地域への通勤圏の拡大などにより、平成17年

には 259千人に達するものと見込まれ、平成12年に対して９千人の増加とな

る。

(2) 年齢階層別人口をみると、平成12年の年少人口は41千人、生産年齢人口は

169千人、老年人口は40千であり、平成17年には、年少人口41千人（対12年

比 0.0％）、生産年齢人口 172千人（対12年比 1.8％増）、老年人口46千人

（対12年比15.0％増）になるものと見込まれる。
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(3) 労働力の需給関係については、技術革新や経済構造のソフト化・サービス

化、少子・高齢化等に伴う労働環境の構造変化に対応し、バランスのとれた

雇用の場を創出するとともに、職業能力の開発、向上を図る。特に、高齢者、

女性、障害者などの就業機会の拡大に努めることとする。

６ 産業の業種、規模等に関する事項

(1) 本区域の産業は、かつて農業や繊維などの地場産業に支えられてきたが、

近年は高齢化の傾向が見られ、このような産業の発展にも大きな影響を及ぼ

している。

また、本区域は、近畿圏域と中部圏域を結ぶ重要な役割を果たしてきてお

り、幹線交通網の結節点ともなっているが、今日、高速交通基盤の整備が全

国的に進む中で、相対的な企業立地の優位性が低下しつつある。今後は、ア

ジア諸国等の国外へも目を向けた広域的な視点に立って産業構造の高度化、

ソフト化に向けて、引き続き快適で利便性の高い地域づくりに努め、学術・

研究開発機能や高次な商業・サービス機能等の育成を図っていく。また産学

官が積極的に交流・連携する中で、その知的資源を融合させながら、人や環

境にやさしい独創的な技術・ノウハウを生み出すなど新しい産業の創設を図

る。

また特に、当地域は、伊吹山、竹生島、賤ヶ岳、小谷城跡など豊かな自然

と歴史文化の観光資源に恵まれており、これらを生かした観光地づくりに加

え、新しいまちづくりが行われている彦根、長浜などと広域的な観光地づく

りを進める。

イ 農業については、依然、近年の情勢変化の中で担い手不足や兼業化、混

住化などの多くの課題を抱えていることから、地域の特性に応じた自然的

環境の保全や多面的機能の十分な発揮に配慮しつつ、ほ場の大区画化を含

めた農業生産基盤の整備を推進し、担い手への農地の集積を促進すること

により、安定的かつ効率的な経営体や集落営農など多様な担い手の育成を

図るとともに、就農条件の整備に努め、青年農業者の育成・確保を図る。

林業については、森林の有する水源のかん養等公益的機能の発揮を図り

つつ、健全で活力ある森林の育成のために間伐等の保育管理や林道網の整

備を進める。

また、木材価格の低迷、林業就労者の高齢化や減少等林業を取りまく状

況は依然として厳しく、林業生産活動を通じた持続可能な森林経営を維持

するために林家等の森林所有者の経営の安定化を図るほか、森林組合の組
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織的な活動を促進し、林業の担い手の育成を図るとともに、木材の需要拡

大にも努める。

さらに、森林の持つ多面的な機能を有効利用して、観光・レクリエーシ

ョン等による地域の活性化を目指す。

水産業については、つくり育てる漁業をめざし、琵琶湖の水産物が安定

的に生産されるよう栽培漁業の振興に努めるとともに、漁業後継者の育成

や漁業組織の健全な育成を図る。

ロ 工業集積も、湖南地域等と比較すると相対的に低くいものの、一定の集

積が図られてきているが、進出企業の多くは生産現業部門であることなど

選択性に乏しく、新規若年労働者にとって魅力が薄いといった課題があり、

今後は研究開発機能や中枢管理機能の集積が必要である。こうしたことか

ら、既存産業の高度化、高付加価値化を進めるとともに、新産業分野に係

る研究開発機能とその生産機能等が集積する複合型の新しい産業創造拠点

の整備を図る。

具体的には、企業立地は、景気の低迷による企業の設備投資意欲の減退

とともに、経済構造や産業構造の変化によって、海外への進出が進んでい

ることなどから、立地件数、面積とも減少傾向にあるので、東西交通網の

結節点という地理的条件を生かした企業誘致を進める。

次に、滋賀県立大学などとの産学官連携を促進するとともに地域に根ざ

した新しい産業の創造が必要であり、公的試験研究機関の活性化に努め、

産・学・官が多様なネットワークを形成して技術開発力を高めていけるよ

うな連携システムの構築を図る。

さらに地場産業については、内需不振、受注単価の低下、構造的な競合

輸入品増加、熟練技術、技能工の確保難などにより厳しい状況にあり、地

場産業組合等が行う新商品・新技術の開発、販路開拓、人材育成、新事業

分野への進出等を支援する。

ハ 商業・サービス業については、京阪神といった大都市の近隣に位置する

影響を受け、本地域は、卸売業、小売業ともに、１店当たりおよび従業員

１人当たり年間販売額は全国平均を下回っているなか、小売業においては、

その順位は改善される傾向にある。また、本区域内においては、彦根市、

長浜市を中心に商圏が形成されているが、その他の地域の商業集積は低い。

なお、彦根市、長浜市では中心市街地活性化法を活用し、市街地の整備に

順次取り組んでいる。

二 観光については、豊かな自然や多くの文化遺産に恵まれている一方、近

年は長浜の黒壁や彦根キャッスルロードなど観光施設を活かしながら一体
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となったまちづくりが行われており、こうした観光地を拠点とした広域観

光と、従来からの伝統あるまつりや風俗といった歴史文化遺産も最大限に

活用し、通年滞在型観光の確立を図る。

(2) 産業の規模を従業地就業者数でみると、就業者数は、平成12年には 127千

人であり、平成17年には、134千人に達するものと見込まれる。

産業別では、第１次産業就業者数は減少傾向が続き、平成12年は５千人（

3.9％）、第２次、第３次産業は55千人（43.3％）、67千人（52.8％）であ

る。今後、平成17年には第１次産業就業者数は５千人（ 3.7％）、第２次、

第３次産業就業者数はそれぞれ58千人（43.3％）、71千人（53.0％）になる

ものと見込まれる。

７ 土地の利用に関する事項

(1) 土地利用の基本構想

本区域は、北陸、中京および京阪神圏の結節点という地理的条件や名神高

速道路、北陸自動車道、東海道本線、北陸本線等の交通の利便性に恵まれた

区域であり、工業用地や宅地の開発が進み、人口は堅調に増加してきた。

本区域では、滋賀県立大学が開学されるなど、高等教育機関の充実も進み、

今後も人口の穏やかな増加が続くものと考えられる。産業面では、既存の工

業団地などの集積を生かすとともに、滋賀県立大学等の学術研究機能との連

携や広域交通基盤を活用した新しい産業立地が今後も期待されている。また、

国道８号米原バイパスなど、「環びわこ放射状ネットワーク」構想に基づく

交通網の充実や、拠点都市地域の整備が行われる予定であり、都市地域の拡

大と都市機能の集積が見込まれている。

今後、都市化の進展や主要交通基盤の整備等を背景として、人口の増勢は

鈍化するものの着実な人口の伸びが予想され、新たな定住や交流のための都

市的土地利用への転換が見込まれる。

今日、経済社会諸活動の影響が将来世代に及ぶ可能性が認識されるように

なり、土地利用に当たっては、長期的な視点に立って自然のシステムにかな

った持続可能な利用を基本とすることが求められている。特に、本区域では、

人口や産業活動の増大に伴い、多様な価値を有する琵琶湖の自然環境への影

響が懸念されることから、琵琶湖の水質の保全、水源のかん養、自然的環境

・景観の保全に配慮した土地利用を図ることが重要となっており、限られた

土地資源であることを前提として、その有効利用を図りつつ、土地の利用目

的に応じた区分ごとの個々の土地需要の量的な調整を行うとともに、土地利
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用の質的向上を一層積極的に図る。

(2) 土地利用の概要

利用区分ごとの土地利用の概要は、次のとおりとする。

イ 農用地については、食料の長期的な需給動向を考慮し、生産性の高い農

業を目指し、地力の維持増進、地域の実情に応じ環境に配慮した農業生産

基盤の整備、効率的かつ安定的な農業を営む経営体への農用地の集積を進

め、必要な優良農用地の保全・確保を図る。

また、農用地の不断の良好な管理を通じて、県土保全、田園景観の保全

等農用地の多面的な機能が高度に発揮されるよう配慮するとともに、環境

調和型農業の推進により、環境負荷の低減に努める。

ロ 森林については、地球環境問題の高まり等を踏まえ、木材生産等の経済

的機能に加え、県土保全、水源のかん養、保健休養、自然環境の保全等の

公益的機能を発揮しうる持続可能な森林経営の確立に向け、必要な森林の

確保と整備を図る。

特に近畿圏の重要な水源の安定供給に寄与している琵琶湖の集水域の森

林については極力保全整備し、その機能を維持増進するために間伐等保育

管理を推進するとともに、貴重な動植物等の生息、生育する森林等の適正

な維持管理を進める。また、良好な生活環境を確保するために森林を積極

的に緑地として保全・整備しつつ、多様な県民ニーズに即した総合的・計

画的な利用を図る。

ハ 住宅地については、人口および世帯数の増加、高齢化の進行、都市化の

進展の動向等に対応しつつ、望ましい居住水準と良好な居住環境を目標と

して、生活関連施設の整備を計画的に進めながら必要な用地の確保を図る。

また、災害に関する地域の自然的・社会的特性を踏まえた適正な土地利用

を図る。

特に、既成市街地等では、既存住宅地の高度利用や低未利用地の有効利

用によるオープンスペースの確保、道路の整備など、安全性の向上とゆと

りある快適な土地利用を図る。

ニ 工業用地については、水質汚濁の防止その他環境の保全等に十分配慮し、

ボーダレス化、情報化の進展等に伴う産業の高付加価値化や構造変化、企

業の立地動向に対応しつつ、工業生産に必要な用地の確保を図る。

新規の立地に際しては、工場の進出が及ぼす周辺地域への影響に配慮し

て適切な配置と誘導を行い、周辺土地利用との整合を図る。

ホ その他の宅地（事務所、店舗用地等）については、市街地等の再開発等
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による土地利用の高度化、中心市街地における商業の活性化・業務機能の

集積および良好な環境の形成に配慮しつつ、経済のソフト化、サービス化

の進展等に対応して、必要な用地の確保を図る。

ヘ 産業廃棄物処理施設や一般廃棄物処理施設の生活上必要な施設は、産業

の進展、人口の動向、廃棄物の減量等を見通し、あらかじめ計画的に必要

な用地の確保を図る。

ト 以上のほか、文教施設、公園緑地、交通施設、環境衛生施設、厚生福祉

施設の公用・公共用施設については、県民生活上の重要性とニーズの多様

化を踏まえ、環境の保全に配慮して、必要な用地の確保を図る。

また、琵琶湖の湖辺域は、琵琶湖と一体となった景観を形成しており、

ヨシ原や樹林地、内湖等は水域と陸域との遷移帯としての生物の成育地帯

として重要である。一方、水産業、観光、レクリエーション等多種多様な

期待もあることから、琵琶湖の保全の重要性を踏まえ、水域と陸域との一

体性に配慮しつつ、自然湖岸、内湖、湖畔林等の貴重な自然地の保全、新

たな緑地の整備、既存緑地の再整備等により調和ある土地利用を図る。

８ 施設の整備に関する事項

本区域の均衡ある発展を図るため、整備及び開発の基本構想に基づいて、自

然環境、生活環境及び生産環境の調和のとれた魅力ある定住環境の整備を進め

る。

その計画の大綱は、次のとおりである。

(1) 交通施設及び通信施設

本区域の開発整備を推進し、良好な生活環境を確保するため、環境の保全

に配慮しつつ、総合的、体系的な交通施設の整備を図るとともに、増大する

情報通信の需要に対処するための通信施設の整備を総合的に進める。

また、すべての人にとって安全で利用しやすい公共交通システムを構築す

るため、鉄道駅等の旅客施設を中心とした一定の地区において、いわゆる交

通バリアフリー法に則り市町村が作成する基本構想に基づいて、旅客施設周

辺の道路、駅前広場等のバリアフリー化等を重点的・一体的に推進する。

イ 道 路

域内交通と通過交通の分離を図るとともに、本区域の経済的、社会的活

動を支える都市間、さらに地域間を結ぶ幹線道路の整備を進めるほか、良

好な都市空間を形成するために必要な道路、街路の整備を推進する。

整備を進める主要な道路は、次のとおりである。
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一般国道 ８号

主要地方道 大津能登川長浜線、愛知川彦根線

街 路 原長曽根線、豊公園森線、彦根駅大薮線、長浜駅宮司

七条線、河瀬停車場線他１線、稲枝停車場線

また、日常生活に密着した一般県道、市町村道、交通安全施設等の整備

を進める。

さらに、本区域と他区域との交流を促進するため、区域外と連絡する道

路の整備を進める。

ロ 鉄軌道

地域間交流の促進と県土の均衡ある発展および住民の利便性向上のため、

交流電化区間である北陸本線長浜駅～湖西線永原駅間を直流化し琵琶湖環

状運行の実現に向けた検討を進めるとともに、老朽化、狭隘度等を考慮し

て老朽駅舎の整備を図る。

また、既存の近江鉄道、信楽高原鐵道の沿線である湖東・東近江・甲賀

地域から京都府南部地域を経て大阪方面とを結ぶとともに、震災時にはバ

イパス機能を備えた新たな鉄道として、「びわこ京阪奈（仮称）鉄道」の

実現について検討を進める。

ハ 港 湾

琵琶湖の水環境改善のため、長浜港において海域環境創造事業により、

底泥の浚渫を行う。

二 通信施設

情報通信技術の進歩による情報そのものの価値の高まりや情報通信サー

ビスに対する需要の多様化、高度化に対処するため、光ファイバ網や無線

の活用など地域の特性に応じた情報通信ネットワークの整備を図り、情報

通信システムの有効利用による行政効率化はもとより、ネットワークを通

じた県民への情報提供、さらには双方向の情報交流を進める。

また、災害時における電気通信網の機能確保と、防災情報の円滑な収集

・伝達などを図るため、衛星通信等を活用した防災行政通信システムの充

実を図るとともに、市町村防災行政無線（同報系）の整備推進を図るなど、

伝送路の多ルート化等を推進し、安定性・信頼性の高い、情報通信ネット

ワークの整備を図る。

(2) 宅地

人口の増加等に対処するとともに、土地利用の適正化を図るため、市街地

の防災性の向上、公害の防止、自然環境の保全及び農用地や森林の保全に配
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慮しつつ、計画的な宅地の開発を促進し、良好な住宅用地、工業用地の確保

を図る。

イ 住宅用地

住宅需要の増大に対処するとともに、望ましい居住水準を達成し、良好

な住環境を維持・形成するため、土地区画整理事業等の促進を図り、良好

な住宅用地の確保を図る。

ロ 工場用地

計画的な工業開発を進めるため、（仮称）長浜サイエンスパーク（長浜

市）及び柏原東部工業団地（山東町）等の整備を促進する。

ハ 商業業務地

鉄道駅と国道８号が近接する交通至便地区である米原駅東部地区（米原

町）および彦根駅東地区（彦根市）に土地区画整理事業を推進し、主とし

て商業・業務機能の集積を図り、都市的なサービス機能を強化する。

(3) 公園緑地

スポーツ・レクリエーション需要の高まりに対応するとともに、生活環境

の向上を図るため、平成17年度末における住民１人当たり都市公園面積約

12.0㎡を確保することを目途に、千鳥ケ丘公園（彦根市）、荒神山公園（彦

根市）、神照運動公園（長浜市）及び甲良町運動公園等の公園緑地の整備拡

充を図る。

なお、公園緑地の整備に当たっては、琵琶湖等の優れた自然や豊かな歴史

的・文化的資源を生かすとともに、これらとの調和を保ちながら適正な配置

に努める。

(4) 河川、治山、砂防等

地域住民の生命及び財産の安全を確保し、地域経済の発展に資するため、

自然環境の保全に十分に配慮しつつ、次のとおり国土保全施設の整備を推進

する。

イ 河 川

河川の氾濫を防止して、自然災害に対する治水安全度を高めるため、愛

知川、犬上川、長浜新川、矢倉川等の河川改修および、琵琶湖をはじめと

する淀川水系の河川浄化事業を推進するとともに、河川環境の整備の保全

を図り、親しみとうるおいのある水辺づくりを推進する。

また、洪水調節とあわせて、増大する水需要に対処するため、丹生ダム

の建設を促進する。さらに、洪水調整のため、姉川ダム、栗栖ダムの建設
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を推進する。

ロ 治山・砂防等

山地災害の防止、水源のかん養、生活環境の保全等、森林の持つ公益的

機能の維持増進を図るため、淀川水系の治山事業を推進する。

また、土砂生産抑制及び土砂災害の防止、自然環境の保全等を図るため、

淀川水系の砂防事業等を推進する。

(5) 住 宅

人口の増加、世帯の細分化、建替え等による住宅需要の増加により、平成

17年度までに必要な住宅建設戸数は約12千戸と見込まれる。このため、公営

住宅や特定優良賃貸住宅等の計画的な住宅供給を促進するとともに、良質な

住宅ストックの形成を図る。

(6) 供給施設及び処理施設

人口の増加、生活水準の向上、生活様式の変化、産業の発展等に対処する

とともに、生活環境の向上、閉鎖性水域である琵琶湖等公共用水域の水質保

全などの自然環境の保全に資するため、次のとおり供給施設及び処理施設の

整備を推進する。

イ 水 道

上水道の需要は、給水人口の増加、生活様式の変化等に伴ってさらに増

大するものと見込まれるため、平成17年における給水人口約 273千人を目

途に、彦根市、米原町等において上水道拡張事業を推進する。

ロ 下水道

琵琶湖をはじめとする公共用水域の水質保全及び生活環境の改善等に資

するため、平成17年度における下水処理区域人口約 171千人を目途に、琵

琶湖流域下水道事業（東北部処理区）及び彦根市、長浜市等における流域

関連公共下水道事業を推進する。

また、処理施設については、閉鎖性水域である琵琶湖の富栄養化を防止

し、水質の保全・向上を図るため、引き続き窒素、リンを取り除く高度処

理を推進する。

ハ 廃棄物処理施設

ごみ排出の状況は、近年の横ばい状況から再び増加の様相を見せ始めて

おり、生活様式の変化等からその内容も多種多様化している。

このため、平成９年度に策定した「滋賀県環境総合計画」に基づき、排

出量を２分の１にすることを目標に再資源化・有効利用による減量化をさ
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らに推進するとともに、施設の整備にあたっては、資源化施設、エネルギ

ー利用施設等の廃棄物循環型社会基盤施設の設置の促進を図ることとし、

湖北広域行政事務センター（長浜市他）等において埋立処分地施設を整備

するほか、大阪湾圏域における広域処理場の整備を推進する。

また、し尿処理施設については、下水道の整備を進めていくとともに、

地域の事情に応じ、合併処理浄化槽、農業集落排水処理施設等による対策

を推進し、併せて汚泥再生処理センターの整備を図る。

(7) 教育文化施設等

イ 教育施設

児童・生徒数は全般的に減少傾向にあるものの、増加が見込まれる地域

では、小・中学校の施設整備を図るほか、その他の地域においては、今後、

余裕教室の有効利用（多目的スペース等への転用）のための施設整備を図

る。また、高等学校等も含めた既存校舎の改築や屋内運動場の整備・改修

を推進する。

さらに、高等教育については、高学歴化、高度技術化・情報化等が進む

中で、地域産業の高度化や技術力の向上などに重要な役割を担う人材を育

成するため、県立大学等の整備充実を図る。

ロ 文化施設

心を豊かにし、自己実現しようとする志向が高まるなかで、住民がより

充実した生活を送れるよう、豊かな自然環境や優れた歴史・文化遺産等を

生かして、創造性や感性を養うことのできる場や、地域の活動拠点となる

施設の整備など地域の文化環境の整備に努めるとともに、地域において住

民が自己の能力を高め、生きがいをもち、より豊かな生涯を送れるよう、

生涯学習機会の拡充を図ることとし社会教育施設や文化施設の整備を推進

する。

また、今後の地域のスポーツ、レクリエーション需要の増大に対処する

ため、社会体育施設を各地で整備するほか、地区レベルにおける文化活動

等の活性化を図るための拠点となる集会施設やひろば等の施設の整備を促

進する。

(8) その他の施設

イ 社会福祉施設

高齢社会の到来等に伴う寝たきり老人や痴ほう性老人の増加に対処する

ため、特別養護老人ホーム等の老人福祉施設の整備を進めるとともに、デ
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イ・サービスやショートステイの機能をもつ施設を各地に確保する。また、

障害者のケアや授産訓練、社会参加と自立を促進するための各種障害者福

祉施設の整備を推進する。

さらに、子育て支援のための保育所を整備するとともに、子どもの健全

育成の拠点である児童館の整備を推進する。

ロ 医療施設等

人口の増加や高齢社会の到来等に伴う疾病構造の変化等に対処するため、

専門的かつ高度な医療技術を具備した医療施設の充実確保及び救急医療体

制の確保を図る。

ハ 農業用水施設等

農業の持続的な発展を図るためには、安定的な農業用水の確保は必要不

可欠であることから、国営農業用水再編対策事業「新湖北地区」等により、

農業用水施設の整備ならびに更新等の推進を図る。

９ 環境の保全に関する事項

環境問題は、地球的規模という空間的な広がりと次代にわたる影響という時

間的な広がりを持つ問題となって来ており、酸性雨、温暖化、熱帯雨林の減少

など、各国、各地域で足元からの取り組みが求められている。

また、日常生活においてはより環境にやさしいライフスタイルが求められて

いる。そのような中で、水質汚濁、大気汚染、騒音、振動、悪臭及びその他の

公害を防止することはもとより、環境基本法、滋賀県環境基本条例、滋賀県環

境総合計画、滋賀県大気環境への負荷の低減に関する条例等に基づき環境保全

に関する施策を総合的・計画的に進め、自然と共生し、循環を基調とした環境

への負荷の少ない持続的な発展が可能な社会の構築をめざすこととし、関係法

令に基づく、各種発生源に係る排出規制や公害防止施設等の整備を進め、環境

基準や目標等の維持・達成に努める。

特に、世界有数の古代湖であり、重要な水源である琵琶湖を健全な姿で次世

代に継承するため、県民総ぐるみによる琵琶湖総合保全の指針として策定した

「マザーレイク21計画－琵琶湖総合保全整備計画－」に基づき、水質の保全、

水源のかん養および自然的環境・景観の保全の３つの観点から、県民、事業者、

行政等のパートナーシップに基づき、各種保全施策を総合的、計画的に推進す

る。

さらに、各種の土地利用や交通体系などに関連する諸施策については、地域

の環境特性に配慮し、水、大気、土地、緑等の環境資源が有限であることを認

識し、適正な循環利用がなされ、健全で質の高い環境の確保に努める。
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イ 水質汚濁については、湖沼水質保全特別措置法に基づく湖沼水質保全計

画等により、工場・事業場の排水規制、および琵琶湖流域下水道整備等の

生活排水対策ならびに農業排水対策等諸施策を推進し、汚濁負荷量の削減

を図るとともに、河川流域の特性に応じた流域管理を住民のパートナーシ

ップのもとに推進する。

ロ 大気汚染については、大気状況を的確に把握し、発生源に対する規制及

び指導の徹底を図る。また、オゾン層保護や地球温暖化対策等の地球環境

問題への対応策を講じる。

ハ 自動車交通対策については、環境基準の達成に向け自動車排出ガスや騒

音等の対策強化を図るとともに、道路とその周辺の土地利用との調和に配

慮し、必要に応じて緩衝帯の設置、遮音壁の設置、交通規制等の施策を講

ずる。

ニ 新幹線鉄道の騒音、振動公害については、発生源対策及び障害防止対策

を推進するとともに沿線の土地利用の適正化を図る。

ホ 近隣騒音公害については、カラオケに代表される深夜営業騒音や拡声器

騒音等に対する適切な対応を図るとともに、生活騒音に対する防止方策等

を検討するなど、環境基準達成のための施策を講ずる。

へ 悪臭については、悪臭防止法等による規制及び指導の徹底を図る。

ト これらの諸施策とあわせて、環境汚染の監視、測定、調査研究体制を整

備拡充する。

チ 公害の防止に資するとともに、自然環境の保全を図るため、市街地及び

その周辺における自然公園、都市公園、緑地、良好な河川空間、保健休養

機能を有する森林等の保全・整備を推進するとともに、健全な生態系を維

持あるいは回復し、自然と人間との共生を確保する。

リ 太陽光や風力、バイオマス等の新エネルギーの利活用について検討を進

め、地域特性を生かした新エネルギー導入と省エネルギー対策を推進し、

省資源型・省エネルギー型社会の実現を進める。

ヌ 事業の計画、実施に当たっては、環境破壊を未然に防止するため、必要

に応じ、事前にその環境に及ぼす影響について調査、予測及び評価を行い、

その結果に応じて見直しを行うなど所要の措置を講ずる。

10 防災対策に関する事項

本区域の防災対策は県及び市町村における地域防災計画に基づき総合的かつ

計画的に実施するものである。

本区域は、比較的降雪が多く、北部山間地域では豪雪に見舞われることがあ
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り、適切な除雪・防雪対策を講じることが求められている。

また、地勢上、流路延長が短く急峻で水源山地の地質的条件と相まって多く

の河川が天井川を形成し、また、琵琶湖流入付近では上流河川から多数の小河

川が枝分かれしているため河積が極端に小さい、いわゆる尻無川が多く見られ、

過去に幾度かの水害が発生しており、治水事業の促進が求められている。

また、当該区域の土砂災害危険個所は約 400箇所で砂防設備等の整備はまだ

まだ低い水準であり、加えて近年の広範囲な都市化の進行に伴う宅地開発によ

り、都市周辺の丘陵部、山麓部においては、崖崩れや土砂の流出等、土砂災害

危険度が高まっており、安全な生活基盤のため砂防施設等の整備が急務となっ

ている。

地震に関しては、全国でも活断層分布密度の最も多い地域であり、過去、柳

ケ瀬断層の活動と考えられる大規模な姉川地震が発生しており、今後も地震の

発生の危険性が極めて高い地域である。

このような自然災害の危険性を多く抱える一方で、高度経済成長期に形成さ

れた市街地を中心として、狭隘道路が多いなど道路等の都市基盤整備の不備が

目立っている。また、公立病院等においては順次改築が進められ、大地震に対

応し得る構造・設備となってきているものの、潜在的な危険性のある建造物が

多い地域もあるため、特にライフラインの確保と耐震性の強い医療機関の整備

が必要である。

本区域では、特に、中部圏と近畿圏を結ぶ交通の要衝にあり、震災等による

交通の途絶を防ぐため、道路等の耐震対策及びバイパス機能を持つ代替ルート

の整備が必要となる。

近年においては、国土利用の変化あるいは高齢化社会の進展など社会経済環

境の変化に伴い、災害の態様は複雑多様化・大規模化しており、このような災

害に対応するためには、災害弱者にも配慮した防災施設の整備、都市の不燃化

・耐震化など防災都市対策や地盤の液状化対策を推進する必要がある。

また、地震等の観測体制を充実する一方、災害の発生する危険のある地域の

公表等により住居地の危険性への認識を深めるとともに、このような地域での

適切な土地利用を進めていくことも不可欠である。

以上の観点を踏まえた計画はつぎのとおりである。

(1) 地域防災体制の充実

災害時には災害応急対策の活動拠点として機能し、平常時には防災に関す

る啓発などの活動の場として機能する防災センターの整備の推進を図る。
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(2) 防災資機材の整備

消防力の強化を図るとともに、自主防災活動に必要な資機材の整備を促進

する。

また、水防活動を迅速かつ効果的に行うため、必要な水防資材の備蓄の充

実を図る。

(3) 情報通信体制の整備

イ 各種防災情報の収集・整理・分析、被害程度等の把握、災害情報の送受

信、防災関係機関の意思決定支援を行うための防災情報システムを整備し、

市町村、防災関係機関との災害情報収集の効率化・迅速化および災害対策

本部の機能強化を図る。

ロ 洪水や土砂災害に対応する河川情報システムおよび土砂災害情報システ

ムの拡充を図る。また土砂災害に関しては住民への予知情報提供システム

等の警戒避難体制を整備する。

(4) 災害に強い都市基盤・県土づくり

イ 災害に強いまちづくりの総合的かつ一体的な整備を推進し、特に都市基

盤施設、公共・公益的施設については集中的に整備し、被災時に都市機能

を維持できる防災安全街区の整備等、安全・安心市街地の形成を図る。

ロ 緊急輸送路等として十分機能できる道路及び避難地や防災活動の拠点と

なるべき公園、河川等の根幹的公共施設を計画的・重点的に整備する。

ハ 根幹的な治水対策を推進し、特に主要な交通施設等を守る土砂対策や下

水道・河川の連携による総合的な都市雨水対策を講じる。

ニ 道路の風水害に対する安全性の確保を図るため幹線道路等の多重化を推

進するとともに、安全性、信頼性の高い道路綱の整備を図る。また、冬期

の安全な道路交通を確保するため、除雪の充実、流雪溝等の整備を推進す

るとともに、降積雪情報等を収集・提供するための情報システムを整備す

る。

(5) 地震対策の推進

イ リダンダンシー（代替性）をもたせた高規格幹線道路、地域高規格道路

等の幹線道路網等を整備し、震災等に強い県土構造の形成を推進するとと

もに、緊急輸送道路の整備推進を図る。また、本県と京都・大阪方面を結

ぶ大量の旅客輸送を担う東海道本線のバイパス機能を持つ代替ルートの鉄

道整備の検討を進める。
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ロ 住宅、建築物、鉄道施設等の公共施設については、安全性の向上に努め

るとともに、緊急時の消火用水・生活用水等を確保するため下水道、河川

等の整備を図る。

ハ ライフライン共同収容施設ネットワークの整備計画の策定などライフラ

インの防災性の向上を推進する。



18


